
 

 

 

国立研究開発法人理化学研究所の 

平成２７年度における業務の実績に関する評価 

 

 

 

 

平 成 ２ ８ 年 ９ 月 

文 部 科 学 大 臣 



2 

 

様式２－１－１  年度評価 評価の概要 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 国立研究開発法人 理化学研究所 

評価対象事業

年度 

年度評価 平成 27年度（第 3期） 

中長期目標期間 平成 25～29 年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 文部科学大臣 

 法人所管部局 研究振興局 担当課、責任者 基礎研究振興課、 渡辺正実 

 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 企画評価課、 村上尚久 

 

３．評価の実施に関する事項 

平成 28年７月６日  第５回 文部科学省 国立研究開発法人審議会 理化学研究所部会開催（理化学研究所からのヒアリング１） 

平成 28年７月７日  第６回 文部科学省 国立研究開発法人審議会 理化学研究所部会開催（理化学研究所からのヒアリング２） 

平成 28年７月 26日 第７回 文部科学省 国立研究開発法人審議会 理化学研究所部会開催（意見聴取） 

平成 28年 8 月 2日 第６回 文部科学省 国立研究開発法人審議会開催（意見聴取） 

 

４．その他評価に関する重要事項 

平成 28年２月 22日 第３期中期計画変更 

平成 28年３月１日  第３期中期目標変更 

平成 28年３月 31日 第３期中期計画変更 
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様式２－１－２ 年度評価 総合評定 

 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，Ｄ） 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標

等に照らし、法人の活動による成果、取組等につ

いて諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適

正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開

発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将

来的な成果の創出の期待等が認められる。 

 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

業務の質

の向上 
Ｂ 

Ｂ Ａ 

  

業務運営

の効率化 
Ａ 

財務内容

の改善等 
Ａ 

評定に至った理由 理化学研究所(以下、「理研」という。)は、至高の科学力を以って国の科学技術戦略の担い手となるという方針の下、理事長の

マネジメントによって研究開発成果の最大化に向け、以下の主な観点から実績を上げていること、項目別評定から文部科学省所

管の独立行政法人に関する基準に基づき、総合的に判断し、「A」評価とした。 

○戦略的・重点的な研究開発の推進については、各研究領域において順調に年度計画を遂行するのみならず、科学的に顕著な成

果が創出されている他、若手研究者の受入れ及び育成に積極的に力を入れているなど適切な運営も行われている。 

○研究基盤の強化についても、線形加速器を用いて生成・同定した 113番元素の命名権獲得という科学史に残る成果を創出する

だけでなく、スーパーコンピュータ「京」や大型放射光施設 SPring-8といった施設の安定的な運用を通し、他の研究機関、大

学、企業の研究成果の土台となり、産業や先端研究に貢献を行っている。 

○業務運営面については、経営と研究運営の改革を推進するため研究資源の効率化を図るなど、順調に計画を遂行している。 

 

２．法人全体に対する評価 

○平成 27年度の理研の活動において、各研究分野で世界を牽引する、あるいは当該分野の研究や産業等への幅広い応用が期待される特筆すべき研究開発成

果を創出しており、研究開発成果の最大化に向けて実績を上げていると高く評価できる。 

(平成 27年度に創出された、特筆すべき研究開発成果の例) 

・加速器科学研究：113番元素の命名権が与えられ、アジアの国として初めて、日本発の元素が元素周期表に加わることは、日本の科学史に残る成果であ

る。 
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・創発物性科学研究：次世代超低消費電力型電子素子への応用が期待される「スキルミオン」について、室温以上で安定的に生成することを実現したこと

や、スキルミオン構造を外場で制御する可能性を示したことは、実用化に近づく進展であり、高く評価できる。 

・脳科学総合研究：アルツハイマー病のモデルマウスの記憶の人為的な復元に成功したことや、楽しかった記憶の記憶痕跡を刺激することによってマウス

のうつ状態の改善に成功したことは、脳科学の新領域を切り拓いたものであるとともに、記憶の基盤的な研究から精神・神経疾患の解明につなげた重要

な成果であり、高く評価できる。 

・生命システム研究：従来の 100～1,000倍ものシャッター速度で生きた細胞内の微細構造を観察可能な超解像蛍光顕微鏡を開発したことは生命科学の基盤 

技術として大きなブレイクスルーであるのみならず、従来観察できなかったウイルスの動態観察を可能とする等、疾患の理解や治療法の開発への貢献も

期待されるものであり、高く評価できる。 

・光量子工学研究：アト秒（10-18秒）精度で分子内の電子波束の直接観測に成功するとともに、分子振動波束の生成過程にかかる時間の存在を実証したこ

とは、化学反応の電子レベルでの理解に寄与する画期的な成果であり、高く評価できる。 

○業務運営の効率化等マネジメントに係る項目について、理事長のリーダーシップによる資源配分方針の策定や、適時の広報活動の実施など、全体として

計画通り、着実に取組が進められていると評価できる。 

○今後は、特定国立研究開発法人として、世界最高水準の研究開発成果の創出を図るとともに、日本のトップ機関として世界の他の研究機関と競争してい

き、国際社会に対して価値を創出していくことを期待する。 

 

３．項目別評価の主な課題、改善事項等 

○優れた研究開発の成果等を国民が実感できる形で分かりやすく広報し、社会的理解を得ていく努力を継続的に行っていくことが望まれる。 

○研究不正事案での経験を糧とし、法人運営にかかる体制整備・強化等に取り組んできており、今後はそれらが適切に運用され機能することを期待する。 

○外部資金の確保に関して、より一層の競争的資金や寄付金の獲得に向けた工夫・努力を期待する。 

 

 

４．その他事項 

研究開発に関する審議会

の主な意見 

○理事長のリーダーシップによる社会的価値の創造を目指すというビジョンの下、優れた基礎研究等を展開し、実際に成果を挙

げているとともに、大型の研究基盤を安定的に運営し、我が国全体の研究開発に貢献している。 

○法人全体のマネジメントと、各センターのマネジメントが、相互に連携しながら適切に法人運営がなされることが重要。 

○研究の成果のみならず、一般社会に対する適切なアウトリーチ活動について、引き続きの努力を期待する。 

監事の主な意見 ○業務は、法令等に従い適正に実施され、また中期計画、年度計画に沿って、効果的かつ効率的な運営が行われていると認める。 
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※１ S: 国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。  

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている  

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。  

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 

※２ 平成 25 年度評価までは、文部科学省独立行政法人評価委員会において総合評定を付しておらず、項目別評価の大項目について段階別評定を行っていたため、この評定を過年度の評定として参考に記載することとする。 
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様式２－１－３  年度評価 項目別評定総括表 

 

中長期目標 

（中長期計画） 

年度評価※ 項目別調

書№  

備

考 

 中長期目標 

（中長期計画） 

年度評価※ 項目別調

書№ 

備

考 

 H25 

年度 

H26 

年度 

H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

  H25 

年度 

H26 

年度 

H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

Ｉ  国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する 

事項 

 Ⅱ．業務運営の効率化

に関する目標を達成

するためとるべき 

措置 

A B B 

  

Ⅱ-1 

 

 １．国家的・社会的ニーズを踏まえた戦略的・重点的な研究開発の推進   １．研究資源配分

の効率化 
A B A 

  
Ⅱ-1-(1) 

 

（１）創発物性科学

研究 
S S S 

  
Ⅰ-1-(1) 

   
２．研究資源活用の効率化 

（２）環境資源科学

研究 
S A A 

  
Ⅰ-1-(2) 

   （１）情報化の推進 
A B B 

  
Ⅱ-2-(1) 

 

（３）脳科学総合研

究 
S S S 

  
Ⅰ-1-(3) 

   （２）コスト管理に

関する取組 
A B B 

  
Ⅱ-2-(2) 

 

（４）発生・再生科

学総合研究 
C B A 

  
Ⅰ-1-(4) 

   （３）職員の資質の

向上 
B B B 

  
Ⅱ-2-(3) 

 

 （５）生命システム

研究 
A S S 

  
Ⅰ-1-(5) 

   （４）省エネルギー

対策、施設活用方策 
A B B 

  
Ⅱ-2-(4) 

 

（６）統合生命医科

学研究 
S A A 

  
Ⅰ-1-(6) 

   ３．給与水準の適正

化等 
A B B 

  
Ⅱ-3 

 

（７）光量子工学研

究 
S S S 

  
Ⅰ-1-(7) 

   ４．契約業務の適正

化 
A B B 

  
Ⅱ-4 
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２．世界トップレベルの研究基盤の整備・共用・利用研究の推進   ５．外部資金の確

保 
A B B 

  
Ⅱ-5 

 

 （１）加速器科学研

究 
A A S 

  
Ⅰ-2-(1) 

   ６．業務の安全の

確保 
A B B 

  
Ⅱ-6 

 

 （２）放射光科学研

究 A A A 

  

Ⅰ-2-(2) 

  Ⅲ．予算（人件費の見

積を含む。）、収支計画

及び資金計画 

A B B 

  

Ⅲ 

 

 （３）バイオリソー

ス事業 
B B A 

  
Ⅰ-2-(3) 

  Ⅳ．短期借入金の限度

額 
― ― ― 

  
Ⅳ 

 

（４）ライフサイエ

ンス技術基盤研究 
A A A 

  

Ⅰ-2-(4) 

  Ⅴ．不要財産又は不要

財産となることが見

込まれる財産に関す

る計画 

A B B 

  

Ⅴ 

 

（５）計算科学技術

研究 
A B A 

  
Ⅰ-2-(5) 

  Ⅵ．重要な財産の処分

・担保の計画 
C B B 

  
Ⅵ 

 

３．理化学研究所の総合力を発揮するためのシステムの確立による先端

融合研究の推進 
 

Ⅶ．剰余金の使途 
― ― B 

  
Ⅶ 

 

 （１）独創的研究提

案制度 
A A B 

  
Ⅰ-3-(1) 

  
Ⅷ．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 （２）中核となる研

究者を任用する制度

の創設 

A B B 

  

Ⅰ-3-(2) 

   １．施設・設備に

関する計画 A B B 

  

Ⅷ-1  

 ４．イノベーションにつながるインパクトのある成果を創出するための

産学官連携の基盤構築及びその促進 

  ２．人事に関する

計画 
B B B 

  
Ⅷ-2  

（１）産業界との融

合的連携 

 

A B A 

  

Ⅰ-4-(1) 

   ３．中期目標期間

を越える債務負担 ― ― ― 

  

Ⅷ-3  
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（２）横断的連携促

進 ①バイオマス工

学に関する連携の促

進 

A A A 

  

Ⅰ-4-(2) 

   ４．積立金の使途 

A B ― 

  

Ⅷ-4  

（２）横断的連携促

進 ②創薬関連研究

に関する連携の促進 

A A S 

  

Ⅰ-4-(2) 

           

（３）実用化につな

げる効果的な知的財

産戦略の推進 

A B A 

  

Ⅰ-4-(3) 

           

５．研究環境の整備、優秀な研究者の育成・輩出等           

（１）活気ある開か

れた研究環境の整備 
B B B 

  
Ⅰ-5-(1) 

           

（２）優秀な研究者

等の育成・輩出 
B B B 

  
Ⅰ-5-(2) 

           

（３）研究開発成果のわかりやすい発信・研究開発活動の理解増進           

①論文、シンポジウ

ム等による成果発表 
A B A 

  
Ⅰ-5-(3) 

           

②研究開発活動の理

解増進 
B B B 

  
Ⅰ-5-(3) 

           

（４）国内外の研究

機関との連携・協力 
A B B 

  
Ⅰ-5-(4) 

           

（５）研究開発活動

を事務・技術で強力

に支える機能の強化 

B B B 

  

Ⅰ-5-(5) 

           

６．適切な事業運営に向けた取組の推進           

（１）国の政策・方 A B B   Ⅰ-6-(1)            
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針、社会的ニーズへ

の対応 

（２）法令遵守、倫

理の保持等 
C B B 

  
Ⅰ-6-(2) 

           

（３）適切な研究評

価等の実施・反映 
B B B 

  
Ⅰ-6-(3) 

           

（４）情報公開の促

進 
A B B 

  
Ⅰ-6-(4) 

           

 （5）監事機能強化に

関する取組 
― B B 

  
Ⅰ-6-(5) 

           

 

※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付す。 

難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線を引く。 

 

※平成２５年度評価までの評定は、「文部科学省所管独立行政法人の業務実績評価に係る基本方針」（平成１４年３月２２日文部科学省独立行政法人評価委員会）に基づく。 

また、平成２６年度以降の評定は、「文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準」（平成２７年６月文部科学大臣決定）に基づく。詳細は下記の通り。 

平成２５年度評価までの評定 平成２６年度評価以降の評定 

Ｓ：特に優れた実績を上げている。（法人横断的基準は事前に設けず、法人の業務の特性に応じて評

定を付す。） 

Ａ：中期計画通り、または中期計画を上回って履行し、中期目標に向かって順調に、または中期目標

を上回るペースで実績を上げている。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が１００％以上） 

Ｂ：中期計画通りに履行しているとは言えない面もあるが、工夫や努力によって、中期目標を達成し

得ると判断される。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％以上１００％未満） 

Ｃ：中期計画の履行が遅れており、中期目標達成のためには業務の改善が必要である。（当該年度

に実施すべき中期計画の達成度が７０％未満） 

Ｆ：評価委員会として業務運営の改善その他の勧告を行う必要がある。（客観的基準は事前に設け

ず、業務改善の勧告が必要と判断された場合に限りＦの評定を付す。） 

【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。  

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開

発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開

発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開

発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。  

 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】 

Ｓ：法人の活動により、中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画
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値（又は対年度計画値）の 120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：法人の活動により、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画

値）の 120％以上とする。）。 

Ｂ：中期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）

の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

Ⅰ－1 国家的・社会的ニーズを踏まえた戦略的・重点的な研究開発の推進 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－1－(1) 創発物性科学研究 

関連する政策・施策 

政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-3 環境分野の研究開発の重点的推

進 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第一項 科学技術に関する試験及び

研究を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28年

度 

H29年

度 

欧文：141 

和文：15 

欧文：286 

和文：11 

欧文：329 

和文：0 

 

論文数 ― 
欧文：141 

和文：15 

欧文：286 

和文：11 

欧文：329 

和文：0 
― ― 

連携数 
― 

共同研究等：29 

協定等：19 

共同研究等：40 

協定等：19 

共同研究等：34 

協定等：23 
― ― 

特許件 
数 ― 

出願：31 

登録：1 

出願：37 

登録：5 

出願：29 

登録：5 
― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

件数：52 

予算額：

559,747 

件数：66 

予算額：

304,624 

件数：79 

予算額：

592,663 

― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

2,055,723 2,151,680 2,046,453 
― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 103 121 128 ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 我が国が強み
をもつ環境・エネ
ルギー技術によ

るグリーンイノ
ベーションを創
出し、世界に先駆

けた環境・エネル
ギー先進国の実
現を果たすため

には、既存技術の
延長では突破で
きない性能向上

の限界を超え、全
く新しい概念に
よるエネルギー

利用技術の革新
を可能にする、既
存の科学技術と

は異なる新たな
学理の構築が必
要である。 

このため、固
体・分子集合体・
ナノデバイス等

が示す、電子・ス
ピン・分子など
個々の構成要素

の単なる集合と
しては説明でき
ない物性・機能

（創発物性）に着
目して我が国の
物性科学研究を

推進する。本分野
は蒸気エネルギ
ー、原子力エネル

ギーの開発に次
ぐ第３のエネル
ギー技術革命を

もたらすものと

環境・エネルギー技術によるグリ
ーンイノベーションを創出するため
には、既存の技術の延長線上にない

全く新しい概念によるエネルギー利
用技術の革新が必要である。固体・
分子集合体・ナノデバイス等は電

子・スピン・分子など個々の構成要
素の単なる集合としては説明できな
い物性・機能を示しうる。このよう

な創発物性という新しい概念の下、
強相関物理、超分子機能化学、量子
情報エレクトロニクスの分野の有機

的な連携により、従来の科学技術と
は異なる全く新しい学理を創成し、
僅かな電気・磁気・熱刺激からの巨

大な創発的応答・現象を実現するこ
とで、消費電力を革命的に低減する
デバイス技術やエネルギーを高効率

に変換する技術に関する研究開発を
推進する。 

また、我が国の物性科学の中核的

研究開発拠点として、世界トップレ
ベルの研究者を結集し、集中的に研
究を推進するとともに、国内外の研

究機関や大学、企業等と連携して、
俯瞰的・国際的視野を持った次世代
の創発物性科学研究を牽引する人材

の育成、最先端の研究開発成果を将
来の産業技術開発の土台とするため
の取組を総合的に推進する。 

 
①強相関物理研究 
固体中で多数の電子が強く反発しあ

う強相関電子系が示す創発機能発現
の学理を探求し、革新的なエネルギ
ー機能原理を解明する。すなわち、

既存の半導体技術を超える超低損失
エネルギー輸送、超高効率の光･電
気・磁気・熱の相互のエネルギー変

換機構を明らかにする。 

①強相関物理研究 
固体中で多数の電子が強く

反発しあう強相関電子系が示

す創発機能発現の学理を探求
し、革新的なエネルギー機能原
理を解明する。すなわち、既存

の半導体技術を超える超低損
失エネルギー輸送、超高効率の
光･電気・磁気・熱の相互のエ

ネルギー変換機構を明らかに
するとともに、超低消費電力型
磁気メモリの実現に向けた研

究開発を行う。 
平成２７年度は、超低消費電

力型磁気メモリの実現に向け

て、これまで基礎物性を明らか
にしてきたスキルミオン（渦巻
き状のスピン構造体）を用い

て、室温で実現する条件を探索
するとともに、ナノスケールで
の構造とダイナミクスを解明

する。また、超高効率の光･電
気・磁気・熱の相互のエネルギ
ー変換をめざし、前年度までに

発見したマルチフェロイック
ス物質（強磁性と強誘電性の両
方の性質を持つ特殊な物質）で

ある鉄酸化物において、より高
温で、電場による磁化制御及び
磁場による分極制御の実現を

目指すとともに、磁場の向きに
依存して電磁波の吸収量が大
幅に変化する機能を実現する。 

 

（評価軸） 
・イノベーション
の実現に向けて

組織的に研究開
発に取り組み、社
会的にインパク

トのある優れた
研究開発成果を
創出し、その成果

を社会へ還元で
きたか 
・グリーンイノ

ベーション及
びライフイノ
ベーションと

いった政策課
題の達成に貢
献するととも

に、社会からの
ニーズを踏ま
えて、基礎から

応用までをつ
なぐ研究開発
を戦略的かつ

重点的に推進
できたか 
 

（評価指標） 
・消費電力を革
命的に低減す

るデバイス技
術やエネルギ
ーを高効率に

変換する技術
に関する研究
開発の成果 

・比類のない独
自のユニーク
な成果や当初

計画で予期し

① 強相関物理研究 
○スキルミオンの生成温度は最高
でも摂氏 5度程度であったが、従

来使われてきたものとは異なる
対称性を持つ物質を用いて新し
い合金を作製することで、室温付

近～摂氏 170度程度の温度での
生成を実現し、そのナノスケール
構造を明らかにした。（Nature 
Communications 6巻発表） さ
らに、パルス電流によってスキル
ミオンを生成・消去する手法の開

発にも成功し、スキルミオン構造
を外場で制御する可能性を示し
た。 

 
 
 

○応力の印加下でのスキルミオン
の変形をローレンツ顕微鏡で観
測することに成功し、その理論解

析を行った。（Nature 
Nanotechnology 10巻発表） 

 

 
○マルチフェロイックス物質（強
磁性と強誘電性の両方の性質を

持つ特殊な物質）である鉄酸化物
において、より高温で、電場によ
る磁化制御と磁場による分極制

御を実現し、また、磁場印加によ
ってテラヘルツ電磁波の吸収量
が大幅に変化することを示すと

ともに、その起源となる特異な磁
気共鳴の性質を解明した。 

 

 
 
○内部は絶縁体だが表面は電気を

通すトポロジカル絶縁体の表面

評定 S 評定 S 

○スキルミオンは、将来の 
超低消費電力型の磁気メ
モリ素子への応用が期待

されるナノスケールの磁
気構造体である。スキル
ミオンを次世代超低消費

電力型電子素子へ応用す
るために重要な要素とな
る、室温以上（従来より 2

ケタ高い温度まで）での
安定性、スキルミオンに
よる情報の書込み・消去

を可能とした。実用化に
近づく画期的成果であ
り、非常に高く評価する。 

 
○観測された応力印加下に 
おける巨大なスキルミオ

ンの変形や安定性は、外
部からの刺激(入力)に応
答するスキルミオンの機

能設計に重要な結果であ
り、高く評価する。 

○超高効率の光・電気・磁 

気・熱の相互のエネルギ
ー変換をめざし、マルチ
フェロイックス物質にお

いて、より高温で、電場
による磁化制御及び磁場
による分極制御を実現

し、また、磁場の向きに
依存して電磁波の吸収量
が大幅に変化する機能を

実現しており、順調に計
画を遂行していると評価
する。 

○トポロジカル絶縁体の表 
面ディラック状態の量子

○研究面については、順調に年 
度計画を遂行していることに
加え、当初の想定を超える、

科学的に特に顕著な成果が創
出されていると認められる。 

 

○中でも、次世代超低消費電力
型電子素子への応用が期待
される「スキルミオン」につ

いて、室温以上で安定的に生
成することを実現したこと
や、スキルミオン構造を外場

で制御する可能性を示した
ことは、実用化に近づく進展
であり、高く評価できる。 

 
○また、有機薄膜太陽電池につ
いて、性能高度化に不可欠な

開放端電圧向上を果たした
ことに加え、高い熱変換効率
を達成したことは、実用化に

近づく重要な成果である。 
 
○さらに、量子情報エレクトロ

ニクス研究において、世界で
初めて非局所スピン量子の
もつれの実証・操作に成功し

たことや、４重ドット、５重
ドットの電子の状態操作・計
測技術を開発したことは、量

子コンピュータ開発の基盤
となる画期的な成果である。
特に、5重ドットの技術開発

は、計画よりも 1年以上前倒
しで達成した世界初の成果
であり、高く評価できる。 

 
○その他にも数多くの優れた
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して期待され、国

際的にも注目を
集めているが、創
発物性科学を世

界に先駆けて新
たな研究分野と
して確立し、我が

国の科学技術水
準の向上を図る
ため、本分野に関

する研究開発を
リードしてきた
理化学研究所に

おいて国内外の
研究者を結集し、
世界トップレベ

ルの物性科学に
関する研究開発
拠点を新たに設

置し、研究開発を
推進する。 

新しい物性科

学を創成し、エネ
ルギー変換の高
効率化や消費電

力を革新的に低
減させるデバイ
ス技術に関する

研究開発を実施
する。 

具体的には、２

０３０年代に産
業化までつなげ
ることを目指し、

２０２０年代ま
でに中低温の未
利用熱を有効に

活用可能とする
高効率熱電変換
技術や、超低消費

電力で半導体を
超える電子デバ
イス技術を確立

する。 
そのため、本中

期目標期間にお

いては、熱電材料
に関して半世紀
にわたり更新さ

これらの研究により、超低消費電

力型磁気メモリの実現に向け、本中
期目標期間中に不純物･欠陥などに
対して安定な性質を持った磁気情報

担体を開発し、消費電力を表す指標
である電流密度を既存金属系材料に
比べ５桁以上下げた電流密度での磁

気情報操作を達成する。 

得なかった特

筆すべき業績 
・各事業におい
て、センター長

等のリーダー
シップが発揮
できる環境・体

制が整備され、
適正、効果的か
つ効率的なマ

ネジメントが
行われている
か 

・若手研究者等
への適切な指
導体制が構築

され、人材育成
の取組みが推
進されている

か 
 

は、エネルギーをほとんど使わず

に電子伝導が可能な「ディラック
状態」となっている。このたび完
全性の高いトポロジカル絶縁体

薄膜の作製に成功し、電界効果型
トランジスタ構造とすることで、
表面ディラック状態が量子化し

た「整数量子ホール状態」（エネ
ルギー損失を伴わず電流が流せ
る状態）となっていることを確認

するとともに、ゲート電圧の制御
により整数量子ホール状態と絶
縁状態を相互変換できることを

世界で初めて示した。（Nature 
Communications 6巻発表） 

化を電気伝導手法で検出

でき、さらにゲート電圧
によって制御できること
を示した世界で初めての

成果であり、高速かつ低
消費電力の素子への応用
が期待できることから、

非常に高く評価する。 

研究成果を生み出しており、

高く評価できる。 
 
○運営面に関しては、国内外の

研究機関との連携や、センタ
ー長等のリーダーシップの
もと、若手人材の受け入れ、

育成にも積極的に力を入れ
ており、適正な運営が行われ
ていると認められる。 

 
（今後の発展に向けたコメン
ト） 

○関連する分野の大学・研究機
関や産業界との連携を通じ
た一層の人材交流・育成等に

よる応用展開を期待する。 
 
（評定） 

○以上を踏まえ、適正、効果的
かつ効率的な業務運営の下で
「研究開発成果の最大化」に

向けて特に顕著な成果の創出
や将来的な特別な成果の創出
の期待等が認められることか

ら、評定を Sとする。 

②分子機能化学研究 

 有機・高分子化合物の構造を分子
レベルから設計し、階層的に組織化
することにより、目的とする機能を

発現させる超分子機能に関わる基本
学理を構築し、エネルギーの変換・
伝達・貯蔵を高効率化する環境低負

荷型高機能材料を開発する。また、
材料の高性能化のために、分子から
巨視的スケールまでをシームレスに

つなぐプロセスの速度論的制御と構
造制御の方法論を構築する。 

これらの研究により、実用に資す

る有機太陽電池等電子デバイスを開
発する。特に、分子レベルからの材
料設計により構造が自律的に形成さ

れる機能をもつ有機太陽電池につい
ては本中期目標期間中に変換効率１
０％程度を達成する。 

②超分子機能化学研究 

有機・高分子化合物の構造を
分子レベルから設計し、階層的
に組織化することにより、目的

とする機能を発現させる超分
子機能に関わる基本学理を構
築し、エネルギーの変換・伝

達・貯蔵を高効率化する環境低
負荷型高機能材料を開発する
とともに、実用に資する有機太

陽電池等電子デバイスの研究
開発を行う。また、材料の高性
能化のために、分子から巨視的

スケールまでをシームレスに
つなぐプロセスの速度論的制
御と構造制御の方法論を構築

する。 
平成２７年度は、実用に資す

る有機太陽電池の更なる高度

化に向けて、電池としての能力
を示す指標である開放端電圧
を、界面の状態を分子レベルで

能動的に制御することにより
向上させる。また、環境低負荷
型高機能材料の開発に向け、ヒ

ドロゲル（水を主成分とするプ
ラスチック代替マテリアル）の
更なる高強度化に向けて、前年

度まで探索してきた有機・無機
成分を複合化する手法を発展
させ、より優れた力学特性を持

つ無機ナノシート複合ヒドロ
ゲルを開発する。 
 

② 超分子機能化学研究 

○有機半導体を材料とする塗布型
の有機薄膜太陽電池（OPV）にお
いて、新しく開発したポリマー分

子を用いることで、光エネルギー
損失を低減させ、解放端電圧を無
機太陽電池並みの 1.0V程度まで

向上させることに成功した。
（Nature Communications  6巻発
表） 

 
 
 

 
○塗布型 OPVにおいて、基板上で
の半導体ポリマーの分子配向を

制御・最適化した素子構造を作製
することにより、当初計画を上回
る変換効率 10％以上を達成した。

（Nature Photonics 9巻発表） 
 
○環境低負荷型高機能材料の開発

を進めるべく、ヒドロゲル（水を
主原料とするプラスチック代替
マテリアル）の高度化に向け、原

料となる有機・無機成分の複合化
法を探求した。具体的には、無機
成分として、前年度見出した酸化

チタンナノシートを用い、磁場中
で有機成分と複合化させたとこ
ろ、磁場に応答して一方向性の静

電反発力が働き、優れた力学特
性・動的特性を持つ高強度ヒドロ
ゲルの開発に成功した。（Nature 

 

○OPVは、塗布型で大面積
のものを容易に作製でき、
軽量・柔軟かつ環境負荷も

小さいことから、実用化へ
の期待が高く、エネルギー
変換効率も従来より高い

9%となっている。OPVの全
体の効率を下げることな
く、性能高度化に不可欠な

開放端電圧向上を果たし
ており、非常に高く評価す
る。 

 
○OPVの商用化の目途は
15%程度であることから、

平成 27年度に変換効率を
2ケタ台に向上させたこ
とは、非常に高く評価す

る。 
 

○より優れた力学特性・動

的特性を持つ高強度ヒド
ロゲルを開発したことは、
ヒドロゲルのさらなる高

強度化を実現した成果で
あり、順調に計画を遂行し
ていると評価する。 
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れていない最高

性能を超える新
しい強相関熱電
材料を開発する

など、エネルギー
利用の革新にか
かわる世界トッ

プレベルの成果
を実現する。 

また、国内外の

研究機関や大学、
企業等と連携し
て、俯瞰的・国際

的視野を持った
次世代の創発物
性科学研究を牽

引する人材の育
成を推進すると
ともに、関連事業

の動向や企業等
の社会ニーズを
把握し、最先端の

研究開発成果を
将来の産業技術
開発の土台とす

るための取組を
総合的に推進す
る。 

Materials オンライン出版） 

○刺激応答性のポリマーで作った
ヒドロゲルに、互いに静電反発す
る無機ナノシートを閉じ込める

ことにより、環境を選ばず、静電
反発力の変調を動力源として動
作する、従来とは全く異なる原理

に基づくヒドロゲルアクチュエ
ータを開発した。（Nature 
Materials 14巻発表） 

 

 

○従来のヒドロゲルでは外
界との水の授受が必須で
あったが、本成果では、従

来とは異なる発想により、
環境を選ばず、静電反発力
の変調を動力源として、大

きく方向性のある動きを
繰り返すことを可能とし
ており、人工筋肉などへの

応用が期待される。ヒドロ
ゲルの用途を飛躍的に拡
張する成果であり、非常に

高く評価する。 

③量子情報エレクトロニクス研究 
情報通信技術の普及に伴い爆発的

に増大する情報を、安全かつエネル
ギー消費を最低限に抑えて処理する
技術として、量子力学的原理に基づ

いて動作するデバイス及び計算機シ
ステムの開発を行うため、半導体、
超伝導体の量子状態を光学的、電気

的、磁気的に制御することにより、
量子コンピューティング、量子中継、
量子ナノデバイスの基本原理解明と

技術開発を行う。 
これらの研究により、将来的な大

規模量子計算への拡張から量子コン

ピュータ実現までを視野にいれ、現
在の２量子ビット計算から、本中期
目標期間中に誤り訂正を含めた５量

子ビット計算を実現する。 

③量子情報エレクトロニクス
研究 

情報通信技術の普及に伴い
爆発的に増大する情報を、安全
かつエネルギー消費を最低限

に抑えて処理する技術として、
量子力学的原理に基づいて動
作するデバイス及び計算機シ

ステムの開発を行うため、半導
体、超伝導体の量子状態を光学
的、電気的、磁気的に制御する

ことにより、量子コンピューテ
ィング、量子中継、量子ナノデ
バイスの基本原理解明と技術

開発を行う。 
平成２７年度は、量子コンピ

ュータに実装するための３量

子ビットによるゲート操作の
向上と４量子ビット操作を実
現するとともに、デバイス化に

必要なデバイス構造と量子操
作技術の開発、量子測定技術の
改良を行う。 

 

③ 量子情報エレクトロニクス研
究 

○3量子ビットを用いた複数の新
しい量子もつれ（複数の粒子が特
殊な相関によって結合している

状態）ゲート操作と操作の高性能
化（高速化と高忠実度）、3量子ビ
ット以上のデバイス・回路の操作

と計測技術の開発を行った。 
○GaAs（ガリウムヒ素）を用いて、
3重ドットで 2粒子および 3粒子

の非局所もつれを世界で初めて
実証し（非局所：もつれた複数の
粒子が空間的に離れているこ

と）、また、そのもつれ操作も実
現した。さらに、測定時間を 2桁
以上短縮し、環境雑音の影響が入

らないうちにゲート操作を終え
る手法を開発することにも成功
した。 

○GaAsを用いて 4重ドット、5重
ドットの量子状態を操作する技
術と計測技術を開発した。また、

多数のスピン量子ビットを結
合・操作する方式として複数の操
作法を理論提案した。 

 
 
 

 
 
○温度勾配により誘起される電子

やスピン流などの熱輸送現象に
おいて、熱流をベクトルポテンシ
ャルと呼ばれる変数で表すこと

 
 

○3量子ビットによるゲー
ト操作、3量子以上のビッ
ト操作、デバイスの回路操

作、及び量子測定技術の開
発を行っており、順調に計
画を遂行していると評価

する。 
○世界で初めて非局所スピ
ン量子もつれの実証およ

びもつれ操作に成功し、さ
らに測定時間を大幅に短
縮することに成功した。こ

れは量子コンピュータの
開発に向けた基盤となる
重要な成果であり、非常に

高く評価する。 
 
 

○4重ドット、5重ドットの
電子の状態操作技術と計
測技術の開発は、量子コン

ピュータの情報処理能力
の拡大につながる重要な
成果である。特に、5重ド

ットでの技術開発は、計画
よりも 1年以上前倒しで
達成した世界初の成果で

あり、非常に高く評価す
る。 
○本成果により、幅広い大

きさの素子の中で温度差に
より引き起されるさまざま
な現象の精密な解析が容易
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によって、理論を定式化すること

に成功した。（Physical Review 
Letters 114巻発表） 
 

に可能となり、デバイス中

の熱を効率よく輸送する仕
組みや物質設計、さらには
温度差を用いたデバイス操

作などに貢献できると期待
されることから、高く評価
する。 

④分野融合プロジェクト・産学連携 
熱電変換材料の研究開発、エネル

ギー損失が極小となるエレクトロニ

クスの研究開発等、高効率エネルギ
ー変換や超低消費電力電子機器の実
現に向けたプロジェクト研究を、分

野を超えて融合的に展開する。トポ
ロジカル絶縁体(内部は絶縁体なが
ら表面・界面は損失極小の電流を流

す)などの新たな機能性材料に対し、
エネルギー機能に着目した、物質の
理論設計、及び実験実証を行うとと

もに、本中期目標期間中に強相関熱
電材料において、実用化の目途とな
る電力因子５０μW/cmK2 程度を目

指す。 
大学との連携講座や若手研究者に

よるフォーラムの形成、ワークショ

ップの開催をはじめとする国内外の
大学や研究機関との連携により、将
来の指導的研究者となり得る優れた

人材を育成する。また、創発物性科
学の最先端研究開発成果を将来の技
術開発の土台とするため、応用研

究・産業等に従事する他の機関・組
織との連携により、新産業分野のニ
ーズとシーズを相互理解し、先端の

研究開発を推進し、成果を効果的に
移転する。 

④分野融合プロジェクト・産学
連携 
高効率エネルギー変換や超

低消費電力電子機器の実現に
向けたプロジェクト研究を分
野を超えて融合的に展開する。

また、将来の指導的研究者とな
り得る優れた人材を育成する
とともに、応用研究・産業等に

従事する他の機関・組織との連
携により、先端の研究開発を推
進し、成果を効果的に移転す

る。 
平成２７年度は、トポロジカ

ル絶縁体上の量子化異常ホー

ル効果（無磁場でエネルギー損
失なく電流が流れる状態）の条
件下において、理論面から磁壁

等におけるスピン構造を明ら
かにするととともに、磁壁にお
けるスピン構造を利用した電

子の輸送機能を開発する。強相
関熱電変換材料では、これまで
に見いだした特殊な構造に起

因して高い電子移動度を示す
物質において、電力因子のさら
なる向上を目指す。さらに、若

手研究リーダーの育成に関し
て清華大との連携を強化する
ともに、応用研究・産業等に従

事する他の機関・組織との連携
推進のために連携合同ワーク
ショップを開催する。 

④ 分野融合プロジェクト・産学連
携 
○量子化異常ホール効果（無磁場

でエネルギー損失なく電流が流
れる状態）を示すトポロジカル絶
縁体において、理論面から磁壁等

におけるスピン構造を明らかに
し、スキルミオンの構造が発現す
ることを、電子輸送現象の実験と

理論を組み合わせることで発見
した。（Nature Physics, オンラ
イン出版） 

 
○トポロジカル絶縁体薄膜上に磁
性元素のクロムを添加した層を

積層させることにより、従来の方
法より高温・弱磁場でエネルギー
損失がきわめて小さい電流が流

れる整数量子ホール効果を実現
することに成功した。（Nature 
Communications 6巻発表） 

 
 
 

 
 
○強相関熱電変換材料では、特殊

な結晶格子と電子エネルギーの
構造に起因して高い電子移動度
を示す物質において、電力因子を

さらに向上させることに成功し
た。 
 

【マネジメント・人材育成】 
○他機関との連携促進を目的とし
て、産業技術総合研究所との連携

合同ワークショップ「理研－産総
研 量子技術イノベーションコ
ア ワークショップ」を理化学研

究所で開催した。 
 
○清華大学との連携研究ユニット

 

○トポロジカル絶縁体上の
量子化異常ホール効果の
条件下、理論面から磁壁等

におけるスピン構造を明
らかにするとともに、電子
スピンの集まりであるス

キルミオン構造を明らか
にし、その構造を利用した
電子の輸送機能を開発し

ており、順調に計画を遂行
していると評価する。 
○今後、積層構造を工夫 

することでさらに高温で
量子ホール効果を実現で
きる可能性を示唆する成

果であり、この構造を改
良することで磁場を加え
ない状態でもより高温で

動作する低消費電力の素
子につながると期待され
る。将来のデバイス化に

向けて新しい構造を提案
する重要な成果であり、
高く評価する。 

○ これまでに見出した特 
殊な構造をもつ物質にお
いて電力因子を向上させ

ており、順調に計画を遂
行していると評価する。 
 

 
 
○新しく他機関との連携の 

枠組みを作り、連携合同
ワークショップを開催し
たことは、連携による研

究成果・人材育成の加速・ 
推進に繋がる成果であ
り、高く評価する。 

○清華大学との連携研究 
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（計算物質機能研究ユニット）を

新たに 1件立ち上げた。計 3名の
ユニットリーダーがそれぞれ計 3
回以上理研を訪問・滞在し、共同

研究を行うとともに定例ミーテ
ィングで研究成果発表を行うな
ど活発な意見交換を実施した。 

 
⑤センター独自の若手リーダー育
成事業「統合物性科学研究プログ

ラム」として、上記清華大学連携
研究ユニットリーダーに加え、若
手ユニットリーダーを 1名採用し

た（計 11名）。また、世界的に顕
著な実績を持つ PIをそれぞれの
メンターとして複数名ずつ配置

し、強力に指導を行った。また、
若手研究者を中心とした研究企
画・発表の場を設け、活発な議論

を行う場を提供することにより、
若手人材の育成に貢献した。加え
て、当該研究分野の発展に資する

ために、テーマを設定して集中的
に討論を行う「CEMS Topical 
Meeting」を創設し、CEMS内外の

多くの若手研究者の参加を得て
活発な活動を行った。 
○さらに、民間企業から積極的に

人材を受け入れ、当センターで実
施する世界最先端の研究に携わ
る機会を提供するとともに、世界

の第一線で活躍する研究者が指
導を行っている。 

を強化し、国際的若手研

究リーダーの育成に貢献
しており、順調に計画を
遂行していると評価す

る。 
 
 

 
○新しい学術分野である 
本分野においては、若手

研究リーダーとなりうる
人材が著しく不足してい
る。この状況下、本セン

ターでは優秀な若手研究
者を発掘して PIとして登
用し、強力なメンターシ

ップのもと、優れた研究
力かつ俯瞰的・国際的視
野を持った次世代の研究

リーダーの育成に積極的
に取り組んでおり、すで
に、若手ユニットリーダ

ーらは平成 27年度までに
Nature系の学術誌に 9報
もの論文を発表してい

る。よって、非常に高く
評価する。 

○ また、民間企業から派 

遣された若手研究者は、
優れた研究環境（人的・
設備）での研鑽を通じ、

産業化に向けた研究課題
（太陽電池・熱電素子な
ど）にも大きな成果を挙

げつつある。、これまでに
19件の特許出願を行って
おり、すでに特許を取得

している例もあることか
ら、非常に高く評価する。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－1－(2) 環境資源科学研究 

関連する政策・施策 政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-3 環境分野の研究開発の重点的推

進 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条第一項：科

学技術に関する試験及び研究を行う

こと。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：110 

和文：19 

欧文：221  

和文：19 

欧文：306 

和文：15 
― ― 

連携数 

― 

共同研究等：84 

協定等：44 

共同研究等：

105 

協定等：42 

共同研究

等：131 

協定等：42 

― ― 

特許件 
数 ― 

出願：20 

登録：11 

出願：31 

登録：13 

出願：32 

登録：14 
― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

件数：121 

予算額：

1,169,759 

件数：147 

予算額：

1,516,074 

件数：168 

予算額：

1,582,339 

― ― 

 

③  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

1,404,657 1,471,850 1,645,780 
― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 167 180 195 ― ― 

※平成 27年度より、バイオマス工学研究プログラムを環境資源科学研究の一部

として実施。 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 資源の確保・環
境保全・食糧増産
等の地球規模の

課題に対応し、持
続可能な社会を
実現するために

は、環境に負荷を
及ぼさない資
源・エネルギーの

循環的な利活用
が不可欠である。 

このため、石油

化学製品として
消費され続けて
いる炭素、生命活

動に不可欠な窒
素、希少な金属元
素の各資源を循

環的に利活用す
ることを目指し、
多様な生物機能

と化学機能の理
解を礎として、植
物科学、微生物化

学、化学生物学、
合成化学等を融
合した先導的研

究を推進する。２
０３０年代に産
業界で利用され

ることを目指し、
２０２０年代ま
でに２０世紀最

大の発明の一つ
とも言われるハ
ーバー・ボッシュ

法を革新し得る、
窒素と水素から
の省資源・省エネ

ルギー型のアン
モニア合成を実
現するなど、産業

環境に負荷を及ぼさない資源・エ
ネルギーの循環的な利活用が可能な
持続的社会の実現に向け、多様な生

物機能と化学機能の理解を礎とし
て、植物科学、微生物化学、化学生
物学、合成化学等を融合した先導的

研究を推進し、有用資源の創成及び
高効率な資源生産システム等の技術
革新に貢献する。そのために、石油

化学製品として消費され続けている
炭素、生命活動に不可欠な窒素、希
少な金属元素の各資源を循環的に利

活用することを目指し、「炭素」、
「窒素」、「金属」に関する体系的
な３つのプロジェクト研究を推進す

るとともに、世界トップレベルのメ
タボローム解析基盤及び天然化合物
バンクの充実と融合によって強力な

基盤を構築し、研究開発を推進する。 
また、関連事業の動向や産業界等

の社会ニーズを把握し、国内外の研

究機関や大学、企業等に対して効果
的な研究展開を図る。さらに、研究
開発成果の社会還元を推進するた

め、化学工学分野の機能強化、有用
植物の圃場試験等に関し、有機的な
協力関係の構築を進める。加えて、

環境資源分野における優れた研究人
材を育成し、同分野の科学技術力の
底上げに努める。 

 
①炭素の循環的利活用技術の研究 

大気中の二酸化炭素の資源化に向

け、光合成によるバイオ素材生産や
触媒化学による化成品生産の実現を
目指す。これらの研究を通して、本

中期目標期間において、二酸化炭素
固定の礎である光合成機能強化や植
物・微生物の代謝経路の操作によっ

て物質生産・貯蔵機構を制御する技
術の研究開発を行い、光合成機能や
脂質等有用代謝産物の生産を向上さ

①炭素の循環的利活用技術の
研究 
大気中の二酸化炭素の資源

化に向け、光合成によるバイオ
素材生産や触媒化学による化
成品生産の実現を目指す。 

平成２７年度は、光合成機能
向上については、Ｃ４光合成シ
ステム（より効率の良い光合成

システム）の形成における遺伝
子発現変動を明らかにするた
め、前年度のＣ３植物との比較

解析結果とあわせて、Ｃ４光合
成システムに関わる因子の探
索と機能解析を進める。また、

環境変動下での葉緑体の機能
転換や代謝機能の向上に関わ
る因子を同定する。 

有用代謝産物の生産向上に
ついては、高等植物及び微生物
が生産する脂質、二次代謝産物

などの有用物質生産に関与す
る因子をゲノム情報から探索、
同定し、機能を同定するととも

に代謝工学的に応用する。ま
た、微細藻類の光エネルギーに
よる濃縮技術の開発及び分子

育種の基盤となるゲノム情報
の整備を行う。 
二酸化炭素からのカルボン

酸の新規合成法の開発につい
ては、含窒素有機物、含酸素有
機物の特性を利用したカルボ

キシル化反応を開発する。さら
に、有害な酸化剤を用いない環
境調和型酸化反応の開発に向

けては、固定化触媒による酸素
酸化反応を連続フロー法に展
開し、実用化に適した触媒シス

テムを構築する。 

（評価軸） 
・イノベーショ
ンの実現に向け

て組織的に研究
開発に取り組
み、社会的にイ

ンパクトのある
優れた研究開発
成果を創出し、

その成果を社会
へ還元できたか 
・グリーンイノ

ベーション及び
ライフイノベー
ションといった

政策課題の達成
に貢献するとと
もに、社会から

のニーズを踏ま
えて、基礎から
応用までをつな

ぐ研究開発を戦
略的かつ重点的
に推進できたか 

 
（評価指標） 
・「炭素」、「窒

素」、「金属」に
関する研究成
果、世界トップ

レベルのメタボ
ローム解析基盤
及び天然化合物

バンクの充実と
融合による基盤
構築の成否、及

び研究開発の成
果 
・比類のない独

自のユニークな
成果や当初計画
で予期し得なか

① 炭素の循環的利活用技術の研
究 
○ 生育条件により C4-C3光合成の

変化が生じるエレオカリス属植
物の全ゲノム解読を進め、Ｃ３植
物との異種間比較に加えて、同一

種内でＣ４光合成システム形成
に関わる因子を探索する基盤を
整備した。C4モデル植物であるエ

ノコログサの重イオンビーム照
射変異体ライブラリーのスクリ
ーニングを行い、葉緑体の凝集運

動不全など C4光合成システムに
関わる変異体を単離し、原因因子
の解析を進めた。 

○乾燥ストレス時の葉の黄化に関
わる転写因子を同定し、乾燥条件
で黄変を制御する技術開発に貢

献する成果を上げた（『The Plant 
Journal』に掲載）。また、葉緑体
のタンパク質をコードする核遺

伝子のうち約 400遺伝子の変異体
を収集した。これまで収集した遺
伝子の変異体系統数は合計 3,048

系統で 1,608遺伝子の破壊変異体
の収集となり、その表現型解析を
進めている。 

○シロイヌナズナの高温ストレス
時の脂質プロファイルおよびト
ランスクリプトームを解析し、高

温ストレス時に関連して脂質生
産に関与する遺伝子群を解明し
た。千葉大学等との共同研究によ

り、ニンニクの含硫黄有用二次代
謝産物アリインの酵素遺伝子
（AsFMO1）を世界で初めて同定し

た。 
○微小な電力を直接利用して生き
る微生物を初めて特定し、その代

謝反応の検出に成功した
（『Frontiers in Microbiology』
に掲載）。また、各メディアでも

評定 A 評定 A 

○光合成機能向上に向け

て、順調に計画を遂行し
ていると評価する。 
 

 
 
 

 
 
 

 
○長期の乾燥による植物
の葉の黄化を制御する遺

伝子を発見した本成果
は、乾燥耐性植物の育種
における葉の黄化制御技

術の開発に利用可能であ
る。実験植物であるシロ
イヌナズナ以外にも、イ

ネ、ダイズ、トウモロコ
シなどの作物への応用が
期待できるため高く評価

する。 
○有用代謝産物の生産向
上については、千葉大学

等との共同研究により、
ニンニクの薬理効果や健
康機能作用の本体であ

る、含硫黄化合物アリイ
ンの生産の鍵となる酵素
遺伝子の発見は、世界で

初めてのことであり高く
評価する。 

 

○微小な電力で生きる微
生物の特定は世界初の報
告であり、電気を用いて

二酸化炭素から有機物を
合成することは、光と化

○研究面については、順調に年

度計画を遂行していること
に加え、一部当初の想定を超
え、科学的に顕著な成果が創

出されていると認められる。 
 
○特に、微少な電力で生きる微

生物の特定は、電気が生命の
エネルギーになり得る新知
見を示す成果である。今後の

海底や地底の微生物生態圏
を探る上での重要な知見で
有り高く評価できる。 

 
○また、「PRC2」というタンパ
ク質複合体を通じて、植物細

胞における全能性発揮の抑
制のメカニズムの一端を解
明したことは、植物細胞の生

産性の向上に貢献する重要
な成果である。 

 

○金属触媒を使わずに、少量の
ホウ素化合物を触媒として、
有機ケイ素化合物を合成す

る新しい手法を開発したこ
とは、有機エレクトロニクス
等への展開が期待できる重

要な成果である。 
 
○その他にも数多くの優れた

研究成果を生み出しており、
高く評価できる。 

 

○運営面に関しては、センター
長等のリーダーシップのも
と、理研内外の研究機関や企

業との連携により研究活動
を活性化するとともに、若手
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的に有用な資源

を生物プロセ
ス・化学プロセス
を用いて、高効率

に生産可能とす
る技術革新に向
けた研究開発を

実施する。 
具体的には、以

下のように目標

を定め、研究開発
を行う。 

炭素・窒素等の

大気資源の循環
的利活用によっ
て化石資源の使

用量を減らすた
め、 原材料とし
ての二酸化炭素、

窒素を、植物又は
触媒を用いて効
率的に固定する

技術の確立を目
指す。植物の固定
機能に関する機

構を解明し、革新
的触媒を開発す
るとともに、固定

された炭素・窒素
を含む化合物を
有用物質へと変

換する環境に負
荷の少ない化学
反応技術を開発

する。 
また、水や肥料

等の少ない環境

下でも高い成長
性を実現する植
物の開発に向け、

植物の環境耐性、
生長機能に関わ
る有用因子を解

明し、それらの機
能を向上するた
めの技術を開発

する。 
さらに、天然資

源に乏しい我が

せる標的遺伝子を１０種類程度同定

する。また、金属錯体触媒の探索に
よって、二酸化炭素や酸素から、化
成品原料となるカルボン酸の新規直

接合成法及び有害な酸化剤を用いな
い環境調和型酸化反応を開発する。 

った特筆すべき

業績 
・各事業におい
て、センター長

等のリーダーシ
ップが発揮でき
る環境・体制が

整備され、適正、
効果的かつ効率
的なマネジメン

トが行われてい
るか 

・若手研究者等へ

の適切な指導体
制が構築され、人
材育成の取組み

が推進されてい
るか 

報道された。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○これまでに開発した微細藻類の

光エネルギーによる濃縮技術の
高度化をユーグレナとの共同研
究により進めた。ジェット燃料に

利用可能な揮発油を合成できる
Euglena藻の全ゲノム解読および
トランスクリプトーム解析を行

い、ゲノム情報基盤を整備した。
海水を用いた淡水性ラン藻の培
養とリシンやオルニチンなどの

アミノ酸の生産増大に成功した。
また、計画になかった海水培養を
利用して有用な物質を効率的に

生産できる可能性を拓いた成果
（『Frontiers in Microbiology』
に掲載）も公表した。 

○安価な銅触媒を用いて、従来合
成が困難であった多置換α,β-
デヒドロ-α-アミノ酸誘導体の

合成法を開発した。窒素官能基を
有するアレン、二酸化炭素、ジア
ルキル亜鉛試薬の三成分カップ

リング反応によるα,β-デヒド
ロ-β-アミノ酸誘導体の合成法
も開発した。 

 
 
 

 
 
 

○酸素分子を酸化剤として用いる
オキシインドール誘導体の不斉
水酸化反応の開発を進めた。高分

子担持ナノ白金触媒をカートリ
ッジ化し、連続フロー反応システ
ムへ展開、移動相媒体に基質と酸

学物質に加えて電気が生

命のエネルギーとなると
いう新たな知見を示す成
果である。今後の海底や

地底の微生物生態圏を探
るうえでの知見として重
要であり、さらに微生物

の微小電量の活用の道を
拓いたため非常に高く評
価する。 

 
○微細藻類の濃縮技術の
開発を引き続き行い、分

子育種の基盤となるゲノ
ム情報の整備をユーグレ
ナ社との共同研究におい

て着実に進めたことに加
え、計画になかった海水
培養を利用して有用な物

質を効率的に生産できる
可能性を拓いた成果も公
表しており、高く評価す

る。 
 
 

 
 
○α,β-デヒドロ-アミノ

酸誘導体は、置換基の位
置や立体化学を制御して
合成することは困難であ

った。本手法により、従
来合成が難しかった多置
換α,β-デヒドロ-アミ

ノ酸誘導体を二酸化炭素
から選択的に合成可能と
なり、二酸化炭素の有効

利用のみならず医薬品な
どの効率的合成にもつな
がると期待されるため高

く評価する。 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

 
 
 

研究者を対象とした「異分野

連携研究制度」の実施や、若
手に積極的に提案の機会を
与えるなど、育成に力を入れ

ており、適正な運営が行われ
ていると認められる。 

 

（今後の展開に向けたコメン
ト） 

○理研内部の研究機関や企業

との連携を更に進め、優れた
基礎研究の成果を創出する
とともに、基礎研究の成果を

社会課題解決につなげてい
くことを期待。 

 

（評定） 
○以上を踏まえ、適正、効果的
かつ効率的な業務運営の下で

「研究開発成果の最大化」に
向けて顕著な成果の創出や将
来的な成果の創出の期待等が

認められることから、評定を
Aとする。 
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国において、世界

情勢に影響され
ることのない安
定した資源確保

を実現するため
に、環境に負荷を
及ぼさない効率

的な資源回収や
低コスト・高効率
な革新的物質創

製技術の開発を
目指す。 

いわゆる「都市

鉱山」からの効率
的な資源回収や
汚染地域におけ

る効率的な重金
属回収が可能な
生物を同定し、そ

の機能を解明す
るとともに、個別
の金属元素が持

つ特異な性質を
利用した革新的
な金属錯体触媒

の開発による高
効率・高選択的な
化学反応を実現

する。 
また、世界トッ

プレベルのメタ

ボローム解析基
盤及び天然化合
物バンクの充実

と融合により基
盤技術の高度化
を図るとともに、

収集した化合物
を国内外の研究
機関等へ提供す

る取組について
は、これまで以上
に推進する。 

国内外の研究
機関や大学、企業
等と連携し、関連

事業の動向や企
業等の社会ニー

素ガスを導入して、アルコール類

のフロー酸素酸化反応系を構築
した。 
 

 

②窒素等の循環的利活用技術の研究 
生産に莫大なエネルギーが消費さ

れている窒素肥料の使用量を低減す
るため、低肥料下でも高成長可能な
省資源型植物を創出する。また、窒

素を低エネルギーで固定する新規な
方法の実現を目指す。 

これらの研究を通して、本中期目

標期間において、低肥料（窒素・リ
ン）、節水条件でも高成長を実現する
生産性向上に向け、植物の栄養の吸

収・同化や環境耐性、耐病性等に関 
与する遺伝子を探索するとともにそ
の制御機構を解明する。また、高温・

高圧（５００℃、３００気圧）を要
するアンモニア合成反応を革新する
べく、窒素と水素から温和な条件下

でアンモニアを合成しうる金属錯体
を設計して合成し、さらに分子性錯
体を担体に固定化させ最適な反応条

件を探索し、アンモニアの生成効率
を向上させる。 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

②窒素等の循環的利活用技術
の研究 

生産に莫大なエネルギーが
消費されている窒素肥料の使
用量を低減するため、低肥料下

でも高成長可能な省資源型植
物を創出する。また、窒素を低
エネルギーで固定する新規な

方法の実現を目指す。 
 平成２７年度は、低肥料

（窒素・リン）、節水条件でも

高成長を実現する植物の生産
性向上については、前年度まで
に同定した植物の生長や生産

性向上に関する有用な遺伝子
及び水利用効率の向上、乾燥や
高温等の環境ストレス耐性、低

栄養条件下での生長に関する
制御遺伝子の機能を明らかに
するとともに、イネ科作物やト

マトなどへ展開する。また、植
物の根及び根圏の栄養吸収機
構の解明に向けて、これまでに

同定した成長促進シグナルの
輸送や栄養情報伝達に関わる
遺伝子の制御様式を明らかに

する。耐病性については、前年
度に同定した耐病性に関与す
る標的タンパク質の機能を解

明する。 
アンモニア合成反応の革新

に向けては、窒素分子の切断機

構等、これまでに得られた知見
を活用し、より効率的にアンモ
ニアを合成しうる新規触媒を

開発する。 
 
 

 

② 窒素等の循環的利活用技術の
研究 

○ケミカルアレイを用いて、化合
物バンクの NPDepoライブラリー
より、植物ホルモンアブシジン酸

（ABA）の新規アンタゴニストを
同定した（『ChemBioChem』に掲
載）。耐塩性を強化するエピジェ

ネティック修飾の阻害剤を探索
し、ヒストン脱アセチル化酵素阻
害剤 Ky-2が耐塩性を強化するこ

とを明らかにした。塩耐性のコム
ギ系統の遺伝子発現を網羅的に
解析し、温和な塩条件で成長に関

わる遺伝子が高発現することを
明らかにした（『Plant & Cell 
Physiology』に掲載）。ABAの維管

束から気孔への輸送に関わるト
ランスポーターの機能を解析し、
乾燥耐性と水利用効率向上に寄

与することを明らかにした。ブラ
シノステロイド情報伝達に関わ
るマスター転写因子 BIL1を導入

した形質転換トマト（マイクロト
ム）を作製し、枝分かれ数、果実
数や総果実重量の増加など、果実

生産量の増大に繋がる成果が得
られた。 
○植物細胞の最終分化状態が、タ

ンパク質複合体の1つであるPRC2
を介したエピジェネティック制
御によって維持されることを明

らかにした（『Nature Plants』に
掲載）。 
 

○根型フェレドキシン-NADPレダ
クターゼ（FNR2）が根における亜
硝酸毒性の回避に重要な役割を

果たすことを明らかにした。 

 
 

○ABAの新規アンタゴニス
トを同定した成果、ヒス
トン脱アセチル化酵素阻

害剤である Ky-2が耐塩性
を強化した成果、コムギ
の塩ストレス耐性のメカ

ニズムを解明した成果
は、環境ストレス条件下
での成長に関する重要な

知見を提供するものであ
り、高く評価する。ABAの
輸送因子が水利用効率向

上に寄与することを解明
した成果も、節水条件で
も高成長を実現する植物

の生産性向上に資するた
め高く評価する。 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○植物細胞の最終分化状

態が PRC2を介したエピジ
ェネティック制御によっ
て維持されることを解明

した本成果は、植物細胞
の分化全能性に関する重
要な成果であり、植物細

胞の生産性の向上に貢献
できるため、非常に高く
評価する。 

○フェニル酢酸が植物の
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ズを把握し、効果

的な研究展開を
図るとともに、環
境資源分野にお

ける優れた人材
の育成を行う。 

 

 

 

 
 

フェニル酢酸が重力によって移動

方向が変わらないオーキシンで
あることを明らかにした（『Plant 
& Cell Physiology』）に掲載）。 

○耐病性に関与する標的タンパク
質の構造解析に成功し、免疫阻害
剤との結合様式を明らかにした。

病害寄生雑草の発芽を誘導する
ストリゴラクトンの受容体とし
て KAI2遺伝子群を同定し、寄生

植物の発芽誘導の仕組みを解明
した（『Science』に掲載）。 
○モリブデンクラスターを固体担

体に担持することにより、比較
的温和な条件下で、窒素と水素
の反応からアンモニアを触媒的

に得ることができ、チタン錯体
より高活性な新規触媒の開発に
成功した。 

成長や形態形成を協調的

に調節している可能性を
示したため、今後フェニ
ル酢酸の輸送機構や生理

的役割の解明により、安
全性の高い除草剤や新し
い植物成長調整剤の開発

などに繋がる可能性を拓
いたことは高く評価す
る。 

○病害寄生雑草の発芽誘
導物質の受容体である
KAI2遺伝子群を同定した

成果は、寄生植物の発芽
阻害剤の探索など、アフ
リカで食糧保障を脅かす

寄生植物防除の方法の新
規開発につながる可能性
があるため非常に高く評

価する。 
○温和な条件下で窒素の
活性化とアンモニア生成

を可能にする新規触媒の
開発に向けて着実に成果
を上げており、順調に計画

を遂行していると評価で
きる。 

③金属元素の循環的利活用技術の研

究 
生物機能に基づく希少金属の効率

的な回収、元素の特異的な性質を活

かした革新的な触媒の開発を目指
す。 

これらの研究を通して、本中期目

標期間において、重金属・希少金属
の蓄積能力を有する植物・微生物を
探索し、その金属選択性・蓄積機構

を解明する。さらに、生物機能を活 
用した低環境負荷の効率的資源回収
技術や環境修復技術の研究開発を行

い、金属分離・回収システムを３種
類程度構築する。また、希土類や各
種遷移金属元素の多様な反応性を活

かした斬新な分子設計に基づく金属
錯体触媒の設計・合成、普遍元素を
活用した高活性・高選択性・再生利

用可能な新規触媒を創出する。 

③金属元素の循環的利活用技

術の研究 
生物機能に基づく希少金属

の効率的な回収、元素の特異的

な性質を活かした革新的な触
媒の開発を目指す。 
 平成２７年度は、コケ植物

によるヒ素・水銀の分離回収シ
ステムを実験室スケールで構
築するとともに、有用コケのト

ランスクリプトーム情報の解
析から得られた重金属蓄積・耐
性を付与する候補遺伝子の機

能を明らかにする。また、植物
のセシウム吸収増大もしくは
耐性を付与する化合物の作用

機序を明らかにする。 
希土類や各種遷移金属元素

の特長を活かした革新的触媒

反応の開発については、前年度
に新しい担体を用いることで
実現した高活性・高効率的有機

③ 金属元素の循環的利活用技術

の研究 
○チャツボミゴケによる水銀回収
システム、ウマスギゴケによるヒ

素回収システムを実験室スケー
ルで構築した。また、銅ゴケの銅
耐性の原因遺伝子の１つが輸送

体であることを明らかにした。 
○植物のセシウム耐性を向上させ
る化学物質 CsTolenAの作用機序

が、セシウムとの選択的結合によ
る植物への吸収効率の減衰であ
ることを明らかにした。 

○希土類触媒の特徴を生かした有
機合成の開発において、アレン類
へのピリジン類のＣ-Ｈ結合の触

媒的付加や、アニソールやピリジ
ン類などによるシンジオタクチ
ックポリスチレンの末端官能基

化に成功した。金属なしで市販の
ホウ素化合物のみを触媒とする
新しい有機ケイ素化合物の合成

 

 
○順調に計画を遂行して
いると評価できる。 

 
 
 

 
○順調に計画を遂行して
いると評価できる。 

 
 
 

○金属触媒を使わずに、少
量のホウ素化合物のみの
存在下で反応が進行する

ことを発見した成果は、
金属の除去が課題となっ
ている有機エレクトロニ

クスや医薬品関連の分野
で、有機ケイ素化合物の
工業的な合成反応への展
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反応系を汎用性のある炭素−炭

素結合形成反応へ適用する。ま
た、亜鉛を用いた触媒で得られ
た知見を基に、元素の特徴を理

解し活用することで、他の普遍
金属元素、さらには半金属元素
を用いた医薬品や機能性材料

の合成に展開可能な高活性・高
選択性触媒の開発を引き続き
行う。さらに、水素社会を支え

る革新的エネルギー生産触媒
の開発に向け、普遍金属による
水分解を促進する安価でクリ

ーンな補助物質を探索、同定す
る。 
 

法の開発に成功した（『Journal of 
the American Chemical Society』
に掲載）。シリコンウエハー上に
ナノ凸凹構造を作り込み、パラジ

ウム触媒を固定化することで
ppm-ppb触媒量で作用する高効率
炭素—炭素および炭素−水素結合

形成反応を実現した。 
○普遍金属元素であるアルミニウ
ム試薬の特徴に着目し、遷移金属

触媒を必要としない効率的な新
たなクロスカップリング反応を
開発した。新たな高分子担持ブレ

ンステッド酸触媒を創製し，直接
脱水エステル化を実施し、連続的
に数十回の触媒再利用性を見出

した。 
○酸化マンガンによる水分解機構
において、反応中間体として三価

のマンガン（Mn3+)が生成するこ
とを明らかにし、この中間体の安
定性が触媒活性に重要であるこ

と突き止めた。水分解を促進する
補助剤を探索した結果、ピリジン
誘導体ならびに炭酸塩が反応促

進剤として働くことを見出した。 

開が期待されており、当

初計画の想定以上の成果
であり、非常に高く評価
する。シリコンウエハー

上での触媒調整手法の確
立等を実現したことは高
く評価する。 

 
○順調に計画を遂行して
いると評価できる。 

 
 
 

 
 
 

 
○酸化マンガンを用いた
水分解反応の機構を解明

し、反応効率を向上させ
る新規な補助物質を発見
したことは、高く評価で

きる。 

④循環資源の探索と利活用研究のた
めの研究基盤の構築 

多様性に富む生物代謝物の解析や
その代謝経路、遺伝子等解析基盤を
整備するとともに、生物機能の解

明・向上に資する生理活性物質を大
量かつ高速に探索・評価する技術を
高度化し、生物資源の生産及び利活

用のための研究基盤を強化する。 
１，０００種類程度の代謝物の同

定または注釈付けを行い、化学合成

が困難な生物由来化合物等を植物・
微生物等を用いて効率的に人工合成
するためのデータベースを構築す

る。また、研究基盤に蓄積した化合
物を国内外の大学・研究機関・企業
等へ５万化合物程度提供する。 

④循環資源の探索と利活用研
究のための研究基盤の構築 

多様性に富む生物代謝物の
解析やその代謝経路、遺伝子等
解析基盤を整備するとともに、

生物機能の解明・向上に資する
生理活性物質を大量かつ高速
に探索・評価する技術を高度化

し、生物資源の生産及び利活用
のための研究基盤を強化する。 
平成２７年度は、引き続き代

謝物の同定又は注釈付けの基
盤となる、天然化合物バンク等
の化合物の質量分析データの

取得、質量分析データベース
「ＭａｓｓＢａｎｋ」への登録
を進めるとともに、「Ｍａｓｓ

Ｂａｎｋ」の機能の高度化を図
る。また、遺伝子組換え不可能
な植物種からも新規代謝産物

生産を含めた生理活性物質を
引き出すことを可能とする代
謝物制御基盤を整備するため、

④ 循環資源の探索と利活用研究
のための研究基盤の構築 

○質量分析データベース
「MassBank」を全面改訂し、新サ
ーバーを構築した。代謝物同定の

基盤となるスペクトルライブラ
リーを整備充実させ、これらのラ
イブラリーを効果的に活用する

ソフトウェア「MS-DIAL」を開発
した（『Nature Methods』に掲載）。
新規に開発した S-オミクス技術

の応用により、アスパラガスから
健康機能の期待できる新規含硫
黄代謝物を発見した。 

○DNA配列に依存しないエピジェ
ネティックな変化を生きた細胞
で検出するための新たな蛍光プ

ローブの開発に取り組み、エピジ
ェネティクス制御の中心を担う
ヒストン H3のアセチル化を検出

するプローブの開発に初めて成
功した。 
○植物の成長評価に関して、水環

 
 

○質量分析データベース
「MassBank」の機能を有
効に利用するソフトウェ

ア「MS-DIAL」の開発の成
果は、次世代型メタボロ
ミクスを担うと期待され

るため高く評価できる。 
 
 

 
 
 

○順調に計画を遂行して
いると評価できる。 
 

 
 
 

 
 
○順調に計画を遂行して
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植物・微生物をエピジェネティ

ックに制御する化合物を検出
する新規評価系の構築を引き
続き拡充するとともに、天然化

合物バンク等の化合物の活性
を評価する。さらに、農業生産
技術の革新に向け、前年度開発

した植物の表現型計測装置を
用い、植物の生長に与える栽培
環境及び変異等の解析技術の

開発を行う。 
研究基盤に蓄積した化合物

の提供に関しては、天然化合物

バンク「ＮＰＤｅｐｏ」におい
て、フラボノイドなどのポリケ
チド及びペプチドなどの天然

化合物を含む化合物ライブラ
リーの拡充を進め、新規化合物
情報の公開及び天然化合物の

総合データベース「ＮＰＥｄｉ
ａ」に更に生物活性データを追
加することで利用者の利便性

を改善するとともに、国内外の
大学・研究機関・企業等へ１万
化合物程度提供する。 

 

境コントロールと画像解析を自

動で行う表現型解析システムを
開発し、乾燥ストレスや水利用効
率の評価法の開発を行った。この

システムを用いて水利用効率の
向上に役立つ遺伝子を同定した。
国際作物研究機関との共同研究

で、イネ、コムギ、ダイズでの乾
燥耐性獲得や水利用効率向上に
関わる分子育種研究を進めた。 

○天然化合物ライブラリーの種類
を拡張するため、微生物の生合成
研究と有機化合物合成の研究を

進めた。糸状菌からディールズア
ルダー反応に関する新規酵素、お
よびポリケチドと非リボソーム

型ペプチド合成に関する新規酵
素を見出し、化合物ライブラリー
の多様化が進んだ

（『NatureCommunications』など
に掲載）。また、データベースに
生理活性データを追加すること

によって、化合物のリクエストか
ら提供までの時間の短縮・改善を
図り、国内外の大学・研究機関・

企業等へ 190件、44,104化合物を
提供することができた。 
【マネジメント・人材育成】 

○積極的に理研内外の研究機関や
企業、海外の研究機関と連携し、
センターの活動の活性化と成果

の応用展開を行える体制を強化
した。平成 27年度より、バイオ
マス工学研究部門と技術基盤部

門を統合して、橋渡し研究を加速
させる体制を構築した。 
○人材育成に関しては、研究者が

企画する、若手研究者全員に発表
の機会を与えるワークショップ
や外部研究者を招いてのセミナ

ーシリーズ、外部研究機関との合
同研究会等を多数開催した。若手
研究者を対象に、複数研究室にま

たがる提案型の研究課題「異分野
連携研究制度」をセンター内で実
施し、7件採択した。 

いると評価できる。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○新しい生合成遺伝子の
単離と化合物ライブラリ
ーの拡充を進めたこと

は、非常に高く評価でき
る。化合物情報の公開と
天然化合物の総合データ

ベース「ＮＰＥｄｉａ」
に生物活性データを追加
し、提供時間を短縮、予

想以上の化合物を提供し
たことは高く評価でき
る。 

 
 
 

 
 
 

○センター長がリーダー
シップを発揮し推進室や
産業連携本部と協力し

て、センター内の異分野
連携、イノベーション創
出に向けた企業連携、国

際連携を推進しているこ
とは高く評価できる。 
○若手研究者が自らセン

ター内外の研究者と交流
する機会が増え、プロジ
ェクトの立案にも次の時

代を担う者として積極的
に参加して議論を進めて
いる。その結果、異分野

融合の斬新な提案も生ま
れており、順調に計画を
遂行していると評価す

る。 
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４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－1－(3) 脳科学総合研究 

関連する政策・施策 政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-1 ライフサイエンス分野の研究開

発の重点的推進及び倫理的課題等への取組 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第一項 科学技術に関する試験及び

研究を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：309 

和文：55 

欧文：242 

和文：31 

欧文：278 

和文：29 
― ― 

連携数 

― 

共同研究等：90 

協定等：41 

共同研究等：88 

協定等：44 

共同研究

等：94 

協定等：46 

― ― 

特許件 
数 ― 

出願：26 

登録：12 

出願：23 

登録：4 

出願：29 

登録：5 
― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

件数：201 

予算額：

2,941,811 

件数：210 

予算額：

6,030,753 

件数：198 

予算額：

2,774,414 

― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

6,380,054 5,817,759 4,744,821 
― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 373 318 309 ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 脳科学総合研
究は、自然科学や
人文・社会科学等

の従来の枠を超
えた、人間を理解
するための基礎

となる総合科学
であり、その成果
は科学的に大き

な価値を持つだ
けでなく、社会・
経済・文化の発展

に大きく貢献す
るものである。 

また近年にお

ける高齢化等の
社会環境の変化
に伴い、精神神経

疾患への対応が
社会的に重要と
され、疾患克服の

ための研究開発
が望まれている。 

このため、我が

国の脳科学にお
ける中核的研究
組織として、文部

科学省に設置さ
れた脳科学委員
会における議論

を踏まえつつ、集
約型・戦略的研究
を行う。 

また、脳科学に
革新をもたらす
基盤技術を開

発・駆使するとと
もに、神経回路機
能解析を主軸に

して、健康状態と
疾患における脳

脳科学総合研究は、自然科学や人
文・社会科学等の従来の枠を超えた、
人間を理解するための基礎となる総

合科学であり、その成果は科学的に
大きな価値を持つだけでなく、社
会・経済・文化の発展に大きく貢献

するものである。また近年において
は、認知症、うつ病等精神・神経系
を原因とする疾患の発症者が増加し

ており、精神神経疾患への対応が社
会的に重要とされ、それらの克服の
ための研究開発が望まれている。 

これらの社会ニーズを踏まえ、我
が国の脳科学における中核的研究開
発拠点として、文部科学省に設置さ

れた脳科学委員会における議論等を
踏まえつつ、多分野を融合した脳科
学研究を集約型・戦略的研究として

先導的に行う。 
これまでの脳科学の国際的な研究

により、神経回路を操作することで、

心や知性といった高次脳機能とそれ
に伴う行動や、脳・神経系疾患のメ
カニズムを解明することが可能とな

りつつある。このような神経回路を
操作する分子から個体までわたる多
階層の包摂的なアプローチを用いた

「神経回路機能の解明」を研究の中
核として位置づけて重点化する。 
また脳科学研究に革新をもたらす

「先端基盤技術開発」を行いながら、
「健康状態における脳機能」と「疾
患における脳機能」とを比較しなが

ら解明する。これら４つの研究領域
を多分野融合による学際的研究プロ
ジェクトとして行う研究戦略に従

い、若手研究者の積極的な採用や、
厳格な評価による資源配分の決定等
による効果的かつ効率的な研究マネ

ジメントを行う。これらの取組によ
り、分子から神経回路を経て心に至

①神経回路機能の解明研究 
ほ乳類、魚類、無脊椎動物等
の実験動物及び遺伝子操作技

術等を用いることで、個体の
行動や神経細胞集団の振る舞
いの計測を可能にし、特定の

神経回路動態が行動をどのよ
うに制御するのか等の作動原
理を明らかにする。神経突起

成長円錐やシナプスの形成・
維持・可塑性の機序を分子レ
ベルで解明するとともに、特

定の神経回路活動と行動との
因果関係を決定するため標的
の神経回路を操作する技術を

更に発展させる。 
平成２７年度は、以下の研究
を行う。 

記憶、認知、行動制御等に関
わる神経細胞集団の活動様式
を同定するため、視皮質や大

脳皮質運動野等における神経
細胞集団の活動や細胞間の相
互作用について、前年度に開

発した新たな手法を用いて解
析する。 
特定の神経回路の動作特性と

行動との因果関係を確定する
ため、感覚入力の情報処理や
恐怖学習等に関して得られた

知見を踏まえ、前頭前皮質に
おける抽象的な概念形成や扁
桃体における恐怖記憶に関わ

る脳機能の解析を行うととも
に、多様な神経回路に共通す
る特性についてのモデル化及

び理論構築を進める。 
病因の候補ファクターや候補
神経回路の正常神経回路にお

ける機能を解析するため、精
神疾患との関係性が示唆され

（評価軸） 
・イノベーショ
ンの実現に向け

て組織的に研究
開発に取り組
み、社会的にイ

ンパクトのある
優れた研究開発
成果を創出し、

その成果を社会
へ還元できたか 
・グリーンイノ

ベーション及び
ライフイノベー
ションといった

政策課題の達成
に貢献するとと
もに、社会から

のニーズを踏ま
えて、基礎から
応用までをつな

ぐ研究開発を戦
略的かつ重点的
に推進できたか 

 
（評価指標） 
・「神経回路機

能」、「健康状態
における脳機
能」、「疾患にお

ける脳機能」の
解明に資する成
果、「先端基盤技

術」の開発の実
施 
・比類のない独

自のユニークな
成果や当初計画
で予期し得なか

った特筆すべき
業績 

① 神経回路機能の解明研究 
○皮膚感覚の知覚に関わる神経回
路とその作用メカニズムを解明す

るとともに、知覚の区別が「２次
運動野」と「感覚野」の間で情報
伝達が繰り返される「反響回路」

に依存していることを同定した
（Neuron誌に掲載）。 
 

 
 
 

 
 
 

○神経細胞の活動解析により、海馬
における情報処理について、異な
る種類の感覚刺激の入力、統合か

ら意思決定へと至る情報処理が精
密なタイミングで処理されている
ことを解明した。 

 
○睡眠中の記憶の固定化過程で見
られる海馬の CA3領域と呼ばれる

部位における神経活動の、一過性
の集団的発火パターンを再現でき
る神経回路モデルを構築した。 

 
○記憶機能を司るとされる海馬の
CA2領域の機能阻害マウスを用い

て、成体マウスの行動異常を解析
するとともに、上下関係のような
ある種の社会性に影響を及ぼす神

経回路の探索を行った。 
 
○恐怖学習の成立と消去における

中心灰白質と呼ばれる部位や、分泌
されるノルアドレナリン、ドーパミ
ンの役割を解明した。 

 
 

評定 S 評定 S 

○神経科学の課題の一つ
である、知覚などの「主
観的な体験」を神経活動

で説明することの可能性
を示したものである。ま
た今後、詳細なメカニズ

ムを明らかすることで、
老齢による五感の知覚能
力の低下予防・改善の手

がかりなどを得ることが
期待できる成果であり、
高く評価する。 

 
○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 
 
 

 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

 
 
 

○恐怖記憶が形成される
仕組みを理解すること
で、PTSDのような疾患に

おいて有害に作用してい
る恐怖記憶を軽減させる
ような治療へと応用でき

る可能性があり、順調に

○研究面については、順調に年 
度計画を遂行していることに
加え、当初の想定を超える、

科学的に特に顕著な成果が創
出されていると認められる。 

 

○中でも、アルツハイマー病の 
モデルマウスの記憶の人為的
な復元に成功したことや、楽

しかった記憶の記憶痕跡を刺
激することによってマウスの
うつ状態の改善に成功したこ

とは、脳科学の新領域を切り
拓いたものであるとともに、
記憶の基盤的な研究から精

神・神経疾患の解明につなげ
た重要な成果であり、高く評
価できる。 

 
○また、神経回路構築を制御す 
る脂質とその受容体を同定し

たことは、生命現象の解明や
損傷した神経経路の修復技術
の開発が期待される重要な成

果であり、高く評価する。 
 
○さらに、レム睡眠の効果やそ 

の意義を解明した成果は、精
神神経疾患との関連も含め
て、脳機能の新たな研究フィ

ールドを開くものであり、高
く評価できる。 

 

○その他にも数多くの優れた 
研究成果を生み出しており、
高く評価できる。 

 
○運営面に関しては、特に人材 
育成において、若手の研究室

主催者への充実した支援が優
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機能を比較しな

がら、総合的な脳
科学を推進する。 
さらに、疾患克服

のための研究と
しては、認知症な
どの精神神経疾

患の新しい創薬
標的や治療概念
の提示を行い、臨

床試験への確実
な展開を目指す。 

神経回路機能

や健康状態にお
ける脳機能の解
明では、疾患の基

礎情報としての
脳機能を解明し、
国際的に評価さ

れる論文誌等に
研究開発成果を
発信し続ける。 

それらの研究
を支える基盤技
術開発としては、

開発技術の産業
応用等により全
国の脳科学研究

者へ普及を行う
ことで研究を支
援する。 

これらの研究
を行い、効果的な
マネジメントの

下でシステム改
革を行い、分子、

る脳の仕組の全貌を解読する。 

 
①神経回路機能の解明研究 
ほ乳類、魚類、無脊椎動物等の実験

動物及び遺伝子操作技術等を用いる
ことで、個体の行動や神経細胞集団
の振る舞いの計測を可能にし、特定

の神経回路動態が行動をどのように
制御するのか等の作動原理を明らか
にする。神経突起成長円錐やシナプ

スの形成・維持・可塑性の機序を分
子レベルで解明するとともに、特定
の神経回路活動と行動との因果関係

を決定するため標的の神経回路を操
作する技術を更に発展させる。具体
的には、ア）海馬、大脳皮質、基底

核、辺縁系等における神経活動の大
規模計測と解析を行うために、細胞
種不明の数十個の細胞でしか同時記

録できなかった多重電極記録法や神
経活動可視化法を改良し、細胞種を
同定した上で数百から数千個以上の

神経細胞集団の活動や、細胞集団同
士の相互作用の解析を可能とする。
また、この技術を実際の実験環境や

それを模した仮想現実環境下で行動
する動物に適用することによって、
時間軸を入れた神経回路の大規模４

次元イメージングを実現する。この
技術を用いて、これらの部位で、特
定の神経細胞集団の活動と行動の同

期性や、神経細胞集団間相互作用等
の解析を行うことによって、記憶、
認知、行動制御、情動制御等に密接

に関わって起きる神経細胞集団の活
動様式を一つ以上同定する。イ）遺

ている海馬のＣＡ２領域を特

異的に機能阻害するマウスを
作成し、癇癪発作等の生後発
達期の神経回路編成の異常が

引き起こす成体の行動異常を
解析するとともに、認知や上
下関係など社会性に影響を及

ぼす神経回路の探索及び解析
を行う。 
神経傷害後の修復促進や発達

障害の治療につながる手法を
開発するため、前年度までに
得られた知見を踏まえ、特定

の神経細胞におけるシナプス
可塑性に関わる細胞及び分子
機構の解析とモデル化を進め

る。 
 

・各事業におい

て、センター長
等のリーダーシ
ップが発揮でき

る環境・体制が
整備され、適正、
効果的かつ効率

的なマネジメン
トが行われてい
るか 

・若手研究者等へ
の適切な指導体
制が構築され、人

材育成の取組み
が推進されてい
るか 

 

 
○グリア細胞が、脳の計算機能・情
報処理機能の強化に重要な役割を

果たしているとされるシナプス強
度の多様性を維持し、そのばらつ
きを促進する作用を有しているこ

とを解明し、その制御機構を解析
した。 

 

計画を遂行していると評

価する。 
○シナプス強度のバラン
スの崩れと精神疾患の発

症の因果関係が示唆され
ている。このメカニズム
の解明を進めることで疾

患の発症メカニズムの理
解が進むことが期待で
き、順調に計画を遂行し

ていると評価する。 
 
 
 
 
 
 

れた成果の創出に結びついて

おり、適正な運営が行われて
いると認められる。 

 

（今後の発展に向けたコメン 
ト） 

○脳科学を総合的に研究する 

センターとして多岐にわたる
技術開発・基礎研究を実施す
るとともに、国民的課題の解

決に向けた具体的な出口につ
ながる研究もより一層推進す
ることを期待する。 

 
（評定） 
○以上を踏まえ、適正、効果的 

かつ効率的な業務運営の下で
「研究開発成果の最大化」に
向けて特に顕著な成果の創出

や将来的な特別な成果の創出
の期待等が認められることか
ら、評定を Sとする。 
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シナプス、細胞、

回路、システム、
行動、社会の各階
層にわたる学際

的研究を展開し、
脳と心の理解を
目指す。 

また、国内外の
大学等の関係機
関や企業、教育機

関との有機的な
連携による研究
を進め、研究開発

成果や基盤技術
の普及に努める
とともに、次世代

を担う脳科学の
専門的研究者の 
育成を行う。 

さらに、脳科学
に係る国際社会
へ向けて最先端

の独創的な研究
開発成果を発信
し続け、脳科学の

研究開発拠点と
して世界でトッ
プレベルの地位

を維持する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

伝子操作、光遺伝学、ウイルスベク

ター遺伝子導入等の技術を改良する
ことによって、感覚入力の情報処理
や記憶、行動制御に関わる神経細胞

の活動を、時期や細胞種等において
特異的に操作し、その操作の行動へ
の影響を解析する。これらの結果か

ら特定の神経回路の動作特性と行動
との因果関係を確定する。あわせて、
神経回路の動作特性に関する数理モ

デルも活用し、研究項目ア）で述べ
た行動に伴って観察される特定の神
経細胞集団の活動が、対応する行動

の原因であることを実証する。これ
によって、多数の神経細胞で構成さ
れる神経回路網によって認知、学習、

情動、意思決定等が制御される機構
を一つ以上同定する。ウ）精神•神経
疾患モデル動物研究や、患者の遺伝

学的解析等で明らかになる病因の候
補ファクターや候補神経回路が、正
常神経回路でどのような機能を果た

しているかを解析し、それらの機能
異常が、どのような神経回路の作動
異常を引き起こすことによって、疾

患の発症に結びつくのかを関係づけ
る。エ）成長円錐やシナプスの動態
の分子レベルでの理解に基づき、神

経傷害後の修復促進や発達障害を持
つ脳の治療につながる手法を開発す
る。 
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②健康状態における脳機能と行動の

解明研究 
行動制御、概念形成、社会性、言

語等の高次機能の機序を解明するた

め、サル等の動物モデルでの機能ブ
ロックと課題遂行中の神経細胞活動
記録による研究及びヒトでのイメー

ジング研究により、領野・部位ごと
の機能の同定、情報処理内容の決定、
領域間相互作用の決定等による高次

脳機能の解読を行う。具体的には、
ア）目的志向的行動における前頭葉
による行動制御を解明し、目的志向

的行動における行動制御の機能モデ
ルと前頭葉内の機能分担地図を作成
する。イ）側頭葉の神経細胞集団に

よる意味概念の表現を解読し、その
頭頂葉の身体表現の道具使用による
変化を明らかにして、意味概念・象

徴概念の脳内表現形成機構を同定す
る。ウ）他者との関係の中で行う行
動における神経活動を、特に領野・

部位間の相互作用に注目して解析す
ることにより、社会的協調行動の大
規模ネットワーク機構を明示する。

エ）乳幼児の発達過程の行動観察・
神経活動計測により、韻律を使った
言語習得過程を明らかにする。これ

らにより、行動計画、概念形成、社
会性など複雑な高次脳機能を要素過
程に分解し、上記①の神経回路機能

の研究や下記③における精神疾患及
び発達障害の症候基盤解明につなげ
る。また、乳幼児の養育、言語発達

あるいは人間－機械系設計などにお
いて、人間のより高い認知能力を引
き出し快適な生活を送るための知見

を提示する。 

②健康状態における脳機能と

行動の解明研究 
行動制御、概念形成、社会

性、言語等の高次機能の機序

を解明するため、サル等の動
物モデルでの機能ブロックと
課題遂行中の神経細胞活動記

録による研究及びヒトでのイ
メージング研究により、領
野・部位ごとの機能の同定、

情報処理内容の決定、領域間
相互作用の決定等による高次
脳機能の解読を行う。 

平成２７年度は、以下の研
究を行う。 
目的志向的行動における行

動制御の機能モデルを作成す
るため、前年度にマカクザル
を用いて解明した不確実条件

下における最適行動選択に係
る認知制御機構をヒトに発展
させ、多様な情報が混在した

局面における戦略決定に関わ
る神経回路メカニズムを解明
する。 

意味概念の脳内表現形成機
構を同定するため、物体像の
認識に必要な輪郭の曲線部分

を抽出する神経回路メカニズ
ムを解析する。また、象徴概
念の形成については、体性感

覚皮質における多種の情報統
合機構に関して前年度に得ら
れた知見を踏まえ、体の内部

器官の位置情報に対応する脳
内マップの作成に着手する。 
社会的行動の機序につい

て、発達過程の観点に加えて
生物種の比較を通じ解明する
ため、視床下部及び周辺部位

の転写活性パターンから直前
の社会行動を推定する技術及
びマカクザルでの大規模刺

激・記録技術の開発に着手す
る。また、他者の利益を勘案
した意思決定に関する神経回

路メカニズムをヒト脳のイメ
ージング研究により解明す
る。 

② 健康状態における脳機能と行動

の解明研究 
○直観的な戦略の決定が、個別具体
的な価値分析とは異なり、帯状皮

質と呼ばれる領域の前後部と前頭
前野外側部から構成されるネット
ワークにより行われていること

を、将棋を利用した実験で明らか
にした（NatureNeuroscience誌に
掲載）。 

 
○輪郭の曲線部分の表現に関わっ
ていると考えられる、初期視覚野

内で作用する、異なる方位からの
刺激に反応するコラムを発見し
た。 

○ヒトの大脳皮質およびその近傍
の部位が、腸管活動に伴う腸電図
のパターンと相関する活動パター

ンを示すことを明らかにした。 
 
○ECoG電極と LEDを用いた多チャ

ンネル記録刺激システムを開発
し、脳刺激と記録を同時かつ多点
的に行うことを可能とした。 

 
 
 

 
 
○オスマウスが過去 2時間で行っ

た数種の社会行動について、その
行動を微小な脳部位の転写活性量
から 9割以上の高精度で特定する

方法を開発するとともに、オスマ
ウスが子育てをするのに必要な脳
部位（cMPOA）を活性化させること

により、未交尾オスマウスの子殺
し行動を低減させた。 
 

○意思決定において、他者の利益を
勘案する際に作用する神経回路の
基盤となる脳部位を見出した。 

○言語の入力頻度の違いが知覚能
力の違いに反映するようになるの
は生後４ヶ月から１８ヶ月の間で

あることを明らかにした。また、
独自に作成した大規模発話音声デ
ータを用いた解析により、マザリ

 

 
○今回解明した脳ネット
ワークと類似のネットワ

ークは個人や集団の戦略
の決定に使われている可
能性があり、経営科学な

どの分野への応用が期待
される成果であり、順調
に計画を遂行していると

評価する。 
○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 
 

 

○体内器官の位置情報と
対応する脳内マップの作
成に資する重要な成果で

あり、順調に計画を遂行
していると評価する。 
○「特定の、狭い脳領域の

脳機能」の解明でなく、
領野間をまたぐ複雑な認
知メカニズムの一端を情

報処理モジュール単位で
捉えることで明らかにし
た世界初の成果であり、

順調に計画を遂行してい
ると評価する。 
○霊長類においても保存

されているこれらの脳部
位の働きの解析から、人
間の父子関係の理解とそ

の問題解決に資する知識
を得ることが期待できる
成果であり、高く評価す

る。 
 

 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 

○母親の乳幼児に対する
特徴的な音声の意義につ
いて、近年有力視されて

いる仮説を支持するもの
である。今後、乳幼児が
言語を習得する過程の解
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韻律を使った言語習得過程

の機序を解明するため、音素
配列の知覚能力の発達過程に
関する乳幼児を対象とした研

究を継続するとともに、母親
が乳幼児に話しかけるときの
音声に着目し、マザリース（母

親語）を母親に誘発するメカ
ニズムを解析する。 

ース（母親語）の特徴がはっきり

した発音にはなく、注意誘導や母
親の情動の強調にあることを明ら
かにした。 
 
 

明につながることが期待

できる成果であり、順調
に計画を遂行していると
評価する。 

 

③疾患における脳機能と行動の解明

研究 
上記①の神経回路機能の研究や上

記②における健康状態の研究で得ら

れた知見を活用し、神経回路の動作
異常による精神神経疾患の発症メカ
ニズムの解明を行い、治療法開発の

基礎的知見を確立する。具体的には、
うつ病については、治療法・予防法
の開発に利用することのできる、自

発的なうつ状態を繰り返すモデルマ
ウスの開発、うつ病の生物学的診断
分類に寄与する、うつ状態に伴う神

経細胞の樹状突起やスパインなどの
形態変化の特定、うつ病のスクリー
ニング検査に応用可能な、うつ状態

に伴って変動する血中代謝物質の同
定を行う。アルツハイマー病等の神
経変性疾患については、病態を反映

したモデルマウスの開発を行い、原
因タンパク質の蓄積から神経変性に
至るメカニズムを解析し、アルツハ

イマー病で脳内に蓄積する物質の分
解促進法の開発等の画期的新薬開発
のシーズとなりうる新規治療原理を

確立する。自閉症等の発達障害につ
いては、モデルマウスのシナプスレ
ベルでの病態解明、ヒト遺伝学に基

づく新規モデルマウスの開発を行
う。さらに、治療法開発に向けた手
がかりとなるような、多様な自閉症

の共通病態パスウェイを一つ以上同
定する。統合失調症については、マ
ウスにおける表現型解析から進め、

これまでの抗精神病薬にない作用プ
ロファイルを持つ新薬開発につなが
る新規創薬標的分子を同定する。 

これらの研究成果を一つ以上臨床
研究につなげるとともに、臨床試
験・企業等へのライセンスアウトを

③疾患における脳機能と行動

の解明研究 
上記①の神経回路機能の研
究や上記②における健康状態

の研究で得られた知見を活用
し、神経回路の動作異常によ
る精神神経疾患の発症メカニ

ズムの解明を行い、治療法開
発の基礎的知見を確立する。 
平成２７年度は、以下の研究

を行う。 
うつ病等の気分障害について
は、モデルマウスが自発的に

繰り返すうつ様症状につい
て、薬理学的・生理学的にも
ヒトのうつ病と相同のもので

あるかどうかを解析する。 
アルツハイマー病等の神経変
性疾患については、次世代型

モデルマウスを用いて見いだ
したバイオマーカーを用い
て、新たな治療標的分子を同

定する。ネプリライシンを利
用した遺伝子治療について
は、前年度完了した老齢カニ

クイザルを用いた前臨床試験
の結果を踏まえ、治療効果を
病理・生化学的解析により検

証する。 
自閉症及びてんかんについて
は、複数種のモデルマウスを

用いて、自閉症とてんかんに
類似した症状を引き起こす神
経細胞及び神経回路を解明

し、治療標的を同定するとと
もに、当該マウスを用いて新
規治療法の開発に着手する。

統合失調症については、前年
度に統合失調症への関与が見
いだされたマイクロＲＮＡの

③ 疾患における脳機能と行動の解

明研究 
○うつ病等の気分障害については、
モデルマウスが自発的に繰り返す

うつ様症状について、薬理学的・
生理学的にヒトのうつ病と相同の
ものであることを明らかにしたと

ともに、その原因となる候補脳部
位を同定した。 
 

○アルツハイマー病等の神経変性
疾患については、次世代型モデル
マウスを用いて見いだしたバイオ

マーカーを用いて、新たな治療標
的分子を同定した。ネプリライシ
ンを利用した遺伝子治療について

は、カニクイザルを用いた前臨床
試験の治療効果の検証を実施し
た。 

○自閉症及びてんかんについては、
類似した症状を引き起こす神経細
胞及び神経回路の一端を解明する

とともに、治療標的となる分子を
同定した。 
 

○統合失調症については、前年度に
統合失調症への関与が見いだされ
たマイクロＲＮＡの脳内における

動態を解析し、新規創薬の標的と
なりうる分子の探索を進めた。 
 

○発生段階では神経回路の構築を
制御し、成体脳では炎症応答に関
わる新規脂質を発見し、その脂質

を感知する受容体を同定した
(Science誌に掲載)。 
 

 
 
 

 

 
○これまでとは作用メカ
ニズムが異なる抗うつ

薬、気分安定薬の開発や
一部のうつ病や躁うつ病
について新しい診断法の

開発につながる可能性が
あるもので、高く評価す
る。 

○アルツハイマー病の新
たな治療原理の確立に向
けて着実な進展が見られ

ており、順調に計画を遂
行していると評価する。 

 

 
 
 

○多様な種類の自閉症に
共通する病態の過程の解
明に向けて個別の病態の

解明が進んでおり、順調
に計画を遂行していると
評価する。 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 

 
 
 

○タンパク質と比較して
解析手法が定型化してお
らず、技術的に困難が多

かった脂質を対象とする
研究による生命現象の一
端の解明であり、損傷し

た神経回路の修復技術や
認知症等の神経変性疾患
の治療法の開発が期待で



31 

 

目指す。 脳内における動態を詳細に解

析し、新薬開発につながる新
規創薬標的分子の探索を進め
る。 

 

 
 
○マウスのうつ状態が、マウスが楽

しかった経験をした時の記憶痕跡
を刺激することにより改善するこ
とを発見した(Nature誌に掲載)。 

 
 
 

 
○アルツハイマー病のモデルマウ
スを用いて、失われた記憶の人為

的 な復元に成功し、アルツハイマ
ー病における記憶障害のメカニズ
ムの一端を解明した(Nature誌に

掲載)。 
 

 

きるもので、非常に高く

評価する。 
 
○ポジティブな記憶の痕

跡を刺激することにより
うつ様行動が回復するこ
とを示した画期的な研究

で、うつ病の新たな治療
法の開発につながりうる
成果であり、高く評価す

る。 
○アルツハイマー病では
記憶が失われるのではな

く、思い出せなくなって
いるだけであるという仮
説を提唱したもので、同

病の初期段階における治
療・予防法の開発につな
がりうる成果であり非常

に高く評価する。 

 

④先端基盤技術開発 
脳・神経系のメカニズム解明のた

めに必要な世界トップレベルの研究
支援技術開発を行う。具体的には、
生きたマウス脳で神経活動とそれ以

外の現象を同時に可視化する光イメ
ージング技術を開発し、光操作技術
と組み合わせて、神経回路を多角的

に解析する基盤技術を構築する。マ
ウス全脳において、神経活動及びそ
れ以外の現象を脳表から可視化する

技術については、現在の一般的な対
物レンズの作動距離の最長値である
２ミリを超える深度を達成し、大脳

皮質などの表層と視床や海馬などの
深部構造との機能的連絡を解析する
技術に発展させる。これらの技術に、

新規に開発する蛍光タンパク質など
を組入れることにより、産業応用へ
の普及を目指す。また、蛍光・発光

と光ＣＴやＭＲＩとを組み合わせ 
た広範囲・深部イメージング技術、
蛍光・発光と電子顕微鏡とを組み合

わせた高解像イメージング技術を確
立し、脳の細部をズームインしなが
ら個体全体をズームアウトできるユ

ニークな先端基盤技術を整備する。

④先端基盤技術開発 
脳・神経系のメカニズム解

明のために必要な世界トップ
レベルの研究支援技術開発を
行う。 

平成２７年度は、以下の研
究を行う。 
げっ歯類等の全脳におい

て、神経活動及びそれ以外の
現象を脳表から可視化する技
術については、前年度開発し

た形質転換動物を用いて、ラ
イブイメージングのための実
証実験を行う。また、プロー

ブの輝度の改良を進め、観察
の深度及び解像度を向上させ
る。 

蛍光化学組織染色及び蛍光
免疫組織染色（抗体を使った
組織染色）を施した脳神経変

性疾患モデルマウスの脳を対
象に、前年度に開発した脳に
おける病変の３次元再構築技

術を用い、疾患原理解析を行
う。 
蛍光または発光の光学顕微

鏡と電子顕微鏡とを結びつけ

④ 先端基盤技術開発 
○げっ歯類の全脳における神経活

動等を脳表から可視化する技術に
ついては、FRET型カルシウムセン
サーを神経特異的に発現する形質

転換マウスを作製し、頭蓋骨越し
に前脳全体に伝播する神経発火の
波を観察することができた。さら

に、自発的に起こる神経活動や外
界刺激によって誘発される神経活
動の時間的空間的パターンについ

て詳細に解析した。 
○発光型のカルシウムセンサーを
開発し、培養神経細胞を用いて性

能を確認した。 
○蛍光化学組織染色および蛍光免
疫組織染色（抗体を使った組織染

色）を施した脳神経変性疾患脳を
対象としてアルツハイマー病のモ
デルマウスの脳サンプル、ヒトア

ルツハイマー病患者の死後脳サン
プルを活用し、アミロイド斑の炎
症に関する大規模高精細観察を達

成した（NatureNeuroscience誌に
掲載）。 
○光学顕微鏡で観察した部位をズ

ームインして電子顕微鏡観察に持

 
○大脳皮質の観察視野の

飛躍的な拡大をもたら
し、領域間の相互作用に
関する理解を進める成果

であり、順調に計画を遂
行していると評価する。 

 

 
 
 

 
○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 
○国際的な競争となって
いる脳の透明化技術につ

いて微細構造や染色シグ
ナルを保持しながら実践
的な透明化を確立したも

ので、さらに老齢動物の
脳、さらにヒトの脳への
応用を達成しており、高

く評価する。 
 

○観察対象の自在性に飛

躍的な向上をもたらす成
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これによって、脳内の様々な部位で

起こる活動の協調、あるいは脳内外
の活動の連関を機能的に調べること
ができる。 

さらに、国内外の大学等の研究機
関や企業等及び研究プロジェクトと
の有機的な連携による研究を進め、

研究開発成果、基盤技術や研究資材
の提供・普及等を行うとともに、脳
科学分野の発展に資する人材育成を

行う。これらにより、脳科学の中核
的研究開発拠点として、我が国の研
究開発拠点を牽引するとともに、外

国人研究者が十分に活躍できる研究
環境を構築し、最先端の独創的な研
究開発成果を世界に発信し続ける。 

る広範囲・高解像イメージン

グ技術を開発する。 
 
国内外の大学等の研究機関

や企業等及び研究プロジェク
トとの有機的な連携による研
究を進め、研究開発成果、基

盤技術や研究資材の提供・普
及等を行うとともに、脳科学
分野の発展に資する人材育成

を行う。 

ち込む技術を開発し、アミロイド

斑について光学顕微鏡と電子顕微
鏡の両観察を達成した(Science
誌に掲載)。 

○レム睡眠とノンレム睡眠の切り
替えを司る脳部位を発見し、レム
睡眠を無くしたり増やしたりでき

るトランスジェニックマウスを開
発、効果を解析してその意義を解
明した。  

 
【マネジメント・人材育成】 
○著名な研究者を招待したセミナ

ーや研究室を超えた交流イベント
を効率的に多数開催し、研究者の
啓発、資質向上や研究分野を超え

た交流の促進を実施した。（研究
者を招いたセミナーは 10回開催） 
 

○民間事業者と新たな連携センタ
ーを平成 28年から発足せるため
の調整・検討を実施した。（平成

28年 4月 1日に連携センター設
立） 

 

 
 
○特に若手の研究室主宰者が世界

的に独自な研究課題を切り開い
た。その結果、昨年度は論文の責
任著者として主要な科学雑誌に掲

載されるような、顕著な成果を多
数生み出し始めている。（平成 27
年度は若手ＰＩによる当該年度中

に出された成果による論文が 28
年 6月末までに Neuron誌, Nature 
communications 誌、Science誌, 

Nature Neuroscience 誌（複数報）
に掲載されている。） 

果であり、順調に計画を

遂行していると評価す
る。 

 

○レム睡眠の意義を世界
で初めて科学的に実証し
たもので、レム睡眠と脳

機能の関係やその異常と
疾患発症メカニズムの関
係の理解につながると期

待でき、非常に高く評価
する。 
○センター内の研究者と

理研外の著名な研究者が
交流できる貴重な機会で
あり、人材育成という面

で多大な貢献しており、
順調に計画を遂行してい
ると評価する。 

○既存の連携センター運
営のノウハウを活用して
新たに民間企業との連携

の枠組みを構築したこと
は、連携による更なる研
究成果の創出に繋がるも

ので、順調に計画を遂行
していると評価する。 
○研究者個人の壮大な発 

想を尊重し、若手の研究
室主宰者にも他の PIと同
様の予算と研究の裁量権

を与えてきたセンターの
方針によるもので、神経
科学分野における次世代

の人材育成において優れ
た成果をあげたというこ
とができ、非常に高く評

価する。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－1－(4) 発生・再生科学総合研究 

※事業としての評価であるため、組織再編により多細胞システム形成研究センター外に移管したチーム等の業績を含めて評価を実施し

ている。 

関連する政策・施策 政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-1 ライフサイエンス分野の研究開

発の重点的推進及び倫理的課題等への取組 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第一項 科学技術に関する試験及び

研究を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

論文数 
― 

欧文：164 

和文：5 

欧文：137 

和文：23 

欧文：112 

和文：9 
― ― 

連携数 

― 

共同研究等：62 

協定等：18 

共同研究等：67 

協定等：15 

共同研究

等：59 

協定等：17 

― ― 

特許件 
数 ― 

出願：34 

登録：3 

出願：66 

登録：2 

出願：31 

登録：7 
― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

件数：80 

予算額：

1,347,706 

件数：67 

予算額：

1,220,349 

件数：73 

予算額：

1,156,669 

― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

2,936,609 2,852,159 2,241,351 
― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千円） ― ― ― ― ― 

経常利益（千円） ― ― ― ― ― 

行政サービス実

施コスト（千円） 
― ― ― ― ― 

従事人員数 214 143 127 ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 発生生物学は、
生命の基本原理
を明らかにする

ことを目的とし
た基礎科学的側
面と、その成果が

再生医療等の先
進医療の進展や、
疾患メカニズム

の特定等に直結
するという応用
的側面を併せ持

つ学問分野であ
り、社会からも大
きな期待が寄せ

られている。 
特に、再生医学

研究については、

ｉＰＳ細胞等の
早期の実用化を
目指して、できる

限り多くの成功
事例を創出する
ことが期待され

ているところ。こ
うした中、これま
でも再生医学の

分野で中核的な
役割を果たして
きた理化学研究

所が引き続き本
分野を牽引して
いくことは極め

て重要である。 
これらを踏ま

え、我が国の発生

生物学の中核的
研究開発拠点と
して、研究領域ご

とに明確な達成
目標又は定量的
な目標を設定し、

発生・再生科学総合研究では、こ
れまでの成果をさらに発展させ、発
生・再生における生命現象の動態の

理解に向けて新たに展開し、それら
をもとにした医学応用のための学術
基盤を確立する。第３期では、発生・

再生に関する３つの領域に加え、自
己組織化など、多数の細胞が集団に
なってはじめて出現する振る舞いを

解明する新規の集学的な研究領域
「創発生物学」を確立する。物理学・
数学等の手法も導入し、臓器などの

「形」を決める発生力学の原理や、
「サイズ」を決める増殖制御の機序
を特定する。それにより、再生医学

の高度な実現を可能とする「細胞集
団の人為的制御技術」や「発生現象
の試験管内再現技術」等を確立する。

また、これらの基礎研究成果を実際
の医療応用や産業化につなげる取組
を積極的に行うとともに、神戸バイ

オメディカルクラスターにおける中
核的拠点の一つとして、国内外の大
学・研究機関・研究病院や民間企業

との相互連携を強化し、技術移転・
支援も併せて実施する。また、連携
大学院、サマースクール及び企業研

究者の受入等を通して、次世代の研
究者の育成にも力をいれる。 

 

 
 

① 発生のしくみを探る領域 

動物胚では、１つの受精卵からの
分化と増殖の時空間的な発展により
発生がすすみ、複雑な組織が自発的

に形成される。しかし、胚発生の中
で、多数の種類の細胞が「正しい場
所に、正しい時に」分化するための

動的なプログラムについては、未だ
理解が十分進んでいない。このため、
発生場における複雑にプログラムさ

①胚発生のしくみを探る領域 
胚発生において複雑な組織

が自発的に形成される仕組み

を理解するため、最新のイメー
ジング技術や先端解析法等を
導入し、複雑にプログラムされ

た分化制御システムを解明す
る。 
平成２７年度は、前年度に解明

した受精卵の発生プログラム
が配偶子から継承される時空
間的な制御機構について、正常

に動作しない場合の細胞動態
とその原因を明らかにする。ま
た、未分化細胞が外胚葉・中胚

葉・内胚葉系へ分化する時期の
エピゲノム変化に関与する因
子の機能解析を進める。さら

に、動物胚における幹細胞の増
殖分化に関わる遺伝子の機能
を特定するため、時空間的な遺

伝子の発現状態及び作用機序
を解明する。 
 

（評価軸） 
・イノベーショ
ンの実現に向

けて組織的に
研究開発に取
り組み、社会的

にインパクト
のある優れた
研究開発成果

を創出し、その
成果を社会へ
還元できたか 

・グリーンイノ
ベーション及
びライフイノ

ベーションと
いった政策課
題の達成に貢

献するととも
に、社会からの
ニーズを踏ま

えて、基礎から
応用までをつ
なぐ研究開発

を戦略的かつ
重点的に推進
できたか 

 
（評価指標） 
・発生、再生に

おける生命現
象の動態の理
解に向けた研

究成果、及びそ
れらを元にし
た医学応用の

ための学術基
盤の確立の成
否 

・比類のない独
自のユニーク
な成果や当初

① 胚発生のしくみを探る領域 
○受精卵の発生プログラムが、雌
性配偶子である卵子から染色体

を媒体として継承される制御機
構について、老化した卵子が染色
体数異常を生じた際の動態の直

接観察に成功し、主原因が染色体
の早期分離であることを明らか
にした（Nature Communications：

平成 27年 7月）。 
 
 

 
○未分化細胞が外胚葉・中胚葉・
内胚葉系へ分化する時期の高次

エピゲノム変化の詳細な解析を
行い、高次エピゲノム変化と既知
のエピゲノム修飾変化のタイミ

ングのずれを見出し、いくつかの
機能解析中の因子が前者に関与
する可能性が示唆された。 

○神経上皮細胞から神経幹細胞へ
の増殖分化に関わる遺伝子を新
たに同定した。 

○多細胞生物における全身の成長
を調節する因子について、キイロ
ショウジョウバエを用いて解析

を行い、栄養依存的な産生制御メ
カニズムを分子レベルで解明し
た。 

 

評定 A 評定 A 

○マウスから得られた知
見がヒト卵子にも適用で
きることを示し、老化に

ともなう卵子の染色体数
異常を抑える技術の開発
の基盤を得た。染色体数

異常による先天性疾患の
原因解明に繋がることが
期待され、高く評価でき

る。 
 

○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

 
 
 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 

○環境変化に応じて、組織
や細胞間相互作用を介し
て生体が成長するメカニ

ズムの解明に繋がるもの
であり、本研究を基盤と
して因子の機能調節メカ

ニズムの理解が進むと、
将来的には糖尿病や成長
疾患、癌などの治療への

応用が期待され、高く評
価できる。 

○研究面については、順調に年 
度計画を遂行していることに
加え、当初の想定を超える、

科学的に顕著な成果が創出さ
れていると認められる。 

 

○中でも、加齢による卵子の染 
色体異常の原因を明らかにし
たことは、染色体異常による

不妊や先天性疾患の原因究
明・治療に繋がることが期待
され、高く評価できる。 

 
○また、ヒト ES細胞を用いた 
研究において、機能的な下垂

体前葉の各種ホルモン産生細
胞の誘導、及び海馬ニューロ
ンの誘導に成功したことは、

アルツハイマー病や統合失調
症等の疾患に係る研究の進展
が期待される重要な成果であ

る。 
 
○その他にも数多くの優れた 

研究成果を生み出しており、
高く評価できる。 

 

○運営面に関しては、センター 
の最高意思決定機関である
「運営会議」の設置をはじめ

としたマネジメント体制の強
化や、大学院生の受け入れ等
若手の育成にも貢献し、適正

な運営が行われていると認め
られる。 

 

○また、研究不正再発防止につ 
いては、研究倫理に対する意
識醸成に向けた様々な取組が

着実になされている。 
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当該分野におけ

る国の方針に基
づき、発生の原理
研究とそれをも

とにした応用技
術基盤の確立を
目指す。 

基礎研究面で
は、胚発生や器官
構築の機構を遺

伝子・細胞・組織
レベルで理解し、
多細胞が集団と

して複雑な構造
と機能を創発す
る原理の特定に

取り組む。特に、
第３期では新た
に、器官構築の力

学解析や数理モ
デル化などの新
規の手法を導入

することで、これ
まで未特定であ
った「形とサイズ

の制御メカニズ
ム」を明らかにす
る。 

さらに、これら
の作動原理を応
用し、ｉＰＳ細胞

等の幹細胞から
多様な立体器官
を試験管内で産

生するなどの高
度な再生医療を
可能とする革新

的な基盤技術体
系を確立する。 

具体的には、平

成２７年度まで
に生体に近似し
た下垂体や水晶

体等の組織を構
築し、本中期目標
期間においてヒ

ト病態を再現す
る人工組織を開
発する。 

れた分化制御システムを、最新のイ

メージング技術、一細胞遺伝子発現
プロファイル技術やエピゲノム解析
等の先端解析法を導入して解明す

る。特に、未分化幹細胞や外胚葉・
中胚葉・内胚葉系の分化細胞の制御
シグナルを時空間的に理解すること

で、動物胚内の正確な分化パターン
形成を可能とする基本原理を遺伝子
レベル、細胞レベルで解明する。そ

の原理解明をもとに、幹細胞などか
らの正確な分化誘導法や、分化した
体細胞間の分化転換や成熟細胞から

の幼弱化の制御法の開発にも貢献す
るとともに、マウス初期胚形成のた
めに必要な遺伝子ネットワークの時

空間制御の動作原理を特定する。 

計画で予期し

得なかった特
筆すべき業績 
・各事業におい

て、センター長
等のリーダー
シップが発揮

できる環境・体
制が整備され、
適正、効果的か

つ効率的なマ
ネジメントが
行われている

か 
・若手研究者等
への適切な指

導体制が構築
され、人材育成
の取組みが推

進されている
か 

 

 

（今後の発展に向けたコメン
ト） 

○基礎研究と応用研究のバラ 

ンスを検討しつつ、先天性疾
患の原因究明、癌などの治療
への応用等、期待できる研究

成果を大幅に発展すべく、研
究の推進を期待する。 

 

○iPS細胞関連研究の進展を期 
待するともに、iPS細胞によ
る再生医療の有効性と安全性

についての検討を今後も継続
することが望ましい。 

 

○自由な発想に基づく、領域を 
超えた自由な情報交換、社会
を含めた多様なコミュニケー

ションは、新たな科学を創出
する原動力であり、今後も継
続・発展させることを期待す

る。 
 
（評定） 

○以上を踏まえ、適正、効果的
かつ効率的な業務運営の下で
「研究開発成果の最大化」に

向けて顕著な成果の創出や将
来的な成果の創出の期待等が
認められることから、評定を

Aとする。 

②器官の構築原理を探る領域 
生体の器官の正確な構築を幹細胞

や分化細胞が行う作動原理を特定す
る。具体的には、遺伝子及びタンパ
ク質による細胞の接着・変形・移動

等の制御システムや、組織の極性の
形成原理、組織幹細胞を生み出し維
持する組織内微小環境の分子実体、

器官発生に必要な上皮組織と間葉細
胞と細胞外マトリクス間の相互作用
の分子実体、複数の器官発生の間の

協調の原理などを、個々の器官の発
生過程で特定する。平成２７～２９
年度までに、気管、毛包、腸管、筋・

骨格系、生殖器及び脳の各領域等の
器官構築のための制御原理を上記の
観点から解明するとともに、下記④

の創発生物学研究との連携により、
より普遍的な作動原理をも探る。 

②器官の構築原理を探る領域 
生体の器官の正確な構築を

幹細胞や分化細胞が行う作動
原理を特定するため、器官発生
における幹細胞や分化細胞の

接着・変形・移動等の長期解析
技術を開発し、器官構築のため
の制御原理を解明する。 

平成２７年度は、細胞・組織
の３次元構造の高解像度イメ
ージング技術を開発し、脳の嗅

球に機能的な回路ネットワー
クが自発的に出現するメカニ
ズムを解明する。また、特定の

細胞接着因子を欠失させたモ
デルマウスを用いて、脳障害を
引き起こす神経細胞間認識異

常の原因を明らかにする。前年
度に開発した脳の異なる領域
の細胞を標識・操作する技術を

用い、脳の多様な細胞の分化を
統合的に制御するシステムを
解明する。さらに、幹細胞特有

の微小環境を明らかにするた
め、毛包幹細胞と周辺の細胞等
の相互作用を仲介する細胞外

マトリクスを同定する。加え
て、ｉＰＳ・ＥＳ細胞から器官
を誘導する方法の開発に向け、

毛包、歯、分泌腺の器官形成場
の発生原理や、自律的な個々の
細胞の振る舞いが組織全体と

② 器官の構築原理を探る領域 
○厚みのある組織の深部まで高解 

像度で 3次元的に捉える新しい組
織透明化法を開発し、脳組織にお
ける 3次元超解像イメージングを

達成するとともに、シナプスの定
量解析を実現した（Cell 
Reports：平成 28年 3月）。 

 
 
 

○脳の嗅球において、機能的な回 
路ネットワークが、自律的な自発
神経活動のパターンの変遷にと

もなって作られることを明らか
にし、中枢神経系における回路形
成の新しいロジックの解明に至

った。 
○変異によって脳障害を引き起こ
すとされる遺伝子を欠失させた

モデルマウスを作製して解析を
行い、実際に 「多動」を観察す
ることに成功した。 

 
 
○脳の異なる領域の細胞を標識・ 

操作する技術を用い、大脳皮質の
異なる上層ニューロンが生み出
される分子基盤を明らかにした。 

○毛包幹細胞とその周囲に存在す 
る知覚神経との相互作用を仲介
する細胞外マトリックス（EGFL6）

 
○脳組織だけでなく、卵母 

細胞やショウジョウバエ
など様々な組織に適用可
能な技術であり、発生生

物学・細胞生物学・神経
科学全般へのインパクト
が大きく、種々の精神疾

患の発症メカニズム解明
にも貢献できることが期
待され、高く評価できる。 

○脳の嗅球に機能的な回
路ネットワークが自発的
に出現するメカニズムを

解明するとともに、中枢
神経回路形成における新
理論を提唱するもので、

非常に高く評価できる。 
○脳障害を引き起こす神 
経細胞間認識異常の原因

となる遺伝子を特定して
おり、本分野を進展させ
るための基盤作りに成功

したため、高く評価でき
る。 

○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

○細胞外マトリックスの 
同定に加え、細胞外マト
リックスが表皮と神経と
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加えて、機関内

倫理審査及び国
の審査の承認後、
１年から１年半

以内に網膜細胞
移植による加齢
黄斑変性治療等

の臨床研究を開
始し、ｉＰＳ細胞
等を用いた再生

医療応用の先駆
例を創出すると
ともに、安全性や

品質管理技術を
多面的かつ有機
的に向上させ、医

療機関との連携
により一般治療
化へ向けての治

験実施を目指す。 
 また、国内外

の大学等の研究

機関や企業等と
の有機的な連携
により、研究開発

成果や基盤技術
の普及に努める
とともに、発生生

物学の基礎的研
究から再生医学
等の応用へのよ

りスムーズで確
実な展開を図る。 

して調和され臓器を作るメカ

ニズムを解明する。 

を同定するとともに、この仲介機

能によって皮膚の知覚伝達が制
御されることを明らかにした。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
○iPS細胞から、様々な上皮組織を 

形成する手法を開発して、皮膚附
属器官を有する皮膚器官系の再
生に成功した（平成 28年 4月：

Science Advances）。※平成 28年
度に公表 

 

 
 
 

 
○発生中の臓器をつくる自律的な
個々の細胞形態を可視化し、組織

形態との相関関係を定量的にし
めす技術を開発することで、個々
の細胞の振る舞いと臓器形態の

強い関係性を解明した。さらに、
個々の細胞の動的な挙動を観察
するためのライブイメージング

技術を開発し、発生中の肺の神経
内分泌細胞（NE細胞）が自ら移動
して気管支分岐点に集積するこ

とを発見した（Cell Reports：平
成 27年 12月）。 
 

いう異なる組織をつなぐ

ことで、器官の高次機能
が発揮されることを明ら
かにした点で高く評価で

きる。また、これまで多
く研究されてきた「周囲
組織から幹細胞へ」とい

うシグナルとは逆方向の
「幹細胞から周囲組織
へ」というシグナルを明

らかにした点も独創的で
あり、高く評価できる。 

○皮膚器官系の再生は世 

界に先駆けて行われた成
果であり、将来的には皮
膚の重度の外傷や熱傷な

どの完全な再生を可能に
するとともに、先天性乏
毛症などの深刻な脱毛症

や皮膚付属器に関する疾
患の再生治癒につながる
と期待され、高く評価で

きる。 
○個々の細胞と臓器形態 
の関係性の解明に加え、

呼吸器学者の間で40年間
近く謎とされていたNE細
胞の動態を明らかにした

点において、高く評価で
きる。さらに、NE細胞は
転移性の高い特徴を持つ

小細胞肺がん細胞の起源
となるため、ガンの転移
能と細胞の生物学的な性

質を結びつける発見に至
った点において、高く評
価できる。 

③臓器を作る・臓器を直す領域 
①、②、④の研究開発成果を、ヒ

トｉＰＳ・ＥＳ細胞等の幹細胞培養

系に応用し、機能性の高い組織や臓
器の基本ユニットを試験管内で構築
する。具体的には、平成２７年度ま

でに生体に近似した下垂体や水晶体
等の組織を構築し、本中期目標期間
においてにヒト病態を再現する人工

組織を開発する。また、企業との密
接な連携の下、網膜等の先行研究に
おける立体培養技術等の高度化を進

③臓器を作る・臓器を直す領域 
器官の機能再生のための基

盤技術創出と再生医療技術開

発を目指し、①、②、④の研究
開発成果をヒトｉＰＳ・ＥＳ細
胞等の幹細胞培養系に応用し、

組織や臓器の基本ユニットを
試験管内で構築するとともに、
臨床応用の早期実現に向け、網

膜疾患等に対する再生医療の
臨床試験を推進する。 
平成２７年度は、ｉＰＳ細胞

③ 臓器を作る・臓器を直す領域 
○ｉＰＳ細胞由来網膜色素上皮細
胞の移植治療について、他家移植

の実現に向け、京都大学ｉＰＳ細
胞研究所の作成した拒絶反応の
起こりにくい型のｉＰＳ細胞を

用いて網膜色素上皮を作成し、細
胞試験及び動物試験（サル）にお
いて拒絶反応がほとんど起こら

ないことを確認した。また、視細
胞移植の非臨床試験において、霊
長類における移植片生着評価を

 
○拒絶反応の起こりにく
いとされる型のｉＰＳ細

胞を用いて、他家移植で
拒絶反応の抑制を確認で
きたことは、次の段階の

臨床研究を行うための準
備が出来たものとして高
く評価できる。また、視

細胞変性モデルサルの作
成においては順調に計画
を遂行していると評価す
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めるとともに、他の臓器へも応用し

て再生医療や創薬に資する基盤技術
を確立する。これらについては、平
成２５年度中に隣接して設置される

理化学研究所の融合的な研究開発の
ための施設も活用しつつ、積極的な
実用化への貢献を行う。 さらに、前

臨床研究及び臨床試験に必要となる
支援施設を整備・運用するとともに、 
近隣の研究病院とも協力して、臨床

応用の早期実現のため、網膜疾患等
に対する再生医療の臨床試験を推進
する。特に、網膜色素上皮細胞の移

植による加齢黄斑変性治療につい
て、機関内倫理審査及び国の審査の
承認後、１年から 1年半以内に開始

する。 
 

由来網膜色素上皮細胞の移植

治療について、他家移植の実現
に向け、京都大学ｉＰＳ細胞研
究所の作成した拒絶反応の起

こりにくい型のｉＰＳ細胞を
用いて網膜色素上皮を作成し、
品質や安全性について検証す

る。また、視細胞移植の非臨床
試験において、霊長類における
移植片生着評価を行うため、視

細胞変性モデルサルを作成す
る。さらに、ヒトＥＳ細胞から
立体的な下垂体組織を構築す

る技術を確立し、そこから得ら
れた知見を基に、企業と連携し
て網膜等の先行研究における

立体培養技術の高度化を実現
する。加えて、毛包再生の基盤
技術、立体的な人工皮膚や分泌

腺、次世代インプラントの開発
を進めるとともに、企業と連携
して、臓器保存及び臓器蘇生に

向けた非臨床試験を目指し、臓
器培養システムを開発する。こ
れらについては、融合連携イノ

ベーション推進棟も活用しつ
つ、積極的な実用化への貢献を
行う。 

 

行うための視細胞変性モデルサ

ルの作成に成功した（PNAS Plus：
平成 27年 12月）。 
○ヒトＥＳ細胞から立体的な下垂

体組織を構築する技術を確立し、
機能的な下垂体前葉の各種ホル
モン産生細胞を誘導することに

成功した（PNAS Plus：平成 27年
12月）。さらに、ヒト ES細胞か
ら海馬ニューロンの誘導に成功

した（Nature Communications：
平成 27年 11月）。 
○企業と連携してヒト ES細胞から

悍体視細胞および錐体視細胞を
選択的に分化誘導する技術を確
立した。 

○毛包再生の基盤技術・立体的な
人工皮膚や分泌腺の再生につい
て、複数の民間企業と共同開発を

進めるとともに、次世代インプラ
ントの革新的な技術開発に成功
し、大型動物への試験に移行を予

定している（Scientific 
Reports：平成 27年 12月）。 
 

○臓器保存及び臓器蘇生に向けた
非臨床試験実施のため、企業と連
携して臓器培養システムを開発

し、ブタでの概念実証に成功し
た。 

る。 

 
 

○下垂体のホルモン生産

能の低下に起因する血圧
低下や意識障害、成長障
害、不妊や、海馬関連疾

患であるアルツハイマー
病や統合失調症といった
疾患を対象とした研究が

大きく進むことが期待さ
れ、高く評価できる。 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

○毛包再生の基盤技術、立
体的な人工皮膚や分泌腺
について、順調に計画を

遂行していると評価す
る。次世代インプラント
については、ヒトへの応

用に繋がるシステム開発
を行った点で高く評価で
きる。 

○ヒトへの応用に繋がる
システム開発を行った点
で高く評価できる。 

④創発生物学研究領域 

臓器や組織などの巨視的な「形」
や「サイズ」が、動物毎のゲノム情
報によって、いかに正確に決定され

るかは、生物学における根本的かつ
未解明の課題である。その理解のた
めに「多細胞集団内の細胞間相互作

用による創発的な動作原理」を多階
層の動的システムとして解析する集
学的な研究領域「創発生物学」を開

拓する。具体的には、幹細胞等から
の組織形成過程での細胞間相互作用
を計測する手法を開発するととも

に、「形」や「サイズ」を決める組織
の力学特性や増殖の制御を解明す
る。また、これらにより得られる大

量の情報の解析のため、数理モデル
化やシミュレーションなどを導入
し、複雑な「形」を制御する基本法

④創発生物学研究領域 

自己組織化等、多数の細胞が
集団になってはじめて出現す
る振る舞いを解明する「創発生

物学」を開拓するとともに、そ
の体系的理解により、胚発生や
進化などの基礎研究から、臓

器・組織の再生医療などの医学
応用までを飛躍的に前進させ
る基盤学術を確立する。 

平成２７年度は、生体組織の
形態形成において細胞集団が
協調的に振る舞う性質が現れ

る原理（創発原理）を明らかに
するため、器官形成開始に関わ
る分子の探索とその作動機序

の解析を行う。また、生殖器官
形成において、集団細胞の移動
方向を制御する細胞の左右非

④ 創発生物学研究領域 

○器官誘導に関する新規分子をひ
とつ特定するとともに、遺伝子組
み換え動物の作出に成功し、その

作動機序の解析を進めている。 
 
○メカニズムの多くが謎に包まれ

ていた生殖器官の回転形成にお
いて、上皮細胞の集団移動を制御
する細胞平面の左右非対称性が、

モータータンパク質によって規
定されることを明かにし、外生殖
器を取り囲む上皮細胞シートが

時計回りに自律的に回転する仕
組みを実験と数理モデルによっ
て解明した（Nature 

Communications：平成 27年 12
月）。 

 

 

○新規器官誘導分子を特
定できた点で、高く評価
できる。 

 
 
○動物の器官形成メカニ

ズムの解明に大きく寄与
することが期待される成
果であり、高く評価でき

る。さらに、得られた実
験事実が数理モデルの構
築の手がかりになると同

時に、その数理モデルの
予測が新しい測定の提案
につながるという相互の

寄与に発展しているた
め、本研究がモデルの 1
つとなって、数理と実験
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則を発見することで、その高度な制

御法を確立する。創発生物学の体系
的理解により、胚発生や進化などの
基礎研究のみならず、臓器・組織の

再生医療などの医学応用をも飛躍的
に前進させる基盤学術 を形成する
とともに、 網膜、角膜、大脳、気管、

毛包、胚盤胞の形成などの発生現象
において、形やサイズを決める細胞
間相互作用の作動原理を特定する。 

 

対称極性の形成メカニズムを

解明するとともに、その背景に
ある普遍的な器官形成の作動
原理を特定する。さらに、特定

因子の濃度勾配に依存する分
化パターン形成及び変動・変形
する発生場を解析し、それらの

相互作用を明らかにする。本領
域は、数理モデル化やシミュレ
ーション等を用いた解析につ

いて、（５）生命システム研究
との密接な連携により推進す
る。 

 

 
 
 

 
○発生場の変形が駆動する胚内の
体液動態を解析し、体液動態が濃

度勾配を形成する分泌蛋白質の
分布にも影響することを明らか
にした。 

の互いの利点を活かした

次世代の生物学研究が進
むことが期待される点に
おいても高く評価でき

る。 
○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 

 【マネジメント・人材育成】 
○センター長を議長とする「運営
会議」をセンターの最高意思決定

機関として、その下に 2つの下部
委員会（人事委員会、施設・予算
委員会）及びさらなる専門事項を

扱う 5つのワーキンググループを
設置し、全ての PIがいずれかの
会議等に参加する体制を構築し

た。 
○年に１回の大規模な国際シンポ
ジウム「CDB Symposium」、特定の

テーマにフォーカスして年数回
程度開催する比較的小規模な国
際学会「CDB Meeting」、世界トッ

プレベルの科学者を招き 2ヶ月に
１回程度実施する内部セミナー
「CDB Lecture Series」、京都大

学 iPS研究所との連携強化及び交
流促進を目的とした「CDB-CiRA 
Joint Retreat」等、数多くの学

術集会を企画・開催した。 
 
 

○「高校生向けの生命科学体験講
座」（レクチャー、ラボ訪問、実
習等の一日体験プログラム）や、

生物教職員を対象とした研修会
を開催した。研究室内を模擬体験
できる展示室整備や分かり易く

先端研究を紹介するサイエンス
コミュニケーターにより、センタ
ーを訪れる生命科学の専門家以

外の視察者（見学者）に適切に対
応するシステムを構築した。 
○平成 27年度は 30名の大学院生

 
○センター長のリーダー
シップの下に、意思決定

から専門事項に関する議
論までを適切に実施する
とともに、全ての PIがセ

ンター運営に関わる体制
となっていることから、
順調に計画を遂行してい

ると評価する。 
○“春の国際シンポジウ
ム”として定着し、海外

からの参加 39名を含む、
176名の参加者を得た CDB
シンポジウム 2016「Size 

in Development: Growth, 
Shape and Allometry」等、
国内外から著名な研究者

を招聘して数多くの学術
集会を企画・開催し、い
ずれにおいても活発な議

論が交わされており、順
調に計画を遂行している
と評価する。 

○社会への成果発信、科学
への理解・好感度の増進、
高校における生物学教育

の一層の充実を支援して
おり、年間視察者数は平
均 1,500名程に登ること

から、順調に計画を遂行
していると評価する。 
 

 
 

○理研が果たすべき重要
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を受け入れており、主に連携大学

院の学生を対象とした「理研-連
携大学院 発生・再生科学 集中レ
クチャープログラム」、大学院進

学希望者を対象とした「理研 発
生・再生科学分野 連携大学院説
明会」、学部学生を対象に 1週間

CDBでの研究に触れる機会を提供
する滞在型研究体験プログラム
「大学生のための生命科学研究

インターンシップ」を引き続き実
施した。 
○研究不正再発防止に向けて、セ 

ンターに 2名の研究倫理教育責任
者を設置するとともに、「CITI 
Japanプロジェクト研究倫理教育

責任者・関係者連絡会議」にて講
演を行った有識者を招き、「研究
の原点とルール」のタイトルで講

演・若手研究者との意見交換を実
施した。また、研究倫理教育責任
者が全研究室を訪問して PIとの

個別面談を行い、理研内ルールの
徹底や、研究倫理に対する意識醸
成について意見交換を実施した。

なお、研究倫理教育責任者による
研究室訪問の際には、可能な限り
センター長も同行し、PIへ研究デ

ータの管理等について確認した。 

な役割の１つである若手

の育成に貢献する事業で
あり、順調に計画を遂行
していると評価する。 

 
 
 

 
 
 

 
 
○特別セミナーは概ね好

評であり、その後に各研
究室内での議論に発展し
たケースがあった。また、

職業人としての研究者の
あり方、ラボノートの付
け方など、独自の研修を

若手研究者に施している
研究室や、特別セミナー
を踏まえ、PIが自主的に

スタッフ全員との意識共
有を目指し、自ら作成し
た教材資料を基に懇談を

行ったケースがあった。 
 
○このように、センターと

して、これらの研究不正
再発防止に向け、全所的
な取り組みに加えて独自

の取り組みを実施するこ
とで、センター内におけ
る研究倫理に対する意識

醸成に成功しており、高
く評価できる。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－1－(5) 生命システム研究 

関連する政策・施策 政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-1 ライフサイエンス分野の研究開

発の重点的推進及び倫理的課題等への取組 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第一項 科学技術に関する試験及び

研究を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：73 

和文：15 

欧文：74 

和文：25 

欧文：86 

和文：10 
― ― 

連携数 

― 

共同研究等：41 

協定等：9 

共同研究等：49 

協定等：10 

共同研究

等：33 

協定等：12 

― ― 

特許件 
数 ― 

出願：12 

登録：1 

出願：6 

登録：0 

出願：8 

登録：2 
― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

件数：65 

予算額：

513,909 

件数：89 

予算額：

480,361 

件数：97 

予算額：

573,006 

― ― 

 

②  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

1,457,105 1,436,795 1,182,811 
― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 115 142 134 ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 第４期科学技
術基本計画にお
いて、生命動態シ

ステム科学研究
は、再生医療、新
薬の開発や病態

予測など、安全で
有効性の高い治
療の実現を行い、

様々なライフイ
ノベーションの
創出に大きく貢

献するとされて
いる。 

複雑な生命シ

ステムがいかに
自己を制御して
いるかを解明す

るためには、従来
の生命科学にと
どまらない融合

的手法が必要で
あり、国際的にも
急速に研究が加

速していること
から、我が国の国
際競争力強化に

も貢献するもの
である。 

このため、生命

をシステムとし
てとらえ、その
刻々と変化する

複雑な生命現象
を実験と理論・計
算の両面から理

解し、予測・制
御・再構成する生
命システム研究

を推進する。 
細胞動態計測、

生命モデリング、

生命動態システム科学研究は、再
生医療、新薬の開発や病態予測など
様々なライフイノベーションの創出

に大きく貢献する重要な分野とされ
ている。また国際的な研究において
も生命科学にとどまらない融合的手

法の必要性が急速に高まっているこ
とから、我が国としても融合領域人
材の育成等、国際競争力強化が期待

される研究領域である。 
生命が自己を制御する複雑な仕組

の解明・制御に向け、生命をシステ

ムとして捉え、その刻々と変化する
複雑な生命現象の動態を実験と理
論・計算の両面から理解し、また簡

易な系での実験的再構成による検証
や新たな系の創出を行うことによる
生命活動の動的な理解と人為的な制

御法の確立を目指して、生物系、情
報系、工学系及び物理系等、多様な
背景の研究者の有機的な連携体制を

構築し、生命システム研究を推進す
る。 

生命システム研究においては、細

胞動態計測研究、生命モデリング研
究、細胞デザイン研究の３つの研究
領域を設定する。 

 
①細胞動態計測研究 
個々の細胞は一様ではなく、しか

もそれぞれ大きく変動しているにも
かかわらず、これまでは平均化して
捉えられてきた。細胞動態計測研究

においては、時々刻々と変化する
個々の細胞の状態を捉え、細胞の個
性的な機能発現の仕組を解明するこ

とを目指す。さらに、得られた時間
軸に沿ったデータを生命モデリング
研究、細胞デザイン研究にフィード

バックし、細胞動態のより高度な理
解を目指す。 

具体的には、１細胞内の分子動態

①細胞動態計測研究 
細胞の個性的な機能発現の

仕組を解明するとともに、得ら

れた時間軸に沿ったデータを
生命モデリング研究、細胞デザ
イン研究にフィードバックし、

細胞動態のより高度な理解を
目指すため、１細胞内の分子動
態から組織内での細胞動態ま

でを、階層を超えて高感度に定
量計測・解析する技術を開発す
る。 

平成２７年度においては、前
年度までに実現した細胞内１
分子動態計測法について、解析

ソフトウェア等の開発により
ハイスループット化を進める。
これにより、細胞極性の自発形

成におけるタンパク質動態の
１分子粒度モデルを構築し、分
子動態変化を薬効指標とした

新規スクリーニング法の開発
へ発展させる。また、細胞内の
分子混雑下における生体分子

の構造動態の解明に向けて、前
年度までに開発した２種以上
の分子混合系における分子運

動解析法を用いて、分子運動の
相互依存メカニズムを明らか
にする。さらに、前年度に開発

した細胞環境応答型の蛍光プ
ローブを発展させ、光や磁場に
より分化や増殖、細胞死などの

細胞状態を制御するための外
部摂動型のナノバイオプロー
ブを開発するとともに、生きた

個体での幹細胞や免疫細胞の
動態を非侵襲で可視化するた
めの蛍光プローブを開発する。

加えて、前年度までに確立した
組織内の遺伝子発現を１細胞
解像度で取得する技術を基に、

（評価軸） 
・イノベーション
の実現に向けて

組織的に研究開
発に取り組み、社
会的にインパク

トのある優れた
研究開発成果を
創出し、その成果

を社会へ還元で
きたか 
 

・グリーンイノベ
ーション及びラ
イフイノベーシ

ョンといった政
策課題の達成に
貢献するととも

に、社会からのニ
ーズを踏まえて、
基礎から応用ま

でをつなぐ研究
開発を戦略的か
つ重点的に推進

できたか 
 
（評価指標） 

・生命活動の動的
な理解と人為的
な制御法の確立

を目指した研究
成果、及び生物
系、情報系、工学

系及び物理系等、
多様な背景の研
究者の有機的な

連携体制 
 
・比類のない独自

のユニークな成
果や当初計画で
予期し得なかっ

① 細胞動態計測研究 
○細胞内１分子動態計測法の自動
化に取り組み、自動細胞認識、自

動フォーカス、自動１分子輝点認
識などの技術開発により、１日あ
たり １,０００細胞、１００万

分子、１億データポイントのデー
タを取得できる計測システム
（AISIS）の構築に成功した。 

 
 
 

 
 
 

 
○上記で開発したＡＩＳＩＳを用
いて EGF受容体のリガンド結合

に伴う分子動態変化の検出に成
功し、新規スクリーニング法開発
へ向けた基盤を構築した。 

○細胞内の分子混雑下における生
体分子の構造動態の解明に向け
て、２種以上の分子混合系におけ

る分子運動解析法を用いて、相互
依存した運動における水和の寄
与の重要性を明らかにした。ま

た、光や磁場などの外部摂動によ
り細胞の分化や増殖、細胞死を制
御するため、マルチモーダルナノ

プローブを開発するとともに、個
体深部での細胞動態を可視化す
るための高輝度発光の短赤外量

子ドットプローブを開発した。さ
らに組織内の１細胞の遺伝子発
現のダイナミクスを定量的に追

跡可能な技術を構築することに
成功した。 

○これまでの光学限界を超える分

解能の超解像蛍光顕微鏡につい
て、従来の 100～1,000倍もの高
速化を達成したことにより、従来

評定 S 評定 S 

○細胞内１分子動態計測

の自動化の成功は、当セ
ンターが新たな生命動態
システム科学として進め

ることを検討している
DECODE（DEcoding Cell 
from Omics and Dynamic 

Expression）計画※の重要
な基盤技術となるもので
あり、高く評価する。 

※DECODE計画：大量のオミ
ックス情報と高度イメー
ジングデータをAI等によ

り統合して非侵襲で解析 
○新規に開発した AISISの
性能を実証するものであ

り、高く評価する。 
 
 

○これまで直接的に測る
ことができなかった分子
混雑が測れるようになっ

たことで細胞内の分子混
雑環境下における水和の
寄与の重要性を発見した

ことや、マルチモーダル
ナノプローブなどのプロ
ーブ開発、遺伝子発現ダ

イナミクスの定量追跡技
術の開発は、ES細胞や iPS
細胞等の幹細胞状態や分

化状態をイメージングし
DECODE計画により解析す
るための基盤技術となる

ものであり、非常に高く
評価する。 
 

○従来の超解像蛍光顕微
鏡は時間分解能が低く、医

○研究面については、順調に年 

度計画を遂行していることに
加え、当初の想定を超える、
科学的に特に顕著な成果が創

出されていると認められる。 
 
○中でも、従来の 100～1,000 

倍ものシャッター速度で生き
た細胞内の微細構造を観察可
能な超解像蛍光顕微鏡を開発

したことは生命科学の基盤技
術として大きなブレイクスル
ーであるのみならず、従来観

察できなかったウイルスの動
態観察を可能とする等、疾患
の理解や治療法の開発への貢

献も期待されるものであり、
高く評価できる。 

 

○また、細胞が受け取ったシグ 
ナルをもとに生死が決まる
「細胞運命決定」のメカニズ

ムの原理を解明したことは、
今後細胞の運命を人為的に操
作する技術開発等の応用が期

待される画期的な成果であ
る。 

 

○さらに、１世代で高効率に特 
定の遺伝子を破壊した動物を
作成するトリプル CRISPR法

を開発したことは次世代型逆
遺伝学を実現するプラットフ
ォーム確立につながる重要な

成果であり、さらにその手法
を活用して睡眠制御機構を解
明したことは、睡眠障害のメ

カニズム解明等の疾患の克服
に寄与する重要な成果であ
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細胞デザインの

研究においては、
生物系、情報系、
工学系及び物理

系等、多様な背景
の研究者の有機
的な連携を推進

する。 
細胞の個性的

な機能発現の仕

組みを解明する
ため、細胞を中心
とした生命現象

の各階層におい
て定量計測・解析
技術を開発し、

刻々と変化する
細胞の状態を定
量的にとらえる。 

また、この計測
結果に基づき複
雑なシステムの

状態を定量化し、
分子レベルから
の細胞ダイナミ

クスのモデル化
による定量的理
解やシミュレー

ションによる再
現を目指す。 

さらに、実験を

用いた再構成を
行うことで、細胞
動態計測、生命モ

デリングにより
得られた結果に
ついて検証を可

能とするため、遺
伝子やタンパク
質などの生命の

部品を調整・設
計・制御するため
の基盤技術を開

発する。 
これらの研究

を融合し、循環さ

せることにより、
生命システムの
動作原理の解

から組織内での細胞動態までを、階

層を超えて高感度に定量計測・解析
する技術を開発する。特に、細胞内
の生体分子の動態計測のためのプロ

ーブの開発、細胞内分子システムの
機能発現メカニズムを１分子レベル
で解明するための細胞内の１分子動

態計測法を開発し、また、細胞状態
の変化に伴う代謝産物の分析等の定
量計測技術等を開発する。 

これらの技術を組み合わせること
で、これまで実現されていない１０
０種類程度の分子種に対する２５０

ナノメートル、３３ミリ秒の空間分
解能・時間分解能での細胞内１分子
動態計測を実現するとともに、個体

内の細胞における１分子動態計測技
術の空間分解能・時間分解能を、５
００ナノメートル、１００ミリ秒に

向上させることにより、病態予測・
再生医療等の研究へ技術の展開を図
る。 

組織内の遺伝子発現のダイナ

ミクスを１細胞解像度で定量
的に追跡可能な技術に発展さ
せる。 

 
 

た特筆すべき業

績 
 
・マネジメント体

制（センター長等
のリーダーシッ
プが発揮できる

環境・体制） 
 
・人材育成制度

（若手研究者等
への指導体制） 
 

見られなかった「生きた細胞」の

動く構造を観察することに成功
した。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

学・生物学研究への応用に

は限界があったが、これを
革新した。この従来の 100
倍高速化したシャッター

速度世界一となる技術は、
DECODEプロジェクトの重
要な基盤技術となるもの

であるとともに、顕微鏡と
して製品化され世界中に
普及することが期待され、

非常に高く評価する。 

る。 

 
○その他にも数多くの優れた 
研究成果を生み出しており、

高く評価できる。 
 
○運営面に関しては、近隣の大 

学等とも連携した若手研究者
や大学院生の積極的な受け入
れを行うとともに、「QBiCス

プリングコース」の開講等、
育成面にも力を入れ、次世代
を担う若手の PIの育成を図

っており、適正な運営が行わ
れていると認められる。 

 

（今後の発展に向けたコメン
ト） 

○情報科学に通じた生命科学 

系人材の更なる育成に期待す
る。また、今後取り組むデー
タドリブンの研究は新しい方

向性であり、多くのデータが
出ている生命科学分野の適切
なツールになると期待でき

る。 
 
（評定） 

○以上を踏まえ。適正、効果的
かつ効率的な業務運営の下で
「研究開発成果の最大化」に

向けて特に顕著な成果の創出
や将来的な特別な成果の創出
の期待等が認められることか

ら、評定を Sとする。 

②生命モデリング研究 
細胞の個性や時々刻々での変化は

細胞内での分子や分子ネットワーク

の動的多様性に起因すると考えられ
る。このため、生命モデリング研究
においては、細胞のモデル化・シミ

ュレーションに基づく、分子レベル
からの細胞ダイナミクスの定量的理
解・再現を目指す。 

具体的には、膨大な定量的データ
を高性能計算機を用いて数理モデル
化し、複雑な生命システムを定量的

に取り扱う手法を確立するため、高
性能計算機による分子設計や挙動予
測、細胞環境下での分子動態、細胞

内生化学反応経路や細胞間相互作用
等のシミュレーション手法等の統合
的な研究開発を行う。特に、生命分

子の反応時間スケールでの分子シミ
ュレーション技術、専用計算機等の
開発によるタンパク質１分子の動態

予測を行う。その結果として得られ
るミリ秒オーダーでのタンパク質分
子動力学シミュレーション技術を普

及する。また、分子１つ１つの運動
を考慮した細胞内反応ネットワーク
のシミュレーション技術を構築し、

②生命モデリング研究 
分子レベルからの細胞ダイ

ナミクスの定量的理解・再現を

目指し、膨大な定量的データを
高性能計算機を用いて数理モ
デル化し、複雑な生命システム

を定量的に取り扱う手法を確
立するため、高性能計算機によ
る分子設計や挙動予測、細胞環

境下での分子動態、細胞内生化
学反応経路や細胞間相互作用
等のシミュレーション手法等

の統合的な研究開発を行う。 
平成２７年度においては、前

年度までに高度化した分子動

力学計算専用計算機上で長時
間分子シミュレーションを実
行するソフトウェアをさらに

改良・高速化し、創薬・生命動
態の解明に向けたタンパク質
の分子設計のためのシミュレ

ーションを行うとともに、前年
度に開発した全原子モデル及
び粗視化分子モデルを用いた

それぞれのシミュレーション
の結果を比較することにより、
細胞内環境でのタンパク質動

② 生命モデリング研究 
○前年度に実現したシングルノー
ドでの MDシミュレーションを全

ノードで稼働させられるように
拡張した。また、細胞環境下での
シミュレーションとして、特に

「京」を用いた大規模な全原子シ
ミュレーションとその解析を集
中的に行い、タンパク質の拡散運

動、安定性変化、低分子化合物と
の相互作用について、希薄溶液中
とは大幅に異なる知見を得るこ

とに成功した。前年度までに開発
した１分子粒度計算手法を統合
して高度な細胞シミュレーショ

ンを高性能かつ簡便に実行する
ための基盤ソフトウェア E-Cell 
System Version 4 を完成し、オ

ープンソースで公開した。 
○多細胞生物の発生過程の進化シ
ミュレーションを行い、細胞状態

の多様性と細胞集団レベルでの
安定性がどのように出現するか
を解析し、 それを担う制御ネッ

トワークが持つ性質を明らかに
した。 

○多細胞システムによる集団運動

 
○生命分子の反応時間ス
ケールでの分子シミュレ

ーション技術の開発に向
け、分子動力学計算専用
計算機上で、長時間分子

シミュレーションを可能
とするためのソフトウェ
アの高度化を行ったこと

に加え、基盤ソフトウェ
アの公開を実施するな
ど、オープンサイエンス

への取り組みがなされて
いることを高く評価す
る。 

 
 
 

 
○シミュレーションによ
る多細胞生物の発生過

程、制御ネットワークを
解明しており、順調に計
画を遂行しているものと

評価する。 
 
○多細胞システムのモデ
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明・制御に向けた

取組を加速する。 
また、国内外の大
学等の研究機関

や企業等との有
機的な連携によ
り、研究開発成果

や基盤技術の普
及を行うととも
に、本研究分野の

人材育成を図り、
中長期的な発展
を促進させる。 

その計算結果を基に細胞内反応の動

態予測を実現し、構築したシミュレ
ーションプラットフォームを公開す
る。 

態と機能の関係を明らかにす

る。シミュレーション結果につ
いては、ＮＭＲ等を用いた実験
との比較により検証する。ま

た、前年度までに開発した１分
子レベルでの細胞内反応に関
する要素技術を統合し、より高

度な細胞シミュレーションの
ためのソフトウェアの開発を
行う。さらに、細胞間相互作用

を取り入れた多細胞システム
の数理モデルを構築し、発生過
程や免疫応答等の分子ネット

ワークから細胞集団等の階層
をつなぐシミュレーションを
行う。加えて、細胞の走化性シ

グナル伝達系の研究成果を発
展させ、多細胞システムによる
集団運動の獲得原理の解明に

向けたモデル化を行うととも
に、限られたランドマーク情報
のみから器官発生・再生過程で

の組織変形動態を正確に予測
する手法を構築し、脳や四肢の
発生過程に適用することによ

り、その有用性を実証する。 

の獲得原理の解明に向けたモデ

ル化を行い、加えて任意の形状を
持つ器官に対し、限られたランド
マーク情報のみから発生・再生過

程での組織変形動態を正確に予
測する手法の構築に成功し、脳発
生過程でのデータに適用するこ

とでその有用性を実証した。 
○多細胞生物の細胞が増殖や分化
し、また、細胞死に至る「細胞運

命決定」というデジタルな反応
が、シグナル伝達物質 ERKにおけ
る活性化指標であるリン酸化と

いうアナログな指標により制御
されていることを解明した。 

 

ル化により発生・再生過

程における組織変形動態
の予測手法の開発に成功
しており、順調に計画を

遂行しているものと評価
する。 

 

 
○発見されたメカニズム
の原理を利用すること

で、今後は細胞の運命を
人為的に操作するなどの
応用が期待されるもので

あり、非常に高く評価す
る。 

③細胞デザイン研究 
細胞をはじめとする動的で複雑な

生命現象を理解するためには、生命
現象を個別に制御可能な形で人工的
に再構成し、検証することが必要で

ある。細胞デザイン研究においては、
生命システムに特徴的な動作・設計
原理の理解に向けて、遺伝子やタン

パク質などの生命の部品を調整・設
計・制御するための基盤技術を開発
する。特に、細胞内遺伝子ネットワ

ーク動態の設計・制御に向け、切断・
接着部分の配列を自在に設計し連結
するための新規のＤＮＡ合成法や、

無細胞合成系によるペプチド・タン
パク質合成の高速化・並列化を基盤
としたタンパク質の定量法等を開発

することにより、細胞機能を担う動
的な分子ネットワークの設計・制御
を実現する。 

開発したＤＮＡ合成技術・タンパ
ク質定量技術等を普及させるため、
プロトタイプの段階から国内研究者

③細胞デザイン研究 
生命システムに特徴的な動

作・設計原理の理解に向けて、
生命現象を個別に制御可能な
形で人工的に再構成し、検証す

るため、遺伝子やタンパク質な
どの生命の部品を調整・設計・
制御するための基盤技術を開

発し、細胞機能を担う動的な分
子ネットワークの設計・制御の
実現を目指す。 

平成２７年度においては、細
胞内遺伝子ネットワーク動態
の設計・制御の要素技術とし

て、前年度までに開発した簡便
な操作で自在にゲノム改変を
行う技術や、無細胞合成系によ

るペプチド・タンパク質合成の
高速化・並列化を基盤としたタ
ンパク質の定量法などを活用

し、遺伝子ネットワークを高効
率に改変した個体レベルの表
現型を定量的に解析する技術

③ 細胞デザイン研究 
○遺伝子ネットワーク動態の設

計・制御の要素技術として、前年
度までに開発した簡便・自在なゲ
ノム改変技術や、無細胞合成系に

よるペプチド・タンパク質合成の
高速化・並列化を基盤としたタン
パク質定量法などを活用し、遺伝

子ネットワークを改変した動物
の個体レベルの表現型を定量的
に解析する技術の開発に着手し

た。 
○具体的には、交配を必要とせず
に特定の遺伝子を破壊した動物

をわずか１世代（３ヶ月程度）で
効率よく作製する「トリプル
CRISPR 法」と、呼吸パターンによ

り非侵襲かつ定量的に睡眠表現
型解析を行う「SSS（Snappy Sleep 
Stager）法」を開発した。 

 
○また、上記のトリプル CRISPR法
により新たな睡眠遺伝子「Nr3a」

 
○遺伝子ネットワーク動

態の設計・要素技術開発
に着手しており、順調に
計画を遂行しているもの

と評価する。 
 
 

 
 
 

 
○高効率で特定遺伝子を
破壊した動物を作製する

トリプルCRISPR法の開発
並びに SSS法を開発した
ことは、次世代型逆遺伝

学を実現するプラットフ
ォームの確立につながる
ものであり、非常に高く

評価する。 
○新規に開発したトリプ
ルCRISPR法の威力を実証
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と共同研究を行い、多様な目的に応

じた調整・設計・制御を実現するた
めの開発を行う。 

上記の３つの研究領域を柱に、細

胞を中心とした生命現象の各階層に
おいて、計測結果を基にした現象の
モデル化及び数理解析を行い、その

複雑なシステムの状態を定量化する
とともに、分子ネットワーク、細胞
などの階層をつなぐ。さらに再構成

による検証を可能とすることによ
り、生命システム、特に細胞システ
ムの動作原理の解明・制御に向けた

道筋を確立する。これにより、細胞
のモデリングと操作技術の研究開発
をリードする世界トップレベルの研

究開発拠点としての地位を確立する
とともに、本研究分野の中長期的な
発展を促進する。細胞のダイナミッ

クな状態のモデル化及び操作が可能
となれば、ｉＰＳ細胞の初期化や分
化の制御、細胞のがん化などについ

ての診断・治療等への貢献が期待さ
れる。 

また、国内外の大学等の研究機関

や企業等との有機的な連携による研
究を進めるための会議に主体的に参
画する等、研究開発成果や基盤技術

の普及や共同研究を推進するととも
に、若手研究者を本研究分野に惹き
つけ、裾野を拡大するため、講習会

を開催する等の人材育成を行うこと
により、本研究分野や融合分野を発
展させる。 

の開発に着手する。また、細胞

間コミュニケーションの仕組
みを解明するため、蛍光や発光
レポーターを用いて遺伝子ネ

ットワークにおける伝達関数
の変数、拡散速度等を定量計測
し、計測データから生化学反応

モデルを作成する。このモデル
を活用し、遺伝子ネットワーク
を実験的に再構成することで

ネットワークのより一層の理
解とモデルの検証を進め、これ
らに基づき新しい細胞間相互

作用のパスウェイを探索する。 
 
本研究は、（４）発生・再生

科学総合研究との密接な連携
により推進する。 
国内外の大学等の研究機関

や企業等とのシンポジウムや
会議に主体的に参画する等に
より、有機的な連携研究をより

進めるための機会を設けるこ
とで、研究開発成果や基盤技術
の普及や共同研究を推進する。

また、若手研究者を本研究分野
に惹きつけ、裾野を拡大するた
め、人材育成のための講習会等

を開催する。 
 

の発見に成功し、さらに、コンピ

ュータシミュレーションによる
予測と上記手法による検証を組
み合わせる事により、カルシウム

イオン関連経路が睡眠時間制御
因子の役割を担う事を明らかに
した。 

○細胞間コミュニケーションの仕
組みを解明するため、蛍光や発光
レポーターを用いて遺伝子ネッ

トワークにおける伝達関数の変
数、拡散速度等を定量計測し、計
測データから生化学反応モデル

を作成し、遺伝子ネットワークを
実験的に再構成することでネッ
トワークのより一層の理解とモ

デルの検証を進め、これらに基づ
いた新しい細胞間相互作用のパ
スウェイの探索を開始した。 

【マネジメント・人材育成】 
○計測・計算・デザインのコアプ 
ログラムを着実に推進しつつ、全 

理研横断プログラムである一細胞
プロジェクトを開始した。また、
イメージング技術とオミックス解

析を機械学習等で繋げる「DECODE
計画」構想の具体化を進めた。 
○平成 24年度より実施されている 

「生命動態システム科学推進拠
点事業」に関連して、国立研究開
発法人 日本医療研究開発機構

（AMED）と合同で、「生命動態シ
ステム科学四拠点・CREST・
PRESTO・QBiC 合同シンポジウム」

を開催した。 
○平成 27年 8月に国際シンポジウ
ム「QBiC Symposium 2015」を理

研大阪地区にて開催した。さら
に、平成 25年度より引き続き行
われている「一細胞計測」の流れ

を汲み、平成 28年 2月に「Single 
Cell Workshop 2016」を理研大阪
地区にて開催した。 

 
 
 

○所内における連携促進への取り
組みとして、月に一度全研究員が
参加し、研究内容について議論す

するものであり、また、

コンピュータシミュレー
ションと組みわせること
によって、睡眠制御機構

を解明しており、非常に
高く評価する。 

 

○１細胞解像度での個体
の解剖学的構造等の観察
手法開発に着手してお

り、順調に計画を遂行し
ているものと評価する。 

 

 
 
 

 
 
 

 
○広い分野にまたがる研
究テーマを統合し、また、

数理科学を取り入れて細
胞状態を理解する DECODE
計画はこれまでに無い取

り組みであり、高く評価
する。 

 

○他機関と協調して合同
シンポジウムを開催する
など、学問領域の振興に

取り組んでおり、適切な
運営がなされているもの
と評価する。 

 
○世界的に開かれたセン
ターとして国際シンポジ

ウムの開催に成功し、ま
た、一細胞プロジェクト
についてもライフサイエ

ンス基盤センター（CLST）
と共同推進しており、セ
ンター間連携のモデルケ

ースとして適切な運営が
なされているものと評価
する。 

○若手も含めた全研究員
参加型の研究討論は人材
育成の効果もあり、適切
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る「QBiC Meeting」を開催した。

また、年に一度全ての研究室から
研究員が参加し、研究内容につい
て議論し合う「QBiCリトリート」

も開催した。 
○大阪大学等との連携も活用し
て、若手研究者の積極的登用や連

携大学院制度等を通じた大学院
生の受け入れ等により、人材の育
成を図った。なお、平成 28年 3

月 31日時点の研究室主宰者 23人
のうち 6人（26％）が 30代の若
手研究者である。また、「QBiCス

プリングコース」を開講し、後進
の研究者育成にも力を入れた。さ
らに、独創的な発想をもつ外国籍

の若手研究者を採用する理化学
研究所の「国際主幹研究員制度」
や、センターに設置した「若手横

断研究育成プログラム」を運用
し、次世代を担う若手 PIの育成
を図った。 

○大阪バイオ戦略推進会議への加
盟など地元との連携の緊密化を
図った。また、これにより、大阪

経済圏において必要な機関であ
ることが認知され、自治体として
センターの活動を促進すること

を目的に大阪地区に係る不動産
取得税及び固定資産税等につい
ての減免措置を受けた。 

な運営がなされているも

のと評価する。 
 
 

 
○新しい研究領域である
生命動態システム科学の

理解には、生命科学、数
理科学、計算科学等の幅
広い分野での融合が不可

欠であり、若い研究リー
ダーの登用や「QBiCスプ
リングコース」などの研

究者の卵である全国の大
学生・大学院生への講
義・実習は、次世代・次々

世代の研究者育成に大き
く貢献するものであり、
非常に高く評価する。 

 
 
 

○不動産取得税、固定資産
税等の減免措置を受ける
など、立地自治体からの

多面的なバックアップを
受けていることは、当該
自治体との緊密な協力関

係の証であり、非常に高
く評価する。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－1－(6) 統合生命医科学研究 

関連する政策・施策 政策目標 9：科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-1：ライフサイエンス分野の研究開発

の重点的推進及び倫理的課題等への取組 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第一項 科学技術に関する試験及び

研究を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：50 

和文：47 

欧文：162 

和文：54 

欧文：182 

和文：23 
― ― 

連携数 

― 

共同研究等：

127 

協定等：40  

共同研究等：

137 

協定等：40 

共同研究

等：141 

協定等：42 

― ― 

特許件 
数 ― 

出願：33 

登録：28 

出願：31 

登録：34 

出願：18 

登録：22 
― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

件数：122 

予算額：

6,297,296 

件数：140 

予算額：

3,362,243 

件数：162 

予算額：

2,479,163 

― ― 

 

①  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

3,962,592 3,712,565 3,057,324 
― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 259 246 242 ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ヒトには、生体
の恒常性と呼ば
れる、外的要因の

変化にさらされ
ながらも、常に体
の環境を一定し

た状態に維持す
る機構が備わっ
ており、生体分子

のダイナミック
な変化を背景と
した免疫系、内分

泌系、精神神経系
等の協調的なふ
るまいが一体と

なり、その役割を
果たしている。恒
常性機構の解明

は、生命機能の根
本的理解を導く
にとどまらず、恒

常性維持機構の
破綻、すなわち
「病気」に至るま

での過程を明ら
かにするもので
あり、個別化医療

等に資すること
から、社会からも
大きな期待が寄

せられている。 
このため、理化

学研究所として

個別化医療・予防
医療の実現に向
けた取組を加速

するため、第２期
での免疫・アレル
ギー科学総合研

究の免疫系の基
本原理の解明や
ヒト化マウス等

本研究では、第２期におけるゲノ
ム医科学研究と免疫・アレルギー科
学総合研究の成果を活用し、個別化

医療・予防医療を標的とした次世代
型医療の実現を目指す。そのために、
既存分野の枠組を超えて、研究開発

とライフイノベーションを一体的に
捉え、個別化医療・予防医療の実現
へ向けた疾患多様性医科学研究、革

新的な予防医療実現に向けた疾患発
症プロセス統合解析と、これらに基
づく恒常性医科学研究、さらに、そ

れらを踏まえて革新的な医療技術の
創出に向けたイノベーション研究を
融合的に行う体制を構築する。 

 
①疾患多様性医科学研究 

ヒトゲノムの多様性を網羅的に解

析する研究基盤を構築するととも
に、多因子疾患の発症・進展に関わ
る遺伝・環境要因を詳細に解析し、

個別化医療・予防医療の実現に向け
た開発研究を行う。 

個人の遺伝情報に基づいた医療や

予防を実現するためには、パーソナ
ルゲノムの包括的な解析技術を開発
し、網羅的なゲノム解析によりヒト

ゲノム多様性を解明するとともに、
医学研究・医療に応用可能な基盤情
報を構築し、ヒトゲノムの多様性と

疾患の発症・進展及び薬剤応答性と
の関係を明らかにする必要がある。
本領域では特に、国民の関心が高く

社会的緊急性の高い疾患（がん、循
環器疾患、糖尿病を含む生活習慣病
等）と薬剤応答の多様性を中心的な

標的として、ＳＮＰのみならず全塩
基配列を対象としたゲノム解析を実
施し、多数の遺伝要因と環境要因を

総合的に解析する数理解析手法を用
いて、疾患や薬剤感受性にかかわる
日本人のゲノム解析研究基盤を構築

①疾患多様性医科学研究 
ヒトゲノムの多様性を網羅

的に解析する研究基盤を構築

するとともに、多因子疾患の発
症・進展に関わる遺伝・環境要
因を詳細に解析し、個別化医

療・予防医療の実現に向けた開
発研究を行う。 
平成２７年度は、前年度に開

発した全塩基配列を対象とし
たヒトゲノム解析技術を基盤
に、個人の持つゲノム多型情報

（パーソナルゲノム）を包括的
に解析する技術を開発する。日
本人標準ゲノム配列情報を用

いて、種々の疾患の易罹患性、
予後及び薬剤反応性と関連す
る遺伝子群の同定を引き続き

行うとともに、医学研究・医療
に応用可能なゲノム解析研究
基盤を構築する。 

（評価軸） 
・イノベーショ
ンの実現に向

けて組織的に
研究開発に取
り組み、社会的

にインパクト
のある優れた
研究開発成果

を創出し、その
成果を社会へ
還元できたか 

・グリーンイノ
ベーション及
びライフイノ

ベーションと
いった政策課
題の達成に貢

献するととも
に、社会からの
ニーズを踏ま

えて、基礎から
応用までをつ
なぐ研究開発

を戦略的かつ
重点的に推進
できたか 

 
（評価指標） 
・個別化医療・

予防医療の実
現へ向けた疾
患多様性医科

学研究、革新的
な予防医療実
現に向けた疾

患発症プロセ
ス統合解析と、
これらに基づ

く恒常性医科
学研究の成果、
及び、それらを

① 疾患多様性医科学研究 
○平成 27年度は、個人の持つゲノ 
ム多型情報を包括的に解析する

全ゲノムシークエンス関連解析
技術を開発。特定のゲノム領域を
高精度に解析するターゲット・シ

ークエンス法も開発。種々の疾患
の易罹患性、予後及び薬剤反応性
に関連する遺伝子群を同定。医学

研究・医療に応用可能なゲノム解
析研究基盤を構築。 

特筆すべき業績としては、以

下の 4件が挙げられる。 
 
 

１）バセドウ病の発症予測バイオ
マーカーを同定 

－個別化医療実現のためのビッグ

データ解析技術を開発－ 
移植や免疫反応に関わる遺伝子
である HLA遺伝子（HLA-A、

HLA-B、HLA-DRB1、HLA-DPB1）の
アミノ酸配列の個人差によって
発症リスクが規定されているこ

とを解明。 
 
 

２）炎症性腸疾患の発症に関わる
38ヵ所のゲノム領域を発見 
－発症関連遺伝子の多くが欧米人

と東アジア人で共通－ 
炎症性腸疾患（IBD)で初めて複
数の人種を対象とし、ゲノムワ

イド関連解析(GWAS)、低頻度の
多型も高密度に解析可能なイム
ノチップ解析による追試の結果

をメタ解析し、IBDの発症に関
わるゲノム領域を新たに 38カ
所発見。 

 
 
 

評定 S 評定 A 

○順調に計画を遂行して 

いると評価する特に、特
定の領域のゲノム多型情
報を高精度に測定可能に

するターゲット・シーク
エンス法を開発したこと
は、今後の全ゲノムシー

クエンス関連解析技術の
高度化に大きく寄与する
新規解析技術であり、中

長期計画を上回る想定外
の成果として、非常に高
く評価する。 

○甲状腺機能異常の自己 
免疫疾患であるバセドウ
病を対象に、日本人集団

の GWASデータに HLA 
imputation法を適用した
成果で、同定した HLA遺

伝子配列は発症リスクを
予測する疾患バイオマー
カーとしての活用が期待

でき、非常に高く評価す
る。『Nature Genetics』
に掲載された。 

○38カ所のゲノム領域に 
は、炎症性腸疾患の発症
メカニズムを知る上で重

要な遺伝子が多数含ま
れ、発症関連ゲノム領域
は、欧米人と非欧米人で

共通していることが分か
った。このゲノム領域を
詳しく調べることで、 発

症メカニズム解明や治療
標的分子の絞り込みが可
能になると期待でき、非

常に高く評価する。
『Nature Genetics』に掲

○研究面については、順調に年 

度計画を遂行していることに
加え、当初の想定を超える、
科学的に顕著な成果が創出さ

れていると認められる。 
 
○中でも、人工アジュバントベ 

クター細胞抗がん剤の実用化
に向け、企業との共同研究契
約がなされたことは、実用

化・事業化に向けた大きな進
展であり、高く評価できる。 

 

○また、HLA遺伝子のアミノ酸 
配列の個人差によってバセド
ウ病の発症リスクが変わるこ

とを解明したことは、発症リ
スクを予測するバイオマーカ
ーとしての活用が期待される

画期的な成果であり、高く評
価できる。 

 

○さらに、炎症性腸疾患の発症 
に関わる 38カ所のゲノム領
域を発見したことは、発症メ

カニズム解明や治療薬の開発
に貢献する重要な成果であ
る。 

 
○グループ２自然リンパ球 
（ILC2）を介したアレルギー

抑制機構を解明したことは将
来的な治療法開発に貢献が期
待され、高く評価できる。 

 
○その他にも数多くの優れた 
研究成果を生み出しており、

高く評価できる。 
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の基盤技術の開

発と、ゲノム医科
学研究のゲノム
解析技術を駆使

した多数のヒト
疾患関連遺伝子
の網羅的同定等

の成果を融合し
て発展させ、新し
い分野である統

合生命医科学研
究を実施する。 

統合生命医科

学研究として、ゲ
ノム解析研究基
盤を構築し、ヒト

の多様性を踏ま
えた生命恒常性
維持とその破綻

としての疾患の
発症プロセスを
多階層で明らか

にし、これまでの
要素研究では不
可能であった疾

患リスク予測や
予防のための疾
患発症予測マー

カーの探索を推
進することによ
り、次世代型個別

化医療・予防医療
の実現に貢献す
る。 

具体的には、平
成２６年度まで
に検体を多階層

で統合的に計測
するシステム、平
成２８年度まで

にモデリングに
よる恒常性の根
幹をなす機能の

ネットワーク抽
出システム、本中
期目標期間中に

日本人ゲノムの
１％以上の遺伝
子多型を網羅し

することで、個別化医療・予防医療

の開発を行う。本中期目標期間中に、
日本人ゲノムの１％以上の遺伝子多
型を網羅したデータベースを構築す

る。 

踏まえて革新

的な医療技術
の創出に向け
たイノベーシ

ョン研究を融
合的に行う体
制の構築の成

否 
・比類のない独
自のユニーク

な成果や当初
計画で予期し
得なかった特

筆すべき業績 
・各事業におい
て、センター長

等のリーダー
シップが発揮
できる環境・体

制が整備され、
適正、効果的か
つ効率的なマ

ネジメントが
行われている
か 

・若手研究者等へ
の適切な指導体
制が構築され、人

材育成の取組み
が推進されてい
るか 

 

３）身長や認知機能の個人差が生
じる新メカニズムを発見 

－ヒトゲノムのホモ接合度が影響

－ 
複数人種のサンプルを解析し、
ヒトゲノム配列のホモ接合度の

程度が、身長や呼吸機能、学業
達成度、認知機能の個人差に影
響を与えること、さらにホモ接

合度の程度が大きくなるにつれ
て、これらの形質の計測値が共
通して小さくなることを解明。 

 
 
４）アトピー性皮膚炎の発症と関

連する遺伝子領域を発見 
ヨーロッパ、アフリカ、日本、
ラテンの集団において、1,500

万を超える遺伝マーカーを用い
てアトピー性皮膚炎のゲノムワ
イド関連解析（GWAS）のメタ解

析を行い、発症と関連する 10の
新しい遺伝子領域を発見。 
 

 

載された。 

○ゲノム配列を父親・母親 
の双方から受継いでいる
状態をホモ接合、ゲノム

全体に占めるホモ接合割
合をホモ接合度といい、
ホモ接合度の程度がヒト

の形質に与える影響につ
いては明らかになってい
なかった。この研究成果

は、ヒトゲノム配列がヒ
トの形質に与える新しい
メカニズムの発見であ

り、高く評価する。
『Nature』に掲載された。 

○アトピー性皮膚炎にお 

いて皮膚バリア機構の重
要性は広く知られている
が、新しく同定した疾患

関連領域には免疫応答に
関係する遺伝子が多く含
まれ、新しい治療法の開

発につながるものであ
り、高く評価する。
『Nature Genetics』に掲

載された。 

○運営面に関しては、会議体の 

運営体制の見直しにより円滑
な運営を図るとともに、若手
研究者を研究室主宰者まで育

成する等、適正な運営が行わ
れていると認められる。 

 

（今後の発展に向けたコメン
ト） 

○インフォマティシャン、ライ 

フサイエンス分野の研究者の
教育・育成が重要である。 

 

○老化研究等、国内外の最新の 
研究動向への対応を検討する
ことが望ましい。 

 
○従来の領域別研究から、分野 
横断的に生態の複雑性に挑戦

している。 
細胞内の分子動態を把握しな
がら、基礎生物学の未開領域

を照らそうとする試みは、国
際的に高い評価を得られると
考えられ、進展を期待する。 

 
（評定） 
○以上をふまえ、適正、効果的 

かつ効率的な業務運営の下で
「研究開発成果の最大化」に
向けて顕著な成果の創出や将

来的な成果の創出の期待等が
認められることから、評定を
Aとする。 

 
 
 
 

②統合計測・モデリング研究 
ゲノム情報から疾患罹患性を読み

解くためには、疾患関連遺伝子情報
から個体レベルに至る疾患発症過程
のモデリングは不可欠の過程であ

る。そのためには、従来型の還元型
アプローチによる個別研究、あるい
は、一定の階層だけに特化した研究

では不十分であり、様々な階層での
定量的解析と意味付けによる階層間
連結が必要である。 

このため、本領域では、疾患多様
性医科学研究と恒常性医科学研究を
リンクする新たな情報学・計測学的

基盤の構築を行い、難治性免疫アレ
ルギー疾患等の発症プロセスに焦点
を当て、疾患特異的モデルマウスの

系統的な作製、統合ゲノミクス計測
や数理モデリングなどを含む集学的
なアプローチにより、恒常性の根幹

をなす機能のネットワークを描出す
る技術を開発する。これらのネット
ワークがヒトでも作用しているのか

②統合計測・モデリング研究 
ゲノム情報から疾患罹患性

を読み解くために、疾患関連遺
伝子情報から個体レベルに至
る疾患発症過程をモデリング

するシステム構築を目指し、
様々な階層での定量的解析と
意味付けによる階層間連結を

行う。 
平成２７年度は、前年度に構

築した皮膚疾患発症モデルに

おける発症プロセスを分子あ
るいは細胞レベルで実験的に
検証する。また、前年度に構築

した検体を統合的に計測・解析
するシステムの有用性を確認
する。さらに、皮膚疾患に関し

て、疾患モデルマウスにおける
疾患発症プロセスのヒト皮膚
疾患への適用に向け、テキスト

マイニングなどの技術を用い
て、臨床材料や培養皮膚細胞の
オミックスデータからヒト皮

② 統合計測・モデリング研究 
○平成 27年度は、皮膚疾患発症モ 

デルの発症プロセスを分子・細胞
レベルで実験的に検証。検体を統
合的に計測・解析するシステムの

有用性を確認。臨床材料や培養皮
膚細胞のオミックスデータから
ヒト皮膚恒常状態をモデリング

する技術を開発。細胞や組織動態
を３次元的かつ定量的に解析す
る技術を開発し、１細胞から多細

胞、臓器レベルに至る各階層での
遺伝子やタンパク発現状態のデ
ータ蓄積を実現。 

特筆すべき業績としては、以下
の 2件が挙げられる。 

１） キラーT細胞に重要な樹状細 

胞の生体内可視化に成功 
－がんワクチンの改良に役立つ可
能性－ 

がんや細胞内病原体に対する免
疫に重要な樹状細胞の働きを、光
変換蛍光タンパク質を発現する

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○樹状細胞は種類が多く、 

病原体やワクチンに応じ
て異なった役割を果た
す。そこで樹状細胞を識

別・可視化して振舞を比
較することが重要になる
が、技術的に困難であっ
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たデータベース

を構築、疾患発症
モデルを検証し、
疾患発症予測マ

ーカー、治療標的
候補を同定する。 

また、疾患関連

遺伝子等の網羅
的な探索や免疫
研究のための基

盤技術の高度化
等についても実
施する。 

さらに、国内外
の大学等の研究
機関や企業等と

の有機的な連携
により、研究開発
成果や基盤技術

の普及に努める。 

について、疾患ヒト化マウスや疾患

特異的ｉＰＳ細胞を用いた研究、ゲ
ノムコホート研究等と連携して検証
する。検体を統合的に計測するシス

テムの構築を平成２６年度までに終
了、平成２８年度までに、モデリン
グによるネットワーク抽出システム

を構築し、先行研究である皮膚疾患
について多階層の疾患発症モデルを
提出する。 

膚恒常状態をモデリングする

技術の開発を進める。加えて、
正常及び疾患皮膚組織におけ
る実質細胞、血管、血球系細胞、

神経組織の相互作用様式を系
統的に解明するため、細胞や組
織動態を３次元的かつ定量的

に解析する技術を開発する。 

マウスと二光子レーザー顕微鏡

を用いて、生体内で可視化するイ
メージング解析技術の開発に成
功。 

 
 
 

 
 
 

２） 四肢形成における分子メカニ
ズムの一端を解明 

－ポリコム複合体による肢芽の

基部化抑制が先端部化を進める
－ 
ポリコム複合体による四肢の肩

から指先までの軸の領域特定化、
先端部形成への寄与を解明。ポリ
コム複合体に抑制される「Meis2

遺伝子」を同定。ポリコム複合体
の機能が基部先端部シグナルに
制御され、Meis2遺伝子の抑制が

先端部形成に重要であることを
解明。 

た。今後、感染症やがん

の種類に応じて最適な樹
状細胞を効率的に活性化
するワクチンの設計・開

発に役立つと考えられ、
非常に高く評価する。
『PNAS (Proceedings of 

the National Academy of 
Sciences) 』に掲載され
た。 

○エピジェネティクス因
子であるポリコム複合
体は、細胞分化に深く関

わるが、分子メカニズム
は未解明であった。ポリ
コム複合体と発生シグ

ナルによる発現制御メ
カニズムの解明により、
哺乳類の発生過程の解

明と再生医療の発展へ
の寄与が期待でき、高く
評価する。

『Development』に掲載
された。 

③恒常性医科学研究 

革新的な予防医療の実現のために
は、恒常性の根幹である免疫システ
ムに環境要因まで包含した形で、疾

患発症プロセスを系統的に理解する
必要がある。 

本領域では、難治性皮膚疾患、自

己免疫疾患、原発性免疫不全症、ア
レルギー疾患、感染症、糖尿病や動
脈硬化等の慢性炎症とリンクした生

活習慣病、炎症性腸疾患などについ
て、マウスとヒトで同じ遺伝子変異
が同様な病態をひき起こす疾患を主

な標的として、発症過程を解明する
ことを目的とする。具体的には、統
合計測・モデリング研究と連携し、

それぞれの疾患発症過程を示す多階
層モデルを構築・検証するとともに、
モデル動物で実証した疾患発症モデ

ルを集学的なアプローチによりヒト
に読み換えた結果から、発症予測マ
ーカー、治療・予後予測マーカー、

治療標的・原理の探索、治療技術の
開発を行う。先行研究である皮膚疾
患については、平成２８年度までに

③恒常性医科学研究 

革新的な予防医療の実現の
ために、恒常性の根幹である免
疫システムに環境要因まで包

含し、個々の疾患発症過程を示
す多階層モデルを構築・検証す
るために、統合計測・モデリン

グ研究と連携する。 
平成２７年度には、データセ

ットの樹立とモデル構築に向

けて、自己免疫疾患について
は、新たに作製した自己免疫疾
患モデルマウスの網羅的かつ

時系列的なｍＲＮＡ、タンパク
質、代謝産物等の発現量、組
織・細胞動態データの定量計測

を実施し、前年度に統合計測・
モデリング研究で構築された
システムにデータを蓄積し、数

理解析を開始する。また、原発
性免疫不全症、アレルギー疾
患、感染症、糖尿病や動脈硬化

等の慢性炎症とリンクした生
活習慣病、炎症性腸疾患などに
ついては、ヒトの病態を忠実に

③ 恒常性医科学研究 

○平成 27年度は、自己免疫疾患マ 
ウスの網羅的・時系列的なｍＲＮ
Ａ、タンパク質、代謝産物等の発

現量、組織・細胞動態データの定
量計測を実施。解析システムにデ
ータを蓄積、数理解析を開始。ヒ

トの病態を忠実に反映する変異
マウスを探索。疾患モデル動物の
メタゲノム、メタボローム、トラ

ンスクリプトーム、細胞・組織動
態のデータ取得を開始。 

特筆すべき業績としては、以

下の 5件が挙げられる。 
１） 炎症性腸疾患などに関与する 
免疫細胞の誘導メカニズムを解

明 
－Th17細胞を誘導する 20種のヒト
腸内細菌の同定－ 

セグメント細菌が腸管上皮に突
き刺さるように強く接着してい
る形態的特徴に着目して検証。こ

の接着特性の Th17細胞誘導への
強い関与を世界初同定。ヒト腸内
細菌叢で Th17細胞を誘導する 20

 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○Th17細胞は、感染症抵抗 
性、炎症性腸疾患など関

わる免疫細胞として知ら
れる。マウスの腸内常在
細菌のセグメント細菌が

Th17細胞を誘導し、感染
症抵抗性を高めることは
同定していたが、そのメ

カニズムは不明であっ
た。この成果は、炎症性
腸疾患の予見やプロバイ
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モデルを検証し、本中期目標期間に

おいて疾患発症予測マーカー、治療
標的候補を同定する。アレルギー性
疾患、自己免疫疾患、免疫不全症に

ついては、本中期目標期間中に、モ
デルの検証を終える。とくに、小児
難病である免疫不全症については 、

本中期目標期間中に、本邦で見出さ
れた原因遺伝子変異からの疾患発症
モデルを構築し、小児難病診断・治

療研究の進展に貢献する。 

反映する変異マウスの探索を、

統合計測・モデリング研究と連
携して実施する。皮膚疾患を始
め、代謝疾患、消化管疾患発症

への常在あるいは病原微生物
の関与を明らかにするため、各
疾患モデル動物におけるメタ

ゲノム、メタボローム、トラン
スクリプトーム、細胞・組織動
態のデータ取得を開始する。 

種類の細菌の同定に成功。 

 
 
 

２） 多能造血前駆細胞を無限に増
幅させる方法を開発 

－造血幹細胞移植への応用が可能

－ 
転写因子 E2Aを欠損すると B前駆
細胞が多能造血前駆細胞の特徴

を示すことを示した成果を踏ま
え、E2Aの機能を阻害し、多能造
血前駆細胞の人為的な増幅を実

現。 
 

３） 自然リンパ球によるアレルギ

ー抑制機構を解明 
－アレルギー疾患の新治療法へ
の道を開く－ 

既知のアレルギー反応とは異な
る、「グループ 2自然リンパ球
（ILC2）」を介した自然アレルギ

ーの抑制メカニズムは不明であ
った。ILC2を抑制するサイトカイ
ンを探索し、インターフェロンと

インターロイキン-27が ILC2の
増殖・機能を抑制することを発
見。 

 
 

４） 炎症反応を制御する新たな分

子を発見 
－過剰な炎症反応が起きないよう
にする仕組みの一端を解明－ 

転写因子 NF-κBは、病原体の感
染で樹状細胞が活性化されると
核内に移動して炎症反応を誘導

するが、タンパク質「PDLIM1」が、
NF-κB に結合すると核内への移
動を妨げ、炎症反応を抑制できる

ことを発見。 
５） エイズウイルスの細胞間感染

の新たなメカニズムを解明 

－異なる作用メカニズムによる新
規エイズ治療薬開発の可能性－ 
エイズの原因ウイルス「HIV-1」

が感染拡大する新たなメカニズ
ムとして、HIV-1が、細胞間の素
早い物質交換を実現する細胞膜

オティクス開発への応用

が期待でき、高く評価す
る。『Cell 』に掲載され
た。 

○Young Chief  
Investigatorによる成
果。造血幹細胞を生体外

で増幅させる実用的な方
法は確立されていなかっ
た。体外で無限に増やせ

る特性は、がん免疫細胞
療法への応用などが期待
できるものであり、高く

評価する。『Stem Cell 
Reports』に掲載された。 

○ILC2は、皮膚や腸管、肺 

などに存在し、アトピー
性皮膚炎、食物アレルギ
ー、喘息など多様なアレ

ルギー性疾患に関連する
と考えられる。見過ごさ
れてきた自然アレルギー

を考慮することで、今後、
アレルギーの発症・増悪
メカニズムの解明や新し

い治療法の開発が可能に
なると期待でき、非常に
高く評価する。『Nature 

Immunology』に掲載され
た。 

○炎症反応が過剰・無制限 

に起こると、アレルギー
疾患や自己免疫疾患にな
る。この成果は、アレル

ギー疾患や自己免疫疾患
の治療を目的とした人為
的な免疫制御法の開発に

役立つと期待でき、高く
評価する。『Scientific 
Reports』に掲載された。 

 
○HIV-1の感染拡大メカニ 

ズムはこれまで未解明

であった。この成果によ
り、従来の薬剤と異なる
作用メカニズムに基づく

抗エイズ薬の開発が期待
でき、高く評価する。
『Journal of 
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ナノチューブ（TNT）の形成を促

進し、TNTを介した細胞間感染の
効率を上げ、TNT形成抑制化合物
が HIV-1の細胞間感染を約半分に

抑えることを発見。 

Immunology』に掲載され

た。 

④医療イノベーションプログラム 
第２期での成果を革新的な医療技

術の創出へと展開させるために以下

のプロジェクト研究を行う。  
ア）革新的アレルギー疾患治療技術

の開発と企業への橋渡し。（平成２

９年度まで） 
イ）免疫細胞技術と幹細胞を標的と

し、再発白血病の治療薬剤の開発

等を通じた次世代型がん治療技術
の開発。（平成２９年度まで） 

ウ）ｉＰＳ細胞を用いた免疫細胞治

療実現に向けた細胞標準化技術、
分化誘導技術の最適化と、それに
基づいた細胞バンキングに向けた

技術開発。（平成２９年度まで） 

④医療イノベーションプログ
ラム 
平成２７年度には、創薬・医

療技術基盤プログラムと連携
して、以下のプロジェクト研究
を行う。 

ア）革新的アレルギー疾患治
療技術の開発：花粉症を含む全
てのアレルギー疾患治療ワク

チン開発をめざして、有効性、
安全性を検討する前臨床試験
を進める。 

イ）新世代がん治療技術の開
発：①ＮＫＴ細胞標的治療：大
学・病院機構における第 IIａ

相試験を踏まえたがん患者の
免疫応答の評価を継続して行
い、治療経過に伴うＮＫＴ細

胞、ＮＫ細胞の長期的自然免疫
応答について検証する。②人工
アジュバントベクター細胞の

開発：中期目標管理法人医薬品
医療機器総合機構による対面
助言の結果に基づき、引き続き

非臨床試験を行い、臨床プロト
コールの策定など医師主導治
験に向けた準備を行う。③白血

病の治療薬剤の開発：白血病幹
細胞に対して殺細胞効果を確
認した低分子化合物の安全性

試験を実施し、臨床試験計画の
策定を行う。 
ウ）ｉＰＳ細胞による造血・

免疫細胞治療の実現：前年度に
最適化した細胞標準化技術及
び分化誘導技術を用いて、ＧＭ

Ｐグレードに準拠したヒトｉ
ＰＳ細胞由来ＮＫＴ細胞の作
製を行い、非臨床試験に向けた

準備を行う。 
 

④ 医療イノベーションプログラ
ム 
ア）革新的アレルギー疾患治療技 

術の開発：有効性、安全性に係る
前臨床試験実施。今後、共同研究
先企業が、独自に研究開発を進め

る。 
イ）新世代がん治療技術の開発： 
①NKT細胞標的治療：第 IIａ相試 

験を踏まえたがん患者の免疫応
答の評価を継続。治療経過に伴う
NKT細胞、NK細胞の長期的自然免

疫応答を検証。②人工アジュバン
トベクター細胞の開発：PMDAの
対面助言に基づく非臨床試験を

終え、医師主導治験に向けた準備
を行うとともに、大手医薬品企業
との間の共同研究契約が成立し

た。なお、ライセンス契約を前提
としたオプション契約が締結さ
れ、医療機関・企業との連携によ

る実装へ向け大きく進展した。③
白血病の治療薬剤の開発：殺細胞
化合物の安全性試験実施。臨床試

験計画を策定。 
ウ）iPS細胞による造血・免疫細胞
治療の実現：GMPグレード準拠の

ヒト iPS細胞由来 NKT細胞を作
製。非臨床試験実施の準備を終え
た。 

 
 
 

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。革新的

アレルギー疾患治療技
術の開発については、平
成 28年度から、共同研

究先の企業が、製薬会社
との連携により、研究開
発を展開して行くこと

となった。中長期計画を
２年度前倒して、企業へ
の橋渡しを実現したこ

とは、非常に高く評価す
る。また、人工アジュバ
ントベクター細胞の開

発については、医薬品企
業との共同研究契約を
成立させ、世界初の人工

アジュバントベクター
細胞抗がん剤の研究成
果の実用化、事業化への

道筋を明確化したもの
であり、非常に高く評価
する。 
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 【マネジメント・人材育成】 

○内規を改正し、幹事会出席者を 
入替。2名の副センター長による
センター長によるマネジメント

の支援体制を構築。コアとなる PI
である幹事会出席者のセンター
運営参画を促すため、運営会議の

議題を絞り込み、各種議題は幹事
会で審議することとした。 

○上級研究員が自然免疫システム

研究チームリーダーに、副チーム
リーダーが琉球大学大学院医学
研究科准教授に就任。客員研究員

が大阪大学大学院医学系研究科
教授に、副チームリーダーが京都
大学大学院医学研究科特定准教

授に、Young Chief Investigator
が生命システム研究センターオ
ミックス動態研究ユニットリー

ダーに内定。 

 
○適宜、会議体の運営体制 
を見直し、円滑なセンタ
ー運営を行っており、高

く評価する。 
 
 

 
 
○1名の Young Chief  

Investigatorと、4名の
研究室員を、研究室主宰
者として転出できるまで

に育成できたことは、高
く評価する。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－1－(7) 光量子工学研究 

関連する政策・施策 政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

施策目標 8-2：科学技術振興のための基盤の強化 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条第一項 

科学技術に関する試験及び研究を行

うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：37 

和文：39 

欧文：84 

和文：36 

欧文：72 

和文：26 
― ― 

連携数 

― 

共同研究等：48 

協定等：17 

共同研究等：45 

協定等：17  

共同研究

等：64 

協定等：23 

― ― 

特許件 
数 ― 

出願：25 

登録：15 

出願：21 

登録：13 

出願：21 

登録：9 
― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

件数：66 

予算額：

559,747 

件数：72 

予算額： 

753,773 

件数：91 

予算額：

1,414,868 

― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

793,659 815,334 835,151 
― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 76 72 62 ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 光量子工学研
究は、原理の解明
に基づく革新的

なものづくりを
始め、ライフサイ
エンスや情報通

信など様々な分
野における科学
技術イノベーシ

ョン創出に貢献
するものとして
期待されている。 

また、我が国の
抱える社会イン
フラの老朽化や

災害に対する安
全対策や環境保
全といった課題

を達成するとと
もに、医療・診断
等に関する技術

に革新的進展を
もたらすことに
より、身近な危険

や異常を事前に
察知し、安心・安
全な社会の実現

に大きく貢献す
る。 

これらを踏ま

え、従来は観測で
きなかった様々
な現象を可視化

するため、これま
でに開発した先
端的光源や要素

技術を結集し、新
規材料開発など
に欠かせない物

質中の電子・原
子・分子の動きを
アト秒で観察す

光科学技術を、社会的課題を達成
するツールとして活用するには、未
踏の光の発生や究極的な光の制御に

よる新しい光技術の開拓が不可欠で
ある。本研究では幅広い波長領域に
わたる光科学の研究を先導的かつ総

合的に推進し、光科学及び光を利用
する研究全般の革新的な進展に資す
る未踏領域の光の発生や究極的な光

の制御技術を開拓する。また、本研
究を通じて実現した技術を下に社会
インフラの老朽化診断など重要な社

会的課題達成に貢献することを目指
した研究開発の戦略を策定し推進す
る。 

 
①エクストリームフォトニクス研究 

今まで直接観測することが出来な

かった様々なものや現象を可視化す
るため、未開拓の光技術を創造・活
用するとともに、これまでに理研で

研究開発されてきた独自のレーザー
技術、精密計測技術を更に発展させ
る。 

具体的には、高強度フェムト秒レ
ーザー技術を基盤にした、高次高調
波を用いた高強度アト秒パルス光源

の開発及び従来の手法を凌駕する生
体深部超解像リアルタイムイメージ
ング技術、蛍光たんぱく質等を利用

した生体モニタリング法ならびに蛍
光タンパク質の新たな応用を開拓す
る。 

これらの研究により、平成２７年
度までに波長１３ナノメートル領域
の高強度アト秒レーザーを開発し、

中期目標期間中にアト秒電子計測技
術を完成させるとともに、光格子時
計においては平成２７年度までに１

０－１８秒の誤差精度を達成し、中
期目標期間中に、それを可搬可能な
サイズへ小型化する技術を開発す

①エクストリームフォトニク
ス研究 
今まで直接観測することが

出来なかった様々なものや現
象を可視化するため、これまで
に理化学研究所で研究開発さ

れてきた独自のレーザー技術
及び精密計測技術を発展させ
て、高強度フェムト秒レーザー

技術を基盤にした、高次高調波
を用いた高強度アト秒パルス
光源の開発及び従来の手法を

凌駕する生体深部超解像リア
ルタイムイメージング技術、蛍
光タンパク質等を利用した生

体モニタリング法ならびに蛍
光タンパク質の新たな応用を
開拓する。 

平成２７年度は、波長１３ナ
ノメートル領域の高強度孤立
アト秒単一パルスレーザーを

開発するとともに、これまで開
発してきたアト秒自己相関計
（アトコリレーター）と高強度

アト秒パルス列レーザーを用
いて分子内の電子が発生する
波束をアト秒精度で計測する。

生体深部超解像イメージング
に関しては、前年度開発したフ
ァイバーレーザーを多光子レ

ーザー顕微鏡に実装し、深さ１
ミリメートルでのリアルタイ
ムイメージング技術を開発す

る。また、生細胞内の膜交通な
どのダイナミックな現象の詳
細な観察に向けて、超解像ライ

ブイメージング共焦点顕微鏡
の研究開発を進める。光格子時
計については、前年度に開発し

た１８桁精度のクライオ型光
格子時計と理研－東大間の周
波数伝送システムにより、相対

（評価軸） 
・イノベーショ
ンの実現に向

けて組織的に
研究開発に取
り組み、社会的

にインパクト
のある優れた
研究開発成果

を創出し、その
成果を社会へ
還元できたか 

・グリーンイノ
ベーション及
びライフイノ

ベーションと
いった政策課
題の達成に貢

献するととも
に、社会からの
ニーズを踏ま

えて、基礎から
応用までをつ
なぐ研究開発

を戦略的かつ
重点的に推進
できたか 

 
（評価指標） 
・光科学及び光

を利用する研
究全般の革新
的な進展に資

する未踏領域
の光の発生や
究極的な光の

制御技術の開
発成果、及び社
会インフラの

老朽化診断な
ど重要な社会
的課題達成に

① エクストリームフォトニクス
研究 
○これまで開発してきた赤外 2波

長合成法を用い、Ne原子から波
長 13ナノメートル領域におい
て、高強度のアト秒単一パルスの

発生を裏付ける連続スペクトル
を観測することに成功した。 

○また、開発したアト秒自己相関

計（アトコリレーター）と高強度
アト秒パルス列レーザーを用い
て水素分子をイオン化し、並行し

て開発したアト秒非線形フーリ
エ分光法を用いて、アト秒精度で
分子内の電子波束を直接観測す

ることに成功した。さらに、分子
振動波束の生成過程が、従来考え
られていた時間よりはるかに長

い 1-2フェムト秒となることを
実証した。（Nature 
Communications 9月 1日発表） 

○超解像ライブイメージング研究
において、ファイバーレーザーを
多光子レーザー顕微鏡に実装し、

時空間集光と構造化照明を組み
合わせることによって深さ 1ミ
リメートルに達する生体深部超

解像リアルイメージングを実現
した。 

○また、開発中の高感度高速共焦

点レーザー顕微鏡による生細胞
観察で、100 フレーム/秒、6.5 nm 
ピクセルの精度での単一光子計

測に成功し、本技術のベンチャー
企業による事業化を推進した。 

 

 
 
 

 
 
 

評定 S 評定 S 

○13ナノメートル領域で
高強度アト秒単一パルス
の発生に成功しており、

順調に計画を遂行してい
ると評価する。 

 

○世界で初めてアト秒
（10-18秒）精度で分子内
の電子波束を直接観測に

成功するとともに、分子
振動波束の生成過程にお
ける従来の概念を覆す革

新的な成果が得られてい
る。物質中の電子のダイ
ナミクス解明や化学反応

の電子レベルでの理解を
大きく進展させる顕著な
成果であり、非常に高く

評価する。 
○ファイバーレーザーを
実装した多光子レーザー

顕微鏡により、深さ 1ミ
リメートルの顕微技術を
開発しており、順調に計

画を遂行していると評価
する。 

 

○世界で競争の激しいラ
イブイメージング技術開
発分野において、世界で

も前例のない高精度の単
一光子計測ライブイメー
ジング観察を実現し、既

存の超解像顕微鏡に比
べ、面積、深度に加え、
シグナル・ノイズ比、時

空間分解能において他者
を大きく引き離す圧倒的
な優位性を獲得した。 

実用化に向けた取り組み

○研究面については、順調に年
度計画を遂行していること
に加え、当初の想定を超え

る、科学的に特に顕著な成果
が創出されていると認めら
れる。 

 
○中でも、アト秒（10-18秒）精
度で分子内の電子波束の直

接観測に成功するとともに、
分子振動波束の生成過程に
かかる時間の存在を実証し

たことは、化学反応の電子レ
ベルでの理解に寄与する画
期的な成果であり、高く評価

できる。 
 
○また、光格子時計について、

異なる原子を用いた２台の
比較を、従来より短期間かつ
高精度で行う手法を開発し

たことは、様々な分野への応
用展開が期待される重要な
成果である。 

 
○さらに、高速中性子ビームの
対象物からの反射を検出す

ることにより可視化する新
たな内部非破壊検査手法を
開発したことは透過による

検査ができないインフラ設
備の内部状態を調べる手法
として期待される重要成果

であり、高く評価できる。 
 
○その他にも数多くの優れた

研究成果を生み出しており、
高く評価できる。 

 

○運営面に関しては、民間企業
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る超高速・精密計

測技術や、生体組
織の深部を生き
たままリアルタ

イムで観察する
超解像イメージ
ング・モニタリン

グ技術の開発並
びに、集積回路の
故障診断や異物

検査等多様な産
業利用が期待さ
れているテラヘ

ルツ光を実用化
するために、装置
小型化等を目指

した発生・制御技
術の高度化に関
する研究を、大学

や研究機関と連
携して行う。 

これらの研究

を通じて開発し
た技術について、
多様な分野の研

究者や企業と連
携し、実用化を目
指した研究を行

うことで、重要な
社会的課題の達
成に資する光量

子工学研究を先
導する。 

なお、これらの

研究を進めるに
当たっては、本研
究が達成すべき

社会的課題につ
いて絞り込みを
行いつつ、その中

で特に優先順位
の高いものを平
成２５年度中に

明らかにし、当該
課題の達成に資
する研究を重点

的に実施する。 
さらに、これら

の取組を通じて、

る。さらに平成２７年度までに多光

子レーザー顕微鏡で深さ１ミリメー
トルでのリアルタイムイメージング
技術を開発し、中期目標期間中に蛍

光タンパク質等を利用した新しい計
測技術を開発する。 

 

論的な測地技術への応用に向

けて、遠隔地の標高差を１０セ
ンチメートルレベルの精度で
長期間連続監視を行う。 

 
 
 

貢献すること

を目指した研
究開発戦略を
推進する体制

の構築の成否 
・比類のない独
自のユニーク

な成果や当初
計画で予期し
得なかった特

筆すべき業績 
・各事業におい
て、センター長

等のリーダー
シップが発揮
できる環境・体

制が整備され、
適正、効果的か
つ効率的なマ

ネジメントが
行われている
か 

・若手研究者等
への適切な指
導体制が構築

され、人材育成
の取組みが推
進されている

か 
 

 

 
 
○光格子時計の研究において、18

桁精度のクライオ光格子時計と
理研—東大間の周波数伝送システ
ムを用い、両実験室間の標高差を

5センチメートルの不確かさで
測定するとともに、相対論的測地
技術の運用に向け、3日間にわた

る連続運転を行った。 
○さらに、それぞれ異なる原子を
用いた 2台の光格子時計の比較

実験で、周波数比較の計測時間を
大幅に短縮するとともに、国際単
位系の 1秒の実現精度をはるか

に上回る 5×10-17の不確かさで
周波数比を可能とした。また、光
格子時計の安定性を向上させ、従

来の最速計測時間より 90倍も速
い 150秒で2台の時計の比較を可
能とした。原子時計比較の精度の

世界最高記録を更新した。 
○波長 1.5 μmのフェムト秒ベッ
セルビームレーザーにより、高品

質・テーパーレス・高アスペクト
比の高密度微細シリコン貫通ビ
ア加工を実現するとともに、ビー

ム照射の際に発生する穴周辺の
損傷も抑制する技術の開発に成
功した。（特許出願済み） 

 
 

も戦略的に実施している

ことから、非常に高く評
価する。 

○18桁精度のクライオ光

格子時計と理研—東大間
の周波数伝送システムに
より、標高差 10センチメ

ートル以下の精度で長期
間の連続監視を実現して
おり、順調に計画を遂行

していると評価する。 
○異なる原子を用いた 2台
の原子時計比較の計測速

度及び精度の世界最高記
録を大幅に更新した。超
高精度の比較によって物

理定数の恒常性の検証が
可能となり、新しい物理
の解明に貢献するととも

に、地殻変動の検出等
様々な分野への応用が期
待される顕著な成果であ

り、非常に高く評価する。 
○ベッセルビームによる
超微細穿孔技術は、3次元

IC等の超微細な穴あけレ
ーザー加工のみならず、
切り口が汚染されないこ

とからバイオイメージン
グなど様々な分野への応
用も期待され、その高度

化は産業界にとっても重
要である。本技術は特許
出願も行っており、産業

界への展開が期待される
重要な成果であり、非常
に高く評価する。 

からの若手研究者の積極的

な受け入れや指導を行うこ
とに加え、共同研究を通し、
センターの若手研究者にも

企業側の視点での研究開発
を経験させることで、次代を
担う若手研究者の育成に貢

献しており、適正な運営が行
われていると認められる。 

 

（今後の発展に向けたコメン
ト） 

○技術がどのように普及して

行くのか、基礎科学領域から
社会へ、成果還元に向けた取
組の推進を期待する。 

 
（評定） 
○以上を踏まえ、適正、効果的

かつ効率的な業務運営の下で
「研究開発成果の最大化」に
向けて特に顕著な成果の創出

や将来的な特別な成果の創出
の期待等が認められることか
ら、評定を Sとする。 

 
 

②テラヘルツ光科学研究 
テラヘルツ光の産業応用や幅広い

利用を可能とするため、テラヘルツ
光源の高度化や新しい検出システム
の開発、小型化など、より高度なテ

ラヘルツ光利用のための基盤技術を
確立し、量子カスケードレーザーの
高温動作技術とテラヘルツ光と生体

の相互作用の理解に基づく非接触・
非拘束での生体情報モニタリング技

②テラヘルツ光科学研究 
テラヘルツ光の産業応用や

幅広い利用を可能とするため、
テラヘルツ光源の高度化や新
しい検出システムの開発、小型

化など、より高度なテラヘルツ
光利用のための基盤技術を確
立し、量子カスケードレーザー

の高温動作技術とテラヘルツ
光と生体の相互作用の理解に

② テラヘルツ光科学研究 
○マイクロチップレーザーとニオ

ブ酸リチウム光学結晶を用いた
テラヘルツ波長可変光源の光源
強度の更なる増強により、集光電

場強度 100MV／mを達成した。 
○ポリマーの固化過程において高
強度テラヘルツ波照射を行い、照

射/非照射のモルフォロジーの違
いを見出すとともに、高強度のテ

 
○テラヘルツ領域におい

て集光電場強度 100MV／m
を達成しており、順調に計
画を遂行していると評価

する。 
○テラヘルツ波照射にお
いて照射/非照射のモルフ

ォロジーの違いを見出す
とともに、高強度のテラヘ
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将来の光量子科

学技術分野を担
う高度な科学技
術人材を育成す

る。 

術を開発する。 

これらの研究により、平成２７年
度までにテラヘルツ領域で集光電場
強度１００MV/m を達成して非線形光

学現象を観測し、中期目標期間中に
量子カスケードレーザーで未踏領域
(５～１２THz)のレーザー発振を達

成する。 

基づく非接触・非拘束での生体

情報モニタリング技術を開発
する。 
平成２６年度は、テラヘルツ

領域において集光電場強度３
０ＭＶ／ｍを達成する。また、
超伝導テラヘルツ検出器にお

いて１００画素以上の画素数
を有する検出器を実現すると
ともに、新たな材料であるＧａ

Ｎ（窒化ガリウム）を用いた量
子カスケードレーザーで世界
初の発振を実現する。 

 

ラヘルツ光の照射による非線形

光学現象を観測した。 
 
 

○将来の高温動作が期待されてい 
る GaN（窒化ガリウム）を用いた
量子カスケードレーザーの研究

開発を進め、5.5THzでのレーザー
発振を実現した。 

ルツ光の照射による非線

形光学現象を観測したこ
とは、順調に計画を遂行し
ていると評価する。 

○GaNを用いた量子カスケ
ードレーザーで5.5THzで
のレーザー発振を観測し

たことは、順調に計画を
遂行していると評価す
る。 

③光技術基盤開発 
未踏領域の光源や究極的な光の制

御技術の活用のための要素技術の開

発を目的として、独自のレーザー技
術や先端的光学素子及び微細加工技
術等の更なる高度化及び移動可能な

小型中性子ビーム源による特殊材料
ならびに大型建造物やプラント等の
非破壊検査のための要素技術を確立

する。 
これらの研究により、平成２７年

度までに産業応用に向けた小型中性

子ビーム源を開発し、中期目標期間
中に厚さ５０cmのコンクリート構造
物の内部を 1cmの分解能で観察する

技術を開拓する。また、平成 27年度
までに、波長５～８マイクロメート
ルで波長可変なレーザーを開発し、

中期目標期間中これを１ミリ秒で高
速可変にする技術を開拓する。 

③光技術基盤開発 
未踏領域の光源や究極的な

光の制御技術の活用を目的と

して、独自のレーザー技術や先
端的光学素子及び微細加工技
術等の高度化及び移動可能な

小型中性子ビーム源による特
殊材料並びに大型建造物やプ
ラント等の非破壊検査のため

の要素技術を確立する。 
平成２７年度は、トンネル内壁 
等の非破壊検査技術の確立に 

向けた電子波長可変レーザー 
の開発について、波長領域を５ 
～１０マイクロメートルに拡

張し、パルス当たり１ミリ
ジュールの出力を達成する
とともに、未踏領域の光源

として、真空紫外線（ライ
マン－α）におけるコヒー
レント光の高出力化を進

め、１０マイクロジュール
を達成する。また、橋梁等
の非破壊検査技術の確立に

向けた小型中性子源開発で
は、屋外使用を前提とした
短パルスイオン源を含めた

加速器設計を行う。特殊材
料診断に用いる光学素子の
開発では、前年度開発した

回転楕円ミラーの形状精度
の向上を行う。 

 

 

③ 光技術基盤開発 
○非破壊検査技術の確立に向けた
電子波長可変レーザーの開発を

進めた。励起光源を Cr:ZnSeレー
ザー、非線形材料を亜鉛ゲルマニ
ウムリン化物とする光パラメト

リック発振により、波長可変領域
5-10マイクロメートル（μｍ）
において、パルスあたりのエネル

ギー1ミリジュール（mJ）の出力
を得ることに成功した。 

○また、Cr:ZnSeレーザーにおい

て、パルスエネルギーに関して世
界記録を樹立した。 

 

 
 
 

 
○未踏領域の光源として真空紫外
線（ライマン-α）におけるコヒ

ーレント光の高出力化を進め、パ
ルスエネルギーにおいて出力 10
マイクロジュール（μJ）を達成

した。 
 
○小型中性子源の開発では、短パ

ルスイオン源に接続させる加速
空洞設計を実施した。具体的に
は、屋外使用に耐える剛性の高い

鋼材に銅電鋳を施した材料で新
たな加速空洞の作製が可能であ
ることを明らかにし、無負荷 Q

値 90％以上かつ全長 2.6ｍ未満

 
○波長可変領域 5-10μｍ
において、パルスエネル

ギー出力 1mJを達成した
ことから、順調に計画を
遂行していると評価す

る。 
 
 

 
 
○非破壊検査技術の確立

に重要な電子波長可変レ
ーザーの励起光源として
開発されている Cr:ZnSe

レーザーでパルスエネル
ギーの世界最高記録を樹
立しており、非常に高く

評価する。 
○真空紫外線領域におい
てパルスエネルギー10μ

Jの出力を達成したこと
で当該研究分野において
優位性を確保しており、

順調に計画を遂行してい
ると評価する。 
○橋梁等の非破壊検査技

術の確立に向け、屋外使
用を前提とした加速器設
計を剛性かつ銅電鋳を施

した材料で実施してお
り、順調に計画を遂行し
ていると評価する。 
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の設計を行った。 

○また、従来は透過によってのみ
可能だった内部非破壊観察を、高
速中性子ビームの対象物からの

反射を検出することにより可視
化する新手法を開発し、実験とシ
ミュレーションにより検証を行

い、特許出願を行った。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○特殊材料診断に用いる光学素子

の開発研究において、ダイヤモン
ド工具の刃先形状精度補正およ
び停留時間制御による形状補正

手法を開発することによって、長
さ 100mmの回転楕円ミラーの形
状精度を 100nmRMSと向上させる

ことに成功した。 
○企業との共同でナノレベルの特
殊な超微細加工を施した培養プ

レートを開発し、凹凸構造や細胞
種の違いで特定機能をもった細
胞を選択的に識別することが可

能であることを発見し、特許出願
を行った。 

 

○橋梁、空港（滑走路）、
高速道路、路面内部等、
老朽化が懸念されるイン

フラ等の中性子ビームを
利用した非破壊検査を現
場で実施するため、全く

新しい発想に基づく測定
手法（装置の小型化、使
用中性子線の定量化及び

解析精度の向上）を独自
に開発し、特許を出願し
た。今後、産業界等との

連携により運搬可能なシ
ステムを開発し、全国の
老朽化した橋梁等の大型

構造物の非破壊診断を可
能とすることにより国土
強靭化に大きく貢献する

ことが期待され、非常に
高く評価する。 
○昨年度開発した回転楕

円ミラーの形状精度を
向上させており、順調に
計画を遂行していると

評価する。 
 
 

 
○特異性を有する細胞培
養プレートを開発したこ

とは、細胞培養や創薬を行
う企業・研究機関・医療機
関などにおける再生医療

技術等の開発に不可欠な
細胞移植治療・創薬研究等
の発展に貢献する成果で

あり、実用化も期待される
ことから、非常に高く評価
する。 
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④人材育成 

国内外の研究機関や大学、企業と
の連携により、応用的な視点での研
究を展開し、将来的に本分野の研究

を牽引し、光技術分野裾野拡大に資
する優れた人材を育成する。 

④人材育成 

国内外の研究機関や大学、企
業との連携により、応用的な視
点での研究を展開し、将来的に

本分野の研究を牽引し、光技術
分野の利用範囲の拡大に資す
る優れた人材を育成する。 

平成２６年度は、光科学技術
を様々な問題を解決する基盤
技術として用いるために、引き

続き若手研究者を中心に社会
的な課題等について議論する
セミナーを開催するとともに、

大学院生に向けて最先端光科
学に関する講義を行う。 

④ 人材育成 

○若手研究者の人材育成を目的と 
して、民間企業から研究者を積極
的に受け入れ、光量子工学研究領

域の研究環境下で企業側が設定
した研究課題を主に企業側の予
算で実施する共同研究の新たな

枠組みを構築した。平成 27年度
は若手研究者（常勤）4名を受け
入れ、研究開発技術を指導すると

ともに、連携協議会を開催し、活
発な議論や成果報告等を行い、研
究技術の習得やプレゼンテーシ

ョン能力向上等の指導を積極的
に行った。 

 

 
 
 

 
 
 

 
○他機関との連携を促進するた
め、平成 27年度は産業技術総合

研究所と合同でワークショップ
「理研－産総研 量子技術イノ
ベーションコア ワークショッ

プ」を理化学研究所において開催
した。 

○若手研究者の主導で開催する、

社会的課題等を議論するセミナ
ーとして、平成 27年度は、様々
なサイエンス分野においてトム

ソン・ロイター引用栄誉賞を受賞
した世界的に著名な外部講師を
毎月招いて講演会を開催し、同時

に若手研究者との交流の場を設
けた。 

○昨年度に引き続き、東京大学の 

フォトンサイエンス・リーディン
グ大学院に協力し、半年間にわた
り各チームリーダーが講師とな

って、大学院生向けの最先端光科
学に関する講義を行った。 

 

○地域活性化・地域住民生活等緊
急支援交付金（地方創生先行型）
に係る先駆的事業のうち、香川県

 

○新たな枠組みを作り、民

間企業の若手研究者を積
極的に受け入れ、指導を
行うことにより、将来企

業においてイノベーショ
ンの担い手となる優秀な
研究人材を育成してお

り、理研の研究成果の技
術移転を推進するととも
に、長期的な視点で企業

の研究開発能力を高める
ことに貢献している。さ
らに、理研の若手研究者

にも、外部資金の獲得や
共同研究の感覚を身に着
け、企業のニーズや開発

力を取り込んで研究を展
開する経験となる。これ
らは産学の壁を超えた新

しい取り組みであり、非
常に高く評価する。 
○他機関と連携して合同

ワークショップを開催
し、独創的で競争力の高
い革新的量子技術の研究

開発を推進していること
から、順調に計画を遂行
していると評価する。 

○様々なサイエンス分野
で世界的に活躍している
外部講師を招聘して意見

を交わすことによって、
他の分野への知見を深
め、共同研究の芽を見つ

け出す良い機会となって
おり、順調に計画を遂行
していると評価する。 

○大学院生を対象として
最先端光科学に関する講
義を行うことで、将来科

学分野で活躍が期待され
る若手人材の育成に貢献
しており、順調に計画を

遂行していると評価す
る。 
○理研初の地方公共団体 

との本格的な連携研究で
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  と静岡県が連携する“「農・食・

健」連携型「健康・長寿の産業化・
地域ブランド化」推進事業”、宮
崎県日南市などが推進する“先端

計測と AIシステムを活用した「営
農」における「創客創人」事業”
に参画し、健康に着目した野菜の

次世代栽培システムの開発、マン
ゴーの作物特性に適した栽培環
境制御体系の構築、の委託研究を

開始した。 
 

あり、ブランドフルーツ

の増産、農産物の機能性
の実証等に協力し、地方
の名産品の付加価値の向

上に資する業績である。
理研の研究成果が現地で
活用されることにより、

地方において政府交付金
の獲得、産業の活性化、
生産性の向上、課題解決

等へ貢献できることは、
国立研究開発法人として
期待される国民の利益に

つながる取組であり、非
常に高く評価する。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

Ⅰ－2 世界トップレベルの研究基盤の整備・共用・利用研究の推進 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(1) 加速器科学研究 

関連する政策・施策 政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

施策目標 8-2：科学技術振興のための基盤の強化 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条第一項 

科学技術に関する試験及び研究を行

うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：353 

和文：13 

欧文：320 

和文：9 

欧文：286 

和文：12 
― ― 

連携数 

― 

共同研究等：41 

協定等：85 

共同研究等：45 

協定等：90 

共同研究

等：51 

協定等：99 

― ― 

特許件 
数 ― 

出願：6 

登録：3 

出願：5 

登録：0 

出願：11 

登録：1 
― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

件数：68 

予算額： 

490,016 

件数：70 

予算額：

549,850 

件数：81 

予算額：

707,637 

― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

3,832,537 3,906,065 3,752,121 
― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 137 142 146 ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 世界最高性能
を誇る重イオン
加速器施設・ＲＩ

ビームファクト
リー（ＲＩＢＦ）
を有する優位を

生かし、原子核と
それを構成する
素粒子の実体と

その本質を究め、
物質の創成の謎
を解明するとと

もに、素粒子、原
子核を農業、工
業、医療等産業に

応用する技術開
発を行う。 

また、共同研究

及び共用利用に
より国内外の研
究者を糾合し、卓

越した成果を発
信する。 

上記研究の円

滑な推進のため、
施設を維持し、Ｒ
Ｉビーム発生系

のビーム強度を
３倍に高度化す
る。 

また、共同研究
の積極的な推進
及び共用利用の

ための公平な課
題選定を行う。 

産業応用では、

引き続き植物育
種分野での研究
を推進するとと

もに、製品の評価
等の工業応用を
拡充するための

原子核とそれを構成する素粒子の
実体と本質を究め、物質創成の謎を
解明し、更に加速器を研究基盤とし

て農業、工業等産業への応用を進め
るとともに、高度化のための技術開
発を行う。 

世界最高性能の加速器装置と基幹
実験設備を最大限に活かし、元素起
源の謎の解明と究極の原子核像の構

築を目指す研究に加え、いわゆる「安
定原子核の島」への到達という新た
な方向性を指向した研究として、元

素番号１１９番以上の元素合成実験
を行うとともに、核合成技術の確立
を目指す。ＲＩビームファクトリー

（ＲＩＢＦ）の加速器等の更なる高
度化を行うとともに、国内外の実験
及び理論の研究者を糾合し、原子核

及び素粒子物理分野の国際研究拠点
として卓越した成果を発信する。 

また、他機関連携として、国家間

の科学技術協力協定等に基づき、米
国・ブルックヘブン国立研究所及び
英国・ラザフォードアップルトン研

究所との有機的かつ双方向の連携に
よる独創的な研究を実施する。 

 

①ＲＩＢＦ 
（ア）高度化・共用の推進 
これまで整備してきた世界最高性

能のＲＩＢＦの装置群を活かした成
果創出するため、最大限の運転時間
の確保に努める。また、公平な利用

課題の選定を行うとともに、国内外
の研究機関との連携を強化し、利用
者の受け入れ体制を充実させる。 

さらに、利用研究の円滑な推進の
ため、施設の維持を図るとともに、
国内外の研究や施設整備の進捗等を

踏まえつつ施設の高度化を行う。 
ＲＩビーム発生系においては、未

踏のＲＩ領域の実験に供するため、

①ＲＩビームファクトリー
（ＲＩＢＦ） 
（ア）高度化・共用の推進 

ＲＩＢＦの装置群を活かした
成果を創出するため、最大限の
運転時間の確保に努める。ま

た、公平な利用課題の選定を行
うとともに、国内外の研究機関
との連携を強化し、利用者の受

け入れ体制を充実させる。 
さらに、利用研究の円滑な推進
のため、施設の維持を図るとと

もに、国内外の研究や施設整備
の進捗等を踏まえつつ施設の
高度化を行う。 

平成２７年度は、効率的な加速
器運転計画を策定し、運転を行
う。利用研究については実験課

題を国際公募し、外部有識者を
含めた課題選定委員会にて課
題の選定を行う。また、産業利

用については国内公募を実施
し、課題選定を行う。さらに、
核変換技術のための核反応デ

ータ取得などの施設の戦略的
利用を図るなど、ＲＩＢＦを用
いた研究成果の最大化を目指

した運営を進める。 
施設の維持・高度化について
は、ビームの大強度化及び安定

供給の障害となっている老朽
化した装置の更新を進める。ま
た、前年度開発した大強度ウラ

ンビームを長時間安定に加速
するため、耐熱性の高いビーム
取り出し機器と荷電変換装置

の開発を開始する。さらに、引
き続き超重元素の合成に必要
な、新たな金属イオンビームの

開発を進める。 
 
（イ）利用研究の推進 

（評価軸） 
・イノベーショ
ンの実現に向

けて組織的に
研究開発に取
り組み、社会的

にインパクト
のある優れた
研究開発成果

を創出し、その
成果を社会へ
還元できたか 

・最先端の研究
開発に必要な
研究基盤を整

備し、共用へ向
けた利用環境
の整備やニー

ズを踏まえた
施設や技術の
高度化を図り、

またそれらを
用いて、自ら科
学技術の飛躍

的進歩及び経
済社会の発展
に貢献する成

果を創出でき
たか 
 

（評価指標） 
・原子核と素粒
子の実体と本

質を究め、新し
い科学的発展
を得ること、ま

た、加速器を研
究基盤として
農業、工業等産

業への応用研
究の成果 
・重イオン加速

① ＲＩビームファクトリー（ＲＩ
ＢＦ） 
（ア）高度化・共用の推進 

○RIBFでのウランビーム加速に於
いて、新たに多層グラフェン膜に
よる荷電変換装置を導入した。大

強度ウランビームでも劣化が見
られず、実際にビーム強度は前中
期計画期間終了時（15.1 pnA）に

比べ 3倍（48.8 pnA）に増強した。
また、クリプトンビームでは固定
周波数モードでの運転に成功し、

13 kWのビームを加速に成功し、
カルシウムビームでは、約 10 kW
の大強度ビームをユーザーに安

定供給した。老朽化が長年の懸案
事項となっていたリングサイク
ロトロンの高周波系制御装置は

独自の設計開発に基づき更新す
るなど機器の安定化に取り組ん
だ結果、年間のビーム可用度は昨

年度に続き 90 %を超えた。重イ
オンリニアックでは、超重元素合
成実験に用いるべく、新たな金属

イオンビームの開発を行った。 
○前中期計画期間に外国人著名研
究者を副センター長に迎え、国際

化を推進したことが奏功し、次々
と国際協力実験が立り、平成 27
年度はドイツの GSI研究所で製

作された大型中性子検出器
（NeuLAND）が理研製大型磁気ス
ペクトログラフ(SAMURAI)に組み

込まれた。また、稀少 RIの質量
の高精度測定を可能にする蓄積
リング（稀少 RIリング）が稼働

開始し、不安定核に関して実施可
能な実験研究の多様性が飛躍的
に向上した。平成 27年度の外部

利用者が前年度より約 10％増加
し外部利用者 312名、うち外国人
225名となるなど、着実な国際化

評定 S 評定 S 

○基盤系部・室の連携に基 

づいて加速器システムの
高度化を図り、RIBFの持
つ重イオンビーム強度の

世界記録を更新した上、
世界的に見ても非常に高
い可用度を達成した。中

でもユーザーからの要求
の高いウランビーム供給
については、強度に於け

る中期目標を前倒しで達
成した。これらを非常に
高く評価する。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○核物理研究、とりわけ不
安定核の研究は、世界に

冠絶する重イオン加速器
施設、優秀な人材を背景
にRIBFが世界を先導して

いる。当該研究分野の国
際的リーダーシップを確
立しつつあることを、高

く評価する。 
 
 

 
 
 

 
 

○研究面については、順調に年

度計画を遂行していることに
加え、当初の想定を超える、
科学的に特に顕著な成果が創

出されていると認められる。 
 
○特に、森田浩介グループディ

レクターを中心とする研究
グループに新元素の発見者
として命名権が与えられ、元

素周期表にアジアの国とし
ては初めて日本発の元素が
加わることは、日本の科学史

に残る成果である。 
 
○また、RIBFの加速器群の高

度化を推進したことで、重元
素ビームの強度は 3倍とな
り、世界記録を更新したこ

と、また、機器の安定化に取
り組み、年間のビーム可用度
が 90%を超えたことは高く評

価する。 
 
○電気代の高騰により RIBFの

運転時間確保は困難な状況
であったものの、実験の実施
方法や機器の運用における

工夫により、70%を超える利
用率を維持しており、安定し
たビーム供給ができている。 

 
(今後の発展に向けたコメン
ト) 

○113番元素について、アジア 
で初めて命名権が与えられる
など優れた成果を残したこと

に加え、メディアに対して効
果的な情報発信を行った点は
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制度等を充実さ

せる。 
さらに、国家間

の科学技術協力

協定に基づく国
際共同研究など
の他機関連携を

通じ、陽子スピン
の起源の解明や
新たな物性研究

の実現のための
知見を得る。 

これらの取組

を通じて、国内外
の機関との実験
及び理論両面で

の連携体制を拡
充し、原子核及び
素粒子物理分野

の国際頭脳循環
の拠点を形成す
るとともに、これ

らの分野に資す
る人材の育成を
推進する。 

重元素のビーム強度を３倍以上に向

上させる。 
 
（イ）利用研究の推進 

原子核物理にとっての大目標であ
る超長寿命の超重核の生成、安定原
子核の島への到達を指向した研究に

着手する。すなわち、１１３番元素
合成の次の目標として、まだ実現し
ていない１１９番以上の元素合成実

験を行い、命名権獲得につながるデ
ータを蓄積するとともに、基幹実験
設備である多種粒子測定装置を用い

た実験により核合成技術の確立を目
指す。 

また、いわゆる魔法数を持つ核近

傍の核構造を実験的に解明し、究極
の原子核像の構築を進める。これに
より、従来の理解では説明できない

異常な核構造までも包括した全ての
原子核の成立ちの理解につなげる。
さらに、元素誕生の謎を解明するた

め、基幹実験設備である稀少ＲＩリ
ング等の設備を用いた実験により、
超新星爆発時に鉄からウランまでの

元素が合成される際にたどったとさ
れるｒ過程の経路近傍にあるＲＩの
質量、寿命等の特性を解明する。 

また、産業応用として引き続き植
物育種分野での研究を推進するとと
もに、製品の評価等の工業応用を拡

充するための制度を本中期計画中に
設計する。 

加えて、ＲＩＢＦを擁する優位性

を活かし、国内外の実験及び理論の
研究者を糾合し、原子核・素粒子物
理コンソーシアムを形成し成果の創

出を図るとともに、これらの分野に
資する人材の育成を推進する。 

安定原子核の島への到達を目

指す研究として、超重元素合成
及び核合成技術の開発を進め
る。また、従来の理解では説明

できない異常な核構造までを
包括する究極の原子核像の構
築、及び宇宙における元素誕生

の謎の解明を目指す。 
平成２７年度は、元素合成研究
については新たに開発された

金属イオンビームと米国から
持ち込まれた重標的を利用し
て、１１９番以上の元素合成実

験に向けた照射実験を進める。
また、異常な核構造における魔
法数研究については、フランス

で開発された水素標的及び新
たにドイツで開発された中性
子検出器を利用して中性子過

剰核の魔法数探索を進める。さ
らに、元素合成過程について
は、半減期測定を行うととも

に、米国、スペインとの国際共
同研究を開始し、稀少ＲＩリン
グを利用した質量測定の実験

に着手する。 
産業応用では、強い農業に貢献
するため重イオンビーム育種

技術を用いた作物等の品種改
良を引き続き展開するととも
に、製品の評価等の工業利用を

進め、宇宙航空用電子部品の宇
宙線耐性試験を本格的に開始
する。 

さらに、ＲＩＢＦを擁する優位
性を活かして国内外の機関と
の実験及び理論両面での連携

体制を拡充するとともに、これ
らの分野に資する人材の育成
を推進する。とくにアジアの研

究機関との連携を進めるとと
もに、原子核物理学の学生を育
成するため「仁科スクール」を

開催する。 
 
 

 

器施設・ＲＩビ

ームファクト
リー（ＲＩＢ
Ｆ）の最大限の

運転時間の確
保及び高度化
のための技術

開発、また利用
者受け入れ体
制を充実 

・比類のない独
自のユニーク
な成果や当初

計画で予期し
得なかった特
筆すべき業績 

・各事業におい
て、センター長
等のリーダー

シップが発揮
できる環境・体
制が整備され、

適正、効果的か
つ効率的なマ
ネジメントが

行われている
か 
・若手研究者等

への適切な指
導体制が構築
され、人材育成

の取組みが推
進されている
か 

 
（モニタリン
グ指標） 

・運転時間、運
転効率、ビーム
強度、実施課題

数 
・ＲＩビーム発
生系において

は、未踏のＲＩ
領域の実験に
供するため、重

元素のビーム
強度を３倍以
上に向上 

が進んでいる。 

○電気代の高騰は RIBFの運転時間
の確保を困難にしているが、平成
27年度においては ImPACT用デー

タ取得を合わせ、4.8ヶ月稼働さ
せることが出来た。RIBFの運転
時間 3108時間のうちユーザービ

ーム利用時間は 2192時間で、
70％を超える高い利用率を維持
している。 

○原子核物理、物質・生命科学の
国際実験課題採択委員会と、産業
応用の実験課題採択委員会を定

期的に開催し外部有識者を含め
て実験課題を採択している。この
うち産業応用課題については平

成 22年度に審査委員会を設置
し、利用料金を定め、平成 23年
度よりこの制度に則った外部利

用を受け入れており、平成 27年
度は 2件採択した。 

（イ）利用研究の推進 

○平成 27年度の最大の成果は、理
研が 2004～2012年に発見した
113番元素に元素命名権が付与

されたことである。これは日本・
アジア科学史上の快挙であり、理
研の加速器技術、同位体生成分離

技術が世界トップレベルである
ことを示した。平成 27年度に論
文発表された成果のうち、大きな

成果として、重いクロム・鉄同位
体に広がる変形領域の発見、テト
ラ中性子核の発見、O-26の超弱

非束縛性の発見が挙げられる。ま
た放射性廃棄物の主要な成分を
占める Cs-137、Sr-90の核反応デ

ータを論文発表した。基礎生物学
の分野では、重イオンビームでつ
くった変異体を利用し、ゲノム配

列決定が難しい植物 Y染色体の
遺伝子地図の作成に成功した。 

 

 
 
 

 
 
○119番以上の元素を「熱い融合反

 

○平成 26年度に引き続き
70％を超える高い利用率
を維持しており、堅調で

安定したビーム供給が実
現できていると評価す
る。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○113番元素の命名権獲得 
は、激しい国際競争が続
く素粒子・原子核分野に

おいて、これまで欧米諸
国が独占してきた元素周
期表の一枠に日本発、ア

ジア初の新たな元素が加
わるという日本の科学史
に輝く成果であり、世界

に対して日本の科学技術
力の高さを示すものであ
ることから、これを非常

に高く評価する。 
○RIBFで得られたデータ 
により宇宙での重元素合

成研究が従来の観測・理
論を基盤とした研究から
核データを基盤とした定

量的議論をもたらしたこ
とを高く評価する。 

○RIBFで達成可能な新し 

い科学的知見を見いだ
し、インパクトファクタ
ーの高い雑誌に成果が発

表されていることを高く
評価する。 

○「熱い融合反応」を利用

高く評価できる。 

 

（評定） 
○以上を踏まえ、適正、効果的
かつ効率的な業務運営の下で

「研究開発成果の最大化」に
向けて特に顕著な成果の創出
や将来的な特別な成果の創出

の期待等が認められることか
ら、評定を Sとする。 
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 応」で合成するための 準備研究

を前年度に引き続き行った。「熱
い融合反 応」を用いた実験を高
効率で行うための新装置

（GARIS-II）のコミッショニング
として、U＋Ca反応による 112
番元素の生成を行い、調整と性能

確認を完了した。将来の
GARSI-IIと精密質量測定装置
（MRTOF）を組み合わせた実験を

行い、205,206Frの精密質量測定
に成功した。超重元素化学につい
ては、GARISガスジェット法を用

いて、107番元素ボーリウム（Bh）
の化学研究に必須の長寿命放射
性同位体 Bh-266の核反応断面積

と壊変データの取得に成功した。
また、世界初の Bhの溶液化学研
究に向け、GARIS直結型フロー溶

媒抽出装置の開発を進めた。 
○平成 27年度は、強力なウランビ 
ーム、クリプトン-78ビームを利

用して新同位元素探索を行い、核
図表の拡大をはかった。また前年
度に引き続き欧州 16ヶ国 51機関

所有の大球形ゲルマニウム半導
体検出器（EURICA）を利用した崩
壊分光実験を推進し、特に陽子過

剰な領域での特異な核構造に関
するデータを大量に取得した。ま
たフランスから持ち込まれた液

体水素標的システム、ドイツから
持ち込まれた中性子検出器シス
テムを多種粒子測定装置

（SAMURAI）と組み合わせ、従来
の魔法数を二つ持つ O-28核の分
光実験を行った。この実験は世界

的な注目を浴び、国内外から 100
名弱の研究者が参画した。 

○平成 26年度より引き続き革新的 

研究開発推進プログラム
（ImPACT）及び次世代農林水産業
創造技術」（SIP）の研究開発を推

進している。加速器の利用開拓に
関しては、引き続きサイクロトロ
ンでアイソトープ（RI）Zn-65、

Sr-85、Y-88、Cd-109を製造し、
国内の大学・研究機関に有償で頒
布するとともに、次世代の診断・

した超重元素生成の準

備が着実に進んでいる
ことを高く評価する。 

○超重元素生成および超

重元素化学の両分野に
おいて理研が世界で最
高の性能をもっている

ことが証明され、高く評
価する。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○RIBFでのみ達成可能な 
実験研究プログラムが国

際共同研究のもと強力に
推進されており、高く評
価する。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○仁科加速器科学研究セ 

ンターは自ら加速器の応
用研究に取り組みその成
果を広く社会に提供する

ことによって、我が国の
加速器産業利用の先端的
基盤を支えていることを

高く評価する。 
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治療用 RIとして期待される

Cu-67と At-211の製造技術の開
発を進めた。応用研究のうち生物
照射の成果として宮城県と東北

大学との共同研究により宮城県
良食味コメ耐塩性系統を 717系統
から 4年間かけて 1系統に絞った

こと、大学との共同研究によりゲ
ノム配列決定が難しい植物 Y染色
体の遺伝子地図の作成に成功し

たこと、民間企業との共同研究に
より、涙のでないタマネギの品種
改良に成功、‘スマイルボール’

として販売を開始したことなど
が挙げられる。また、宇宙利用半
導体試験会社による成果占有型

利用（有償）が 3件あり、高エネ
ルギー重イオンビームを大気圧
環境で照射して、半導体の耐放射

線試験が実施された。また回転機
械部品のオンライン摩耗検査方
法(GIRO法)の開発を進め、特許申

請を行った。 
 

②スピン物理研究 

陽子スピン構造の解明を目指し、
世界唯一の陽子偏極衝突実験が可能
な米国ブルックヘブン国立研究所

（ＢＮＬ）の重イオン衝突型加速器
（ＲＨＩＣ）に整備したシリコン飛
跡検出装置、ミュオン検出装置等を

用いて、陽子スピンがクォーク、反
クォーク、グルーオンにどのように
分割されているかを解明する。また、

これら粒子についての実験データに
ついて、量子色力学による理論的知
見との比較・検証を行い、陽子スピ

ンの起源を解明するための知見を得
る。 

②スピン物理研究 

世界唯一の陽子偏極衝突実験
が可能な米国ブルックヘブン
国立研究所（ＢＮＬ）の重イオ

ン衝突型加速器（ＲＨＩＣ）に
おいて、陽子スピンがクォー
ク、反クォーク、グルーオンに

どのように分割されているか
を明らかにする実験を行うと
ともに、量子色力学（ＱＣＤ）

の理論的アプローチにより、陽
子スピンの起源を解明するた
めの知見を得る。 

平成２７年度は、前年度までに
ミュオン同定・検出装置を用い
て収集したデータの解析を完

了させ、反クォークの偏極度を
明らかにする。また、陽子のス
ピン構造に対する知見を深め

るために、横偏極させた陽子の
衝突実験を開始し、陽子内の角
運動量の情報を得るべくデー

タ解析を行う。さらに、摂動論
ＱＣＤ計算からの理論的知見
と実験データとの比較検討を

② スピン物理研究 

○平成 27年度は、ミュオン同定・
検出装置を用いて収集した反ク
ォークの偏極度のデータの解析

をほぼ完了した。世界で初めての
偏極陽子と原子核の散乱実験を
実施し、散乱相手が陽子から原子

核に代わると、この非対称度が大
きさのみならず、符号すら変わる
事を新たに発見した。この反応機

構を理解すべく QCD理論計算を
試みている。核子内起動運動との
関連もあり得る貴重な発見とな

った。摂動論的 QCD計算の研究が
進み、これまで得た横偏極衝突の
データを矛盾なく統一的に取り

扱うスキームを得た。 
○衝突点飛跡検出器の解析手法が
確立し、チャームクォークとボト

ムクォークの分離が可能となっ
た。重イオン衝突では高いｐT領
域でボトムクォーク生成が抑制

されることを初めて明確に示し
た。予備的結果から 4年の歳月が
必要であったが、本測定器で約束

 

○平成 27年度に得られた 
偏極陽子と原子核の衝突
実験データで、予想に反

した興味深い現象を発見
したことを評価する。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○衝突点飛跡検出器の解 
析が進み、重イオン衝突

でのボトムクォークの生
成抑制を発見したことを
高く評価する。 
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進める。加えて、ＲＨＩＣの将

来計画である電子イオン衝突
実験に向けて検出器の開発を
行う。 

 

した物理成果が出版された。 

 
 

③ミュオン科学研究 
英国ラザフォードアップルトン研

究所（ＲＡＬ）の陽子加速器（ＩＳ
ＩＳ）に建設したミュオン施設にお
いて、世界最高精度のパルス状ビー

ムの素粒子ミュオンを用いて、物質
内部の磁場構造を測定・解析し、新
機能性物質における超伝導性、磁性、

伝導及び絶縁性等の性質の発現機構
を解明する。また、超低速エネルギ
ーミュオンビーム発生技術の高度化

を行う。 
なお、ＲＡＬとの協力による本研

究の協定は本中期目標期間までとな

っており、その後の本研究分野に関
わる研究展開や実施場所について
は、国内外の動向を踏まえて判断す

る。 

③ミュオン科学研究 
英国ラザフォードアップルト

ン研究所（ＲＡＬ）の陽子加速
器（ＩＳＩＳ）に建設したミュ
オン施設において、世界最高精

度のパルス状ビームの素粒子
ミュオンを用いて、物質内部の
磁場構造を測定・解析し、新機

能性物質における超伝導性、磁
性、伝導及び絶縁性等の性質の
発現機構を解明する。また、超

低速エネルギーミュオンビー
ム発生技術の高度化を行う。 
平成２７年度は、前に高化した

物性研究装置と複数の分光器
を用いて ミュオン物性研究を
さらに発展せる。また、超低速

エネルギービム開発研究では、
前年度に達成した高生効率室
温ミュオニウ源と新規レーザ

ー技術を適用して実験システ
ムの性能検証する。さらに陽子
内部磁場構造研究のため、ミュ

オン水素分光実験を開始する。 
 

③ ミュオン科学研究  
○μSRによる物性研究では、二つ

目のμSR分光器が稼働を開始
し、これまで以上の共同研究が可
能となった。さらに、理研創発物

性科学研究センター内グループ
をはじめとした新規共同研究者
の獲得により、より幅広い物質科

学研究領域へのμSR応用を展開
した。また、ガスによる超高静圧
下での低次元系物質における金

属絶縁体転移機構の解明に足が
かりを作った。 

○超低速ミュオンビーム開発で

は、新規セラミックレーザー結晶
を用いたレーザーシステムから
のライマンα光の長時間安定発

生に成功した。また、RALビーム
ラインに室温標的ミュオニウム
イオン化チェンバーを設置しビ

ーム調整を開始した。これらによ
り、「超微細結晶や表面界面に着
目した新規μSR物性研究」と「ミ

ュオン自体の超高精度磁気能率
測定を通して標準理論を超える
物理現象の研究」という二つの研

究に道を拓く基盤技術の確立に
近づいた。陽子内部の磁場構造研
究のためのミュオン水素分光実

験については、検出器での長寿命
成分の測定を行い、実験バックグ
ラウンドの評価を行った。もう

少々の工夫により本測定に影響
しないレベルまで減らせると期
待できる。 

○理研の計算機リソース
HOKUSAI/RICC を活用し、第一原
理計算によってミュオン静止点

の物質の結晶に対する空間配位
を特定してμSR実験結果を照ら
し合わせることで、電子軌道の強

い混合状態を反映した強相関電
子系における磁気モーメントの
空間的広がりや、ミュオン自身が

 
○物性研究においては、μ 

SR応用の拡大や、日本の
法令下では不可能な「超
高静圧下での物性研究」

など理研 RAL施設の強み
を生かした研究を効果的
に行えた点を高く評価す

る。 
 
 

 
 
○超低速ミュオンビーム 

開発において、ビーム発
生に向けた着実な進展を
評価する。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○ミュオン位置第一原理 
計算とμSR測定結果との
比較より、これまで定量

的観測が困難であった磁
性体における磁気秩序状
態の研究に定量性をもた

らしたことを高く評価す
る。 
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物質に及ぼす局所的結晶構造の

歪み、それに伴う局所的磁気モー
メントの縮みを定量的に同定す
ることに成功し、μSR法の可能

性を広げた。また、この手法を応
用し、これまで中性子散乱実験等
では定量的研究が困難であった、

強相関系物質・低次元系物質や軽
元素物質などでの定量的データ
解析に繋げた。 

【マネジメント・人材育成】 
○順調に性能を向上させている 
RIBF加速器により、国際協力実験

が増加している。平成 27年度は
特に米国からの大型飛跡検出器、
ドイツからの高性能飛行時間測

定器、また国際協力で低エネルギ
ー中性子検出器クラスターが導
入された。一つの実験機器で幅広

い核種領域を効率よく同時に測
定できる体制、Proposal for 
Scientific Program（PSP）、で開

始された SEASTARプロジェクトが
大量の世界初の稀少 RIに存在す
る未知の励起状態の観測データ

を取得し成功裏に進んでいる。 
○人材育成については、過去約 20 
年来、東大学部生の実験実習プロ

グラムを東大 CNSと協力して行っ
ている。平成 27年度は、理研全
体で採用した JRAおよび IPAの合

計 242名のうち 60名を受け入れ、
大学院生を対象とした人材育成
を図っている。また、若手のポス

ドクを新規に 8名採用し、19名継
続し、12名転出 （外部＋内部テ
ニュア）した。 

○次世代の国際的研究者の育成と
確保をめざし、実習と連続講義を
行う「仁科スクール」を北京大学

と平成 24年度より受け入れてい
るソウル大学校と合同開催した。
米国の高校・フィリップス・エク

セター・アカデミーより２名を見
学者として受け入れ、同時期の仁
科スクールにも一部参加した。

SEASTAR実験には香港、中国およ
びベトナムからの学生が参加し
アジア連携の強化を図った。連続

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○RIBFの性能向上ととも 
に研究体制の国際化が順

調に進展していると評価
する。効率の良い加速器
運転・実験実施計画が立

案され、限られたビーム
タイムの中で研究が順調
に進展していることを評

価する。 
 
 

 
 
 

 
 
○所内外の制度を活用し、 

若手研究者の育成を積極
的に進めていることを評
価する。 

 
 
 

 
 
 

 
○独自の人材育成プログ 
ラムを新たに準備し、若

手研究者への人材育成や
学生教育を進めているこ
とを高く評価する。 
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講義、理研セミナー、RIBF Nuclear 

Physics Seminar、月例コロキウ
ム等を開催し、研究員の幅広い資
質向上に努めた。講義内容は DVD

に記録し、大学等へ配布し、来訪
できなかった方々にもフォロー
ができるように配慮している。 

 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(2) 放射光科学研究 

関連する政策・施策 政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

施策目標 8-2：科学技術振興のための基盤の強化 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条第三項 

研究所の施設及び設備を科学技術に

関する試験、研究及び開発を行う者の

共用に供すること。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：181 

和文：31 

欧文：159 

和文：20 

欧文：151 

和文：17 
― ― 

連携数 

― 

共同研究等：23 

協定等：37 

共同研究等：25 

協定等：36 

共同研究

等：21 

協定等：32 

― ― 

特許件 
数 ― 

出願：2 

登録：9 

出願：5 

登録：4 

出願：4 

登録：4 
― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

件数：37 

予算額：

728,918 

件数：38 

予算額：

738,319 

件数：42 

予算額：

1,130,247 

― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年

度 

予算額（千円） 1,749,896 1,689,565 1,400,282 ― ― 

特定先端大型研究

施設運営費等補助

金（千円） 

12,658,722 13,410,489 13,943,714  ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千円） ― ― ― ― ― 

経常利益（千円） ― ― ― ― ― 

行政サービス実施

コスト（千円） 
― ― ― ― ― 

従事人員数 86 79 79 ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 特定放射光施
設（大型放射光施
設ＳＰｒｉｎｇ

－８及びＸ線自
由電子レーザー
施設（ＳＡＣＬ

Ａ）について、「特
定先端大型研究
施設の共用の促

進に関する法律」
に基づき、同法に
定める登録施設

利用促進機関と
の密接な連携に
より、利用者のニ

ーズ等を踏まえ、
運転・共用等を進
める。 

また、両施設が
併設された世界
で唯一の機関と

して、それらの特
性を最大限に発
揮する先端光源

や利用技術の開
発に取り組むと
ともに、利用技術

を総合した高度
な利用システム
の開発・構築や新

たな研究分野の
開拓を総合的に
推進する。 

これらにより、
様々な社会的課
題の達成に資す

る放射光科学の
研究開発基盤と
しての役割を果

たす。 
特にＳＰｒｉ

①特定放射光施設の運転、共用等 
特定放射光施設（大型放射光施設

ＳＰｒｉｎｇ－８及びＸ線自由電子

レーザー施設ＳＡＣＬＡ）の安全で
安定した運転、維持管理及びそれら
の整備・高度化を実施し、利用者が

必要とする世界最高水準の放射光を
提供することにより、利用者の共用
に供する。 

特にＳＰｒｉｎｇ－８において
は、効率的な試験調整運転に努める
ことで、引き続き、年間運転時間の

８割程度を利用者の使用時間として
提供するとともに、将来にわたる利
用研究の動向を踏まえ、より効果

的・効率的な成果の輩出を目指した
高度化の検討を進め、必要な技術開
発並びに整備に反映する。 

ＳＡＣＬＡでは、その性能・特性
を見極めるための試験調整運転を行
いつつ、安定的な運転に努め、中期

目標期間中には、年間運転時間の７
割程度を利用者の使用時間に提供す
ることを目指すとともに、平成２５

年度までに、セルフシーディング技
術の導入や３本目となるビームライ
ンを設置するほか、残り２本のビー

ムラインなどの施設の増強について
は、利用研究の成果を踏まえ、利用
者の意見を十分配慮しつつ設計検討

を進める。 
共用に当たっては、放射光共用施

設を広く利用者に開放し、公平な利

用課題の選定、及び受益者負担の仕
組の改善に取り組む。（ただし、これ
らの業務の実施に際しては、登録施

設利用促進機関が行う利用促進業務
を除く。） 
施設間の連携については、併設する

ＳＰｒｉｎｇ－８とＳＡＣＬＡの相
補的、相乗的な利用を進め、相互利

①特定放射光施設の運転、共用
等 
特定放射光施設（大型放射光

施設ＳＰｒｉｎｇ－８及びＸ
線自由電子レーザー施設ＳＡ
ＣＬＡ）の安全で安定した運

転、維持管理及びそれらの整
備・高度化を実施し、利用者が
必要とする世界最高水準の放

射光を提供することにより、利
用者の共用に供する。 
平成２７年度は、ＳＰｒｉｎ

ｇ－８加速器の機器調整、施設
の維持管理等を行いつつ、ダウ
ンタイムの低減を図り、年間運

転時間の８割程度を利用者の
使用時間として提供する。ＳＡ
ＣＬＡでは、その性能・特性を

見極めるための試験調整運転
を行いつつ、共用運転を通じて
安全かつ安定なＸ線領域のレ

ーザー光を利用者に提供する。 
 施設間の連携については、併
設するＳＰｒｉｎｇ－８とＳ

ＡＣＬＡの相互利用課題を募
集し、利用者に供する。また、
俯瞰力と独創力を備えた放射

光科学に資する若手人材を育
成するため、兵庫県立大学の
「博士課程教育リーディング

プログラム」に引き続き協力す
るとともに、「ＳＡＣＬＡ大学
院生研究支援プログラム」を通

じて、大学院生に対して最先端
の放射光研究を学ぶ機会を提
供する。さらに、前年度から運

用を開始した「ＳＡＣＬＡ産学
連携プログラム」を通じて抽出
した課題を踏まえ、産業利用振

興の基盤を構築する。 

（評価軸） 
・イノベーショ
ンの実現に向

けて組織的に
研究開発に取
り組み、社会的

にインパクト
のある優れた
研究開発成果

を創出し、その
成果を社会へ
還元できたか 

・最先端の研究
開発に必要な
研究基盤を整

備し、共用へ向
けた利用環境
の整備やニー

ズを踏まえた
施設や技術の
高度化を図り、

またそれらを
用いて、自ら科
学技術の飛躍

的進歩及び経
済社会の発展
に貢献する成

果を創出でき
たか 
 

（評価指標） 
・ＳＰｒｉｎｇ
－８及びＳＡ

ＣＬＡの安全
で安定した運
転、維持管理及

びそれらの整
備・高度化を実
施し、利用者の

共用に供する
ことができた

① 特定放射光施設の運転、共用等 
○大型放射光施設 SPring-8（以下 
「SPring-8」）では、世界最高品

質の放射光 X線を国内外の多数の
利用者に供給するため、光源及び
光学輸送系に関して不断の研究

開発を進めている。その結果、産
業利用割合は 20%という世界で類
をみないレベルに達し、スーパー

コンピュータ「京」（以下「京」）
等も併用し、高性能・高品質な低
燃費タイヤの開発や環境にやさ

しく白金使用を抑える高性能排
ガス浄化触媒の開発を実現し、イ
ンパクトのある研究成果を社会

へ還元することができている。 
○SPring-8、J-PARC、「京」の連 
携活用を進め、グリップ性能に加

え、耐摩耗性能の大幅な向上が可
能となる新材料技術を完成。この
技術を用いた「ストレスコントロ

ールテクノロジー」を採用し、耐
摩耗性能を 200%に向上させたコ
ンセプトタイヤ「耐摩耗マックス

トレッドゴム搭載タイヤ」が住友
ゴム工業社より発表された。 

○X線自由電子レーザー施設 SACLA 

（以下「SACLA」）は、全世界で
稼働している 2つの X線自由電子
レーザー施設の一つであり、もう

一つの米国 LCLS（Linac Coherent 
Light Source）とともに、X線自
由電子レーザーの歴史を刻んで

いる。利用技術は未成熟であった
が、産業利用を進めるための研究
基盤及び利用環境の整備を推進

し、2014年にスタートした産学連
携プログラムから早くも論文成
果が生まれる等産学連携利用は

拡大し、また解析技術が整備さ
れ、2016年には企業単独利用も可

評定 A 評定 A 

○SPring-8では、20%とい
う高い比率での民間産業

利用が行われており、そ
こで生まれた成果は環境
保護や省エネルギー等を

通じて広範に社会還元さ
れていることを、高く評
価する。 

 
 
 

 
 
 

○大型研究施設の連携活
用を進め、研究成果が結
びついた製品は、低燃費

性能・グリップ性能に加
え、環境・省資源化に寄
与する耐摩耗性能という

タイヤの三大性能を向上
させたものであり、非常
に高く評価する。 

 
○SACLAはレーザー開発の
歴史に燦然と輝くもので

あるが、立ち上げフェー
ズから利用フェーズへの
移行がスムーズに行わ

れ、産学連携が拡大し、
また早くも有償での民間
産業利用が可能になる

等、解析技術や利用体制
の整備が進んだことは、
非常に高く評価する。 

 
 
 

 

○研究面については、順調に年
度計画を遂行していることに

加え、当初の想定を超える、
科学的に特に顕著な成果が創
出されていると認められる。 

 
○施設のダウンタイムを、他の
施設と比較しても最小限に留

め、特に SACLAにおいては前
年度に比べてさらに減少させ
ている。このことは基盤施設

として、SIPや ImPACT等の国
のプロジェクト推進に寄与し
ており、高く評価できる。 

 
○成果においても、SPring-8
では、特に産学連携において、

J-PARCやスパコン「京」の連
携活用により、自動車タイヤ
のグリップ性能、耐摩耗性能

の大幅な向上が見込まれる新
材料技術が完成したことは、
高く評価できる。 

 
○また、SACLAでは、電子ビー
ム振り分け技術・各ビームラ

インの X線レーザーの波長の
独立制御の開発成功により、
世界で初めて複数の XFELビ

ームラインの同時運用を可能
となった。これにより、SACLA
の利用機会とこれを用いた成

果の増加が期待され、高く評
価できる。 
 

○施設の運用面では、24年度
に比べ、20％以上の省エネを
達成できたことは評価に値す

る。 
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ｎｇ－８では、年

間運転時間の８
割程度を利用者
の使用時間に提

供するとともに、
放射光源の理論
的な輝度限界の

達成と２割以上
の省エネルギー
化を目指す。 

また、ナノレベ
ルでのビーム安
定性の向上及び

３次元イメージ
ング解析を実現
し、利用者に提供

する。 
ＳＡＣＬＡで

は、調整時間の短

縮化を実現し、年
間運転時間の７
割程度を利用者

の使用時間に提
供することを目
指すとともに、シ

ーディング技術
によるビームの
高度化及び原子

レベルでの過渡
現象のイメージ
ング手法の確立

等を目指すこと
で、利用研究を推
進する。 

また、世界最高
水準の成果創出
に向けて、併設す

るＳＰｒｉｎｇ
－８とＳＡＣＬ
Ａの連携に加え、

スーパーコンピ
ュータ「京」や他
の光科学技術・量

子ビーム関連施
設や大学、研究機
関等との有機的

な連携のもとに
推進するととも
に、これらの取組

用施設を利用者に供する。また、大

強度陽子加速器施設Ｊ－ＰＡＲＣや
スーパーコンピュータ「京」との連
携については、登録施設利用促進機

関間の連携も踏まえつつ、相乗的な
利用研究を促進する。特に、ＳＡＣ
ＬＡと「京」との連携を図るための

情報インフラを整備し、高速かつ高
度な解析を可能とする基盤を構築し
た上で、両者の相乗的利用の高度化

を図る。さらに、国内外の放射光施
設、Ｘ線自由電子レーザー施設との
連携・協力を通じて、放射光科学に

資する人材育成を推進し、世界最先
端の拠点形成を目指す。 

か 

・ＳＰｒｉｎｇ
－８及びＳＡ
ＣＬＡの世界

最高水準の性
能を維持し、高
エネルギーフ

ォトンサイエ
ンスのツール
とノウハウを

開発・提供し、
先導的役割を
果たせたか 

・比類のない独
自のユニーク
な成果や当初

計画で予期し
得なかった特
筆すべき業績 

・各事業におい
て、センター長
等のリーダー

シップが発揮
できる環境・体
制が整備され、

適正、効果的か
つ効率的なマ
ネジメントが

行われている
か 
・若手研究者等

への適切な指
導体制が構築
され、人材育成

の取組みが推
進されている
か 

 
（モニタリン
グ指標） 

・ＳＰｒｉｎｇ
－８において
は、効率的な試

験調整運転に
努めることで、
年間運転時間

の８割程度を
利用者の使用
時間として提

能とする産業利用推進プログラ

ムに発展した。さらに、有償での
利用（成果専有利用）を実現する
に至った。 

○放射光科学総合研究センター 
は、これらの先端光源やその周辺
機器を開発し、共用ユーザーに広

く提供するだけでなく、自らそれ
らの先端的利用方法開発に取り
組み、その成果を広く社会へ還元

している。そのような先端的利用
方法は、広く放射光の学術利用や
産業利用に応用され、我が国の放

射光先端利用の基盤を支えてい
る。 

○その結果の例として、ImPACTや 

SIP等の国が進める研究開発を、
世界に先駆けて実用化へと進め
る「研究開発と課題解決の好循環

を生み出す最新鋭計測環境」を提
供することにつながった。 
 

 
○センター長等は、産業界の重要 
メンバーに対し、SACLA/SPring-8

の有効利用に関してトップセー
ルスを展開するとともに、世界最
高性能の放射光施設責任者と日

本の産業界トップが一堂に会す
るワークショップを主催する等
し、産官学連携の拡大を図ってき

たところで、特に業界団体に対し
ては、業界が共通に抱える大きな
課題を SPring-8/SACLAで解決す

ることを呼びかける啓蒙活動を
展開してきた。結果、産学連携の
グループが形成され、活動を始め

ている。 
○2015年までの設置であった理研 
RSC-リガク連携センターは発展

的展開として、2016年以降も継
続、実験室レベルで行う小規模施
設から、大型放射光施設

（SPring-8/SACLA）に至るまでシ
ームレスに活用できる技術開発、
放射光関連技術の標準化を目指

した要素技術開発を実施し、タン
パク質構造解析をはじめとする
物質構造解析分野の研究環境の

 

 
 
 

○放射光科学総合研究セ
ンターは自ら
SPring-8/SACLAの先端的

利用方法開発に取り組
み、その成果を広く社会
に提供することによっ

て、我が国の放射光学術
利用や産業利用の先端的
基盤を支えていることを

高く評価する。 
 
○我が国の科学技術イノ 

ベーション戦略における
二大「国家重点プログラ
ム」である ImPACT及び

SIPの複数の課題の推進
にSPring-8/SACLAが活用
されていることを高く評

価する。 
○センター長等が産業界 
に対してトップセールス

を行い、産官学連携の拡
大を図り、さらに産官学
連携の質的転換を進めて

いることを高く評価す
る。 

 

 
 
 

 
 
 

 
○実験室レベルから大型 
放射光施設まで、シーム

レスに研究を進めること
を可能とする環境整備を
目指し、標準化を目指し

た要素技術開発を進めて
いることを高く評価す
る。 

 
 
 

 

（今後の発展に向けたコメン
ト） 

○産学連携による高性能・高品

質な低燃費タイヤの開発等、
顕著な成果は多いが、それら
に対する国民の認知度が低い

ため、成果をひろく分かりや
すく伝えるための工夫が重要
であると考えられる。 

 
○あわせて、施設が非常に安定
的に運転されていることは優

れた点であり、このようなこ
とも対外的に発信すべきであ
る。 

 
（評定） 
○以上を踏まえ、適正、効果的 

かつ効率的な業務運営の下で
「研究開発成果の最大化」に
向けて顕著な成果の創出や将

来的な成果の創出の期待等が
認められることから、評定を
Aとする。 
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を通じ、放射光科

学研究に資する
人材育成を推進
することで、世界

最先端の研究開
発拠点として更
なる発展を図る。 

供し、より効果

的・効率的な成
果の輩出を目
指した高度化

の検討を進め、
必要な技術開
発並びに整備

に反映 
・ＳＡＣＬＡで
は、年間運転時

間の７割程度
を利用者の使
用時間に提供

し、平成２５年
度までに、セル
フシーディン

グ技術の導入
や３本目とな
るビームライ

ンを設置する
ほか、残り２本
のビームライ

ンなどの施設
の増強につい
ては、利用者の

意見を十分配
慮しつつ設計
を検討 

一層の整備を進めていくことと

なった。 
○SPring-8は、平成 9年の共用開 
始以来 18年が経過しており、施

設の各所に老朽化が目立ってい
るが、適切な対策を打つことによ
り現在でも世界最高水準の放射

光施設の地位を保ち続けている。
高度なメンテナンスにより総運
転時間 4805時間のうち、4034時

間（総運転時間の約 84%）をユー
ザーの放射光利用時間に充当し、
ダウンタイムはわずかに 17時間

（対前年比同）という世界に類を
見ない性能を誇っている。 

○一方、SACLAは、まだ X線自由電 

子レーザー光源自体の研究開発
が継続しているが、総運転時間が
6483時間に対し X線レーザー利

用時間は 3924時間（総運転時間
の約 61%）、ダウンタイムは 154
時間（対前年比▲35%）であった。

従前と比べ装置に対する理解が
進んだことでトラブルから復旧
までの時間短縮化に寄与、また世

界に向けて発信している。 
○SACLAでは、セルフシーディング 
技術の導入を進めるとともに、利

用機会の増大のために 3本目とな
るビームラインを整備し、2015
年には BL2の共用運転が開始され

た。また、従来直線形の線型加速
器を使う XFEL施設では加速した
電子ビームを 1本のビームライン

に送るため、複数ビームラインの
同時稼働が不可能であったが、電
子ビーム振り分け技術及び各ビ

ームラインの X線レーザーの波長
を広範囲にわたって独立に制御
する技術の開発に成功し、世界で

初めて複数の XFELビームライン
が同時に稼働する施設となった。 

○SACLA産学連携プログラム、

SACLA大学院生研究支援プログラ
ムによって、産学の若手人材育成
に貢献している。 

 

 
○SPring-8では、施設老朽 
化、光熱水費上昇が進む

折、目標の総運転時間に
対する 8割程度の放射光
利用時間供給を達成する

とともに、故障などによ
るダウンタイムを非常に
低く（17時間）に抑えて

おり、これは日頃のメン
テナンス水準の高さを示
すものであり、順調に進

展していると評価する。 
 
○SACLAでは、中期計画終 

了時の目標である総運転
時間の 7割程度の利用運
転時間達成に向けて順調

に利用時間を伸ばしてお
り、順調な進展であると
評価する。 

 
 
 

 
○予定通り 3本目のビーム
ラインを整備したのみな

らず、世界に先駆けて、
複数のビームラインが同
時に稼働し、かつ各ビー

ムラインの X線レーザー
の波長を独立に制御でき
る X線自由電子レーザー

施設となり、世界的な
XFELビームライン利用機
会不足の解消につなが

り、研究基盤の高度化が
進展していると、非常に
高く評価する。 

 
 
○産学の両面で人材育成 

を進めていることを高く
評価する。 
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  ②先導的利用技術開発研究の推進等 

ＳＰｒｉｎｇ－８及びＳＡＣＬＡ
の世界最高水準の性能を維持すると
ともに、我が国の高エネルギーフォ

トンサイエンスの中核として内外の
研究開発に寄与するツールとノウハ
ウを開発・提供し、当該分野におけ

る先導的役割を果たす。また、利用
技術や利用システムの開発・高度
化・汎用化や、国内外の研究機関と

の連携体制の構築により、両施設を
活用した革新的なイノベーション創
出に貢献する。 

 
（ア）先端光源開発研究 

世界の高エネルギーフォトンサイ

エンスを牽引するナノメートル以下
の波長領域における高輝度・高干渉
性・超短パルス性を兼ね備えた光源

技術開発・光制御技術開発を行う。 
具体的には、ＳＰｒｉｎｇ－８に

おいては、海外の第３世代大型放射

光施設における高度化計画等の動向
を踏まえつつ、世界で唯一Ｘ線自由
電子レーザー施設と併設している特

徴を活かした高度化を行うため、従
来の１００倍以上の輝度を実現する
蓄積リング型放射光源の回折限界を

目指した設計検討を進めるととも
に、蓄積リングを構成する各々の要
素機器として必要となる技術開発並

びに整備を実施する。さらに、現状
よりも２割以上の省エネルギー化を
目指した技術開発として、偏向電磁

石等の永久磁石化の可能性を追求す
る。 

ＳＡＣＬＡにおいては、セルフシ

ーディング技術の安定性向上や他の
シーディング技術の開発を進め、よ
り強力かつ安定なＸ線レーザーの発

振を実現するとともに、世界最高性
能のビーム安定性を最大限に活か
し、原子レベルでの過渡現象の観察

（空間分解能０．１ナノメートル程
度、時間分解能１０フェムト秒以下）
及び未踏であったＸ線領域における

非線形光学研究を実現する。 
 

（イ）利用技術開拓研究 

②先導的利用技術開発研究

の推進等 
ＳＰｒｉｎｇ－８及びＳＡ

ＣＬＡの世界最高水準の性能

を維持するとともに、我が国の
高エネルギーフォトンサイエ
ンスの中核として内外の研究

開発に寄与するツールとノウ
ハウを開発・提供し、当該分野
における先導的役割を果たす。 

（ア）先端光源開発研究 
 世界の高エネルギーフォ

トンサイエンスを牽引するナ

ノメートル以下の波長領域に
おける高輝度・高干渉性・超短
パルス性を兼ね備えた光源技

術開発・光制御技術開発を行
う。 
平成２７年度は、ＳＰｒｉｎ

ｇ－８の高度化として、回折限
界を目指し、前年度に完成させ
た従来の１００倍以上の輝度

を実現する蓄積リング型放射
光源の概念設計に基づき、詳細
設計に着手する。また、前年度

に引き続き省エネルギー化に
向けた機器更新を行う。さら
に、ＳＡＣＬＡにおいては、前

年度に完成させたピコ秒分解
能Ｘ線ポンプ・プローブ計測手
法の応用展開を行うとともに、

フェムト秒分解能への高度化
に着手する。加えて、前年度に
引き続き、Ｘ線領域に特有な非

線形光学現象の有無を探索す
る。 
 

（イ）利用技術開拓研究 
放射光利用研究の高度化の

ため、ＳＰｒｉｎｇ－８やＳＡ

ＣＬＡ等の新たな利用技術を
開拓する。 
 平成２７年度は、前年度ま

でに完成させた３次元Ｘ線イ
メージング技術の応用展開を
開始する。試料を固定させ深さ

方向の情報を得るマルチスラ
イス法において深さ分解能を
１０ナノメートル程度まで向

 ② 先導的利用技術開発研究の推

進等 
(ア)先端光源開発研究 
○SPring-8の次期モデルとして、

従来の 100倍以上の輝度を実現
する蓄積リングによる次世代 X
線光源の概念設計書（CDR）に基

づき、詳細設計を進めた。 
○SPring-8/SACLAは、様々な省エ
ネルギー素材開発に貢献してき

たが、センター長等が主導して施
設自体の省エネルギー化を推進
することになった。省エネ化機器

更新を引き続き実施し、対 24年
度比 20%以上の省エネを達成し
た。 

○SACLAでは、ピコ秒分解能 X線ポ
ンプ・プローブ計測手法を完成さ
せ、ピコ秒分解能の動的構造解析

の基盤を形成した後、応用展開と
して XFELビーム診断システムを
構築し、数フェムト秒の時間分解

能を活かしたポンプ・プローブ実
験が可能となることが示され、フ
ェムト秒分解能への高度化が着

手されている。 
○ポンプ・プローブ計測手法と光
合成無損傷タンパク質構造解析

を組み合わせ、光合成過程の研究
が進められており、世界最高の
1.95オングストローム（Å）分解

能での構造解析が可能となった。 
 
 

 
○SACLAでは、X線二色レーザー発
振技術と二段集光光学システム

を用いて、強度を高めたレーザー
を銅箔に照射することで、従来達
成された原子準位レーザーの波

長を一気に 1/10程度まで短くし
て、1.5オングストローム（Å）
という固体中の原子間隔（格子定

数）以下の波長で発振させ、世界
で最も波長の短い原子準位レー
ザーを発生させることに成功し

た。X線を含む短波長領域で原子
準位レーザーを実現することは､
最も原子核に近い電子を効率的

 

 
 
○蓄積リングの次世代 X線

光源の概念設計完成後、
順調に詳細設計を進めて
おり、評価する。 

 
○センター長等の主導の
下、SPring-8/SACLA の省

エネ化を継続して進め、
一層の省エネ（約 20%）を
達成したことを高く評価

する。 
 
 

○SACLAを利用したフェム
ト秒分解能への高度化が
順調に進展しており、高

く評価する。 
 
 

 
 
 

 
○SACLAで世界初めての X
線自由電子レーザーによ

る無損傷タンパク構造解
析法が開発されたが、そ
の応用展開が進められ、

人工光合成触媒開発に有
用な知見を与えるものと
期待でき、非常に高く評

価する。 
○世界に先駆けて、硬 X線
領域において、FELと原子

準位レーザー両方の利用
を実現したことは、将来、
可飽和吸収体や光導波路

効果等を併用して、集積
化されたデバイスから所
望する X線を取り出せる

ようになることが期待で
き、非常に高く評価する。 
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放射光利用研究の高度化のため、

ＳＰｒｉｎｇ－８やＳＡＣＬＡ等の
新たな利用技術を開拓する。 

具体的には、世界最高水準の光源

を用いて、偏光による磁性状態の解
析や、ナノ結晶での構造解析等の技
術開発を進め、ナノレベルでのビー

ム安定性を、現状の１時間程度から
半日程度まで向上させるとともに、
３次元Ｘ線イメージングにおける次

元ごとの解像度を、１０ナノメート
ル以下とする技術を共用ビームライ
ンに展開する。 

 
（ウ）利用システム開発研究 

世界の高エネルギーフォトンサイ

エンスの中核として、理化学研究所
内外の幅広い研究者による利用研究
を促進するために、利用技術を総合

して高度な利用システムを開発・構
築し、汎用化し、ビームライン等の
先端性を維持向上する。 

具体的には、高安定化ナノレベル解
析技術や高解像度３次元イメージン
グ技術など、利用技術開拓研究によ

って生み出す新しい利用技術をシス
テムとして組上げ、汎用化するとと
もに、生物学、物質科学、高分子化

学等広範な分野での先導的な利用を
進め、成果の輩出に貢献することに
より、当該利用技術の有用性を示す。 

上させる。 

 
（ウ）利用システム開発研究 
世界の高エネルギーフォト

ンサイエンスの中核として、理
化学研究所内外の幅広い研究
者による利用研究を促進する

ために、利用技術を総合して高
度な利用システムを開発・構築
し、汎用化し、ビームライン等

の先端性を維持向上する 
平成２７年度は、ＳＡＣＬＡ

とスーパーコンピュータ「京」

との連携を図るための情報イ
ンフラの活用に向け、ＳＡＣＬ
Ａでの実験で大量に産生され

るデータについて、「京」と互
換性のある計算機による解析
を行うとともに、運用から得ら

れた課題を踏まえシステムの
高度化やソフトウェアの最適
化を引き続き行う。 

に取り除く必要があり、応用困難

であったが極めて強い励起が可
能となり実現した。硬 X線におい
ても、FELと原子準位レーザー両

方の利用が可能になったことに
よる相乗効果により、今後、X線
領域での非線形光学研究等、広範

な応用を拓いていくことが期待
される。 

(ア) 利用技術開拓研究 

○三次元 X線イメージング技術の
応用展開を開始している。SACLA
では、放射線照射の影響のない正

確な銅含有亜硝酸還元酵素の三
次元分子構造を世界で初めて決
定、SPring-8の技術も融合する

ことで、生命現象を支える多くの
酵素反応に共通する重要な生命
化学反応プロセスであるプロト

ン共役電子移動の新しい知見を
得るに至った。 

○試料を固定させ深さ方向の情報

を得るマルチスライス法の分解
能を 10ナノメートル程度まで向
上させることに向け、研究環境整

備を実施した。 
(イ) 利用システム開発研究 
○SACLAとスーパーコンピュータ

「京」との連携を図る情報インフ
ラの活用に向け、SACLAでの実験
で大量に算出されるデータにつ

いて、所外ネットワークの高速化
に着手した。また、ミニ京の利用
公募を行い、複数の大学・研究機

関ユーザーにより SACLAの実験
データの解析に利用された。 

【マネジメント・人材育成】 

○センター長は、世界最高レベル 
の放射光及び X線レーザーを供給
する SPring-8/SACLAという大型研

究基盤を総合的にマネジメントし
ている。広くユーザーに提供する
だけでなく、先端的利用方法開発

に取り組み、より幅広い学術分野
や産業界及びその連合体等に活用
されることでその成果を広く社会

に還元している。兵庫県立大学の
「博士課程教育リーディングプロ
グラム」に引き続き協力し、大学

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○三次元 X線イメージング 
技術が順調に進展してお
り、高く評価する。 

 
 
 

 
 
 

 
 
○マルチスライス法を利 

用した研究環境の整備が
順調に進展している。 

 

 
 
○SACLAと「京」の連携利

用に向けた所外ネットワ
ークの高速化が進み、高
く評価する。 

 
 
 

 
 
 

○SPring-8/SACLA の先端 
的利用方法開発に取り組
みその成果を広く社会に

提供することによって、
我が国の放射光学術利用
や産業利用の先端的基盤

を支え、更に産官学連携
の質的転換を進めている
ことを高く評価する。ま

た、新しい光源に対する
人材育成プログラムを新
たに準備し、産学の両面



74 

 

院生の受け入れ、講座の提供を行

った。また、SACLA産学連携プログ
ラム、SACLA大学院生研究支援プロ
グラムによって、産学の若手人材

育成に貢献している。 

で人材育成を進めている

ことを高く評価する。 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(3) バイオリソース事業 

関連する政策・施策 政策目標 9：科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-1：ライフサイエンス分野の研究開発

の重点的推進及び倫理的課題等への取組 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条第一項 

科学技術に関する試験及び研究を行

うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：80 

和文：27 

欧文：82 

和文：14 

欧文：90 

和文：8 
― ― 

連携数 

― 

共同研究等：69 

協定等：7 

共同研究等：82 

協定等：8 

共同研究

等：84 

協定等：9 

― ― 

特許件 
数 ― 

出願：3 

登録：2 

出願：4 

登録：2 

出願：1 

登録：3 
― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

件数：49 

予算額：

275,097 

件数：53 

予算額：

281,827 

件数：56 

予算額：

266,710 

― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

1,922,877 1,928,348 1,648,257 
― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 113 105 107 ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目

標 

中長期計画 年度計画 主な評価

軸（評価

の視点）、

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 バイオリソ
ースは、科学
技術イノベー

ションの推進
に必要不可欠
な研究基盤で

あり、これを
整備し活用す
ることは、我

が国が直面し
ている課題の
達成に大きく

貢献するもの
である。 
このため、

我が国のバイ
オリソースの
中核的研究基

盤拠点とし
て、信頼性、
継続性及び先

導性の確保に
努め、社会ニ
ーズ、研究ニ

ーズに応えな
がら、国の事
業と連携を図

りつつ疾患特
異的ｉＰＳ細
胞リソースの

整備を行うな
ど、世界最高
水準のバイオ

リソースを戦
略的かつ効率
的に整備・提

供する。加え
て、これらに
関する基盤技

バイオリソースは、科学技術イノベ
ーションの推進に必要不可欠な研究基
盤であり、これを整備することは、健

康、環境、食料、エネルギー等の我が
国が直面している課題の解決に大きく
貢献するものである。 

バイオリソース事業では、中核的な
研究基盤拠点として、「信頼性」、「継続
性」、「先導性」を事業の基本方針と位

置付け、多様な利用者ニーズに応える
ため、質の充実の観点も踏まえて世界
最高水準のバイオリソースを整備し、

広く内外の研究者に提供する。また、
バイオリソースの整備・提供に必要な
基盤的技術開発、高付加価値化に向け

た研究開発を行う。 
また、バイオリソースのバックアッ

プを更に進め、災害時等においても安

定した保存体制を構築する。 
さらに、国内外の有識者・専門家で

構成される委員会を設置し、バイオリ

ソースの開発者であると同時に利用者
でもある研究コミュニティとの密接な
連携を図る。 

 
①バイオリソース整備事業 
ライフサイエンスの研究開発におい

て重要なバイオリソースであるマウス
等の実験動物、シロイヌナズナ等の実
験植物、ヒト及び動物由来の細胞材料、

ＤＮＡ等の遺伝子材料、細菌等の微生
物材料並びにそれらの関連情報につい
て、利用者からの要望等を踏まえ、以

下の目標を達成する。 

①バイオリソース整備事業 
ライフサイエンスの研究開発に
おいて重要なバイオリソースで

ある実験動物、実験植物、細胞
材料、遺伝子材料、微生物材料
並びにそれらの関連情報につい

て、収集・保存・提供を継続的
に実施する。 
事業の実施に当たっては、量的

観点のみならず、社会ニーズ・
研究者ニーズの高いバイオリソ
ース及び情報を優先して整備す

るとともに、国際的な品質マネ
ジメント規格やガイドラインに
準拠して、品質管理を行う。 

また、中核的な研究基盤拠点と
して、大学等関係機関と協力し
て、バイオリソースの整備・提

供に係わる人材の育成・確保、
技術移転のための技術研修や普
及活動を行う。さらに、バイオ

リソース分野での国際的優位性
確保と国際協力の観点から、バ
イオリソースの整備に係わる国

際的取組に主導的に参画する。
特にアジア地域においては、関
連機関と情報交換、人材交流、

技術研修等を実施することによ
り中心的な役割を果たす。 
平成２７年度は以下の事業を行

う。 
 
（ア）収集・保存・提供事業 

実験動物：ライフサイエンス研
究分野の発展に不可欠な疾患モ
デルと生体の高次機能解析モデ

ルを中心とした、突然変異系統、
遺伝子操作系統等。 
実験植物：学術研究において広

（評価軸） 
・イノベーシ
ョンの実現

に向けて組
織的に研究
開発に取り

組み、社会的
にインパク
トのある優

れた研究開
発成果を創
出し、その成

果を社会へ
還元できた
か 

・最先端の研
究開発に必
要な研究基

盤を整備し、
共用へ向け
た利用環境

の整備やニ
ーズを踏ま
えた施設や

技術の高度
化を図り、ま
たそれらを

用いて、自ら
科学技術の
飛躍的進歩

及び経済社
会の発展に
貢献する成

果を創出で
きたか 
 

（評価指標） 
・中核的な研
究基盤拠点

① バイオリソース整備事業 
(ア) 収集・保存・提供事業 

○バイオリソース事業における平成 27年度のバイオ

リソースの収集・保存件数は目標を超え、特に提供
総数は、海外 49ヶ国を含む、2,179機関、15,372件
に達し、目標値の 120%を達成した。内訳は、国内大

学等 43.0%、国内研究機関 12.2%、理研 11.7%、国内
営利機関 8.0%、海外大学等 23.2%、海外営利機関 1.9%
であった。BRCのリソースを用いて平成 27年度に発

表された論文数は 1,498報、公開された特許数は 134
件にのぼり、提供したリソースの約 10％が論文に、
約 1%が特許に貢献した。平成 27年度は、BRCの 5つ

のリソースの利用者と利用者の成果論文数は、とも
に文部科学省・AMEDのナショナルバイオリソースプ
ロジェクト（NBRP 全 29リソース）の約 60％を占め、

特許公開数は、NBRP 全 29リソースで公開された特
許の 95%以上を占めている。また、海外機関の提供
は 25％に達している。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

評定 A 評定 A 

○理研 BRCは、取り
扱っている 5種類
のバイオリソース

の最高水準の国際
的保存・提供拠点
（マウス【保有数

世界第 2位】、植物
【世界 3大拠点】、
細胞【保有数世界

最大】、遺伝子【世
界 3大拠点】、微生
物【新種登録株数

世界第 2位】）とし
て研究コミュニテ
ィに認知されてお

り、我が国が誇る
べき研究基盤であ
る。その高い定評

は例えばNatureの
論文発表に用いた
バイオリソースの

寄託先として、欧
米のリソース機関
に並び理研 BRCを

明記していること
にも表れている。
再現性を最重要視

したバイオリソー
スの品質管理と透
明性・公開性を確

保した情報発信を
行い、左記の実績
を挙げたことは、

高く評価できる。 
○バイオリソース
の収集、保存、提

供業務について
は、年度計画に掲

○順調に年度計画を遂行してい 
ることに加え、当初の想定を超
える、科学的に特に顕著な成果

が創出されていると認められ
る。 

 

○取り扱っている 5 種類のバイ
オリソースの全てが世界的に
も最高水準の保存・提供拠点と

なっており、海外機関の利用率
が 25％であることからも国際
的な認知が進んでいる。また、

提供総数も目標値の 120％を達
成している。 
 

○提供したリソースの約 10％が
論文発表に、約 1％が特許公開
に貢献されているなど、科学技

術イノベーションに大きく貢
献していることが認められる。 

 

○また、運用面に関しても平成
25 年度までの提供リソースの
リコール発生率 0.52%を 3 年間

で 1/10 にする目標を達成し、
平成 27 年度には 0.01％まで削
減する成果もみられる。 

 
(今後の発展に向けたコメント) 
○疾患特異的 iPS細胞の品質管 

理の対応を進めるとともに、研
究基盤として我が国の研究を
支えている取組や成果につい

て、なお一層対外的にアピール
すべきである。 

 

（評定） 
○本事業におけるバイオリソー
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術の開発及び

利用価値の向
上を図り、利
用者による活

用を促進す
る。 
また、一度

失うと復元不
可能なバイオ
リソースのバ

ックアップを
進め、災害時
等においても

安定した保存
体制を構築す
る。 

さらに、世
界有数の研究
基盤拠点とし

て、アジア地
域におけるリ
ソースセンタ

ーの中心的な
役割を担い、
国内外の大学

等の研究機関
や企業等との
有機的な連携

により、研究
開発成果や基
盤技術の普及

及び人材育成
を行う。 

 

事業の実施に当たっては、疾患特異
的ｉＰＳ細胞等、社会ニーズ・研究者
ニーズの高いバイオリソース及び情報

を優先して整備を行うとともに、国際
的な品質マネジメント規格やガイドラ
インに準拠して、品質管理を行う。 

また、大学等関係機関と協力して、
バイオリソース事業に関わる人材の養
成・確保、技術移転のための技術研修

や普及活動を行う。 
さらに、バイオリソース分野での国

際的優位性の確保と国際協力の観点か

ら、国際マウス表現型解析コンソーシ
アム等、バイオリソースの整備に関わ
る国際的取組に参画し、特にアジア地

域においては、アジア研究リソースセ
ンターネットワーク等において、関連
機関と情報交換、人材交流、技術研修

等を実施することにより中心的な役割
を果たす。 

 

 保存数 提供総件

数 

実験動物 7,000系統  14,000件  

実験植物 660,000系

統  

10,000件  

細胞材料 8,000系統  20,000件  

 うち疾
患特異的
iPS 細胞 

625系統  300件  

遺伝子材
料 

3,728,000
系統  

5,000件  

微生物材
料 

23,000系
統  

14,000件  

く用いられているシロイヌナズ

ナ由来のリソースに加え、特に
農業・環境分野での貢献が期待
されるミナトカモジグサ等のモ

デル植物及び健康分野での貢献
が期待される薬用植物の培養細
胞等。 

細胞材料：ヒト・動物由来の培
養細胞株、遺伝子解析研究用ヒ
ト細胞及び発生・再生研究用の

ヒト・動物ＥＳ及びｉＰＳ細胞
株、疾患・創薬研究のためのヒ
ト疾患特異的ｉＰＳ細胞等。 

遺伝子材料：学術研究及び健康、
環境、エネルギーに関連した研
究の基礎的材料として重要なヒ

ト、動物及び微生物由来のゲノ
ム及びｃＤＮＡクローン、遺伝
子改変用ベクター等。 

微生物材料：学術研究及び環境、
エネルギー、バイオマス利活用、
農業、食品、健康に関連した研

究に重要な微生物材料。 
バイオリソース関連情報：上記
リソースの特性情報のデータベ

ースの利便性向上及びウェブサ
イトやメールニュースでの情報
発信。 

上記に加えて、集積されたバイ
オリソースを災害から守り安全
に保管するため、播磨事業所に

設置したバックアップ施設に逐
次移管する。 
これらの取組により、以下の保

存数、提供総件数の目標を目指
す。 
 

 

 
保存数 

提供総件
数 

実験動物 7,600 系
統 

8,400件 

実験植物 655,996
系統 

6,000件 

細胞材料 7,600 系
統 

12,000
件 

 
うち疾患

特異的 iPS
375 系統 50件 

として、質の

充実の観点
も踏まえて
世界最高水

準のバイオ
リソースを
整備し、広く

内外の研究
者に提供で
きたか 

・バイオリソ
ースの整
備・提供に必

要な基盤的
技術開発、高
付加価値化

に向けた研
究開発の成
否 

・比類のない
独自のユニ
ークな成果

や当初計画
で予期し得
なかった特

筆すべき業
績 
・各事業にお

いて、センタ
ー長等のリ
ーダーシッ

プが発揮で
きる環境・体
制が整備さ

れ、適正、効
果的かつ効
率的なマネ

ジメントが
行われてい
るか 

・若手研究者
等への適切
な指導体制

が構築され、
人材育成の
取組みが推

進されてい
るか 

 

 

 
 
 

 
○今期のこれまでの実績は、保存数/提供総件数の目

標を全てのリソースで上回った。 

 

＊疾患特異的 iPS細胞 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○理研脳科学総合研究センターから寄託された新規

アルツハイマーモデルマウス RBRC06344及び
RBRC06343の H27年度の提供件数は、それぞれ 122
件、47件であった。 

 
 
○疾患特異的 iPS細胞の保有数が 158疾患、患者数：

446人、細胞株数：1,568株に達した。 
○大阪大学で開発された、肉眼やスマートフォンでも
観察が可能な、従来の約 20倍明るく光る高光度発光

タンパク質、ナノランタンを収集した。 
 

H25 – H27 保存数 提供総件数 

 目標 実績 目標 実績 

実験動物 
7,600系統 7,818系統 

8,400件 8,516件 

実験植物 655,996系
統 

833,285系
統 

6,000件 6,558件 

細胞材料 
7,600系統 10,855系統 

12,000
件 

16,088
件 

 ＊ 375系統 1,568系統 
50件 68件 

遺伝子材
料 

3,727,800
系統 

3,808,264
系統 

3,000件 5,015件 

微生物材

料 
23,000 系統 25,176系統 

8,400件 11,960

件 

げた目標数を達

成しており、特に
提供総数は、目標
値の 120%を達成

しており、高く評
価できる。 

○提供したリソー

スの約 10％が論文
発表に、約 1%が特
許公開に貢献して

いることは、BRC
が科学技術イノベ
ーションの発展に

大きく貢献してい
ることを示してい
る。また、提供の

25％が海外である
ことは、我が国の
科学外交上におい

ても誇るべき大き
な国際貢献であ
り、理研ブランド

の国際浸透にも寄
与している。また、
利用者数、利用者

の発表論文数、公
開特許数の実績
は、BRCが NBRP中

核機関として大き
な役割を果たして
いることを示して

いる。これらのこ
とは、非常に高く
評価できる。 

 
 
○新規アルツハイ

マーモデルマウス
は、平成 27年度、
実験動物開発室で

最もリクエストが
多かったリソース
である。BRCは研究

コミュニティのニ
ーズに応えたとい
うことを示してお

り、高く評価でき
る。 
○疾患研究・創薬研

スの保存、提供を通じ、我が国

のライフサイエンスの生物基
盤・材料を整備し、研究基盤を
整備するという重要な役割を

担っていると評価できる。 
 
(評定) 

○以上を踏まえ、適正、効果的 
かつ効率的な業務運営の下で
「研究開発成果の最大化」に向

けて顕著な成果の創出や将来
的な成果の創出の期待等が認
められることから、評定を Aと

する。 
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細胞 

遺伝子材料 3,727,80
0系統 

3,000件 

微生物材料 23,000
系統 

8,400件 

 
（イ）バイオリソースの質的向

上、品質管理 
実験動物：遺伝子発現の時空間
制御を可能とするマウス及びゲ

ノム編集により作出されたマウ
スの品質管理技術の開発等。 
実験植物：品質管理技術の開発、

特にゲノム編集で作出されたリ
ソースの信頼性・安全性確保に
関する解析技術及び植物細胞の

分化・脱分化制御技術の整備、
並びにそれらの技術のミナトカ
モジグサへの適用の検討等。 

細胞材料：細胞同定・品質管理
技術、特にＥＳ細胞やｉＰＳ細
胞等の幹細胞の標準化技術、ゲ

ノム編集により作出された細胞
株のゲノム・遺伝子解析方法の
開発等。 

遺伝子材料：ゲノム編集技術を
高度化するためのベクターの開
発、品質管理技術の開発等。 

微生物材料：ゲノム情報に基づ
く正確な系統品質管理技術、難
培養微生物のリソース化技術の

開発等。 
バイオリソース関連情報：疾患
特異的ｉＰＳ細胞の特性情報や

品質情報について、統一的な用
語法に基づく検索が可能なウェ
ブカタログシステムの構築等。 

また、バイオリソースへの信頼
性を高めるため、厳格な品質管
理を実施する。特に細胞材料並

び微生物材料については、ＩＳ
Ｏ９００１：２００８国際品質
マネジメント認証に従い品質を

管理し、その他リソースへも認
証規格に準じた品質管理方針の
水平展開を進める。 

   

（モニタリ

ング指標） 
・ライフサイ
エンスの研

究開発にお
いて重要な
バイオリソ

ースについ
て、利用者か
らの要望等

を踏まえ、以
下の目標を
達成 （保存

数/提供総件
数） 
[実験動物] 

7,000 系統
/14,000 件 
[実験植物]     

660,000 系
統/10,000 
件 

[細胞材料] 
8,000 系統
/20,000 件 

[うち疾患特
異的 iPS 細
胞] 

625 系統
/300 件 
[遺伝子材

料] 
3,728,000 
系統/5,000 

件 
[微生物材
料] 

23,000 系統
/14,000 件 

 

 
 
○昨年度の指摘事項であった、「ゲノム編集技術等を

用いた遺伝子改変動物や細胞リソースなど、新たな
リソースの増加への対応」というコメントに対して、
BRC自らゲノム編集マウスを作製し検討した。その

結果、目的遺伝子以外へ変異が入るオフターゲット
は予想されていたほど起こらないこと、作製した初
代マウスは複数の異なる変異が 1個体に存在するモ

ザイク個体が多いこと等が明らかになった。これら
の結果に基づき、ゲノム編集初代マウスは再現性に
問題があり、BRCは受入れず、導入変異の塩基配列

が確定した 2世代以降の個体を受入れるという方針
を策定した。また、ゲノム編集マウスの遺伝品質管
理のためのチェックリストを策定し、寄託者から遺

伝検査に必要な正確な情報を収集することとした。
平成 27年度にはゲノム編集マウスの寄託が始まり、
方針に沿って 30系統（全収集数の約 10%）を収集し

た。 
 
 

○平成 19年度より播磨事業所内にバックアップ施設
を設置している。現在、動物、細胞、微生物につい
ては移管可能な全てのリソースについてバックアッ

プが完了しており、平成 25年度に開始した植物リソ
ースのバックアップも順調に進んだ。 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

究の発展に貢献す

ると期待されてい
る疾患特異的 iPS
細胞を多く収集し

たことは高く評価
できる。 
○大阪大学で開発

されたナノランタ
ンは非常に有用な
発光タンパク質で

あり、ライセンス
料等を必要とせず
アカデミック機関

では自由に利用す
ることができ、高
く評価できる。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○研究コミュニテ

ィで拡大すること
が確実なゲノム編
集マウスの適確な

利用を促進してい
くためには、真正
なゲノム編集マウ

スを収集し、提供
していくことが重
要である。BRCはこ

のために、ゲノム
編集マウスの受入
方針を定め、ゲノ

ム編集マウスの遺
伝品質管理のため
のチェックリスト

を策定し、実施し
た。また、定めた
方針とノウハウを

他のバイオリソー
スの利用者を含め
研究コミュニティ
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（ウ）人材育成・研修事業 

センター内において既存の技術
者認定資格の取得を奨励すると
もに、理化学研究所センター内

外の研究者・技術者を対象とし
た研修事業により、バイオリソ
ースを効果的に利用するための

高度な技術を普及・移転する。 
 
（エ）国際協力・国際競争 

国際的優位性を確保するため、
バイオリソースの整備に係わる
国際的取組に参画する。特にア

ジア研究リソースセンターネッ
トワークやアジア突然変異マウ
ス及びリソース連盟で中心的役

割を果たし、アジアの欧米に対
する相対的地位向上に貢献する
ともに、南京大学等との連携に

より、アジアにおける人材育成
を図る。また、国際マウス表現
型解析コンソーシアムの参画機

関として、各遺伝子ノックアウ
トマウスにおける表現型を網羅
的に解析し、その解析結果を公

開する。 
 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
(イ) バイオリソースの質的向上、品質管理 

○BRCは国際的な品質マネジメント規格
ISO9001:2008に沿って品質管理を厳格に行い、不具 
合を排除したバイオリソースを提供することによっ

て、第三者による研究の再現性を向上させ、研究の
効率化を高め、国民のライフサイエンスに対する信
頼を得ることに大きく貢献できると考え、実施して

きた。 
(1)品質管理とそれに関する情報発信の方針をホーム

ページに明示し、不具合を有するバイオリソースを

提供した場合は、個別の利用者へ伝えるのみなら
ず、ホームページを介して発信している。 

(2) 利用者の啓発のために、受入れ後本格的に利用す

る前にバイオリソースの品質、特性についての確
認、また、不具合や疑義があった場合の速やかな情
報提供を依頼した。寄託者に対しては、バイオリソ

ースの関連論文、出処、特性、操作遺伝子の検査方
法等の正確な情報の提供を依頼した。 

 

 
○寄託されたリソースについては、動物材料では 50%
の微生物汚染、24%の遺伝子情報に関する不備、植物

材料で 5%の不具合、細胞材料で 8%の細胞取り違え、
微生物汚染、遺伝子材料で 11%の誤り、微生物材料
で 9%の誤りを検出した。各開発室では、これらを排

除して、真正なバイオリソースを提供した。 
 
 

○真正なリソースを提供することに努めてきたが、平 
成 13年度から平成 25年度までのリコール発生率は
0.52%であった。平成 26年度にリソース発生率を 3

年間で 1/10にすることを目指すこととした。寄託者
からの正確な情報を収集し、新たな検査方法の導入、
提供前の検査等、厳格な品質管理を実施し、平成 27

年度に提供したリソースのリコール発生率を 0.01%
までに削減した。また、品質検査方針、実施項目、
不具合の情報等をホームページで公開している。 

に浸透させること

により、再現性を
確保したゲノム編
集生物の利用に大

きく貢献すること
ができ、非常に高
く評価できる。 

○我が国の貴重な 
資産であるバイオ
リソースの安全な

保管に大きく貢献
することであり、高
く評価できる。 

○世界で研究に用
いられているバイ
オリソースの約

10％に汚染や取り
違え等が存在して
おり、わが国も例

外ではない。BRC
は寄託者、利用者
の啓発を行い、品

質管理を厳格に行
い、不具合を排除
した再現性が確保

された真正なバイ
オリソースを提供
することにより、

研究の質を高め、
研究資金の効率化
に大きく貢献して

いることを示して
おり、高く評価で
きる。 

 
 
○平成 25年度まで 

のリコール発生率
0.52％を、3年間
で 1/10以下にす

る目標を達成し、
世界最高水準のリ
ソースを国内外に

提供した。このこ
とは、研究開発の
質の向上、効率化、

また科学に対する
国民の信頼の確保
に大きく貢献する
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（ウ）人材育成・研修事業 
○バイオリソース等の研究基盤整備に携わる研究者、
技術者の育成は、我が国において政策的に重要であ

ると認識されているが、大学等では十分に実施され
ていない。BRCは単独並びに国内外の大学、学会、
産業界と連携して、BRCの職員、国内外の学生を対

象に研修事業を実施した。BRCは筑波大学とつくば
ライフサイエンス推進協議会と連携し、筑波大学協
働大学院ライフイノベーション学位プログラムを創

設した。平成 27年度より、BRCの 5名の PIが教授
として、学生に対して必須科目のバイオリソース科
学概論の講義を開始した。国際的にも、アジアで初

めて、平成 24年度から中国南京大学と共同で大学院
生レベルを対象に国際サマーコースを開催してい
る。さらに、バイオリソースセンターが中心となり

国立大学法人動物実験施設協議会と共同で平成 27
年度高度技術研修を、日本組織培養学会と共同で細
胞培養基盤技術コースを開催した。 

 
 
○若手研究者の主催による第 2回 BRC若手交流・勉強

会を 9月に開催した。平成 27年度はバイオリソース
事業に携わる若手研究者から、事業を継続し発展さ
せるために克服すべき課題や、所内連携を加速させ

るための環境整備について報告・提案が行われた。 
 
 

○内部の研究者・技術者に対して、OJTを行うととも
に、業務に関連した資格取得を積極的に奨励した。
平成 27年度は 18回の教育訓練を行い、延べ 109名

が参加した。 
 
 

○海外諸国におけるバイオリソースの整備および人
材育成を支援・協力する目的で、世界各国から研修
生・研究生を積極的に受け入れている。平成 27年は

11ヶ国 19名を教育した。 
 
 

（エ）国際協力・国際競争 
○平成 23年 9月に発足した International Mouse 
Phenotyping Consortium (IMPC)の運営委員会メンバ

ーとして活動をしている。平成 27年度は、
CRISPR/Cas9を用いたゲノム編集法により BRCが担
当する 27遺伝子の遺伝子破壊マウスを作製し、表現

型解析を行い公開、提供している。また、IMPCの網
羅型表現形のデータを、データ解析や他の公共デー
タベースとの情報統合に適した形式（RDF）に変換し、

ものである。さら

に、透明性と公開
性を重要視したマ
ネジメントの推進

は、我が国並びに
世界のリソースセ
ンター機関をリー

ドする取組みであ
り、非常に高く評
価できる。加えて、

事業運営にあたっ
ては、20種類以上
の法令・指針等を

遵守する必要があ
り、理研本部と連
携して、組織とし

ての管理体制整備
の強化、職員の教
育等を実施し、徹

底している。 
○BRCはバイオリソ 
ースに携わる人材

育成のための研修
事業を、単独のみ
ならず、国内外の

関係機関と連携し
て実施している。
左記の様々な活動

に加えて、国内外
から研修生を短期
間から長期間（数

日間から 2年間）
に亘って受け入
れ、教育している。

人材の育成と確保
に大きく貢献する
ものであり、BRC

の取組は非常に高
く評価できる。 

○若手研究者が自 

発的に BRC事業継
続のための課題を
提案・議論する交

流会を行っている
こと、各 PIがそれ
を支援したことは

高く評価できる。 
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理研のウェブサイトから世界への発信を開始した。

さらに、11月に、 「IMPC国際シンポジウム in横浜」
を開催し、8カ国から 51名が参加し、活発な意見交
換が行われた。 

 
 
○Asian Network of Research Resource Centers 

(ANRRC)の第 7回会議が韓国 Incheonで開催され、BRC
からは 9名が参加し口頭発表、ポスター発表を行っ
た。ANRRCの中核機関である、KNRRC (韓国) 、IMCAS 

(中国) と理研 BRCで ANRRCの維持・発展のために
MOUを締結した。 
 

 

 
 
 

○世界 13ヶ国、11 
研究機関、5研究
助成機関ととも

に、IMPCに参加し、
国際連携によりKO
マウス作製の重複

を排して、モデル
マウスの基盤を効
率的、効果的に構

築することに貢献
した。BRCが参加
することにより、

我が国の国際貢献
を顕示するととも
に日本国内の研究

者も IMPCの成果
を利用できるとい
う大きなメリット

が生じる。我が国
の科学外交上極め
て重要であり、高

く評価できる。 
 
 

 
○バイオリソース 
の整備を通してア

ジア地域の科学、
技術、イノベーシ
ョンの振興に大き

く貢献しており、
高く評価できる。 
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②バイオリソース関連研究開発の推進 

（ア）基盤技術開発事業 
凍結保存技術が確立されていないリ

ソースを安定的に凍結保存し、かつ確

実に生体へ復元できる技術の開発等を
行うことで、バイオリソースの保存・
輸送の効率化や安全性確保に資するこ

とにより、バイオリソースの増加への
対応も可能となるとともに、高品質な
バイオリソースを持続的に利用可能に

する。 
 

（イ）バイオリソース関連研究開発プ

ログラム 
遺伝子機能解析に不可欠な遺伝子発

現の時空間制御を可能とする組織特異

的Ｃｒｅマウス等を整備するととも
に、各種特性解析技術、解析プラット
フォーム、データベース等を整備し研

究コミュニティに対して広く提供す
る。 

②バイオリソース関連研究開発
の推進 

（ア）基盤技術開発事業 
バイオリソースの維持・保存の
効率化や高度化に有効な方法を

開発する。 
平成２７年度は、マウス近縁種
の胚を効率的に凍結保存するた

めの技術開発を行う。 
 
（イ）バイオリソース関連研究

開発プログラム 
最先端の研究ニーズに応えるた
め、各種特性解析技術、解析プ

ラットフォーム、データベース
の開発・整備を行うとともに、
新規バイオリソースを開発す

る。また、開発・整備した技術
や解析プラットフォーム、デー
タベース等については、研究コ

ミュニティに対して広く提供す
る。 

平成２７年度は、特性解析技

術、解析プラットフォームの開
発として、多能性幹細胞の不均
一性の原因解明及び均質化のた

めの微量エピゲノム解析、細胞
培養技術の開発を行う。また、
マウス表現型に影響する遺伝要

因や周産期周辺を中心とした環
境要因の解析を進めるととも
に、新規変異マウス開発のため、

最先端のゲノム解読システムを
活用し、突然変異系統群にさら
なる一塩基レベルの点突然変異

情報を付加し、公開する。さら
に、前年度に構築したマウス及
び細胞のデータベースについ

て、特性情報を介した横断検索
を可能にするため、リソースご
とに散在している特性情報の集

約管理を試行する。新規バイオ
リソースの開発としては、疾患
原因遺伝子及び発症機構に関す

る情報を備えた有用な疾患モデ
ルマウスや抗がん剤探索に必須
の各種ヒトがん移植マウスモデ

ルを開発する。 

② バイオリソース関連研究開発の推進 

（ア）基盤技術開発事業 
○受精卵を自然交配後に回収し、新たに胚移植レシピ
エントに交雑系統を用いることにより、これまで不

可能であった、マウス近縁種である M. spretus お
よび M.spicilegusの胚の凍結保存を可能にした。 
 

 
(イ)バイオリソース関連研究開発プログラム 
○ヒト多能性幹細胞と類似した性質を持つマウスエ

ピブラスト幹細胞をモデルとして用い、その作製効
率を飛躍的に高め、均質な状態で維持を可能とする
培養技術を開発した。この技術をヒト iPS細胞に適

用し、ヒト iPS細胞の高品質化等に有効であること
を示した。 
○世界で汎用されている C57B6/Jマウスを用い、次世

代シーケンサーを使用して主要 17臓器の遺伝子発
現プロファイルを構築した。 
 

 
 
 

 
 
 

○マウス表現型に影響する周産期周辺を中心とした
解析を実施し、胎児期に母体の低タンパク食に暴露
されたマウスに軽微な行動異常が認められ、その脳

の DNAメチル化解析及び遺伝子発現解析を実施し、
関与する遺伝子の候補を明らかにした。 
○（財）がん研究会がん研究所との共同研究により、

新たな肺がんモデルマウスを開発し，発症機構、薬
剤作用機序に関する有用な知見を得た。また、理研
CSRSとの共同研究により、従来の 5倍以上の代謝産

物の同定追跡が可能であり、網羅的な代謝表現型解
析に適用可能である NMRを用いたメタボローム解析
の新手法の開発を行った。 

○マウス及び細胞のデータベースについて、これまで
特性情報がリソース毎に個別で管理され、別途の検
索が必要であった。このようなデータを、国際標準

技術（RDF）及びオントロジーを用いて統一したデー
タ形式と語彙で整理統合した上で、1つのデータベ
ースへの集約管理を行った。これにより、これら 2

種類の異なるリソースの特性情報に対して、横断的
な検索が実現した。 

 

○バイオリソース 
の維持・保存の効
率化や高度化に有

効な方法の開発で
あり、事業の効率
化に貢献した。高

く評価できる。 
 
○開発・整備した 

技術や解析プラッ
トフォーム、デー
タベース等の成果

をリソース整備事
業に還元するとと
もに、研究コミュ

ニティに対して広
く公開・提供した
ことは、リソース

の付加価値・利用
価値の向上、また、
最先端の研究ニー

ズに応えるものと
して、高く評価で
きる。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○リソースの特性
情報とゲノム情
報、疾患情報、画

像情報等と関連づ
けることにより、
疾患研究に役立つ

リソースを、その
特性情報に基づい
て客観的に推測可

能となる。また、
データ形式の標準
化により、リソー
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ス利用者の用いる

他のデータベース
との直接的な連携
が可能になった。

バイオリソース情
報の流通に革新を
もたらすととも

に、ライフサイエ
ンス全体での情報
の利活用にとって

極めて重要な成果
であり、高く評価
できる。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(4) ライフサイエンス技術基盤研究 

関連する政策・施策 政策目標 9：科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-1：ライフサイエンス分野の研究開発

の重点的推進及び倫理的課題等への取組 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条第一項 

科学技術に関する試験及び研究を行

うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：36 

和文：40 

欧文：111 

和文：25 

欧文：159 

和文：16 
― ― 

連携数 

― 

共同研究等：

314 

協定等：34 

共同研究等：

341 

協定等：42 

共同研究

等：340 

協定等：

41 

― ― 

特許件 
数 ― 

出願：47 

登録：7 

出願：19 

登録：25 

出願：17 

登録：26 
― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

件数：113 

予算額：

1,646,613 

件数：114 

予算額：

1,250,701 

件数：129 

予算額：

1,389,62

9 

― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

3,471,386 2,644,762 2,172,130 
― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 239 318 294 ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 様々な生体分
子が織り成す生
命現象は、大量か

つ多様な要素か
ら構成されるダ
イナミックなネ

ットワークシス
テムであり、その
根底にあるシス

テム動作原理等
を解明すること
は、生命を理解す

るための科学技
術に飛躍的な進
歩をもたらすと

同時に、豊かな社
会の実現に向け
て、医療・産業等

の分野において
大きく貢献する
ものである。 

これらを踏ま
え、本事業では我
が国の強みであ

る、構造・合成生
物学研究、機能性
ゲノム解析研究

及び生命機能動
的イメージング
研究の技術基盤、

すなわち、原子レ
ベル、細胞レベル
及び個体レベル

における計測技
術を先鋭化する
とともに、これら

の知識・技術を融
合させ、次世代の
ライフサイエン

ス研究及び創
薬・医療の推進に
資する新しい技

ライフイノベーション推進のた
め、構造・合成生物学研究、機能性
ゲノム解析研究及び生命機能動的イ

メージング研究の卓越した技術基盤
を先鋭化させ、それらを新規に組み
合わせて医薬品・医療機器の効率的

評価を推進し、我が国オリジナルの
医薬品・医療機器の創出及び個別化
医療等の実現に寄与する。また、次

世代のライフサイエンス研究推進の
ため、生命を営む分子の機能を、原
子、細胞、器官・個体レベルで計測・

解析する新技術を創出する。さらに、
創薬・医療技術基盤として関係府省
が連携してアカデミア等の創薬研究

を支援する取組や国内外の大学や企
業等との有機的な連携により、研究
成果の効果的な社会への還元に向け

た体制を構築し、年間３００件程度
の共同研究と１００件程度の解析支
援を目標とする。 

 
①構造・合成生物学研究 

効果的・効率的な創薬プロセスの

確立のため、ア）創薬標的分子を調
製するとともに、構造情報を取得す
る技術、イ）構造情報を用いたコン

ピュータ上での医薬品候補化合物の
設計・スクリーニング技術、ウ）バ
イオ医薬品候補を生成する技術の構

築と高度化を進める。 
具体的には、平成２７年度までに、

生体分子の動的機能状態を再現する

ための新規試料調製法等を開発す
る。これを活用することで、膜タン
パク質や修飾ヒストン等の創薬に重

要な試料の調製効率を２倍程度に向
上させる。ＳＰｒｉｎｇ－８／ＳＡ
ＣＬＡによるマイクロ／ナノ結晶構

造解析や高温超伝導を用いた超１Ｇ
ＨｚＮＭＲの開発等による超高感度
解析等従来の限界を超えた超分子構

①構造・合成生物学研究 
効果的・効率的な創薬プロセス
の確立のため、ア）創薬標的分

子を調製するとともに、構造情
報を取得する技術、イ）構造情
報を用いたコンピュータ上で

の医薬品候補化合物の設計・ス
クリーニング技術、ウ）バイオ
医薬品候補を生成する技術の

構築と高度化を進める。 
平成２７年度は、がん等の疾患
に関わるタンパク質リン酸化

状態の再現、超活性化ヌクレオ
ソーム、膜タンパク質等の試料
調製効率を２倍以上改善し、創

薬標的分子として重要な生体
分子の動的機能状態を再現す
る新たな試料調製技術を確立

する。また、従来の限界を超え
た超分子構造解析を目指し、次
世代高温超伝導線材を用いた

小型で実用性の高い超１ＧＨ
ｚ ＮＭＲの実用化に向けた技
術開発を進めるとともに、固体

ＮＭＲ測定技術の高度化を開
始する。さらに、ＳＰｒｉｎｇ
－８／ＳＡＣＬＡの放射光や

低温電子顕微鏡等を用いて、遷
移状態の分子構造の解析に向
けた技術開発に着手する。 

整備された化合物ライブラ
リーの活用に加えて、フラグメ
ントライブラリー中のフラグ

メントヒットに基づく効率的
な医薬品候補化合物の設計方
法を確立し、設計効率を従来の

２倍以上にする。生体内分子ネ
ットワークを標的とした医薬
品候補化合物の合成技術を高

度化するため、バイオ医薬品の
探索対象に抗体医薬品を新た
に加える技術を開発する。ま

（評価軸） 
・イノベーショ
ンの実現に向

けて組織的に
研究開発に取
り組み、社会的

にインパクト
のある優れた
研究開発成果

を創出し、その
成果を社会へ
還元できたか 

・最先端の研究
開発に必要な
研究基盤を整

備し、共用へ向
けた利用環境
の整備やニー

ズを踏まえた
施設や技術の
高度化を図り、

またそれらを
用いて、自ら科
学技術の飛躍

的進歩及び経
済社会の発展
に貢献する成

果を創出でき
たか 
 

（評価指標） 
・構造・合成生
物学研究、機能

性ゲノム解析
研究及び生命
機能動的イメ

ージング研究
の技術基盤を
先鋭化させ、医

薬品・医療機器
の効率的評価
を推進し、我が

① 構造・合成生物学研究 
○翻訳開始因子 eIF2Bの動的機能
状態を再現する試料調製技術を

確立し、500 kDa（キロダルトン：
質量を表す単位）を超す巨大複合
体 eIF2Bの結晶構造解析に成功

し、当部門の強みである非天然ア
ミノ酸の部位特異的導入技術等
を併せて用いて、eIF2との想定外

の結合様式および相互作用機構
を明らかにした。 
○試料調製が困難な膜タンパク質

であるヒト Claudinファミリー分
子について、分子内架橋形成を促
進させる無細胞合成条件や脂質

添加条件の最適化を行い、従来比
2倍以上の高純度精製を達成し
た。 

 
○翻訳後修飾を含む残基をタンパ
ク質に精密に導入する新たな試

料調製技術によってリジンを残
基特異的にアセチル化した超活
性ヌクレオソームのミリグラム

規模での精製を達成し、ヒストン
テイルを精密にアセチル化した
「エピヌクレオソーム」の結晶構

造を解明した。 
○構造情報取得技術の構築と高度
化として、1.02ギガヘルツ NMRの

開発成果を世界展開し大きなイ
ンパクトを与えた。また、1.3ギ
ガヘルツ級 NMR磁石と同じ構成の

磁石を製作し、1.2ギガヘルツに
対応する定常磁場発生に成功し
て、超伝導コイルの磁場の世界記

録を更新し、1.3 ギガヘルツ NMR
実現に大きく近づいた。測定技術
では、アゾベンゼン標識したタン

パク質に光刺激を与えて、フォー
ルドと非フォールド構造の二つ
の相関を得る技術を開発した。ま

評定 A 評定 A 

○真核生物の巨大翻訳開

始因子複合体 eIF2Bの構
造解析に世界で初めて成
功した（Nature 531, 7592

号発表）。eIF2Bはストレ
ス下における翻訳抑制で
中心的役割を担う重要な

複合体であるにもかかわ
らず、同定後四半世紀の
間、全体構造が不明であ

った。今回の構造解析に
よって、遺伝学や生化学
的解析で残されていた疑

問の多くが解決し、eIF2B
の翻訳制御における役割
を鮮明にしたことは、非

常に高く評価する。 
○クロマチン繊維が自己
解離する分子制御機構を

原子レベル分解能で初め
て明らかにしたことは高
く評価する。 

 
 
 

○Journal of Magnetic 
Resonance 誌7月号など 4
件の論文発表とともに、

European Magnetic 
Resonance 2015（プラハ）
にて招待講演（NMR施設

長）、米国 NIHにおけるワ
ークショップ、ultrahigh 
field NMR and MRI: 

Science at cross road に
て基調講演（NMR施設長）
等を行うとともに、文部

科学大臣表彰科学技術
賞、市村産業賞、超伝導

○研究面については、順調に年

度計画を遂行していることに
加え、当初の想定を超える、
科学的に特に顕著な成果が創

出されていると認められる。 
 
○特に真核生物の巨大翻訳開

始因子複合体の構造解析に世
界で初めて成功したこと、細
胞の正常とがん化を ncRNA発

現の変化で捕らえることに成
功したことは高く評価でき
る。 

 
○また、共同研究の件数が 340
件と中期計画における目標の

300件を上回ったという成果
も評価できる。 
 

 
（今後の発展に向けたコメン
ト） 

○基礎研究として大きな成果
を創出しているので、今後は、
臨床で使える基盤技術の開発

も期待したい。 
 
（評定） 

○以上を踏まえ、適正、効果的
かつ効率的な業務運営の下で
「研究開発成果の最大化」に向

けて顕著な成果の創出や将来
的な成果の創出の期待等が認
められることから、評定を Aと

する。 
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術基盤を構築し、

関係府省が連携
してアカデミア
等の創薬研究を

支援する取組に
おいて、これを活
用する。 

具体的には、遺
伝子発現ネット
ワーク解析技術

を活用した創薬
標的分子の検証、
解析が困難な創

薬標的分子に対
する高度な解析
技術及び生体内

薬物動態・薬物間
相互作用解析と
それに基づいた

創薬化学の技術
等を開発・高度化
し、それらを活用

して創薬シーズ
を有する大学等
の研究機関や企

業等の創薬研究
を支援する。 

また、精度と定

量性を高めた新
しい遺伝子発現
ネットワーク解

析基盤や、計算化
学と立体構造解
析技術等を応用

した新しい薬剤
設計技術の基盤
を整備し、高度化

を進めるととも
に研究支援に供
する。 

これらの取組
を通し、本事業全
体として、年間３

００件程度の共
同研究と１００
件程度の解析支

援の実施を目標
とし、我が国のラ
イフサイエンス

造解析を可能とする技術基盤を確立

し、遺伝子・タンパク質・ＲＮＡの
ネットワークにおける現時点では解
析困難な試料の立体構造解析を実現

する。また、平成２７年度までにタ
ンパク質間相互作用ターゲットなど
の医薬品開発が難しいターゲットに

対する新しい薬剤設計技術（ＦＢＤ
Ｄ等）の基盤を構築する。これを活
用することで、非天然アミノ酸や人

工塩基対を用いたバイオ医薬品合成
技術の開発を行う。 

た、分子ネットワーク制御技術

の高度化を目指し、標的タンパ
ク質に特異的に結合する中分
子等を作製するための技術の

開発を開始する。 

国オリジナル

の医薬品・医療
機器の創出及
び個別化医療

等の実現に寄
与できたか 
・次世代のライ

フサイエンス
研究推進のた
め、生命を営む

分子の機能を、
原子、細胞、器
官・個体レベル

で計測・解析す
る新技術を創
出できたか 

・比類のない独
自のユニーク
な成果や当初

計画で予期し
得なかった特
筆すべき業績 

・各事業におい
て、センター長
等のリーダー

シップが発揮
できる環境・体
制が整備され、

適正、効果的か
つ効率的なマ
ネジメントが

行われている
か 
・若手研究者等

への適切な指
導体制が構築
され、人材育成

の取組みが推
進されている
か 

 
（モニタリン
グ指標） 

・年間３００件
程度の共同研
究と１００件

程度の解析支
援を達成 
 

た、脂質二重膜中の膜タンパク質

を固体 NMRで測定し、原子共鳴周
波数を量子化学計算と比較する
ことで、結晶と膜中環境の差異を

評価できた。 
 
 

 
 
 

 
 
○クライオ電子顕微鏡による構造

解析基盤とその運用体制の構築
を行った。巨大複合体であるリボ
ソームとその機能複合体の解析

において、現有装置機種で世界最
高と思われる分解能 3.9 Å（１オ
ングストローム＝0.1nm）を達成

した。細胞骨格系タンパク質につ
いても、結晶構造解析では取り扱
えない巨大複合体構造を 5 Å 台で

明らかにした。 
○構造情報を用いた計算での医薬
品候補化合物の設計・スクリーニ

ング技術の構築と高度化では、フ
ラグメントライブラリーを用い
て 3種類のターゲットに対してス

クリーニングし、各々につき有望
なフラグメントヒットを得た。ヒ
ット化合物を高精度でドッキン

グし、ドッキングモデルをもとに
従来比 2倍以上の効率で設計を行
うプロトコールを開発した。1種

類のターゲットのフラグメント
ヒットから IC50: 30 nM程度の阻害
剤を得た。（IC50は阻害作用有効

度の指標。） 
○また、人工的にデザインしたタ
ンパク質を用いてバイオミネラ

イゼーションを行い、カドミウム
イオン 7個と塩素イオン 12個か
らなる世界最小無機結晶の生産

に成功した。 
 
 

 
 

○生体内分子ネットワークを標的

科学賞を受賞した。さら

に、日経産業、毎日、日
刊工業新聞等に掲載され
た世界最高レベルの成果

である。また、アゾベン
ゼン標識と光刺激による
フォールドと非フォール

ド構造の二つの相関を得
る技術開発は、NMRによる
フォールド研究に関する

世界的な第一歩であり、
非常に高く評価する。 
○ニーズが飛躍的に高ま

っているクライオ電子顕
微鏡技術について、現有
装置の最高能を引き出せ

るレベルの基盤の構築を
完了したこと、および、
短期間のうちに、基盤を

利用した様々な成果が論
文発表済、投稿中、準備
中となるという高い生産

を持つ運用に至ったこと
は高く評価にできる。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○現在生産困難である
様々なナノクリスタルの
製法へ応用展開すること

が期待できるという点で 
Nature Chemistry 2015 に
本成果のレビューが掲載

される、産経ニュースに
取り上げられるなどの注
目を集めており、高く評

価する。  
○遺伝コードの改変によ
って、組換えタンパク質
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研究と創薬・医療

に資する研究開
発を牽引する。 

とした医薬品候補合成技術の高

度化のため、非天然アミノ酸技術
を用いたタンパク質の部位特異
的標識法の開発を行った。遺伝コ

ードが改変された新規大腸菌株
を開発し、これを宿主に非天然ア
ミノ酸導入効率の 5倍以上の向上

を実現した。非天然アミノ酸導入
低分子抗体（VHH抗体、Fab）とい
った、標的物質に特異的に結合す

る中分子等の作製技術を開発し
た。 

生産に優れた新規大腸菌

（B-95.⊿Ａ株）の開発に
成功し、この株は非天然
アミノ酸導入の宿主とし

て世界標準になってお
り、高く評価する。 

②機能性ゲノム解析研究 

創薬・医療に資する基幹技術の確
立のため、ア）細胞集団を１細胞単
位で計測するとともに、遺伝子発現

ネットワークを解析、ゲノム情報を
理解する技術、イ）細胞の機能を変
換、幹細胞の安全な分化につなげる

技術、ウ）標的核酸を検出する技術
の構築と高度化を進める。 

具体的には、平成２７年度までに、

単一細胞のトランスクリプトームに
関わるゲノム機能を調べる技術、ネ
ットワークの異常を捉える遺伝子発

現ネットワーク解析技術等、ゲノム
情報を理解するための新技術を開発
する。これを活用することで、がん

やｉＰＳ細胞等の個体及び個別細胞
レベルでの発現制御の多様性を解析
するとともに、非翻訳ＲＮＡ等を含

む１０種類程度の細胞の遺伝子発現
ネットワーク解析を行う。また、発
現制御やエピゲノム制御に関わる重

要因子を選択して、細胞を変換する
手法の開発と、ｉＰＳ細胞等の幹細
胞の安全かつ完全な分化につなげて

いくための評価技術を構築する。簡
便かつ迅速な核酸検出法と判定機器
を開発し、検出技術の高度化を実現

する。さらに、機能性ゲノムを解析
する技術の先鋭化、世界標準化を行
うことで遺伝子発現ネットワーク解

析技術を活用した創薬標的分子の検
証基盤を構築する。 

②機能性ゲノム解析研究 

創薬・医療に資する基幹技術の
確立のため、ア）細胞集団を１
細胞単位で計測するとともに、

遺伝子発現ネットワークを解
析、ゲノム情報を理解する技
術、イ）細胞の機能を変換、幹

細胞の安全な分化につなげる
技術、ウ）標的核酸を検出する
技術の構築と高度化を進める。 

 平成２７年度は、多様かつ複
雑なゲノム情報の理解のため、
単一細胞のトランスクリプト

ーム解析技術の開発を進める
とともに、非翻訳ＲＮＡの機能
解析のためハイスループット

化に向けた技術を開発する。独
自の遺伝子発現解析技術であ
るＣＡＧＥ法を用いて、ヒトや

マウスの遺伝子転写を制御す
るＤＮＡ領域の動的な働きを
網羅的に解析し、がん細胞等の

マーカー遺伝子同定に着手す
る。また、任意の細胞への直接
変換を目指し、前年度に同定し

た特定ゲノム領域のエピゲノ
ム変化について、そのメカニズ
ムを解析する。さらに、臨床研

究により得られた知見を基に、
等温核酸増幅法によるインフ
ルエンザウイルス高感度検出

プラットフォームの実用化に
向けた改善を行うとともに、他
の感染症等への水平展開を図

る。より高度なゲノム解析技術
を提供するため、微量サンプル
に対応するシーケンス技術の

② 機能性ゲノム解析研究 

○単一細胞のトランスクリプトー
ム解析技術については、マイクロ
流体回路により捕捉された細胞

から遺伝子転写開始部位を単一
細胞単位で計測するための方法
（C1-CAGE法）を開発し公開した。

また、多色蛍光検出システム及び
単一細胞 RNA-seq法を組み合わせ
て、異なる性質の細胞におけるト

ランスクリプトームを単一細胞
レベルで解析することに成功し
た。さらに多様な解析データを単

一細胞毎に表示するための統合
プラットフォームを開発した。非
翻訳 RNAの機能解析のためハイス

ループット化に向けた技術開発
については、目的外の RNAを除去
するための擬似ランダムプライ

マー法を開発し公開した。 
○肝臓がん患者 50名から採取した
組織について、がん化領域とその

周辺部の RNA発現を CAGE法によ
って解析し、がん細胞で特異的に
発現する非翻訳 RNAを多数見出し

た。その 20%近くはレトロウイル
スに由来する LTR（長鎖末端反復）
配列をプロモーターとして発現

しており、肝臓がんでは本来抑制
されているレトロウイルスの一
部が活性化していることや LTRの

発現が高い患者グループではが
ん再発リスクが高まっているこ
とを明らかにし、がんの悪性度に

関する分子マーカーとなる可能
性を示した。並行して、200種類
以上の様々な臓器・組織のがんに

 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。特に
C1-CAGE法の開発は、非翻

訳 RNAや遺伝子転写を遠
隔制御するエンハンサー
の機能を単一細胞レベル

で解析することを可能に
するための比類のない独
自技術として非常に高く

評価できる。また単一細
胞解析データ表示のプラ
ットフォームは、プロテ

オームやエピゲノムなど
の多様なデータを格納す
る汎用性があり、単一細

胞解析を行う多様な研究
分野での応用が可能であ
る点が高く評価できる。 

 
○がんのトランスクリプ
トーム解析はこれまでも

多数行われているが、比
較的発現量の低い非翻訳
RNAは再現性良く検出す

ることが難しく、詳しい
解析が行われてこなかっ
た。本研究では CAGE法の

検出力を生かし非翻訳
RNAに焦点を当てた解析
を行ったことで新規 RNA

バイオマーカー群の発見
に至った。特に、肝臓が
んにおけるレトロウイル

スの活性化と再発率との
相関は、これまで全く報
告されていない予想外の
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先鋭化を進める。加えて、分子

ネットワーク制御技術基盤の
構築に向け、制御標的となる細
胞のトランスクリプトーム及

び分子ネットワークデータの
解析技術の開発を進める。 
 

由来する細胞株を CAGE法で横断

的に解析し、エンハンサーRNAな
どを含む様々ながんで共通に発
現が上昇する RNA群を明らかにし

た（特許出願済み）。マーカーの
検出のためには多くの正常組織
と比較し、がんに特異的であるこ

とを確認することが重要である
ため、ゲノムネットワーク解析支
援施設（GeNAS）によって蓄積し

たデータリソースが必須であっ
た。 
 

○また、細胞間相互作用の実態で
あるリガンド-受容体について、
FANTOM コンソーシアムで得られ

た網羅的な遺伝子発現データを
用いて、どの組織・細胞から分泌
されたリガンドが、どの組織・細

胞と相互作用するかについて、
1,800種類以上のリガンド-受容
体ペアのリストを取得した。遺伝

子進化推定データベース等を組
み合わせた解析により、ほとんど
のペアで受容体、リガンドの順で

進化していることを明らかにし
た。さらに、ヒトにおけるリガン
ド-受容体ネットワークの関係を

検索し可視化するツールを構築
し、公開した。 
○任意の細胞への直接変換を目指

し、前年度に同定した特定ゲノム
領域のエピゲノム変化について、
細胞分化のメチル化データを詳

細解析した結果、特定の転写因子
がゲノムの領域特異的に DNAメチ
レーション状態を変化させる証

拠をつかんだ。特に、血球系細胞
分化に必須である転写因子 RUNX1
がゲノム上の結合配列特異的に

その周辺の DNAメチル化状態を脱
メチル化することを発見し、
RUNX1の脱メチル化能を 293T細胞

を用いて証明した。 
○インフルエンザウイルス高感度
検出プラットフォームの実用化

に向けた改善に関しては、高感度
検出を維持しつつ 15分間という
短時間での判定を可能にすると

発見であり、再発メカニ

ズムの解明へ貢献する特
筆すべき成果として評価
できる。CAGE法によって

検出された肝臓がんにお
ける LTRやがん横断的に
発現上昇するエンハンサ

ーRNAは他の方法で検出
することは難しく、独自
性が高い。今後の機能解

明によって分子マーカー
となりうる候補であり、
非常に高く評価できる。 

○また、ヒトにおける細胞
系列をつなぐ細胞間相互
作用の全体像を可視化し

たことは、多細胞生物の
根源的な理解に向けた研
究基盤となるだけでな

く、がんや自己免疫疾患、
代謝性疾患等、様々な疾
患のリガンド-受容体で

の情報伝達異常解明に向
けた医療応用への貢献が
期待されるため、当初計

画で予期し得なかった特
筆すべき業績として、非
常に高く評価できる。 

 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。特に、
遺伝子発現に重要な役割
を果たす DNAのメチル化

状態が、特定の転写因子
によって特定のゲノム領
域で制御されていること

の発見は、従来の記述的
なエピゲノム解析研究を
メカニズム研究へと発展

させる端緒であり、非常
に重要な発見として高く
評価する。 

 
○順調に計画を遂行して
いると評価する。特に、

インフルエンザ検出技術
としては、実用化の目処
が立ったことから非常に
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ともに、迅速検出のために検体前

処理工程を可能とした全自動化
チップ開発への基本技術を構築
した。また、水平展開として、性

感染症（淋菌・クラミジア）検出
系の構築に向けた準備研究を行
った。 

○微量サンプルに対するシーケン
ス技術の先鋭化に関しては、微量
の全 RNAからリボソーマル RNAを

効率的に除去する方法を確立し
た。 
○細胞内の分子ネットワークを制

御するための生体内分子を検出
するために、トランスフォーミン
グ増殖因子（TGF-beta）による刺

激による応答を解析するための
細胞種を選択し、CAGE法によるト
ランスクリプトーム解析を行っ

た。CAGE解析データに基づき転写
制御ネットワークを構築し、細胞
内分子ネットワークを制御する

重要因子の候補を抽出した。 
 

高く評価できる。また、

要望の多い微量試料から
の非翻訳 RNAを含むトラ
ンスクリプトーム解析に

ついて、次年度の支援メ
ニューとして提供できる
目処が立ったことから、

高く評価できる。 
 
 

 
 

○順調に計画を遂行して

いる。重要因子の候補を見
出したことは、他の 2部門
との連携による分子ネッ

トワーク制御技術の開発
に貢献する成果であり高
く評価できる。 

③生命機能動的イメージング研究 

創薬・医療に資する基幹技術の確
立のため、ア）疾患状態における生
体分子の動態解析技術、イ）生体分

子・細胞の機能変化を時系列で解析
する技術、ウ）複数分子同時イメー
ジング等の次世代のイメージング技

術の構築と高度化を進める。 
具体的には、平成２７年度までに、

生命機能や病態に関わる標的分子を

生体内で定量的に動態解析を行うた
めの探索子や創薬候補分子を設計・
標識することで新規分子プローブを

８種類程度開発する。これを活用す
ることで、生活習慣病等の疾患発症
部位での病態バイオマーカーの動態

解析技術へと先鋭化し、新規分子プ
ローブを用いた臨床研究を５種類程
度実施する。また、動物及びヒトに

おける正常と病態における細胞機能
の差異や関連分子等を時間・空間的
に解析する技術基盤を構築する。さ

らに、生命機能評価の新規アプロー
チ創出を目指して、平成２７年度ま
でに、ＰＥＴ、ＭＲＩ等を用いた融

③生命機能動的イメージング

研究 
創薬・医療に資する基幹技術

の確立のため、ア）疾患状態に

おける生体分子の動態解析技
術、イ）生体分子・細胞の機能
変化を時系列で解析する技術、

ウ）複数分子同時イメージング
等の次世代のイメージング技
術の構築と高度化を進める。 

 平成２７年度は、がん免疫
療法の主体となる細胞、疲労や
多くの疾患を誘因するタンパ

ク質酸化や脳内炎症等を標的
とする新規分子プローブを５
種類程度開発する。また、脳腫

瘍と炎症を差別化するための
臨床研究、慢性疲労症候群や線
維筋痛症における脳内炎症病

態を解析する臨床研究を実施
する。さらに、遺伝子改変マウ
ス、マーモセット等の疾患モデ

ル動物を用いて、神経変性疾患
や精神疾患における関連バイ
オマーカーと神経ネットワー

③ 生命機能動的イメージング研

究 
○がん免疫療法の主体となる細
胞、疲労や多くの疾患を誘引する

タンパク質酸化や脳内炎症等を
標的とする新規分子プローブの
開発については、計画通り 5種類

（免疫チェックポイント機構検
出[64Cu-DOTA]ニボルマブ、
[89Zr]oxine標識人工アジュバン

ト細胞、生体酸化タンパク質検出
[11C]ARP-01、炎症 COX検出
(S)-[18F]KTP-Me、[11C]cerecoxib）

開発した。 
(1)11C-標識化技術において、[11C]
ヨウ化メチルと芳香族ハロゲン

化物との高速クロスカップリン
グ反応の開発における鍵となる
反応条件を見出した（特許出願

済）。 
(2)分子プローブ創製の迅速化を
目指し、従来法では困難であった

安定な化学結合である炭素−フッ
素結合の切断を経るホウ素化反
応を実現し、分子プローブ化した

 

 
○(1)の反応は、従来の有
機スズおよび有機ホウ素

化合物を用いた高速
C-[11C]メチル化反応を刷
新するものであり、世界

に誇る標識化学の業績で
あり、高く評価する。 
(2)左記の脱フッ素ホウ素

化法は、斬新で抜本的な
方法論の確立に向けた
先駆けとなる比類のな

い成果である。通常 10
工程以上の多大な労力
を必要とするスタチン

誘導体の 18F-標識 PETプ
ローブ化をわずか 2工
程で達成するなど、その

実効性を明らかにした。
さらに本手法は、18F-標
識化学に関する最新の

総説（Chemical 
Reviews, 116 (2), 
719-66 (2016)）に紹介
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合画像解析法の開発や複数分子同時

イメージング技術の高度化を図る。
これを活用することで、医薬品候補
化合物の生体内動態や個別化医療等

新規医療技術の効果検証基盤を構築
する。 

ク機能との関連性をＰＥＴや

ＭＲＩで時系列解析する。前年
度までに開発したマルチモー
ダル分子プローブを用いて、疾

患動物モデルの融合画像解析
を行い、正常状態と疾患状態に
おける細胞・生体機能の時空間

的な差異を明らかにする。ＰＥ
Ｔ装置を改良し作製した新し
い２分子同時イメージングシ

ステムの試作機のさらなる高
度化を行う。医薬品候補化合物
の生体内動態解析や薬物輸送

タンパク質の機能解析に必要
な新規分子プローブを３種類
開発する。加えて、分子ネット

ワーク制御基盤の構築に向け、
前年度に開発したドラッグデ
リバリーシステムの高度化を

図るとともに、生体内で優れた
薬物動態をもつ化合物の設
計・生産を可能とする技術開発

を進める。 
 
①～③の研究を進める上で

得られた知見を融合し、がん関
連遺伝子の異常な発現活性化
に関与する「超活性クロマチ

ン」を特異的に検出・制御する
ための研究を実施する。 
平成２７年度は、前年度に開

発した超活性クロマチンの特
異的検出技術の利用と最適化
を通じ、がん細胞や炎症特異的

に超活性クロマチン構造を持
つ遺伝子制御領域を探索する
ことにより、疾患制御やその検

出のためのマーカー候補遺伝
子を同定する。また、超活性ク
ロマチンを制御する化合物群

に基づいたＰＥＴ分子イメー
ジングプローブの候補化合物
群の合成及び機能評価を行い、

超活性クロマチン構造を持つ
がん細胞等を検出・制御できる
候補化合物の絞り込みを進め

る。 
 
国内外の大学や企業等との

い芳香族フッ素化合物そのもの

を前駆体に直接変換できる技術
の開発に成功した。（J. Am. Chem. 
Soc., 137 (45), 14313–18 

(2015)、特許出願済） この方法
を用いて、薬物動態を解析できる
新規分子プローブを 3種類開発

できた。 
(3)分子が凝集すると発光する有
機蛍光色素として独自に開発し

てきた ABPXの誘導体から、固体
で近赤外と青色の蛍光を示す
「cis-ABPX01」の開発に成功し

た。さらに、この固体に力を加え
ることでこれら２つの波長を可
逆的に波長変換できることを見

出した。 （J. Am. Chem. Soc., 137 
(20), pp 6436–6439, 2015） 

(4)免疫チェックポイント機構の

ブレーキを外す役割を持つ抗
PD-1抗体による治療が進められ
ている。今回、本邦の医薬品企業

と共同で、この抗 PD-1抗体を用
いたイメージング法を担がん動
物で確立し、国立がん研究センタ

ー中央病院での臨床研究を進め
る準備ができた。 

 

○脳腫瘍と炎症を差別化するため
の臨床研究、慢性疲労症候群/線
維筋痛症における脳内炎症病態

を解析する臨床研究については、
(1)糖代謝をイメージングする従
来の FDG-PETに対し、アミノ酸代

謝を指標とする新しい PETプロー
ブ AA-7を開発し、動物モデルに
おいて炎症と組織とがん組織の

識別に成功した。さらに臨床試験
において、 FDG-PETでは診断の困
難であった脳腫瘍イメージング

に成功した。実際に動物モデル
で、がん組織に放射線治療を行
い、治療早期から[18F]AA-7によ

り、がん組織の AA-7取り込み低
下を見ることに成功した。 
(2)前年度までに疲労感誘発の脳

内メカニズムとして脳内神経炎
症（ミクログリアの活性化とイン
ターロイキン 1β の産生）が深く

されるなど、当該分野に

おいて非常に高く評価
する。 

(3)左記の成果は ACSの

「Noteworthy Chemistry」
(2015/6/1付)でも言及さ
れるなど、当該分野にお

いて顕著な成果であると
認められ、高く評価する。 

 

 
(4)抗 PD-1抗体を用いたが
ん治療は大いに注目され

ており、その施行にかか
る条件として、実際に
PD-1発現免疫細胞が腫瘍

を取り巻いているという
PETイメージングでの確
認が本高価治療の歩留ま

りを上げる鍵である。こ
のため、本治療法の成否
にとって必須の技術とな

り、健康寿命の延伸に大
いに貢献する。 

 

 
 
 

○(1)現在がんの早期診断
に用いられている
FDG-PETは、正常組織や炎

症組織とがん組織を区別
できないため診断精度と
早期の治療効果評価に限

界があるが、AA-7により
がんの進行度や治療応答
性を正確に評価すること

が可能となり、がんの発
見や治療早期の効果判定
などに大きく貢献するも

のであり、高く評価する。 
 
 

 
 
(2)炎症を誘発する主要な

分子であるインターロイ
キン 1βの産生を感度よ
く全身でイメージングで
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有機的な連携により、研究成果

の効果的な社会への還元に向
けた体制を構築し、年間３００
件程度の共同研究と１００件

程度の解析支援を行う。 
 
 

関わることを動物モデルで報告

したことを受け、今年度インター
ロイキン 1β による炎症を世界
最高感度で、経時的かつ全身でイ

メージングできる遺伝子改変マ
ウスを作出することに成功した
（掲載論文 Sci. Rep. 5: 17205, 

2015）。また、疲労負荷した動物
モデルを対象に網羅的代謝解析
（メタボローム解析）を実施し、

世界に先駆けて慢性疲労の血液
バイオマーカーとなりうる代謝
物を同定するに至った（掲載論文

PLoS One 10: e0120106, 2015）。 
 
 

 
 
 

 
○疾患モデルの融合画像解析によ
る正常状態と疾患状態における

細胞、生体機能の時空間的な差異
の観察について、かつてない高精
度 3Dライブイメージングを実現

する“格子光シート顕微鏡”を
用いて得られた細胞の分裂過程
のデータを数理解析する手法を

開発（J Biomed Opt. 
20(10):101206, 2015）して、重
要な癌抑制因子が作用する細胞

内構造の特定に成功し、一連の生
化学、細胞生物学実験と合わせる
ことで、従来の定説を覆して、長

年未解明だった重要課題を解決
した。 
 

 
 
 

 
 
 

 
【マネジメント、人材育成】 
○27年度は、センター長のリーダ

ーシップのもと、構造合成生物研
究、機能性ゲノム解析研究、生命
機能動的イメージング研究を融

きる手法はこれまでなか

ったため、世界最高感度
で、経時的かつ全身でイ
メージングできる遺伝子

改変マウスの開発に成功
したことは高く評価され
る。また、慢性疲労症候

群を血液検査で診断でき
るバイオマーカーの同定
により、一般のクリニッ

クでも慢性疲労症候群の
診断に資する血液検査が
可能となることが期待さ

れ、検体の取り扱い方法
（特許申請済み）と検査
体制が整備されつつあ

り、研究成果の社会還元
という観点から重要な成
果と評価であり、高く評

価する。 
○格子光シート顕微鏡は、
細胞内部の全域を超解像

レベルの分解能で 1秒以内
に 3Dスキャン（x y z分解
能：320, 320, 370 nm以上、

毎秒 100フレーム以上）で
きる新技術として 2014年
10月「Science」にハワー

ド・ヒューズ医学研究所が
発表しており、その論文中
で清末ユニットリーダー

が提供した細胞試料を用
い、細胞分裂における染色
体分配の様子を詳細に解

析した結果が紹介されて
いる。この成果により、清
末ユニットリーダーは

AAASより 2015 Newcomb 
Cleveland Prize を受賞し
ている。さらにこの手法を

用いて生物学の重要課題
の解明につなげたことは、
特筆すべき成果と評価で

きる。 
 

○融合研究の推進に向け

た方向性として、学際領域
にいる若手研究者を積極
的に登用するとともに、セ
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合させるべく、前年度に立ちあが

った「センター長戦略プログラ
ム・分子ネットワーク制御研究プ
ロジェクト」について、傘下の 3

ユニットの PIを公募し、30～40
歳代の有望な若手研究者を採用
した。また、日本電子株式会社

（JEOL）と共同で設置した「理研
CLST-JEOL連携センター」におい
ても、NMR開発分野において非常

に優れた成果を持つ 30歳代前半
の人材を PIとして採用した。分
野融合研究や産業連携の重要性

がますます高まる中において、重
要なポジションに若手を配する
ことにより適切な人材育成が推

進されることが期待される。な
お、若手 PIには、メンターとし
て経験豊富な同分野、異分野の PI

を配置し、研究面、マネジメント
面などの経験の未熟をサポート
する体制も同時に構築している。 

○論文不正防止や研究倫理向上に
向けた全所的な取組みに加え、セ
ンター独自に構築した「投稿論文

管理システム」を 27年 5月より
本格運用を開始した。これにより
論文投稿プロセスがセンター内

で統一化され、論文不正防止や研
究倫理向上に寄与している。 
○モニタリング指標 

27年度は 340件の共同研究を行っ
た。内訳は、大学、研究機関等 280
件（うち国外 90件）と民間企業 60

件（うち国外 2件）である。解析
支援の実績は NMR58件、ゲノム解
析支援 42件の計 100件であった。 

ンター内での支援体制も

十分に行われていること
は評価できる。また、論文
不正防止に向けた新しい

システムの導入はセンタ
ー長によるトップダウン
により実施されており、ト

ップマネジメントが十分
に行き渡っている好例と
して高く評価できる。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○中期計画における数値

目標を大きく上回った。
国外との共同研究も増加
していることから、国内

外においての当センター
の技術基盤の高さや浸透
度を示しており、国際的

な技術基盤拠点として高
く評価できる。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(5) 計算科学技術研究 

関連する政策・施策 政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

施策目標 8-2：科学技術振興のための基盤の強化 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条第三項 

研究所の施設及び設備を科学技術に

関する試験、研究及び開発を行う者の

共用に供すること。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年

度 

H29 年度 

論文数 
― 

欧文：63 

和文：34 

欧文：78 

和文：36 

欧文：100 

和文：34 
― ― 

連携数 

― 

共同研究等：29 

協定等：16 

共同研究等：32 

協定等：14 

共同研究等：

49 

協定等：15 

― ― 

特許件 
数 ― 

出願：0 

登録：0 

出願：0 

登録：0 

出願：2 

登録：0 
― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

件数：39 

予算額：

828,837 

件数：49 

予算額：

969,994 

件数：53 

予算額：

917,426 

― ― 

 

①  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年

度 

予算額（千円） 81,490 77,416 62,984 ― ― 

特定先端大型研

究施設運営費等

補助金（千円） 

10,587,077 11,566,943 13,342,774  ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千円） ― ― ― ― ― 

経常利益（千円） ― ― ― ― ― 

行政サービス実

施コスト（千円） 
― ― ― ― ― 

従事人員数 101 113 115 ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 スーパーコン
ピュータによる
シミュレーショ

ンは、実験、理論
と並ぶ重要な研
究手法であり、科

学技術の発展は
もとより、産業界
における様々な

製品の設計・開発
にも大きく寄与
するものである。

我が国が将来に
わたって科学技
術、産業における

国際競争力を維
持・向上していく
ためには、国民の

理解を得つつ、計
算科学技術の継
続的な発展を図

っていくことが
極めて重要であ
る。 

このため、革新
的ハイパフォー
マンス・コンピュ

ーティング・イン
フラ（ＨＰＣＩ）
の中核である超

高速電子計算機
（スーパーコン
ピュータ「京」）

を含む特定高速
電子計算機施設
を適切に運転・維

持管理し、保守等
に要する期間を
除き、必要十分な

計算資源を研究
者等への共用に
供する。 

スーパーコンピュータ「京」を効
果的に運用し、施設運用の効率化や
利用者の利便性の向上などのための

特定高速電子計算機施設の高度化研
究を実施するとともに、我が国とし
ての計算機科学及び計算科学の先導

的研究開発を推進し、計算科学技術
の継続的な発展を図る。 

 

①特定高速電子計算機施設の整備・
共用の推進  

革新的ハイパフォーマンス・コン

ピューティング・インフラ（ＨＰＣ
Ｉ）の中核である超高速電子計算機
（スーパーコンピュータ「京」）を含

む特定高速電子計算機施設を適切に
運転・維持管理し、特に、スーパー
コンピュータ「京」については、毎

年８，０００時間以上運転し、６６
３，５５２，０００ノード時間（８
２，９４４ノード×８，０００時間）

以上の計算資源を研究者等への共用
に供する。 

また、我が国をとりまく様々な社

会的・科学的課題の解決を見据え、
新たな超高速電子計算機（演算性能
エクサフロップス級スーパーコンピ

ュータ）を平成３２年度までに運用
開始することを目指し、その開発を
実施する。具体的には、中央演算処

理装置（ＣＰＵ）やネットワークな
ど要素毎の設計を行う基本設計及び
システム全体の設計を行う詳細設計

を実施する。また、関連するシステ
ムソフトウェア、アプリケーション、
ライブラリの開発に取り組むととも

に、アプリケーションとアーキテク
チャ及びシステムソフトウェア、プ
ログラミング環境を相互に関連づけ

た協調設計を推進することで、運用
開始後の幅広いアプリケーション実
行環境を整えることを目指す。 

①特定高速電子計算機施設の
整備・共用の推進 
革新的ハイパフォーマン

ス・コンピューティング・イン
フラ（ＨＰＣＩ）の中核である
超高速電子計算機（スーパーコ

ンピュータ「京」）を含む特定
高速電子計算機施設を適切に
運転・維持管理し、特に、スー

パーコンピュータ「京」につい
ては、平成２７年度は８，００
０時間以上運転し、６６３，５

５２，０００ノード時間（８２，
９４４ノード×８，０００時
間）以上の計算資源を研究者等

への共用に供する。 
また、我が国をとりまく様々

な社会的・科学的課題の解決を

見据え、新たな超高速電子計算
機（演算性能エクサフロップス
級スーパーコンピュータ）を平

成３２年度までに運用開始す
ることを目指し、その開発を実
施する。 

平成２７年度は、前年度に引
き続き、プロセッサとネットワ
ークの要素レベルの設計、階層

ストレージの設計、システムソ
フトウェア及びプログラミン
グ環境の設計等を行い、基本設

計を完成する。また、基本設計
の完成後はプロセッサ、ハード
ウェア、システムソフトウェア

及びプログラミング環境等の
詳細設計を開始する。なお、基
本設計及び詳細設計は、社会

的・科学的課題の解決に資する
アプリケーションの開発実施
機関との協調設計により進め

る。 
なお、開発を進めるにあたっ

ては、総合科学技術・イノベー

（評価軸） 
・イノベーショ
ンの実現に向

けて組織的に
研究開発に取
り組み、社会的

にインパクト
のある優れた
研究開発成果

を創出し、その
成果を社会へ
還元できたか 

・最先端の研究
開発に必要な
研究基盤を整

備し、共用へ向
けた利用環境
の整備やニー

ズを踏まえた
施設や技術の
高度化を図り、

またそれらを
用いて、自ら科
学技術の飛躍

的進歩及び経
済社会の発展
に貢献する成

果を創出でき
たか 
 

（評価指標） 
・スーパーコン
ピュータ「京」

を効果的に運
用し、施設運用
の効率化や利

用者の利便性
の向上に向け
た特定高速電

子計算機施設
の高度化研究
の成果 

① 特定高速電子計算機施設の整
備・共用の推進 
○特定高速電子計算機施設を適切

に運転・維持管理し、特に、スー
パーコンピュータ「京」（以下、
｢京｣とする。）については、平成

27年度は８，２６４時間と非常に
高い割合で安定的に運転し、６８
５，４４９，２１６ノード時間（８

２，９４４ノード×８，２６４時
間）の計算資源を研究者等への共
用に供した。 

 
 
 

 
○我が国をとりまく様々な社会
的・科学的課題の解決を見据え、

新たな超高速電子計算機を平成
３２年度までに運用開始するこ
とを目指し、前年度に引き続き、

プロセッサとネットワークの要
素レベルの設計、階層ストレージ
の設計、システムソフトウェア及

びプログラミング環境等に関す
る基本設計を完成させ、文部科学
省 HPCI 計画推進委員会次期フラ

ッグシップシステムに係るシス
テム検討ワーキンググループに
よる評価及び総合科学技術・イノ

ベーション会議による確認を受
け、「概ね妥当」という結果を得
た。さらに、プロセッサ、ハード

ウェア、システムソフトウェア及
びプログラミング環境等の詳細
設計を開始。これらの設計は、社

会的・科学的課題の解決に資する
アプリケーションの開発実施機
関との協調設計により行われた。 

○利用者の利便性を向上するた
め、「京」と外部との間で高速な
データ転送が可能なリファレン

評定 A 評定 A 

○Blue Waters（米国）が

2015年のアニュアルレポ
ートで公表している運用
可能時間あたりの稼働率

91%、平均故障間隔
(MTBF)11.2日と比較し、
｢京｣は平成 27年度の運用

可能時間あたりの稼働率
97.7%、これまでの平均故
障間隔 18.4日と、非常に

高い割合で安定的に運転
しており、高く評価する。 
 

 
○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

○順調に年度計画を遂行して

いることに加え、当初の想定
を超える、科学的に特に顕著
な成果が創出されていると認

められる。 
 
○Graph500 において二期連続

で「京」の解析結果が世界 1
位を獲得したことや、学術論
文数、ソフトウェア開発数等

が着実に伸びていることは高
く評価する。 

 

○「京」の運転・維持管理にお
いては、運転時間が目標であ
る 8,000 時間を超え、8,264

時間運転を行い、運用可能時
間あたりの稼働率は 97.7％、
平均故障間隔が 18.4 日と安

定的に運用されており、我が
国の科学技術の基盤として、
貢献していると評価する。 

 
(今後の発展等に向けたコメン
ト) 

○新たな社会的価値の創出や
未踏領域での新規テーマの発
掘、利用層の拡大等の取組の

ほか、成果等を実感できる形
で分かりやすく広報し、社会
的理解を得ていく努力を継続

的に行っていくことが望まれ
る。 

 

○ポスト「京」の開発を着実に
推進することが望まれる。 
 

(評定） 
○以上を踏まえ、適正、効果的
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また、我が国を

とりまく様々な
社会的・科学的課
題の解決を見据

え、新たな超高速
電子計算機（演算
性能エクサフロ

ップス級スーパ
ーコンピュータ）
を平成３２年度

までに運用開始
することを目指
し、その開発を実

施する。 
さらに、特定高

速電子計算機施

設の高度化研究
を行うとともに、
登録施設利用促

進機関その他の
関係機関と適切
な役割分担の下、

計算科学技術の
人材育成を推進
し、最先端コンピ

ューティング研
究教育拠点とし
て発展を図る。 

このほか、理化
学研究所内での
連携研究体制を

構築し、計算科学
技術の発展に向
けた画期的な基

盤技術を開発す
るとともに、その
技術を活用した

新たなアプリケ
ーションを開発
し、エネルギー問

題の解決等の社
会的課題の達成
に資する研究開

発の推進に貢献
する。 

なお、これらの

取組に当たって
は、適宜・適切に
国民への情報発

さらに、施設運用の効率化や利用

者の利便性の向上などを目指し、シ
ステムソフトウェアの機能強化やア
プリケーションプログラムの実行性

能の向上、先進的なアルゴリズムの
開発をはじめとする共通基盤構築な
どの高度化研究を実施するととも

に、登録施設利用促進機関その他の
関係機関との適切な役割分担の下、
計算科学技術に関する研究者等の育

成に努める。さらに、登録施設利用
促進機関、ＨＰＣＩコンソーシアム、
ＨＰＣＩ戦略プログラムの実施機関

をはじめ、大学、研究機関、産業界
と積極的な連携を図り、利用者のニ
ーズ等も踏まえて特定高速電子計算

機施設の円滑かつ有効な運営等を行
い、ＨＰＣＩの中核である特定高速
電子計算機施設が、多くの研究者等

により積極的に活用されるようにす
るとともに、優れた研究開発成果を
世界に向けて発信していくことによ

り、国内外のトップレベルの研究者
等の交流の場となる最先端コンピュ
ーティング研究教育拠点として発展

を図る。特に、演算性能エクサフロ
ップス級スーパーコンピュータの開
発企業や大学等との連携によるイン

ターンシップの受け入れ、講習会等
を実施することで、当該スーパーコ
ンピュータの開発を通じた計算科学

技術に関する研究者等の育成に努め
る。 

ション会議の評価（平成２７年

１月決定）の結果を踏まえ、必
要な措置を講じることとする。 
さらに、施設運用の効率化や

利用者の利便性の向上などを
目指し、システムソフトウェア
の機能強化やアプリケーショ

ンプログラムの実行性能の向
上、先進的なアルゴリズムの開
発をはじめとする共通基盤構

築などの高度化研究を実施す
る。 
平成２７年度は、前年度に引

き続き、スーパーコンピュータ
「京」の計算資源を最大限に有
効活用するため、システムソフ

トウェアのジョブスケジュー
ルや計算実行中にデータ転送
を最適化するための機能を強

化するとともに、最新のアプリ
ケーションプログラムを円滑
に実行できるように、アプリケ

ーションプログラムを処理す
る機能を高度化する。また、Ｈ
ＰＣＩ戦略プログラムの戦略

機関と計算科学研究機構との
連携推進会議において計画さ
れた複雑で大きな分子を精度

良くシミュレーションするソ
フトウェアや流体・化学反応・
音といった様々な現象を統一

的に解析する計算手法等を開
発する。 
また、登録施設利用促進機関

その他の関係機関との適切な
役割分担の下、計算科学技術に
関する研究者等の育成に努め

る。さらに、利用者のニーズ等
も踏まえて特定高速電子計算
機施設の円滑かつ有効な運営

等を行い、多くの研究者等によ
り積極的に活用されるように
するとともに、優れた研究開発

成果を世界に向けて発信して
いくことにより、国内外のトッ
プレベルの研究者等の交流の

場となる最先端コンピューテ
ィング研究教育拠点として発
展を図る。 

・我が国として

の計算機科学
及び計算科学
の先導的研究

開発を推進し、
計算科学技術
の継続的な発

展に向けた研
究開発成果 
・比類のない独

自のユニーク
な成果や当初
計画で予期し

得なかった特
筆すべき業績 
・各事業におい

て、センター長
等のリーダー
シップが発揮

できる環境・体
制が整備され、
適正、効果的か

つ効率的なマ
ネジメントが
行われている

か 
・若手研究者等
への適切な指

導体制が構築
され、人材育成
の取組みが推

進されている
か 

 

（モニタリン
グ指標） 
・特定高速電子

計算機施設を
適切に運転・維
持管理し、特

に、スーパーコ
ンピュータ
「京」について

は、毎年８，０
００時間以上
運転し、６６

３，５５２，０
００ノード時
間（８２，９４

ス環境を構築した。また、運用ソ

フトウェアと独立したジョブ管
理支援機能を提供することで、大
量ジョブの同時投入が可能とな

った。 
○施設運用の効率化のため、ジョ
ブ実行時の性能情報蓄積及び消

費電力との関連調査から消費電
力推定方法を確立し、得られた情
報を元に契約電力を超過せぬよ

う意識したスケジューリングを
部分的に実施した。また、前倒し
利用を 15％までに制限し、平滑的

な利用を促すことで、ジョブ充填
率を改善した。 
○流体・化学反応・音といった様々

な現象の連成解析を可能とする
基盤ソルバ―「CUBE」について、
自動車会社 2社が申請した平成 27

年度の「京」一般利用課題（計 2
課題）で利用されており、各社の
実証解析が進められている。ま

た、HPCI戦略プログラム分野 4の
「自動車コンソーシアム」におけ
る検討アプリとして検証が進め

られ、更に、文部科学省が選定し
た、ポスト「京」で重点的に取り
組むべき社会的・科学的課題に関

するアプリケーション開発・研究
開発、重点課題の分野４及び分野
８での利用アプリとして採択さ

れた。 
○「京」のような超大規模並列計
算機の上で効率的に実行できる

粒子系シミュレーションソフト
ウェア FDPS等、AICS公開ソフト
ウェアとして新たに 10本を公開

（合計 32本）した。また、これ
までに公開したソフトウェアの
さらなる高度化や、より多くの利

用者に利用されるよう 15回（14
本）の講習会を実施した。また、
より多くのソフトウェアを提供

するため、ソフトウェアの公開を
支援する環境の整備を進めた。 
○シドニー大学との共同研究によ

り、ヒト免疫不全ウィルス（HIV）
の特効薬等に応用されている C60
フラーレン分子と高次フラーレン

 

 
 
 

 
○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 
 
 

 
 
 

 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○世界最高水準の性能を

持つ「京」でしか成し遂
げることのできない画期
的な成果であり、平成 28

かつ効率的な業務運営の下で

「研究開発成果の最大化」に
向けて顕著な成果の創出や将
来的な成果の創出の期待等が

認められることから、評定を
Aとする。 
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信を行い、国民の

理解が得られる
よう努める。 

４ノード×８，

０００時間）以
上の計算資源
を研究者等へ

共用 
 
 

分子の基本的な物性の指標となる

生成熱を、独自に開発した分子科
学計算ソフトウェア NTChemを用
い、「京」を利用して高精度に物

質を構成する原子や分子の電子の
振る舞いを求める計算（電子状態
計算）を行うことで、世界最高の

精度で理論予測することに成功し
た。 
○独自に開発・最適化を行った量

子モンテカルロ法の計算プログ
ラムを「京」上で効率的に実行す
ることで世界最大規模の計算（先

行研究の約 100倍の計算量）を達
成し、ディラック電子（相対論的
量子力学を記述する運動方程式

に従う電子）系において電子間の
相互作用が引き起こす金属から
絶縁体への相転移（金属-絶縁体

転移）が普遍的な性質を持つこと
を解明した。 
○現実大気の実際の観測データ

と、地球全体で雲の生成・消滅を
詳細に計算できる全球モデル
NICAM（ニッカム）を解像度 112km

で用いて、世界最大規模となる
10,240 個の現実大気のアンサン
ブルデータ同化に初めて成功し

た。 
○超並列分子動力学計算ソフトウ
ェア GENESISに「京」のアーキテ

クチャを考慮に入れた独自の計
算アルゴリズムを導入し、バクテ
リアの細胞質分子混雑環境を模

倣した約 1,170万個の原子を含む
分子集団系に対して 1日あたり
17.5ナノ秒、約 1億 370万個の原

子を含む分子集団系に対して 1日
あたり 6.5ナノ秒という性能を達
成。 

○平成 27年 7月、11月と二期連続
で、大規模グラフ解析に関するス
ーパーコンピュータの国際的な

性能ランキングである Graph500
において、東京工業大学、及びア
イルランドのユニバーシティ・カ

レッジ・ダブリンとの合同による
「京」を用いた解析結果が世界第
1位を獲得した。 

年 2月 3日の米国の科学

雑誌「Journal of 
American Chemical 
Society」に掲載されてお

り、高く評価する。 
 
 

 
 
○世界最高水準の性能を

持つ「京」でしか成し遂
げることのできない画期
的な成果であり、平成 28

年 3月 18日の米国の科学
雑誌「Physical Review X」
に掲載されており、高く

評価する。 
 
 

 
 
○世界最高水準の性能を

持つ「京」でしか成し遂
げることのできない画期
的な成果であり、平成 27

年 11月の米国の科学雑誌
「Computer」に掲載され
ており、高く評価する。 

 
○世界最高水準の性能を
持つ「京」でしか成し遂

げることのできない画期
的な成果であり、平成 27
年 5月 7日のオンライン

ジャーナル「WIREs 
Computational Molecular 
Science」に掲載されてお

り、高く評価する。 
 
 

○平成 27年 7月、11月と
二期連続で、2位 Sequoia
（米国）の 23,751(GTEPS)

に対し、38,621.4(GTEPS)
と大差をつけて 1位を獲
得。「京」が世界最高水準

の性能を持つスーパーコ
ンピュータであると同時
に、その性能を引き出す
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○平成 27年 6月、11月において、

新たなスパコンの性能指標とし
て提案された HPCGベンチマーク
の「京」を用いた測定結果が、世

界第 2位となるスコアを達成し
た。 
○平成 27年度は HPCI戦略プログ

ラムの戦略機関と連携推進会議
を 4回、社会的・科学的課題の解
決に資するアプリケーションの

開発実施機関と重点課題連携推
進会議準備会議を 3回開催し、
「京」の運用状況報告や研究成果

の効率的な情報発信等について
協議し、特定高速電子計算機施設
の効果的な運営を図った。 

○利用者のニーズを踏まえた円滑
かつ有効な運営の為、登録施設利
用促進機関と共同で、「京」の利

用者が参加する｢京｣ユーザブリ
ーフィングを平成 27年度に 6回
開催。「京」の運用状況、障害対

応状況の報告等を行い、利用者か
らの「京」の運用に対する意見収
集を行った。また、登録施設利用

促進機関及び HPCI戦略プログラ
ムの戦略機関と「京」の運用方針
について意見交換を行う為の運

用懇談会等を実施し、適宜、運用
計画等に反映した。 
○国際的な研究拠点の構築の為、

平成 27年度には、米・メリーラ
ンド大学との MOUを更新し、海外
機関との協力関係の構築を進め

た。 
○ハイパフォーマンス・コンピュ
ーティングに関する国際シンポ

ジウムの出展、他機関主催のシン
ポジウムや国際カンファレンス
への参加・出展等により、計算科

学・計算機科学の振興を図った。
また、マスメディアを通じて広く
国民に対して「京」を利用した研

究内容、期待される成果等の理解
度を高めるため、リリースの発信
（11回）や、記者向け勉強会の実

施（3回）などの取組等を推進し
た。さらに、ウェブを通じて、「京」
を利用した研究成果を広く紹介

ためのソフトウェアの開

発についても高い水準で
あることが国際的に認め
られたことを示す実績で

あり、非常に高く評価す
る。 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
  
 

 
 
 

 
 
 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

 
○従来より行ってきたシ
ンポジウムの参加・出展

などやマスメディアへの
成果等発信（リリース 11
回）に加え、記者向け勉

強会 3回の実施や、ウェ
ブを通じて「京」の研究
成果を深く理解してもら

うため成果動画等のコン
テンツでも発信するな
ど、認知度を高めるため

の積極的な活動を行って
おり、高く評価する。 
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した（ホームページの訪問者数

174,817）ほか、印刷物や成果動
画などのコンテンツを通じて、
「京」研究成果を深く理解しても

らう広報活動を実施した。 
【マネジメント・人材育成】 
○機構長の指導のもと、フラッグ

シップ２０２０プロジェクトを
推進し、基本設計を完了した。基
本設計報告書は、文部科学省 HPCI

計画推進委員会次期フラッグシ
ップシステムに係るシステム検
討ワーキンググループにおいて、

厳正な評価が行われ、さらに、総
合科学技術・イノベーション会議
でも、評価結果の確認が行われ

た。また、詳細設計を開始した。 
○計算科学研究機構はスーパーコ
ンピュータに関する国際的なグ

ループである JLESC(Joint 
Laboratory for Extreme-Scale 
Computing)に平成 27年 3月より

参画し、JLESCの Steering 
Committee のメンバーに機構長が
就任。平成 27年 6月にスペイン・

バルセロナ、12月にドイツ・ボン
で開催されたワークショップに
参加し、ポスト「京」の開発を見

据え、各国の関連機関と相互連
携・協力を図っている。 
○機構長の指示のもと、高校生が

直接研究者にインタビューした
記事の広報誌への掲載や、高校生
向けの計算科学教育プログラム

の開発、学校団体向けの見学対応
や出前授業・出張講演を積極的に
実施した。また各地で開催してい

る一般向け講演会においても、教
育委員会が高校とのタイアップ
により、若い世代の計算科学への

興味・関心を促進するための活動
を活発に行っている。 
○欧州 Partnership for Advanced 

Computing in Europe (PRACE)及
び米国 Extreme Science and 
Engineering Discovery 

Environment (XSEDE)との共同で、
大学院生及びポスドク研究員な
どの若手研究者を対象にした HPC

 

 
 
 

 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○1万人を超える多くの見

学者を受け入れ、また、
富山で行われた知る集い
では富山県や富山県教育

委員会との共同開催によ
り来場者数が過去最大の
563名となるなど、認知度

を高めるための積極的な
活動を行っており、高く
評価する。 

 
 
○将来の HPC（高性能計算

技術）および計算科学を
担う国内外の若手研究者
の育成に貢献する事業と

して着実に進めており、
高く評価する。 
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における国際的な人材育成を目

的としたサマースクールを開催
し、平成 27年 6月に
"International Summer School 

2015 on HPC Challenges in 
Computational Sciences"（21ヵ
国から 80名が参加、平成 25年よ

り合計 234名）を開催した。 
○東京大学情報基盤センター・神
戸大学計算科学教育センター・兵

庫県立大学大学院シミュレーシ
ョン学研究科と共同主催、「HPCI
戦略プログラム」の実施機関及び

登録施設利用促進機関の後援に
より、スーパーコンピュータを駆
使して新たな課題に挑戦したい

と考えている若手研究者等を対
象に、並列計算機を使いこなすた
めのプログラミング手法の基礎

を学習する「RIKEN AICS HPC 
Summer School 2015」（平成 27
年 8月、参加者 22名、平成 23年

度より合計 164名）及び「RIKEN 
AICS HPC Spring School 2016」
（平成 28年 3月、参加者 12名、

平成 25年度より合計 51名）を開
催した。 
○国内の大学院生を対象とした

RIKEN AICS HPC 計算科学インタ
ーンシップ・プログラムにおい
て、平成 27年度は研究部門の 9

チームで 10名の実習生（平成 26
年度より合計 23名）を受け入れ
た。 

 

 

 
 
 

 
 
 

 
○将来の HPC（高性能計算
技術）および計算科学を

担う国内外の若手研究者
の育成に貢献する事業と
して着実に進めており、

高く評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○将来の HPC（高性能計算

技術）および計算科学を
担う国内外の若手研究者
の育成に貢献する事業と

して着実に進めており、
高く評価する。 

②計算科学技術の発展に向けた基盤
技術の構築 

本中期目標期間においては、創発
物性科学研究事業との連携研究体制
を構築して、計算科学研究機構が有

する計算科学技術の知識・技術を活
用しつつ、高精度に電子状態・物性
特性を計算する手法、及びそれを用

いたアプリケーションを開発し、消
費電力を革命的に低減するデバイス
技術やエネルギーを高効率に変換す

る技術に関する研究開発の推進に貢
献する。 

なお、これらの取組に当たっては、

②計算科学技術の発展に向け
た基盤技術の構築 

創発物性科学研究事業との
連携研究体制を構築して、計算
科学研究機構が有する計算科

学技術の知識・技術を活用しつ
つ、高精度に電子状態・物性特
性を計算する手法、及びそれを

用いたアプリケーションを開
発し、消費電力を革命的に低減
するデバイス技術やエネルギ

ーを高効率に変換する技術に
関する研究開発の推進に貢献
する。 

② 計算科学技術の発展に向けた
基盤技術の構築 

○平成 27年度は、有機薄膜太陽電
池の電荷分離過程に注目してそ
の数値シミュレーション研究を

行った。有機薄膜太陽電池の光キ
ャリア生成メカニズムのプロセ
スをシミュレーションするため

の理論手法とプログラムを開発
した。結果、界面での電子受容材
料と電子供与材料のエネルギー

準位差や複数に渡る励起状態間
遷移の緩和時間が高効率な励起
子分離には重要であることを明

 
 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 
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施設公開、講演会等を通じて、広く

国民に対して情報提供を行い、国民
の理解が得られるように努める。 

平成２７年度は、前年度に開

発した規模の大きな分子系の
電子状態を高精度に計算する
手法に基づいたプログラムを

もとに、有機系太陽電池の電子
受容材料と電子供与材料の界
面での電荷移動・電荷分離を記

述することのできる新しい理
論手法とプログラムを開発す
る。また、磁気スキルミオン間

の相互作用や生成・消滅の原理
解明に向けて、前年度に開発し
たモンテカルロ法計算及び量

子分子動力学計算のプログラ
ムを用いたシミュレーション
を実施し、磁気スキルミオンが

安定する磁場・温度等の物理パ
ラメータの条件を探索する。 
 

なお、これらの取組にあたっ
ては、施設公開、講演会等を通
じて、広く国民に対して情報提

供を行い、国民の理解が得られ
るように努める 

らかにした。また、三次元物質に

対する中性子散乱実験で観測さ
れた磁気スキルミオンの微細構
造、特に、温度と磁場を変えた時

の微細構造変化、を解明するため
に古典スピン模型に対するモン
テカルロ法計算および分子動力

学計算を行った。 
 
 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

Ⅰ－3 理化学研究所の総合力を発揮するためのシステムの確立による先端融合研究の推進 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－3－(1) 独創的研究提案制度 

関連する政策・施策 
政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-8：新興・融合領域の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第一項 科学技術に関する試験及び

研究を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準値等 H25年度 H26年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

 
      

 
 

  
   

 
      

 
 

  
   

 
      

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 理化学研究所は、大学等とは
異なり、より目的を明確化した
研究開発の観点を重視して、柔

軟かつ機動的に研究開発体制
を整備することが可能である。 

また、他の研究開発型独立行

政法人とは異なり、科学技術に
関する総合的な研究開発機関
として、特定の分野に限定され

ることなく研究開発を行うこ
とができる。 

これらの特長を生かして、研

究領域開拓力及び次代を担う
研究開発分野の育成力の強化
を図ることが重要である。 

この観点から、これまで理化
学研究所が培ってきた先端融
合研究の機能や手法を、その総

合力を生かすことを重視して
発展させるとともに、理事長の
リーダーシップの下で、卓越し

た研究実績と高い識見及び指
導力を有する研究者を中核と
した全所的な連携を図り、課題

達成に向けた分野融合及び領
域開拓のための基礎研究を効
果的に進める。 

この中核となる研究者は、我
が国が抱える様々な課題の達
成に向けて、創造性に富んだ成

果を生み出し、新たな領域開拓
や分野の育成につなげる融合
研究において重要な役割を担

うことが求められる。 
また、中核となる研究者の豊

かな知見・創造力を生かし、他

の研究開発機関の先駆けとな
るような先端融合研究を行い、
これまで以上に複雑かつ困難

な社会的課題に対応し、科学技
術の飛躍的進歩及び経済社会
の発展に貢献する。 

科学技術に飛躍的進歩
をもたらす新たな研究領
域の萌芽を選択・育成する

機能を全所的に強化する
ため、独創的研究提案制度
を創設する。本制度で推進

する「課題」は、以下（２）
に述べる主任研究員から
なる理研科学者会議にお

いて、将来新たな研究分野
へ発展する可能性、挑戦
的・独創的な課題であるか

等の観点から選考し、実施
する。研究終了に当たって
は、社会的・政策的要請に

基づく厳正な検討を行い、
推進すべきとされたもの
については、国家的・社会

的ニーズを踏まえた発
展・拡大を目指す戦略的・
重点的な「領域」として研

究を行うことを理事会に
おいて決定し、推進する。 

科学技術に飛躍的進歩
をもたらす新たな研究領
域の萌芽を選択・育成する

機能を全所的に強化する
ため、独創的研究提案制度
を実施する。本制度で推進

する「課題」は、理研科学
者会議において、将来新た
な研究分野へ発展する可

能性、挑戦的・独創的な課
題であるか等の観点から
選考する。 

平成２７年度は、分野融
合による未踏の研究領域
の創出を目指し、基礎科学

研究課題２件と、新領域開
拓課題５件を実施する。具
体的な課題については以

下に記載する。 
（基礎科学研究課題） 
・極限粒子ビームをもち

いたエマージング科学領
域の開拓 

・分子システム研究 

（新領域開拓課題） 
・多階層問題に対する数

理・計算科学 

・Extreme precisions to 
Explore fundamental 
physics with Exotic 

particles  
（「奇妙な粒子の極限測

定による基礎物理学の探

索」） 
・Integrated Lipidology 
（「脂質の統合的理解」） 

・Biology of Symbiosis 
（「共生の生物学」）（新

規） 

・「Cellular Evolution: 
Karyogenesis and 
Diversification」 

（評価軸） 
・イノベーショ
ンの実現に向け

て組織的に研究
開発に取り組
み、社会的にイ

ンパクトのある
優れた研究開発
成果を創出し、

その成果を社会
へ還元できたか 

・研究領域開拓力

や次代を担う研
究開発分野の育
成力を強化でき

たか 
（評価指標） 
・新たな研究領域

を開拓する機能
を全所的に強化
できたか 

○基礎科学研究課題として、以下の
２件を実施した。 
・極限粒子ビームをもちいたエマー

ジング科学領域の開拓 
・分子システム研究 
○新領域開拓課題として、以下の５

件を実施した。 
・多階層問題に対する数理・計算科
学 

・「奇妙な粒子の極限測定による基
礎物理学の探索（Extreme 
precisions to Explore 

fundamental physics with Exotic 
particles）」 

・「脂質の統合的理解（Integrated 

Lipidology）」 
・「共生の生物学」/「Biology of 
Symbiosis」（新規） 

・「細胞進化」/「Cellular Evolution: 
Karyogenesis and 
Diversification」（新規） 

○平成 28年度に開始する新領域開拓
課題の公募を実施し、新領域開拓課
題１件（「動的構造生物学」）を推薦

し理事会において採択された。（応
募総数：新領域開拓課題１３件） 

若手研究者の意欲的な研究の支

援を目指し、奨励課題を公募、51
件を推薦し理事会において採択さ
れた。（応募総数 189件） 

評定 B 評定 B 

○科学技術に飛躍的進歩
をもたらす新たな研究領
域の萌芽を選択・育成す

る機能を全所的に強化す
る、独創的研究提案制度
を実施した。理研科学者

会議において、将来新た
な研究分野へ発展する可
能性、挑戦的・独創的な

課題であるか等の観点か
ら選考し、分野融合によ
る未踏の研究領域の創出

を目指し、基礎科学研究
課題２件、新領域開拓課
題５件を実施したことは

評価できる。 
 

 

 
○若手研究者の意欲的な 
研究の支援を目指し、奨

励課題を実施したことは
順調に計画を遂行してい
ると評価する。 

○分野横断的な新領域開拓課
題や若手研究者の研究を支援
する奨励課題を採択するな

ど、新しい融合領域を作るべ
く積極的に制度を実施してい
ることが認められる。 

 
(評定) 
○以上を踏まえ、「研究開発成

果の最大化」に向けて成果の
創出や将来的な成果の創出の
期待等が認められ、着実な業

務運営がなされていることか
ら、評定を Bとする。 
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個別の研究開発について、進

捗状況を把握し、適切な検証を
通じて、着実に領域の開拓につ
なげ、目標を達成し実施すべき

必要性が低下したものや、科学
的インパクト、社会的ニーズ等
に照らして優先順位が低下し

たものについては、随時、廃止
も含め厳格に見直すとともに、
諸情勢に鑑み、理化学研究所が

実施すべき必要性が増大した
もの等については、機動的に対
応する。 

（「細胞進化」）（新規） 

また、分野開拓につながる
真に卓越した個人の発想
を重視した卓越個人知課

題５件を実施するととも
に、若手研究者の意欲的な
研究の支援を目指し、奨励

課題を公募、６０件程度を
実施する。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－3－(2) 中核となる研究者を任用する制度の創設 

関連する政策・施策 

政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

施策目標 8-2：科学技術振興のための基盤の強化 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第一項 科学技術に関する試験及び

研究を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25年度 H26年度 H27 年度 H28年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：322 

和文：69 

欧文：457 

和文：49 

欧文：516 

和文：42 
― ― 

連携数 

― 

共同研究等：

186 

協定等：88 

共同研究等：

198 

協定等：90 

共同研究等：

146 

協定等：80 

― ― 

特許件 
数 ― 

出願：71 

登録：99 

出願：62 

登録：63 

出願：62 

登録：40 
― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

件数： 309 

予算額：

2,562,858 

件数：278 

予算額：

2,236,608 

件数：253 

予算額：

2,029,230 

― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

1,762,396 1,851,779 1,509,783 
― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数※ 334 321 353 ― ― 
 

※主任研究員研究室群（主任研究員研究室、准主任研究員研究室、上席研究員研究室、独立/国際主幹研究ユニット、研究推進グループ、グローバル研究ク

ラスタ）の合計  
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 理化学研究所は、大学等と
は異なり、より目的を明確化
した研究開発の観点を重視

して、柔軟かつ機動的に研究
開発体制を整備することが
可能である。 

また、他の研究開発型独立
行政法人とは異なり、科学技
術に関する総合的な研究開

発機関として、特定の分野に
限定されることなく研究開
発を行うことができる。 

これらの特長を生かして、
研究領域開拓力及び次代を
担う研究開発分野の育成力

の強化を図ることが重要で
ある。 

この観点から、これまで理

化学研究所が培ってきた先
端融合研究の機能や手法を、
その総合力を生かすことを

重視して発展させるととも
に、理事長のリーダーシップ
の下で、卓越した研究実績と

高い識見及び指導力を有す
る研究者を中核とした全所
的な連携を図り、課題達成に

向けた分野融合及び領域開
拓のための基礎研究を効果
的に進める。 

この中核となる研究者は、
我が国が抱える様々な課題
の達成に向けて、創造性に富

んだ成果を生み出し、新たな
領域開拓や分野の育成につ
なげる融合研究において重

要な役割を担うことが求め
られる。 

また、中核となる研究者の

豊かな知見・創造力を生か

理化学研究所の総合的
な基礎研究の推進機関と
しての役割を最大限発揮

するため、先端的な研究
を行う上で中核となる研
究者（主任研究員）を任

用する。 
主任研究員は特に優れ

た研究業績、高い研究指

導力及び科学者としての
識見を有し、将来卓越し
た成果を出し新たな分野

の創出が期待される者か
ら選出され、厳正な評価
を受けつつ、自ら先導的

な研究を推進する。また、
理化学研究所として推進
すべき研究の方向性、理

化学研究所に招くべき卓
越した研究者の推薦及び
若手研究者の育成等につ

いての提案を行う理研科
学者会議議員としての役
割を果たす。 

理化学研究所の総合的な
基礎研究の推進機関とし
ての役割を最大限発揮す

るため、先端的な研究を行
う上で中核となる研究者
（主任研究員）を任用す

る。平成２７年度は、主任
研究員を追加で任命し、先
導的な研究を推進する。ま

た、理研科学者会議に設置
した部会等の議論を踏ま
え、理化学研究所として推

進すべき研究の方向性や
理化学研究所に招くべき
卓越した研究者の推薦、准

主任研究員制度における
若手研究者の採用方針の
検討や育成に関する支援

等を行う。 

（評価軸） 
・イノベーションの
実現に向けて組織

的に研究開発に取
り組み、社会的にイ
ンパクトのある優

れた研究開発成果
を創出し、その成果
を社会へ還元でき

たか 
・研究領域開拓力や
次代を担う研究開発

分野の育成力を強化
できたか 
（評価指標） 

・総合力の発揮に必
要な分野や人員バラ
ンスに配慮した中核

となる研究者（主任
研究員）の任用を検
討・実践できる環境

を整えたか 

○理研の総合力を発揮することによ
る新たな研究分野の開拓や卓越し
た人材の獲得を行うため、卓越しか

つ見識のある科学者から成る理研
科学者会議を実施した（平成 27年
度は 6回開催）。 

○若手研究者に独立して研究を推進
する機会を提供し、次世代の科学技
術分野を創成させるため、准主任研

究員制度を踏まえ、長期的視野を持
ち、萌芽的かつ独創的研究を推進
し、次世代の科学技術分野の国際的

なリーダーシップを担う若手研究
者を広く国内外から募った。その結
果 115名の応募者を得、理研科学者

会議内の選考作業部会において選
考を行い、2名の准主任研究員を理
事会に推薦した。（平成 28年度採用） 

○主任研究員の任命に向け、理研科 
学者会議内に主任研究員選考のた 
めの分野検討作業部会を設置し、今 

後、理化学研究所として推進すべき 
研究の方向性や招くべき卓越した 
研究者の推薦等の業務を実施、その 

結果 2名の主任研究員について推 
薦に向けた検討を行い、1名の主任 
研究員について平成 28年度正式に 

理事会へ推薦し、採用に至った。 

評定 B 評定 B 

○新たな研究分野の開拓 
を担う卓越した人材を国
内外に広く公募し理研科

学者会議として新たに推
薦したことや、研究室を
主宰する優秀な若手研究

者のための准主任研究員
の公募・推薦を行ったこ
とは順調に計画を遂行し

ていると評価する。 

○理研科学者会議の運営や理
研科学者会議における主任研
究員及び準主任研究員の推薦

など、順調に計画を遂行してい
ると認められる。 
 

 
（評定） 
○以上を踏まえ、「研究開発成 

果の最大化」に向けて成果の
創出や将来的な成果の創出の
期待等が認められ、着実な業

務運営がなされていることか
ら、評定を Bとする。 
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し、他の研究開発機関の先駆

けとなるような先端融合研
究を行い、これまで以上に複
雑かつ困難な社会的課題に

対応し、科学技術の飛躍的進
歩及び経済社会の発展に貢
献する。 

個別の研究開発について、
進捗状況を把握し、適切な検
証を通じて、着実に領域の開

拓につなげ、目標を達成し実
施すべき必要性が低下した
ものや、科学的インパクト、

社会的ニーズ等に照らして
優先順位が低下したものに
ついては、随時、廃止も含め

厳格に見直すとともに、諸情
勢に鑑み、理化学研究所が実
施すべき必要性が増大した

もの等については、機動的に
対応する。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

Ⅰ－4 イノベーションにつながるインパクトのある成果を創出するための産学官連携の基盤構築及びその促進 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－4－(1) 産業界との融合的連携 

関連する政策・施策 

政策目標 7：科学技術・学術政策の総合的な推進 

施策目標 7-2：イノベーション創出に向けた産業

連携の推進及び地域科学技術の振興 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第一項 科学技術に関する試験及び

研究を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：47 

和文：12  

欧文：38 

和文：26 

欧文：34 

和文：3 
― ― 

連携数 

― 

共同研究等：67 

協定等：3 

共同研究等：76 

協定等：2 

共同研究

等：73 

協定等：1 

― ― 

特許件 
数 ― 

出願：22 

登録：24 

出願：22 

登録：15 

出願：24 

登録：14 
― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

件数：58 

予算額：

428,414 

件数：61 

予算額：

423,951 

件数：68 

予算額：

305,427 

― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

443,826 477,256 410,348 
― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数※ 16 12 17 ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 科学技術の高
度化、複雑化、市
場の急速なグロ

ーバル化に伴い、
産学官の連携を
強化したイノベ

ーションシステ
ムの構築が必要
とされているた

め、理化学研究所
は、その一翼を担
い、自然科学全般

に関する総合的
研究機関として
の強みを生かし

て、理化学研究所
内外の連携やネ
ットワーク構築

により、研究開発
成果の社会還元
に向けた取組を

行う。 
理化学研究所

が創出した革新

的な成果の中か
ら、次世代の技術
基盤の創造、成果

の早期実用化に
向けて発展が見
込まれる重要な

ものを厳選し、社
会への活用・実用
に向けた企業等

への橋渡しを効
果的に推進する
プログラムを実

施する。 
具体的には、企

業等と理化学研

究所が共同で研
究チームを構成
し、企業主導の研

科学技術イノベーションの創出を
促進するため、バトンゾーンを活用
することにより、理化学研究所が有

する最先端の研究シーズと産業・社
会のニーズを融合した研究推進体制
のもと、融合的連携研究を実施する。 

具体的には、理化学研究所におい
て企業から共同研究の提案を公募
し、この中から次世代の技術基盤の

創造や、成果の早期実用化等に向け
て発展が見込まれる課題を厳選した
のち、企業等と理化学研究所が適切

な負担によって企業主導の研究を推
進する。理化学研究所は、その成果
の着実な移転のため、技術やノウハ

ウの面で専門的、技術的な支援を実
施する。これにより、産業界との融
合的連携研究プログラムにより実施

する研究課題５件以上が、企業にお
いて実用化を見込んで開発や事業化
の段階に移行することができるよう

に本プログラムを効果的に推進す
る。 

例えば、連携先企業において、実

デバイスの開発ステージ以降や量産
化に向けた開発に着手されるなど、
研究から開発ステージへの展開に結

びつく成果を創出する。また、幅広
い企業ニーズに対して組織的かつ包
括的に連携する産業界との連携セン

ター制度を積極的に推進し、中期目
標期間中に２件以上設置する。 

科学技術イノベーションの
創出を促進するため、バトンゾ
ーンを活用することにより、理

化学研究所が有する最先端の
研究シーズと産業・社会のニー
ズを融合した研究推進体制の

もと、融合的連携研究を実施す
る。 
平成２７年度は、産業界との

融合的連携研究制度において、
これまでに採択した研究開発
課題を着実に実施するととも

に、産業・社会のニーズを重視
した研究開発課題の募集、選定
等を行い、次世代の技術基盤の

創造や、成果の早期実用化等に
向けて発展が見込まれる研究
開発課題を新たに実施する。そ

の際、企業経営層との対話を通
して事業化に向けた産業界の
ニーズを正確に把握し、理研シ

ーズを適切に活用した共同研
究計画を実現することで、研究
開発に対する企業の関与を強

化し、実効性を高めた研究体制
を構築する。これにより、融合
的連携研究制度で実施する課

題において、連携先企業にて実
用化を見込んで開発や事業化
の段階に移行することができ

るような成果を１件以上創出
することを目指す。 
産業界との連携センター制

度については、これまでに設置
した連携センターにおける活
動を強力に推進するとともに、

中長期目標期間中に２件以上
設置することを目指し、事業開
発を実効的に進める。具体的に

は、企業経営層への積極的なア
プローチを行い産業界のニー
ズの把握及び潜在ニーズの開

（評価軸） 
・イノベーショ
ンの実現に向

けて組織的に
研究開発に取
り組み、社会的

にインパクト
のある優れた
研究開発成果

を創出し、その
成果を社会へ
還元できたか 

・産学官連携の
推進や知的財
産の戦略的な

取得、活用及び
管理により、社
会への貢献を

果たすことが
できたか 
 

（評価指標） 
・社会・産業の
ニーズと理化

学研究所が有
する最先端の
研究シーズを

融合し課題達
成へ取り組む
ため、所内だけ

でなく、リソー
スを最適に活
用できる企業

や医療機関等
との組織的・包
括的連携を実

施できたか 
・比類のない独
自のユニーク

な成果や当初
計画で予期し
得なかった特

○産業界との融合的連携研究制度
については、平成 27年度に新規 5
チームを設置するとともに、これ

らを含む 14チームがそれぞれ産
業界のニーズに基づいた研究開
発を実施した。 

このうち、「計測情報処理研究チ
ーム」にて開発したポリゴン用図
形処理に係るプログラムにおい

て、平成 26年度 7月に商品化さ
れた「POLYGONE EDITOR」につい
て、更なる機能刷新を行い、

「POLTGONAL meister®」として、
平成 27年 6月に上市し、同年 10
月にラインナップを拡張した。 

加えて、「動物細胞培養装置研究
チーム」にて新型培養装置に関す
る開発の展開として、連携先企業

において動物細胞培養装置とし
て 2015年 7月に商品化に至り、
また特許出願したことを踏まえ

た商品の開発が進められている。 
更に、「遺伝子検査システム研究
チーム」にて開発したインフルエ

ンザウイルスをターゲットとし
た高感度、迅速、簡便な遺伝子検
出システムについて、技術の実現

可能性が確認され、技術成果を移
転した。本制度終了後は、創薬・
医療技術基盤プログラムにおい

て、インフルエンザウイルスだけ
でなく、性感染症を対象として臨
床研究の実施等を予定している。 

また、本制度の課題選定にあたっ
て、提案課題に係る専門的知見を
持つ理研内の研究者による技術

評価を取り入れるなど、本制度の
成果向上に資するマネジメント
に取組んだ。 

本制度は、理研と企業の人材で一
つのチームを形成し、企業のチー
ムリーダー主導のもとで研究開

評定 A 評定 A 

○産業界との融合的連携

研究制度において、平成
27年度に新たに 5チーム
を設置するとともに、連

携先企業にて実用化を見
込んで開発や事業化の段
階に移行し、商品の上市

にまで至った成果を 1件
以上創出した。これによ
り、中長期計画終了時点

で 5件以上達成するとい
う目標に対し、3年度目に
おいて 6件を達成した。

また、産業界との連携セ
ンター制度においては、
中長期計画終了時点で 2

件以上達成するという目
標に対し、3年度目におい
て 2件の達成を確実とし

た。これらは、産業界の
ニーズの把握及び開拓並
びに速やかな所内連携を

行い、産官学連携の基盤
構築を促進することによ
って、当初計画を想定よ

り速く達成できたものと
して高く評価できる。加
えて、各制度等の一層の

推進を図るため、事業開
発の活動を推進し、研究
成果をより効果的に社会

へ還元するための体制・
環境整備といったマネジ
メントに取り組み、理研

全体の共同研究の増加に
も貢献している。 
以上から、本業務の成果に

ついて高く評価できる。 

○産業界との融合的連携研究

制度に基づく成果において、
計測情報処理研究チームが開
発したプロジェクトが平成 27

年度新たに商品として上市さ
れ、また中長期期間中に、同
制度により実施する研究課題

5件以上が企業において実用
化を見込んだ開発や事業化の
段階に移行するという目標を

2年前倒しで達成した点は高
く評価できる。 
 

 
○産業界との連携センター等
の企業との組織的・包括的連

携においても平成 28年に脳
科学総合研究センター内に新
たに企業と共同で連携センタ

ーを設置し、産業界との連携
センター制度において、中長
期計画期間中に 2件以上設置

するという目標の達成を行
い、着実に進めていることが
認められる。 

 
(今後の発展に向けたコメン
ト) 

○効果的な産学連携のため、企
業と平素から意見交換をまめ
に行う仕組みを作る必要があ

る。 
 
（評定） 

○以上を踏まえ、適正、効果的
かつ効率的な業務運営の下で
「研究開発成果の最大化」に向

けて顕著な成果の創出や将来
的な成果の創出の期待等が認
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究を専門的・技術

的に支援するほ
か、理化学研究所
内に体制を構築

し、企業等の自主
開発の決定や実
施を企画・提案等

の面から効果的
に支援する。 

拓に努めるとともに、所内各所

の調整を密に行うことで、組織
的かつ包括的な連携の提案を
積極的に行う。 

筆すべき業績 

・各事業におい
て、センター長
等のリーダー

シップが発揮
できる環境・体
制が整備され、

適正、効果的か
つ効率的なマ
ネジメントが

行われている
か 
・若手研究者等

への適切な指
導体制が構築
され、人材育成

の取組みが推
進されている
か 

 
（モニタリン
グ指標） 

・産業界との融
合的連携研究
制度により実

施する研究課
題５件以上が、
企業において

実用化を見込
んだ開発や事
業化の段階に

移行 
・産業界との連
携センター制

度を積極的に
推進し、中期目
標期間中に２

件以上設置 

発を行うことによって、基礎研究

の実用化プロセスを理解する人
材の育成がなされている。 

○産業界との連携センター制度に

ついては、これまでに設置した 5
つの連携センターにおける活動
を強力に推進した。平成 28年 4

月には、新たに「理研 BSI-花王連
携センター」設置される予定であ
る。 

○イノベーション推進センター事
業開発室により、企業経営層への
積極的なアプローチを行い、産業

界のニーズの把握及び潜在ニー
ズの開拓に努めるとともに、所内
各所の調整を密に行うことで、組

織的かつ包括的な連携の提案を
積極的に行った。成果として、新
規連携センターの開設に至った

他、新規共同研究を 4社と 4件開
始し、引き続き、22社と検討を継
続するなど、理研全体の共同研究

の増加に大きく貢献した。 

められることから、評定を Aと

する。 
 

 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－4－(2) －① （2）横断的連携促進 ①バイオマス工学に関する連携の促進 

関連する政策・施策 

政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-3 環境分野の研究開発の重点的推

進 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第一項 科学技術に関する試験及び

研究を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：44 

和文：0 

欧文：48 

和文：0 

欧文：(50) 

和文：(0) 
― ― 

連携数 

― 

共同研究等：5 

協定等：8 

共同研究等：17 

協定等：8  

共同研究

等：- 

協定等：- 

― ― 

特許件 
数 ― 

出願：7 

登録：0 

出願：4 

登録：0 

出願：- 

登録：- 
― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

件数：0 

予算額：0 

件数：0 

予算額：0 

件数：(6) 

予算額：

(26,730) 

― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

642,082 600,883 (488,866) 
― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数※ 1 3 ― ― ― 
 

※平成 27 年度より、環境資源科学研究の一部として実施。 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 グリーンイノ
ベーションの実
現に向けて、理化

学研究所内の関
連事業と連携し、
石油に代わって

バイオマスから
有用物質を生み
出すことで二酸

化炭素を資源と
して活用可能と
する革新技術に

よる新産業を創
出し、広く社会に
展開することを

目指す。 
また、実用的な

バイオプロセス

技術を確立し、新
たな産業にまで
つなげるため、国

内外の大学、研究
機関及び企業が
共同研究等を通

じて基礎研究の
成果を産業応用
に円滑につなげ

るための組織間
連携や融合の中
心的な役割を理

化学研究所が担
う効果的な体制
を整備し、社会や

産業界が求める
科学的・技術的ニ
ーズの把握を基

礎的な研究段階
から行いながら、
革新的な技術と

システムの開発
を目指したオー
プンイノベーシ

二酸化炭素を資源として活用可能
にする新たな持続的循環型の社会シ
ステム基盤の構築を目指して、実用

的なバイオプロセス技術を確立し、
新たな産業にまでつなげるため、国
内外の大学、研究機関及び企業と組

織的連携・融合した研究体制の下、
基礎的な技術開発から産業界への橋
渡しまでの中心的な役割を担い、オ

ープンイノベーションを推進する。
具体的には、以下の３つを平成３１
年度までに達成する目標として掲げ

バイオマスを用いた革新的で一貫し
たバイオプロセスを確立する新技術
の開発を行う。 

①植物の機能強化による「高生産
性・易分解性を備えたスーパー植物」
の開発を目指して、本中期目標期間

には、ポプラの野外試験を実施し、
植物バイオマス利用実用化のための
有用形質を発現する植物を開発す

る。 
②バイオテクノロジーを活用した

化学製品原料の効率的な「一気通貫

合成技術」、具体的には、微生物変換
によるバイオマスの一体的な分解・
合成プロセスの開発を目指し、本中

期目標期間には、効率的な微生物等
の設計技術を開発する。 

③ポリ乳酸に並び立つ 「新たなバ

イオプラスチック」の開発を目指し、
本中期目標期間には、新規バイオポ
リマー素材を開発し、要素技術を１

件以上企業に技術移転する。 
また、オープンイノベーション推

進のために、社会や産業界が求める

科学的・技術的ニーズを把握し、そ
のニーズに応える共同研究の提案機
能を強化する必要がある。そのため

に、組織横断的な研究の統括を行う
プログラムディレクターに加え、産
業界の橋渡しを含めた組織連携・融

二酸化炭素の資源化に向け、
ゲノム科学基盤やバイオテク
ノロジーを駆使して、バイオマ

ス生産から化学製品材料、バイ
オプラスチック（最終製品）に
つなげる革新的で一貫したバ

イオプロセス生産技術を確立
するための研究開発を実施す
ることで、新産業を創出し、広

く社会に展開することを目指
す。 
平成２７年度は、以下の研究

を行う。 
①植物の機能強化による「高

生産性・易分解性を備えたスー

パー植物」 
植物のバイオマス量の高生

産性、環境ストレス耐性、木質

を分解しやすいように変える
有用な遺伝子を組込み、得られ
た遺伝子組換え植物について

国内外の大学、研究機関と連携
して、ほ場試験を実施する。さ
らに草本バイオマス活用に向

け、モデル植物であるミナトカ
モジグサのゲノム情報基盤を
利用し、バイオマス増産に役立

つ新規遺伝子を同定する。 
②バイオテクノロジーを活

用した化学製品原料の効率的

な「一気通貫合成技術」 
バイオマスを原料として微

生物を用いた様々な化合物を

生産するバイオリファイナリ
ー技術に必要なプロセスの要
素技術を開発する。具体的に

は、開発した設計シミュレーシ
ョンプログラムを用いて設計
した微生物代謝物の合成ルー

トについて、引き続き、実際の
微生物を用いて実証試験を行
う。 

（評価軸） 
・イノベーショ
ンの実現に向

けて組織的に
研究開発に取
り組み、社会的

にインパクト
のある優れた
研究開発成果

を創出し、その
成果を社会へ
還元できたか 

・産学官連携の
推進や知的財
産の戦略的な

取得、活用及び
管理により、社
会への貢献を

果たすことが
できたか 
 

（評価指標） 
・二酸化炭素を
資源として活

用可能にする
新たな持続的
循環型の社会

システム基盤
の構築を目指
して、実用的な

バイオプロセ
ス技術を確立
し、国内外の大

学、研究機関及
び企業と組織
的連携・融合し

た研究体制の
下、基礎的な技
術開発から産

業界への橋渡
しまでの中心
的な役割を担

① 植物の機能強化による「高生産
性・易分解性を備えたスーパー植 
物」 

○耐塩性・耐乾燥性の遺伝子組換
えポプラの隔離ほ場試験に向け
て、遺伝子組換えポプラを筑波大

学遺伝子実験センターに移送し、
特定網室内で耐塩性・耐乾燥性の
遺伝子組換えポプラを育成させ、

第一種使用栽培試験に向けた生
物多様性影響評価に必要な知見
を収集した。遺伝子組換えポプラ

の商業栽培を目指し、南京林業大
学との共同研究を継続して推進
した。 

○草本バイオマス増産研究の一環
として、草本バイオマス研究のモ
デル植物であるミナトカモジグ

サの生育ステージの規定とワイ
ドターゲットメタボローム解析
を行い、発生段階やストレス環境

下でのメタボロームの特徴を明
らかにした。コムギとの蓄積代謝
物を比較した結果、ミナトカモジ

グサが麦類を研究するためのモ
デル植物として最適であること
を明らかにした。横浜市立大学木

原研究所と連携して、ミナトカモ
ジグサの植物ホルモンに応答す
るトランスクリプトームを解析

し、８種類の植物ホルモンそれぞ
れに応答する遺伝子群を温帯産
草本植物で初めて網羅的に明ら

かにした。草本バイオマスを増産
するための有用遺伝子探索とし
て、異質倍数体ヘテローシスに関

連する遺伝子の探索を進めた。異
質倍数体のミナトカモジグサ属
植物のゲノム解読、時系列トラン

スクリプトームおよびメタボロ
ーム解析により、異質倍数体草本
の特徴を明らかにした。ソルガム

評定 A 評定 A 

○植物の機能強化による

「高生産性・易分解性を
備えたスーパー植物の開
発」については、耐塩性・

耐乾燥性の遺伝子組換え
ポプラの育成と評価が進
んでおり、植物バイオマ

ス、特にセルロース生産
の向上につながる成果が
出ており、順調に計画を

遂行していると評価す
る。 
 

○草本バイオマスモデル
植物のミナカモジグサの
生育ステージを規定する

とともに、ストレス応答
性の代謝物を網羅的に解
析し、コムギとの蓄積代

謝物を比較した結果、ミ
ナトカモジグサが麦類を
研究するためのモデル植

物として最適であること
を明らかにし、インター
ネット上に公開したこと

は、草本バイオマス研究
だけでなくコムギ研究を
推進する研究基盤を提供

するものである。この研
究分野の世界的な発展に
大きく貢献するものであ

るため高く評価できる。。
また、異質倍数体のミナ
トカモジグサ属植物のゲ

ノム解読、トランスクリ
プトーム解析やメタボロ
ーム解析により、異質倍

数体草本の特徴を明らか
にし、異質倍数体ヘテロ

○研究面については、順調に年

度計画を遂行していることに
加え、一部当初の想定を超え
る、科学的に顕著な成果が創

出されていると認められる。 
 
○横浜ゴム、日本ゼオンとの共 

同研究により、自動車タイヤ 
などの原料として使われる合 
成ゴムの原料であるイソプレ 

ンについて、センターが保有 
する細胞設計技術、代謝制御 
技術を活用し合成に成功し 

た。本件は、産学連携で進め 
た共同研究で得られた顕著な 
成果である。 

 
○人工ペプチドを遺伝子キャ 
リアとして利用することで、

動植物の葉緑体やミトコンド
リアへ安定的に遺伝子を導入
する技術を開発し特許出願し

たことは高く評価できる。こ
の成果は、植物科学と高分子
化学の異分野融合の結果得ら

れた成果である。 
 
○運営面においては、センター

長のリーダーシップのもと、
センターにコーディネータ
ーを起用し、バイオマス工学

研究部門と環境資源科学研
究センターの、所内連携の強
化を行うと共に、大学や企業

等との連携も進めた。さらに
新規課題に意欲的に取り組
む若手の研究者をチームリ

ーダーに採用し、研究体制の
活性化を図るなど、適切に運
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ョンを推進する。 

これらにより、
平成３１年度ま
でに植物バイオ

マスを原料とし
た新材料の創成
を実現するため

の、革新的で一貫
したバイオプロ
セスの確立に必

要な研究開発を
実施する。 

本中期目標期

間においては、新
材料の創成に向
けたバイオプロ

セス確立のため
の道筋をつけ、そ
の要素技術の産

業界への導入を
実現する。 

合の中心となる連携促進コーディネ

ーターを設置した研究推進体制を整
備する。連携促進コーディネーター
は、要素技術毎に、研究の早い段階

から異分野の研究領域も含めた情報
交換を進め、社会や産業界が求める
科学的・技術的なニーズを把握し、

プログラムディレクターの下、実現
化に向けて産業界、国内外の大学・
公的研究機関との戦略的な共同研究

等を行い、得られた技術・プロダク
トを広く社会へ展開する。 

③ポリ乳酸に並び立つ「新た

なバイオプラスチック」の開発 
ポリエステルの代替材料と

して期待され、微生物が作り出

すポリヒドロキシアルカン酸
（ＰＨＡ）を素材としたバイオ
プラスチックを実材料として

利用可能とするために、引き続
き、成形・加工高度化技術の開
発、高付加価値な新規機能を付

加させたＰＨＡ素材を企業と
連携して開発する。 
また、得られた技術・プロダ

クトを広く社会へ展開するた
めに、産業界との橋渡しを含め
た組織連携・融合に向けて研究

推進体制を強化し、社会や産業
界が求める科学的・技術的なニ
ーズの把握や、産業界、国内外

の大学・公的研究機関との戦略
的な共同研究等を行う。 

い、オープンイ

ノベーション
を推進できた
か 

・比類のない独
自のユニーク
な成果や当初

計画で予期し
得なかった特
筆すべき業績 

・各事業におい
て、センター長
等のリーダー

シップが発揮
できる環境・体
制が整備され、

適正、効果的か
つ効率的なマ
ネジメントが

行われている
か 
・若手研究者等

への適切な指
導体制が構築
され、人材育成

の取組みが推
進されている
か 

 
（モニタリン
グ指標） 

・ポリ乳酸に並
び立つ 「新た
なバイオプラ

スチック」の開
発を目指し、本
中期目標期間

に、新規バイオ
ポリマー素材
を開発し、要素

技術を１件以
上企業に技術
移転 

の種子の登熟過程の発現プロフ

ァイルとデータベース MOROKOSHI
を用い、種子の登熟過程ではデン
プン合成に関わる遺伝子ファミ

リーの中でも特定の遺伝子が主
に利用されていることを明らか
にした。 

② バイオテクノロジーを活用し
た化学製品原料の効率的な「一気
通貫合成技術」 

○シロアリ共生系由来酵素を
Trichoderma菌に導入して、その
性能評価を行った。セルラーゼ、

ヘミセルラーゼ等の遺伝子を導
入した Trichodermaの培養上清を
用いて、クラフトパルプの糖化を

調べたところ、その糖化効率は従
来型の産業用セルラーゼ製剤お
よび Trichoderma株の 2倍に及ぶ

高効率を示した。この成果につい
て特許出願した。シロアリ腸内に
生息するセルロース分解性原生

生物の共生細菌複数種について、
シングルセルゲノム解析を行い、
原生生物の表面共生細菌がリグ

ノセルロース分解に寄与するこ
とを発見した。固体多次元 NMR解
析技術を高度化して藻類バイオ

マスの非分離解析手法を開発し、
バイオマスの組成・構造の解析手
法を構築した。ペプチドを遺伝子

キャリアとして利用することで、
動植物のオルガネラ（葉緑体やミ
トコンドリア）へ安定的に遺伝子

を導入する技術を開発し、この成
果について特許出願した。 
 

○昨年度開発した人工代謝反応の
設計ツール（BioProV）を改良し、
人工代謝経路を探索するシミュ

レーションの精度向上を行うこ
とにより、高効率な実験デザイン
を可能にした。横浜ゴム/日本ゼ

オンとの共同研究において、人工
代謝反応を構築することでイソ
プレンのバイオ合成に初めて成

功し、2件の特許出願をした。細
胞内の既存の代謝反応を最適化
することにより、サリチル酸を高

ーシスに関連する遺伝子

の探索を進めたことは、
バイオマス基盤技術の開
発における目立った研究

成果であり高く評価でき
る。 
 

 
 
 

○バイオテクノロジーを
活用した化学製品原料の
効率的な「一気通貫合成

技術」の確立については、
植物から化成品までの一
気通貫合成技術の研究開

発について、多くの研究
成果が出ており、順調に
計画を遂行していると評

価する。特に、遺伝子導
入用に設計した人工ペプ
チドを用いて植物細胞の

ミトコンドリア内に遺伝
子を効率的に導入する技
術を開発した成果は、動

植物オルガネラを改変す
ることによる植物物質生
産への道を拓いた大きな

成果であり、植物工場や、
自然環境問題の解決を目
指した耐乾燥性・耐塩性

を有した新規植物の開発
など、極めて広範な応用
展開が見込まれる独自の

ユニークな先導的研究成
果であるため高く評価す
る。 

○横浜ゴム/日本ゼオンと
の共同研究において、人工
代謝反応を構築すること

で高効率なイソプレンの
バイオ合成に世界で初め
て成功し、2020年代前半を

目標に実用化を目指す成
果を上げたことは高く評
価できる。サリチル酸を高

収率で生産する大腸菌を
作製し、コリスミ酸誘導体
化合物生産のための基盤

営が行われていると認めら

れる。 
 
（今後の展開に向けたコメン

ト） 
○理研内部の研究機関や企業
との連携を更に進め、優れた

基礎研究の成果を創出する
とともに、基礎研究の成果を
社会課題解決につなげてい

くことを期待。 
 
 

（評定） 
○以上を踏まえ、適正、効果的
かつ効率的な業務運営の下で

「研究開発成果の最大化」に向
けて顕著な成果の創出や将来
的な成果の創出の期待等が認

められることから、評定を Aと
する。 
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収率で生産する大腸菌を作製し、

コリスミ酸誘導体化合物生産の
ための基盤となる細胞を構築す
ることに成功し、この成果につい

て 1件の特許出願をした。 
 
 

③ ポリ乳酸に並び立つ「新たなバ
イオプラスチック」の開発 
○PHA素材の引裂強度向上に寄与

する添加物の探索ならびに遊離
水酸基を有する新規 PHA素材の性
能評価を実施し、後者の成果にお

いてカネカとの共同で特許出願
した。新規高性能樹脂として、桂
皮酸骨格を有する含不飽和芳香

族化合物を利用した樹脂素材の
合成法を探索し、分子量３万程度
の生成物を得る手法を開発した。

リグニン分解物由来芳香族化合
物群を利用したポリエステル合
成では、重合触媒種の探索を行

い、チタン系触媒からアンチモン
系触媒へ変換することにより、着
色を抑制するとともに溶融-固体

化性能に優れた生成物が得られ
ることを見出し、この成果につい
て特許出願した。クモ糸の紡糸機

構を材料科学の観点から明らか
にし、新たな人工的な紡糸技術に
繋がる知見を見出し、この成果に

ついて特許出願した。 
 
 

 
 
 

 
○開発した技術を確立し、新たな
産業にまでつなげるため、国内外

の大学、研究機関および企業との
共同研究契約を新たに 11件（う
ち、企業とは 3件）締結し、オー

プンイノベーションを推進した。
内閣府の戦略的イノベーション
創造プログラム（SIP）「次世代農

林水産業創造技術」、革新的研究
開発推進プログラム（ImPACT）「超
高機能構造タンパク質による素

となる細胞を構築するこ

とに成功したことは、新た
な化成品の創出や高効率
なモノマー生産に繋がる

重要な成果であり、高く評
価する。 
 

 
 
○ポリ乳酸に並び立つ「新

たなバイオプラスチッ
ク」の探求については、
昨年度に既にモニタリン

グ指標を達成しており、
これまでも企業との共同
研究が順調に進んでい

る。カネカとの共同研究
において、新規素材の性
能評価を行い特許出願に

至った成果については、
今後の研究成果の実用化
につながる大きな前進で

あり高く評価できる。ま
た、桂皮酸骨格を有する
含不飽和芳香族化合物を

利用した樹脂素材の合成
法の開発、リグニン分解
物由来芳香族化合物群か

らのポリエステル合成法
の開発は、植物からの高
分子素材の生成への道を

拓く成果であり、高く評
価できる。さらに、クモ
糸の新たな人工的な紡糸

技術に繋がる知見を見出
したことも、構造材料と
しての利用に向けた前進

として高く評価できる。 
○産業界との連携、他の研
究機関との連携など飛躍

的に進歩した。これは推
進室や産業連携本部の支
援で研究者が積極的に産

業界の研究者との交流を
進めた結果であると高く
評価している。ImPACT, 

SIPなどへも積極的に関
わって企業連携を推進し
ている点は高く評価でき
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材産業革命」、JSTの「戦略的創造

研究推進事業 先端的低炭素化技
術開発」（ALCA）に積極的に参画
し、大学、研究機関および企業と

積極的に連携した。 
 
 

 
 
 

 
【マネジメント・人材育成】 
○研究体制においては、センター

にコーディネーターを起用し、更
なるマネジメントの強化に努め
た。バイオマス工学研究部門を環

境資源科学研究センターの部門
として統合し、所内連携の強化を
図った。新規課題に意欲的に取り

組む若手の研究者をチームリー
ダーに採用し、研究体制の活性化
を図った。センター長が強いリー

ダーシップを発揮して、理研の他
センター、大学ネットワークや企
業などと横断連携研究を進め、強

力に研究の発展を促した。 
 

る。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○平成 27年度より、バイ

オマス工学研究部門を環
境資源科学研究センター
に組み込んでバイオマス

資源の有効利用に関する
研究を進めた。両者の統
合およびコーディネータ

ーの配置により、一層グ
リーンイノベーション達
成に向けた橋渡し研究や

所内外の連携構築を効率
的・効果的に推進するこ
とが可能な体制となっ

た。また、新たな研究に
意欲的に取り組む若手研
究者をＴＬに採用するな

ど人材育成も順調に進ん
でいる。これらの体制の
構築により、資源循環型

の環境に優しい物質生
産、食糧生産、そしてエ
ネルギー生産に関するよ

り一層の社会実装を見据
えた目的基礎研究型の研
究開発の発展が促進され

るようになったことは、
高く評価できる。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－4－(2) －② （2）横断的連携促進 ②創薬関連研究に関する連携の促進 

関連する政策・施策 政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-1 ライフサイエンス分野の研究開

発の重点的推進及び倫理的課題等への取組 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第一項 科学技術に関する試験及び

研究を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ（創薬・医療技術基盤プログラム） 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：6 

和文：18 

欧文：6 

和文：0 

欧文：1 

和文：0 
― ― 

連携数 

― 

共同研究等：16 

協定等：2 

共同研究等：27 

協定等：2 

共同研究

等：29 

協定等：2 

― ― 

特許件 
数 ― 

出願：3 

登録：0 

出願：4 

登録：0 

出願：1 

登録：0 
― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

件数：0 

予算額：0 

件数：0 

予算額：0 

件数：0 

予算額：0 ― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

840,000 1,000,000 832,99

4 
― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数※ 12 12 14 ― ― 
 

※理研横断型のプログラムであるため、論文数、外部資金については、研究者等が本務で所属するセンター等の実績においてカウント。 
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２．主要な経年データ（予防医療・診断技術開発プログラム） 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：4 

和文：4 

欧文：24 

和文：0 

欧文：21 

和文：28 
― ― 

連携数 

― 

共同研究等：9 

協定等：1 

共同研究等：12 

協定等：4 

共同研究

等：23 

協定等：6 

― ― 

特許件 
数 ― 

出願：6 

登録：0 

出願：7 

登録：0 

出願：3 

登録：0 
― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

件数：2 

予算額：3,200 

件数：4 

予算額：15,000 

件数：8 

予算額：

77,780 

― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

71,492 143,702 123,27

9 
― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数※ 13 11 11 ― ― 
 

※理研横断型のプログラムであるため、論文数、外部資金については、研究者等が本務で所属するセンター等の実績においてカウント。 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ライフイノベ
ーションの実現
に向けて、理化学

研究所の有する
ＳＰｒｉｎｇ－
８やスーパーコ

ンピュータ「京」
等の世界トップ

創薬関連研究に関する連携の促進
では、理化学研究所が有する世界ト
ップレベルの研究基盤を組織横断的

に活用し、基礎研究から生まれたシ
ーズを実際の創薬プロセスや、医療
の現場で活用される技術として製薬

企業や医療機関に導出することを目
的に、創薬や医療技術の研究開発を

①創薬・医療技術基盤プログラ
ム 
理化学研究所の各研究センタ

ーや大学等で行われている
様々な基礎疾患研究から見い
だされる創薬標的（疾患関連タ

ンパク質）を対象に、各研究セ
ンターが設置する創薬基盤ユ

（評価軸） 
・イノベーショ
ンの実現に向

けて組織的に
研究開発に取
り組み、社会的

にインパクト
のある優れた

① 創薬・技術基盤プログラム 
○中長期計画に示した目標を達成
するために、平成 27年度におい

ては、理化学研究所内外のシーズ
（疾患の原因タンパク質標的）に
ついての創薬研究のうち、シード

（化合物、抗体、細胞等）探索段
階の創薬・医療技術研究について

評定 【S】 
創薬・技術基盤
プログラム 

 Ｓ 
予防医療・診断
技術開発プロ

グラム 
 S 

評定 S 
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レベルの研究基

盤を横断的に活
用し、創薬プロセ
スや、医療の現場

で実際に活用さ
れる技術に最適
化する革新的な

技術基盤を創出
して、理化学研究
所が持つ脳科学、

発生・再生科学、
統合生命医科学
といった疾患研

究の基盤や、大学
等の研究機関の
研究開発成果か

ら得られる重要
なシーズの実用
化に向けて包括

的に支援するこ
とにより、革新的
な創薬や医療技

術の創出につな
げる。 

また、関係府省

が連携してアカ
デミア等の創薬
研究を支援する

取組に参画し、上
記の技術基盤を
活用して理化学

研究所でなけれ
ばできない支援
を実施する。 

これらにより、
理化学研究所内
外のシーズをも

とに適切な段階
で特許を取得し、
又は臨床研究段

階に進め、その中
から企業又は医
療機関に創薬候

補化合物等とし
て、４件以上を移
転する。 

さらに、医薬品
を効果的に使用
するためには、適

行う創薬・医療技術基盤プログラム

を実施する。また、医薬品や医療技
術を効果的に使用するために重要な
診断法の開発等を行う予防医療・診

断技術開発プログラムを実施する。 
創薬・医療技術基盤プログラムで

は、理化学研究所の各研究センター

や大学等で行われている様々な基礎
疾患研究から見いだされる創薬標的
（疾患関連タンパク質）を対象に、

各研究センターが設置する創薬基盤
ユニットが連携して医薬品の候補と
なる低分子化合物、抗体、核酸等の

新規物質を創成し有効な知的財産の
取得を目指す創薬・医療技術研究を
推進する。また、非臨床研究段階の

トランスレーショナルリサーチとし
て安全性評価等を行う創薬・医療技
術プロジェクトを推進し、これらを

適切な段階で企業や医療機関等に導
出する。このため、プログラムにマ
ネジメントフィスを置き、適切な専

門人材を配置して、有望な創薬・医
療技術研究やプロジェクトのリソー
ス重点化、年度毎のステージアップ

目標に対する進捗管理を行うことに
より、創薬基盤ユニットが連携して
効果的・効率的に推進するためのマ

ネジメントシステムを確立する。こ
れにより、従来は困難であった標的
タンパク質を解析する技術や、新し

い創薬標的を同定する技術等の開発
と連携し、これらも活用して創薬・
医療技術研究やプロジェクトを推進

し、企業や医療機関への導出活動を
行う。また、府省が連携してアカデ
ミア等の創薬研究を支援する取組な

どを通じて、大学や医療機関との連
携強化や先端的技術を創薬研究に展
開するための企画・調整を行う。こ

れらの取組を通じて、理化学研究所
内外のシーズについて創薬研究を推
進し、その中からシード探索、リー

ド最適化段階の創薬・医療技術研究
については、最終製品を包含する特
許の取得段階にまで進め、２件以上

を企業に移転する。また、創薬・医
療技術プロジェクトについて非臨床
段階から臨床段階にステージアップ

ニットが連携して医薬品の候

補となる低分子化合物、抗体、
核酸等の新規物質を創成し有
効な知的財産の取得を目指す

創薬・医療技術研究を推進す
る。また、非臨床研究段階のト
ランスレーショナルリサーチ

として安全性評価等を行う創
薬・医療技術プロジェクトを推
進し、これらを適切な段階で企

業や医療機関等に導出する 
これらの取組を通じて、シード
探索、リード最適化段階の創

薬・医療技術研究については、
本中長期目標期間において、最
終製品を包含する特許の取得

段階にまで進め、２件以上を企
業に移転する。また、創薬・医
療技術プロジェクトについて

非臨床段階から臨床段階にス
テージアップし、本中長期目標
期間において、２件以上を企業

又は医療機関に移転する。 
平成２７年度は、前年度に引き
続き、上記目標を達成するため

にシード探索段階の創薬・医療
技術研究について１件をリー
ド最適化段階に進めるととも

に、リード最適化段階の創薬・
医療技術研究については１件
に関して最終製品を包含する

特許の取得段階まで進め、創
薬・医療技術プロジェクトにつ
いては、１件に関して非臨床試

験を実施する。 
大学等の基礎的研究成果を医
薬品として実用化に導くため

の研究開発を支援する取組で
ある「創薬支援ネットワーク」
の参画機関として、関係機関と

連携してアカデミア発の創薬
に継続して取り組む。 
 

 

研究開発成果

を創出し、その
成果を社会へ
還元できたか 

・産学官連携の
推進や知的財
産の戦略的な

取得、活用及び
管理により、社
会への貢献を

果たすことが
できたか 
 

（評価指標） 
・基礎疾患研究
から見いださ

れる創薬標的
（疾患関連タ
ンパク質）を対

象に、医薬品の
候補となる新
規物質を創成

し有効な知的
財産の取得を
目指す創薬・医

療技術研究を
推進し、非臨床
研究段階のト

ランスレーシ
ョナルリサー
チとして安全

性評価等を行
い、これらを適
切な段階で企

業や医療機関
等に導出でき
たか 

・疾患を発症前
または早期段
階において計

測・検出・予測
可能とするバ
イオマーカー

の探索やこれ
を用いた診断
法の開発等の

取組を推進で
きたか 
・比類のない独

１テーマをリード（動物モデルで

有効な化合物、抗体、細胞等で欠
点を改良すれば知財や開発品を
創製できるもの）最適化段階に進

めること、リード最適化段階の創
薬・医療技術研究については１テ
ーマに関し最終製品を包含する

特許の取得段階に進めること、創
薬・医療技術プロジェクトにおい
て１件に関して非臨床試験を実

施することを目標とした。 
○１テーマをリード最適化に進め
る研究目標に対し、創薬・医療技

術研究において Tankyrase1を標
的としたエピゲノム抗がん剤、悪
性リンパ腫特異的に傷害活性を

有する抗体医薬、これら２テーマ
がシード探索段階からリード最
適化段階に到達し、研究目標を上

回った。 
○１テーマを最終製品を包含する
特許取得段階に進める研究目標

に対し、リード最適化段階である
進行性骨化性線維異形成症（FOP）
治療薬、神経膠腫治療抗体薬、

Tankyrase1 を標的としたエピゲ
ノム抗がん剤（再掲）、白血病治
療抗体薬の開発、などの４テーマ

において最終製品を包含する特
許取得段階に到達し、研究目標を
大幅に上回った。 

○１プロジェクトに関して非臨床
試験を実施する目標については、
先進的な細胞医療を目指した新

規リガンドを用いた NKT細胞標的
がん治療、幹細胞を標的とした白
血病治療薬の 2プロジェクトに関

して、平成 27年度中に非臨床試
験を開始し、目標を上回った。 
 

○社会への成果還元に向けて、本
プログラムでは、創薬標的（シー
ド）特定段階での移転（出口 1）、

開発品を包含できる特許提出段
階での移転（出口 2）、臨床開発段
階での移転（出口 3）の 3つの出

口戦略を設け、研究開発を進めて
いる。平成 27年度においては、6
個の創薬プロジェクト・テーマに

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○中長期計画（モニタリン
グ指標）の達成に向けた

平成 27年度計画に関し、
シード探索段階の創薬・
医療技術研究について 1

テーマをリード最適化段
階に進める目標に対して
2テーマが、１テーマを最

終製品を包含する特許取
得段階に進める目標に対
して 4テーマが、１プロ

ジェクトに関して非臨床
試験を実施する目標に対
して 2プロジェクトが到

達し、各年度計画を大き
く超えて達成したことか
ら中長期計画を１年前倒

しで達成できることが見
込まれ、非常に高く評価
する。 

なお、中長期計画におけ
る目標は下記のとおり。 
・開発品を包含できる特

許 提出段階での企業へ
の導出を 2件以上行う。 
・臨床開発候補品あるい

は臨床開発品段階での企
業または医療機関への導
出を 2件以上行う。 

○企業への成果移転に向
けて複数プロジェクトに
おいて進展が見られたこ

と、特に、理研の知財収
入がこれまでの年平均約
1億円から平成 27年度に

数億円増加したのは、創
薬プロジェクトに関する
ライセンス契約を前提と

○研究面については、順調に年

度計画を遂行していることに
加え、当初の想定を超える、
科学的に特に顕著な成果が創

出されていると認められる。 
 
○中でも、創薬・医療技術基盤

プログラムにおいて、社会実
装を意識したマネジメントを
行い、進行性骨化性線維異形

成症(FOP)治療薬が特許取得
段階に入る、人工アジュバン
トベクター細胞プロジェクト

が大手医薬品企業とのオプシ
ョン契約・共同契約を締結す
るなど、理化学研究所の社会

への成果還元が進むとともに
知的財産収入に貢献をしてい
る点は高く評価できる。 

 
○また、予防医療・診断技術開
発プログラムにおいても、高

感度インフルエンザ検出シス
テムの迅速性・簡便性・保存
性といった改良を行い、企業

へ移転を完了させたことは
「理化学研究所内外のシーズ
をもとに特許を取得し、企業

に移転をする」という中長期
目標に則した研究開発と認め
られる。 

 
（今後の発展に向けたコメン
ト） 

○in silico創薬など、創薬の
ための系統的な開発プログラ
ムの検討を期待したい。 

 
○交付金を手がかりに外部資
金を呼び込む新しいプロジェ

クトのフレームワークであ
り、今後も外部機関・企業と
のコラボレーションが一層進

むことを期待したい。また、
成果については、IR・広報を
活用して外部に積極的にアピ

ールすることが望まれる。 
 
（評定） 
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切な診断技術と

の組合せが重要
であることから、
例えば、理化学研

究所が有するゲ
ノムオミックス
研究の技術等を

活用して理化学
研究所の各セン
ターと連携し、疾

患の発症前や早
期段階において
検出が可能なバ

イオマーカーを
探索し、それを用
いた診断法の開

発等を実施する。
具体的には、探索
されたバイオマ

ーカーを簡便に
検知できる診断
機器等について

薬事申請を視野
に入れた研究開
発を進め、企業に

移転する。 
理化学研究所

は、上記のほか、

政策的要請や社
会的要請に基づ
き、科学技術イノ

ベーションの実
現に向けて、計画
の提案を行い、重

点的に連携・ネッ
トワークのプロ
グラムを推進す

る。 

し、本中期目標期間において、２件

以上を企業又は医療機関に移転す
る。 

自のユニーク

な成果や当初
計画で予期し
得なかった特

筆すべき業績 
・各事業におい
て、センター長

等のリーダー
シップが発揮
できる環境・体

制が整備され、
適正、効果的か
つ効率的なマ

ネジメントが
行われている
か 

・若手研究者等
への適切な指
導体制が構築

され、人材育成
の取組みが推
進されている

か 
 
（モニタリン

グ指標） 
・理化学研究所
内外のシーズ

について創薬
研究を推進し、
その中からシ

ード探索、リー
ド最適化段階
の創薬・医療技

術研究につい
ては、最終製品
を包含する特

許の取得段階
にまで進め、２
件以上を企業

に移転 
・非臨床段階か
ら臨床段階に

ステージアッ
プし、本中期目
標期間におい

て、２件以上を
企業又は医療
機関に移転 

つき、医薬品企業との共同研究を

実施した。また、出口 3について
は、「心不全治療のための細胞医
療プロジェクト」に関し、「Adipo 

Medical Technology社」（10月に
理研ベンチャー認定）へのライセ
ンスアウトの方針が創薬・医療技

術基盤プログラム運営委員会に
おいて承認され、成果移転に向け
て進展した。また、H25年度に特

許出願済の「幹細胞を標的とした
白血病治療薬」について理研ベン
チャーを設立するとともに、新規

リガンドを用いた NKT細胞標的が
ん治療については橋渡し拠点事
業として医療機関との連携によ

る実装へ向けて進展した。また、
人工アジュバントベクター細胞
プロジェクトについては、東大橋

渡し拠点事業として平成 28年度
スタート予定の医師主導治験に
向けた計画が進展した。 

○これらによって大手医薬品企業
とのあいだの共同研究契約が成
立し、ライセンス契約を前提とし

たオプション契約等として数億
円の知財収入となり、医療機関・
企業との連携による実装へ向け

大きく前進するとともに、理研全
体の知財収入の増加に大きく貢
献した。 

【マネジメント・人材育成】 
○戦略的な資源配分マネジメント
のため、四半期に一度開催である

推進会議を臨時を含め５回、半期
に一度開催であるプログラム運
営委員会を臨時を含め 3回開催

し、テーマ・プロジェクトの優先
順位付けや中止等、本プログラム
としての戦略的判断が求められ

る事項について適時判断を行う
とともに、予算執行や研究進捗を
モニタリングし、予算配分に反映

した。また、効果的かつ効率的な
研究開発を進めるため、個別のテ
ーマ・プロジェクトについてはプ

ロジェクトマネジメントシステ
ムにより適切な推進を行った。 
○平成 26年度に設置した臨床開発

したオプション契約等の

対価であり、複数のプロ
ジェクトが着実に社会実
装に向けて進んだことを

非常に高く評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○限られた予算のなかで
効果的かつ効率的な研究

開発を進めるため、プロ
グラムディレクターのリ
ーダーシップのもと、的

確な戦略的判断や資源配
分マネジメントが実施で
きる体制になっていると

高く評価する。また、各
研究センターにおいて成
果の社会実装のため、セ

ンター中核研究者を本プ
ログラムのプロジェクト
リーダー（部長職）とし

て兼任させるとともに、
臨床経験の豊富な人材を
室長として雇用し、適

○本事業では、当初の年度目

標より早い時期に研究成果が
出てきている 
 

○以上を踏まえ、適正、効果的
かつ効率的な業務運営の下で
「研究開発成果の最大化」に

向けて特に顕著な成果の創出
や将来的な特別な成果の創出
の期待等が認められることか

ら、評定を Sとする。 
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・平成２７年度

までに、８件程
度の共同研究
を企業・大学等

と締結し、バイ
オマーカーを
簡便に検知で

きる診断・検出
キット等の薬
事申請や製品

化を視野に入
れた研究開発
を推進し、適切

な段階で企業
や医療機関等
に１件以上導

出 

支援室では、平成 27年 6月に国

内外での臨床開発経験者が室長
として着任し、非臨床・臨床段階
に達したプロジェクトにつき、一

層の加速を目指して医療機関と
の連携を進めた。 
○センター横断型のテーマの支援

に従事する研究系職員にインセ
ンティブを与え、イノベーション
創出を加速するため、創薬テー

マ・プロジェクト報奨制度によ
り、研究開発ステージの進展に特
に貢献した 14名に報奨ならびに

表彰状の授与を行った。また、各
センターにおかれる創薬基盤ユ
ニットにおいて創薬研究経験を

持つ人材を育てるため、企業ある
いは医療界出身の経験を積んだ
人材である本プログラムのマネ

ージャがテーマ・プロジェクト毎
の会議や助言等を通して人材育
成を進めた。 

○大学等の基礎的研究成果を医薬
品として実用化に導くための研
究開発を支援する取組である「創

薬支援ネットワーク」の構成機関
として、意志決定会議体である創
薬支援ネットワーク研究会議な

らびに運営会議に参加、理研創
薬・医療技術基盤プログラムの経
験を生かして実効性のあるネッ

トワーク形成に貢献するととも
に、ハイスループットスクリーニ
ング等によるテーマ支援を通じ

てアカデミア発の創薬に向けて
貢献した。平成 27年度は、理研
は 13テーマの支援を行った。 

 

切・効果的な非臨床・臨

床段階のプロジェクト推
進ができる体制になって
いると高く評価する。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○創薬支援ネットワーク
に主体的に参画し、低分
子創薬支援機関の中核と

して大学等の基礎的研究
成果の社会への還元に向
けた取り組みに貢献した

ことを高く評価する。 
 
 

また、予防医療・診断技術開発プ
ログラムにおいても同様のマネジメ

ントシステムにより、理化学研究所
の各研究センターや医療機関・企業
等で行われている様々な基礎研究等

から見いだされるシーズやニーズを
基に、各研究センターが設置する開
発ユニットが連携して疾患を発症前

または早期段階において計測・検
出・予測可能とするバイオマーカー
の探索やこれを用いた診断法の開発

②予防医療・診断技術開発プロ
グラム 

理化学研究所の各研究センタ
ーや医療機関・企業等で行われ
ている様々な基礎研究等から

見いだされるシーズやニーズ
を基に、各研究センターが設置
する開発ユニットが連携して

疾患を発症前又は早期段階に
おいて計測・検出・予測可能と
するバイオマーカーの探索や

② 予防医療・診断技術開発プログ
ラム 

○予防医療・診断技術開発プログ
ラムは「理研のシーズを医療のニ
ーズにつなげ、プロダクトを世に

送り出す」をコンセプトに、理研
の研究主宰者との打合せを 47回、
医療現場の医師等との打合せを

189回、企業関係者と 102回の打
合せを実施し、26件の横断型プロ
ジェクトを提案した。 

 
 

○理研内のシーズ調査、医
療現場・企業のニーズ調
査を精力的に実施し、多

数の横断型プロジェクト
を提案した実績は、非常
に高く評価する。 
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等の取組を推進する。そのため、平

成２７年度までに、８件程度の共同
研究を企業・大学等と締結し、バイ
オマーカーを簡便に検知できる診

断・検出キット等の薬事申請や製品
化を視野に入れた研究開発を推進
し、本中期目標期間において適切な

段階で企業や医療機関等に１件以上
導出する。 

これを用いた診断法の開発等

の取組を推進する。平成２７年
度は、前年度に引き続き核酸等
の生体分子を検出対象とする

インフルエンザ早期診断・検出
キット開発のために、医療機関
と連携した臨床研究を推進す

るとともに、バイオマーカー探
索等を進め、前年度までに締結
した共同研究を着実に進める。 

 
③健康・医療フロンティアプロ
ジェクト 

前年度に引き続き、再生医療
に向けた基盤研究の推進、創薬
支援ネットワークの強化、疾患

克服に向けた研究を推進する
とともに、平成２７年度はゲノ
ム修飾制御機構の解明ならび

に１細胞の動的性質の理解に
向けた分野横断的な取組に着
手し、健康・長寿社会の実現、

医療分野での経済成長に貢献
する。 

○26年度においてインフルエンザ

迅速診断システム開発における
臨床研究の結果、当技術の有用
性、優位性について

Proof-of-conceptを得るととも
に、設定していた高度化課題（短
時間化、簡便化、保存安定性の向

上）を 27年度に実施し、全てに
成功した。このため、これまでの
成果を企業に移転するための契

約を 28年 4月に締結することと
した。 
○インフルエンザ迅速診断システ

ム開発で確立した核酸診断技術
について、100％企業資金による
携帯型核酸迅速診断デバイスの

開発のプロジェクトを立案し、光
量子工学研究領域・山形研での開
発を立上げた。 

 
 
 

○医療現場・企業のニーズ調査に
より得た当初計画になかったプ
ロジェクトとして、企業資金によ

り理研独自の遺伝子解析ツール
（e-primer、e-probe）を活用し
た低コスト遺伝子変異診断キッ

ト（白血病関連遺伝子等）の開発
を実施しており、1つの病院の検
査室での臨床研究で優良な成果

が得られたため、28年度より多施
設での臨床研究実施のための共
同研究契約を締結する運びとな

った。 
○診療科横断的がんプロジェクト
においてバイオマーカーを単離

するための基盤となっている理
研データベースを発表した主要
論文 2報（FANTOM5) が、過去 2

年間で「最も引用されているライ
フサイエンス分野の日本から出
た論文」の 1位と 2位になった。 

○転写ネットワーク解析の成果を
応用して、iPS細胞を経ることな
く、網膜色素細胞を作製しうる転

写因子の予測に成功した。 
 
 

○インフルエンザ診断キ

ット開発において、事業
化を見据えた高度化に成
功し、技術を移転する契

約の締結に至ったこと
は、中期計画ロードマッ
プに従って順調に計画を

遂行していると評価す
る。 
 

 
 
○運営費交付金で実施し

てきた研究開発の成果を
用いて、企業資金を取り
こみ、医療機関での診断

向けの市場から市販診断
薬の市場への横展開を目
指すプロジェクトを企

画、立案し、開始に至っ
たことは、非常に高く評
価する。 

○当初計画にとどまらず、
低コスト遺伝子変異診断
キットの開発プロジェク

トを実施して一定の成果
を挙げていることは、医
療現場・社会のニーズ調

査から浮かび上がった課
題の解決に向け、早期の
実用化が期待されるプロ

ジェクトをデザイン・立
案して企業資金を呼び込
んだものであり、高く評

価する。 
○本結果は、疾患バイオマ
ーカー探索等の研究にお

いて新たな鉱脈を示すな
ど分野に幅広く貢献して
いることを裏付けてお

り、非常に高く評価でき
る。 

 

○本成果は、Nature 
Genetics 65報の中でトッ
プインパクト論文に選ば

れており、再生医療にお
ける移植用細胞の品質管
理という大きな課題に対
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○27年度において 9件の共同研究

を締結し、中期目標期間開始以降
の共同研究契約の件数は 22件と
なった。ニーズ、シーズの調査を

もとに立案した所内外連携のプ
ロジェクトを始めるべく、企業資
金や競争的資金を積極的に獲得

しており、センターへの配分を含
むその額は PMIの交付金予算 1億
円を上回る 186百万円（26 年度：

80百万円）に上る。 
 
 

 
○成果を広く普及させるため、ロ
シア・カザン連邦大学およびカタ

ール・ハマッド病院との連携構築
を行い、全額相手側負担による共
同研究および連携研究室の設置

に向けた調整を行った。この結
果、カザン連邦大学は理研発の遺
伝子解析関連技術の普及と人材

育成に関する協力に向けて施設
整備を行い、28年 1月に理研との
連携研究室（250㎡）を設置し、

活動を開始した。 
○プログラムディレクターのリー
ダーシップのもと、プロジェクト

の立案から事業化までコーディ
ネートするために必要な専門性
（医療資源、医療情報、医事、薬

事、知財）を持つ人材を雇用して
いる。 
 

○既に専門性を備えた人材を雇用 
しているが、日々のコーディネー
ト活動で様々な経験を積ませてい

る。 

して解決の道筋を示唆し

たものであり、非常に高
く評価できる。 
○企業・大学等との共同研

究の件数は、中期計画の
定量的目標（平成 27年度
までに 8件程度）を大き

く上回っており、交付金
予算が限られているなか
で、企画、立案から資金

確保までを含めて所内外
連携プロジェクトが奏功
して、プロジェクト件数、

外部資金獲得額が増えて
おり、運営費交付金の 1.8
倍にも上っていること

は、非常に高く評価する。 
○理研発の技術の社会実
装のための連携構築とし

て、海外展開も含む活動
が奏功して、カザン連邦
大学側での施設整備を伴

う積極的な協力による共
同研究が進んだことは、
非常に高く評価できる。 

 
 
 

 
○様々な専門性を持つ人
材を雇用し、プログラム

ディレクターのリーダー
シップが発揮でき、かつ
限られた予算の中で適

正、効果的なマネジメン
トができる体制になって
いると評価する。 

○日々のコーディネート
活動で様々な経験ができ
るよう配慮していると評

価する。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－4－(3) 実用化につなげる効果的な知的財産戦略の推進 

関連する政策・施策 

政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

施策目標 8-2：科学技術振興のための基盤の強化 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第二項 前号に掲げる業務に係る成

果を普及し、及びその活用を促進する

こと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準値

等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

10年以上保
有している
特許の実施
化率 

― 

56.5% 60.8% 64.9% 

― ― 

 
 

  
   

 
 

  
   

 
      

 

①  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 さらに、理化学
研究所の保有す
る知的財産を効

果的に実用化に
つなげるため、特
許の戦略的な取

得や保持により、
競争力の向上を
図るとともに、関

係機関とも連携
して事業化の支
援にも積極的に

取り組むことが
重要である。 

また、保有する

特許の検証を通
じて必要性の低
い特許の保有に

ついても見直し
を行い、特許の実
施化率の更なる

向上を目指すと
ともに、これらを
確実に進めるた

めの体制を構築
する。 

この一環とし

て、実施料収入の
拡大にも努める。 

研究開発成果の実用化に向けた技
術移転を効果的に進めるため、外部
専門家の活用など知的財産戦略の推

進体制を強化するとともに、知的財
産を適切に保護し、積極的に活用す
る。また、企業が事業化を目指した

研究開発に本格的に取り組む基礎と
なり、実施料収入の拡大に結びつく
よう、十分な実施例を踏まえた権利

範囲の広い特許、いわゆる強い特許
を取得する。 

さらに、取得した特許等について

は、実施許諾したものも含めて一定
期間毎にその実用化の価値や費用対
効果を検証し、権利維持の必要性を

見直すといった効率的な維持管理を
行う。 

加えて、ウェブサイトや展示会等

を活用した情報発信、研究者自身に
よる技術紹介活動、理研ベンチャー
の認定等、技術移転機能の拡充を図

る。 
これらの活動を通じて、中期目標

期間終了時点において、１０年以上

保有している特許の実施化率を６
５％以上へ引き上げる。 

研究開発成果の実用化に向
けた技術移転を効果的に進め
るため、平成２７年度は、知的

財産コンサルタント等の外部
専門家から助言を受け、知的財
産戦略の推進体制の強化、見直

しを行う。 
また、企業が事業化を目指し

た研究開発に取り組む基礎と

なり、実施料収入の拡大に結び
付くような権利範囲の広い強
い特許を取得する。取得した特

許等については、関連企業への
紹介活動を積極的に行い、これ
ら活動の結果を踏まえ、一定期

間毎にその知的財産としての
価値や費用対効果を検証し、権
利維持の必要性を見直す等、効

率的な維持管理を行う。実施許
諾した知的財産についても、一
定期間毎にその実施状況や市

場状況を踏まえ、権利維持の必
要性を見直す。 
さらに、展示会等において、

理化学研究所が保有する知的
財産を早期に紹介する活動や
産業界との面談を実施すると

ともに、ウェブサイト等を活用
した情報発信や理研ベンチャ
ーの認定、理化学研究所全体の

イノベーション意識を醸成す
るための表彰制度の創設等、技
術移転機能の拡充を図る。 

（評価軸） 
・産学官連携の推
進や知的財産の

戦略的な取得、活
用及び管理によ
り、社会への貢献

を果たすことが
できたか 
（評価指標） 

・知的財産戦略の
推進体制を強化
し、知的財産の適

切な保護、活用、
強い特許の取得、
効率的な維持管

理を行ったか 
(モニタリング指
標) 

中期目標期間
終了時点におい
て、10年以上保

有している特許
の実施化率を
65％以上へ引き

上げたか 
 
（評価の視点） 

【知的財産等】 
（保有資産全般

の見直し） 

・ 特許権等の知
的財産につい
て、法人にお

ける保有の必
要性の検討状
況は適切か。 

 
 
・ 検討の結果、

知的財産の整

○研究開発成果の実用化に向けた 
技術移転を効果的に進めるため、
知的財産戦略、契約に詳しい専門

家（弁理士、弁護士）と顧問契約
し、契約作成や解釈のアドバイス
を受け、確実な権利行使を行っ

た。 
○出願した特許技術を企業にとっ 
てより魅力的な技術として強化

するための方策として、有望な発
明に対し、特許の権利範囲を拡げ
るための追加データを取得する

「強い特許」を獲得するための支
援を 2件実施した。 

○出願した特許を早期に産業界に 

紹介する取り組みとして、
BIOtech、JST 新技術説明会、イ
ノベーション・ジャパン、Bio 

Japan、三菱東京 UFJ銀行 技術説
明会、nano tech、理研と親しむ
会 理研と産業界との交流会等の

イベント、ウェブサイトやメール
マガジン等での紹介、個別企業へ
の営業活動など産業界へのライ

センシング活動を積極的に進め
た。 
保有していながら実施許諾され

ていない特許権については、特許
技術の有効性、産業界の反応等を
調査し、実施の可能性を検証し、

実施の可能性が少ない特許につ
いては積極的に放棄するととも
に、実施許諾されていても売上げ

の伸びない特許権については実
施許諾先からその理由等を調査
し、費用対効果の観点から、収支

の見合わない実施契約は解約す
る措置を取った。 

○以上の取組みにより、10年以上 

保有している特許の実施化率は

評定 A 評定 A 

○専門家の活用、強い特許 

獲得の支援、展示会や技
術説明会での知的財産の
紹介など、様々な活動に

ついて有機的に連携しな
がら取り組み、知的財産
の取得・活用・管理を進

めたことは順調に計画を
遂行していると評価す
る。 

○企業の有識者からなる 
産業連携イノベーション
戦略会議からの意見を反

映した理研イノベーショ
ン戦略を策定し、知財及
び産業界連携戦略の推進

体制を強化していると評
価する。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○実施許諾されていない 

○知的財産に関する主な成果

として、実施料収入が前年度
の 134百万円から、594百万
円と大きく増加したことがあ

げられる。これは企業との連
携が進展していることのあら
われと認められ、評価できる。 

 
○また、10年以上保有してい
る特許の実施化率が 64.9％と

なり、65％以上に引き上げる
という中長期計画の目標を 3
年目で達成目前であると認め

られる。 
 
○知的財産及び産業連携の推

進体制を強化するなど計画に
基づき適切に実施している。 
 

(今後の発展に向けたコメン
ト) 
○理研ベンチャーの成長に向

け、経営人材や財務専門家等
の人材を確保するための仕組
みを工夫していくことが必要

である。 
 
○社会への貢献という観点か

らは、理研ベンチャーによる
事業のアウトカム、インパク
トの測定が求められる。 

 
 
(評定) 

○以上を踏まえ、適正、効果的
かつ効率的な業務運営の下で
「研究開発成果の最大化」に



124 

 

理等を行うこ

とになった場
合には、その
法人の取組状

況や進捗状況
等は適切か。 

 

（資産の運用・管
理） 

・ 特許権等の知

的財産につい
て、特許出願
や知的財産活

用に関する方
針の策定状況
や体制の整備

状況は適切
か。 

 

・ 実施許諾に至
っていない知
的財産の活用

を推進するた
めの取組は適
切か。 

 

64.9%（前年度実績 60.8%）となり、

ほぼ数値目標を達成した。 
実施許諾契約 272件（前年度実績
286件）、実施料収入 594百万円

（前年度実績 134百万円）と、実
施料収入については前年度を大
きく上回る実績をあげた。 

○産業界から産業連携の窓口が見 
えづらいとの指摘があることか
ら、社会知創成事業を「産業連携

本部」に名称変更し、産業界との
窓口を明確化し、産業連携に積極
的に取り組んでいる姿勢をこれ

まで以上に発信した。 
○平成 27年 5月に発表された「理 
研 科学力展開プラン」を受けて、

産業連携に係る事項を強力に推
進するために、平成 27年 11月に
「理研イノベーション戦略」を取

りまとめた。同戦略を取りまとめ
るにあたり、イノベーション戦略
会議のメンバーのうち企業の有

識者を 4名から 9名拡充し、意見
の収集・集約を行い、戦略への反
映を行った。同戦略に基づく施策

を提案し、着実に実施を進めた。 
○技術移転機能を強化するため、 
理研ベンチャー4社を新たに認定

した。平成 27年 6月に理研ベン
チャー「株式会社ヘリオス」が東
証マザーズ上場を果たした。ベン

チャービジネスのベースとなる
基本的な考え方を身につけ、立ち
上げや経営など含め様々な事案

に対処できる基礎知識を得るた
めに、監査法人による研修会・相
談会を開催した。和光事業所を会

場としたベンチャーピッチを開
催し、理研ベンチャー含む 5社に
よる発表を行い、ビジネスパート

ナーや支援者と出会う場を設け
た。 

○平成 27年 9月に理研が産学官連 

携をより主体的に進める際に、特
定の分野又は課題を設定し、産学
官における研究情報の交換、社

会・産業ニーズや技術シーズ等の
課題の共有及び課題解決に向け
た連携内容の検討等を行う枠組

保有特許権の整理を進

め、10年以上保有してい
る特許の実施化率は、当
初計画より 2年早く目標

を達成したことは高く評
価する。 
また、実施料収入が前年

度を大きく上回ったこ
とは企業との連携進展
の証左であり、高く評価

する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○新たに 4社を理研ベン
チャーとして認定し、ま

た理研ベンチャーのう
ち 1社が上場したことに
ついて、技術移転機能の

拡大を進めていると評
価する。ただし、今後の
理研ベンチャーが成長

していくために、経営で
きる人材や CFO等の財務
専門家の確保が必要で

あり、そのような人材を
紹介する仕組みが今後
の課題である。 

 

向けて顕著な成果の創出や将

来的な成果の創出の期待等が
認められることから、評定を
Aとする。 
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みとして「産学官連携に係るコン

ソーシアム」の制度を設けた。平
成 28年 2月に第 1号コンソーシ
アムとして、健康脆弱化予知予防

コンソーシアムを設立した。 
○ベンチャー企業の経営者や研究 
成果を実用化につなげた経験者

がアドバイザーとして参画する
意見交換会を開催し、理研イノベ
ーション戦略について助言を受

けた。 
○平成 27年 10月に産業連携の所 
外専門家を招いてのセミナー、平

成 28年 1月にベンチャーキャピ
タリストと成功した大学発ベン
チャーの共同創業者による講演

会を開催し、研究者を含めた理研
職員の産業連携意識の醸成や理
解増進を行った。また、理研全体

の研究者・技術者に対して、産業
連携に対する意識を醸成すると
ともに、産業連携に関する活動を

表彰するために、理研産業連携奨
励賞、貢献賞、大賞を創設した。 

 

４．その他参考情報 

― 

 

  



126 

 

様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

Ⅰ－5 研究環境の整備、優秀な研究者の育成・輩出等 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－5－(1) 活気ある開かれた研究環境の整備 

関連する政策・施策 

政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

施策目標 8-2：科学技術振興のための基盤の強化 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第四項 科学技術に関する研究者及

び技術者を養成し、及びその資質の向

上を図ること。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準値

等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

研究に従事
する研究者
の外国人比
率 

― 

18.6% 19.1% 19.2% 

― ― 

指導的な地
位にある女
性研究者の
比率 

― 

9.8% 9.5% 10.1% 

― ― 

       

 
      

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 世界トップレ
ベルの研究開発
機関であるため

には、国内外の優
秀な頭脳循環の
ハブとなること

が重要であり、そ
のために活気あ
る研究環境を整

備していく必要
がある。 

具体的には、 

・戦略的・機動的
な研究開発の実
施 

・競争的な研究環
境の創出 
・成果創出に向け

た研究インセン
ティブの向上 
・国際的に開かれ

た研究体制の構
築 
・若手研究者の登

用や挑戦的な研
究の機会の創出 
・女性研究者等の

活躍を促す研究
環境の整備 
等の取組を行い、

他の機関に先駆
けた先導的な研
究開発システム

の改革を推進す
る。 

①競争的、戦略的かつ機動的な研究環境の創出 評定 B 評定 B 

より競争的な研究環境を醸成し、
新たな研究分野への取組や独創的な
研究開発成果を創出するため、公正

かつ透明性の高い評価を実施し、そ
の結果を研究資源の配分に反映す
る。 

また、理事長のリーダーシップの
下、戦略的なテーマ設定による有用
な研究開発成果の創出を目指す戦略

的研究展開事業を推進する。さらに
は、理研科学者会議のリーダーシッ
プの下、競争的な環境下で独創的な

研究成果の創出を目指す独創的研究
提案制度により、幅広い研究分野・
多様な研究アプローチを有する所内

の各組織間で一層の横断的連携の強
化を図り、異なる研究分野、研究手
法等が融合することで次代の科学技

術の重点領域となるべき研究を推進
する。加えて、研究システムのあり
方や研究資源の配分についても、研

究の性格に合わせて柔軟かつ機動的
に対応する。さらに、世界の頭脳を
呼び込み、人材獲得競争に打ち勝つ

ため、卓越した研究者に相応の待遇
や研究環境を用意できるよう対応す
る。国家戦略、社会ニーズの観点か

ら緊急に着手すべき研究、早期に加
速することが必要な研究及び萌芽的
な研究についても迅速かつ柔軟に対

応する。 

より競争的な研究環境を醸
成し、新たな研究分野への取組
や独創的な研究開発成果を創

出するため、公正かつ透明性の
高い評価を実施し、その結果を
研究資源の配分に反映する。 

平成２７年度は、戦略的研究
展開事業において、平成２５年
度に開始した高次機能を解明

し人間を理解するための３件
の連携促進研究を軸として、全
所的な連携を進める。また、独

創的研究提案制度においては、
分野間の融合を目指す新領域
開拓課題について、実施中の３

件に加え、新たに２件を実施す
るとともに、幅広い研究分野・
多様な研究アプローチを有す

る所内の各組織間で一層の横
断的連携の強化を図る新たな
研究課題の選定を行う。さら

に、卓越した研究者へ相応の待
遇・研究環境を提供する体制の
整備に関しては、独立行政法人

制度の見直しを踏まえ、卓越し
た人材の雇用を可能とする給
与体系の構築や適切な業績評

価の仕組みの検討を進める。な
お、国家戦略、社会ニーズの観
点から緊急に着手すべき研究、

早期に加速することが必要な
研究及び萌芽的な研究につい
て、対応の必要性が発生した場

合は研究資源を活用し迅速か
つ柔軟に対応する。 
 

 
 
 

（評価軸） 
・世界トップレベ
ルの研究者を集

めるための研究
環境の整備や優
秀な人材の育

成・輩出を行うこ
とが出来たか  
（評価指標） 

・戦略的研究展開
事業、独創的研究
提案制度の推進、

成果創出に向け
た研究インセン
テティブの向上、

外国人研究者及
び女性研究者へ
の支援、若手研究

者の育成制度等
を通して、活気あ
る開かれた研究

環境を整備した
か 

○理事長主導（トップダウン）の
戦略的研究展開事業、科学者会議
主導（ボトムアップ）の独創的研

究提案制度を研究所全体の制度
として実施。 

○戦略的研究展開事業において

は、理事長が研究課題もしくは研
究代表者を指定した課題指定型
研究を 8課題推進した（前年度

11課題）。新規課題として、国際
的な共同研究を強力に推進する
ため、宇宙分野で 1件実施した

（ＭＡＸＩプロジェクトの推
進）。 

○ライフサイエンス分野のセンタ

ー間連携を図るため、高次機能を
解明し人間を理解するための連
携促進研究 3課題を着実に実施。 

○独創的研究提案制度について
は、平成 28年度に開始する新領
域開拓課題の公募を実施し、新領

域開拓課題１件を採択した。（応
募総数：新領域開拓課題 13件）
【再掲】 

 
 
 

○若手研究者の意欲的な研究の支
援を目指し、奨励課題を公募、51
件を採択・実施した。（応募総数

189件）【再掲】 
 
○研究戦略会議などにおける理研

科学力展開プランの実現に向け
た議論等の中で、研究人事制度改
革についての検討を進めた。 

○課題指定型研究として、 
社会的要請等により緊急 
に着手すべき研究や重要 

であるものの外部資金に 
おいても実施に馴染まな 
い萌芽的研究を研究的環 

境において柔軟に措置 
し、特に大規模な国際共 
同研究を高い水準で推進 

できたことは、世界にお 
ける日本の宇宙研究の優 
位性を証明するものとし 

て高く評価できる。 
 
○3件の連携促進を軸とし 

て、全所的な連携を推進 
しており評価できる。 

○独創的研究提案制度に 

おいて、将来新たな研究 
分野へ発展する可能性、 
挑戦的・独創的な課題で 

あるか等の観点から選考 
し、分野融合による未踏 
の研究領域の創出を目指 

した課題を採択・実施し 
たことは順調に計画を遂 
行していると評価する。 

○若手研究者の意欲的な 
研究の支援を目指し、奨 
励課題を採択・実施した

ことは順調に計画を遂行
していると評価する。 

○研究戦略会議などで、研

究人事制度改革について
の検討を進めたことは評
価できる。 

○活気ある研究環境の整備に
向けて、順調に計画を遂行し
ていると認められる。 

 
(今後の発展に向けたコメン
ト) 

○女性研究者が働きやすい環
境整備に向けて、企業や大学
の例も参考にしていくことが

望まれる。 
 
 

 
(評定) 
○「研究開発成果の最大化」に

向けて成果の創出や将来的な
成果の創出の期待等が認めら
れ、着実な業務運営がなされ

ていることから、評定を Bと
する。 



128 

 

②成果創出に向けた研究者のインセンティブ向上 評定 B 

成果創出を促進するためには、優

れた研究者等が最大限に能力を発揮
できる研究環境及び研究者を支援す
る体制の充実が必要である。研究事

業に即した適切な研究者の雇用体系
を整備するとともに、より高いアク
ティビティを発揮できるキャリアパ

スの構築等を図る。 
また、働きやすい研究環境を維持

し、活発な研究開発活動を実施する

ため、ラボマネジメントに関する研
修や個々の能力開発を支援する研修
の充実を図る。 

成果創出を促進するために

は、優れた研究者等が最大限に
能力を発揮できる研究環境及
び研究者を支援する体制の充

実が必要である。研究事業に即
した適切な研究者の雇用体系
を整備するとともに、より高い

アクティビティを発揮できる
キャリアパスの構築等を図る。 
平成２７年度は、労働契約法

（平成１９年法律第１２８号）
及び研究開発システムの改革
の推進等による研究開発能力

の強化及び研究開発等の効率
的推進等に関する法律（平成２
０年法律第６３号）の改正内容

を踏まえて適正な雇用制度の
検討を行う。また、研究室運営、
研究員雇用等、研究を円滑に進

めていく上での問題をそれぞ
れの場面で適切に解決してい
くために、センター長や新任研

究室主宰者、管理職等につい
て、それぞれの立場において求
められるマネジメント能力の

向上を図る。さらに、新任研究
室主宰者のメンターを対象と
し、効果的なメンタリングの実

施に向けた実践セミナーを行
う。 
加えて、職員意識調査の結果

やこれまで実施した研修の内
容と効果を踏まえて、自律的な
キャリア形成の観点を強化す

るため、語学力、情報処理など
の研修プログラムはｅラーニ
ングにて職員の受講機会を提

供する。 
 
 

（評価軸） 

・世界トップレベ
ルの研究者を集
めるための研究

環境の整備や優
秀な人材の育
成・輩出を行うこ

とが出来たか  
 
（評価指標） 

・戦略的研究展開
事業、独創的研究
提案制度の推進、

成果創出に向け
た研究インセン
ティブの向上、外

国人研究者及び
女性研究者への
支援、若手研究者

の育成制度等を
通じた活気ある
開かれた研究環

境の整備の状況 

○科学力展開プランに掲げられた

人事制度改革の方針に基づき、任
期制職員の雇用上限期間を明確
化するとともに、優れた研究者を

惹きつけ、開かれた公正な評価を
経た上で、より安定的に研究に集
中できる雇用形態として無期雇

用職（定年 60歳）を整備し、流
動性と安定性の双方を兼ね備え
た人事制度の基本骨子を固めた。 

○管理職のマネジメントに必要な
倫理、不正防止、労務管理等の共
通事項を網羅した eラーニングプ

ログラムの受講徹底を継続的に
実施した。 
○階層別研修として、平成 27年度 

は、センター長をはじめ、各セン
ターにおいて管理職を対象に、順
次コーチング講座を進め、実施す

ることで、センターや研究室にお
ける部下育成に有用なコミュニ
ケーションスキルの向上を図っ

た。（平成 28年度前半までに全セ
ンター完了予定） 

○新任管理職に対しては、研究不 

正を防止するために気を付ける
べきポイントや、所属員に対して
研究倫理教育を含めた指導育成

を効果的に実施するために有益
なコーチングスキル等に関する
研修を実施した。 

○能力開発研修の中で、語学研修 
強化の試行的取組みとしてオン
ラインによる英語学習プログラ

ムを新たに実施し、また、海外短
期語学研修を継続的に実施する
ことで、国際化に対応する人材育

成を図るとともに、職員が夜間大
学院修学制度を通じて、専門性の
高い知識が備わるよう、職員の育

成を図った。 
○能力開発研修については、語学
や ITスキルに関する研修の eラ

ーニング化により、より多くの
職員に業務に有益な内容を学べ
る機会を提供し資質向上を図っ

た。 

○着実に計画を推進して

いると評価できる。 
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○「Scientist Surviving in 

Japan」のタイトルで経験者によ
る英語のセミナーを実施し、外
国人研究者に、キャリアについ

て考え、話し合う機会を提供し
たほか、「大学教員に求められる
コンピテンシー」セミナー開催

することで、研究成果を挙げる
と同時にキャリアを意識した活
動が必要である事とを訴えた。

またこれを動画化し継続的に配
信している。 
○ 研究者に特化した自己分析

セミナーを実施し、自分の価値
基準や働く目的を考え直す機会
となることを図った。 

○研究者としての働き方におけ
る選択肢や、求められる人物像、
転身活動における考え方やポイ

ントについて紹介するセミナー
と個別相談会がセットされたイ
ベントを、複数の企業や人材紹

介会社によって実施した。 

③ 国際的に開かれた研究体制の構築 評定 B 

優れた外国人研究者を確保するた

めには、外国人研究者に配慮した生
活環境の整備が必要となる。外国人
住宅の確保、家族に対する生活支援、

生活に関連する諸手続の簡素化の推
進等のほか、対応する各事務部門の
一層のバイリンガル化を推進する。 

このような環境整備の下、外国人
研究者の受入を積極的に進め、理化
学研究所で研究に従事する研究者の

外国人比率を中期目標期間中に２
０％程度に引き上げることを目指
す。 

優れた外国人研究者を確保

するためには、外国人研究者に
配慮した生活環境の整備が必
要となる。平成２７年度は、外

国人住宅の確保、外国人研究者
の家族に対する生活支援、生活
に関連する諸手続きの簡素化

の推進等のほか、対応する各事
務部門の一層のバイリンガル
化を推進するとともに、外国人

向け生活マニュアルの充実化
を図る。また、英文所内ニュー
スレターであるＲＩＫＥＮＥ

ＴＩＣや所内ウェブサイトを
通じて定期的に必要な情報を
発信するなど、状況に応じたき

め細かい対応を行う。 
このような環境整備のもと、

外国人研究者の受入を積極的

に進め、理化学研究所で研究に
従事する研究者の外国人比率
の向上に努める。 

 
 

（評価軸） 

・世界トップレベ
ルの研究者を集
めるための研究

環境の整備や優
秀な人材の育
成・輩出を行うこ

とが出来たか 
  
（評価指標） 

・戦略的研究展開
事業、独創的研究
提案制度の推進、

成果創出に向け
た研究インセン
ティブの向上、外

国人研究者及び
女性研究者への
支援、若手研究者

の育成制度等を
通じた活気ある
開かれた研究環

境の整備の状況 
 

○外国人研究者に配慮した「ヘル

プデスク」機能を充実させ、各事
業所が地域と連携し、住宅、医療、
教育、女性研究者を含めた妊娠、

出産など子育ての支援制度を強
化した。また、日本語教室、入退
所オリエンテーションを充実さ

せた。 
○専門スタッフによる所内文書の
翻訳、HP英語化を促進するととも

に、英文所内ニュースレターであ
るＲＩＫＥＮＥＴＩＣを毎月発
刊し、所内ホームページの情報提

供と合わせて、定期的な情報発信
を行った。 
○外国人研究者の受入を積極的に

進め、平成 27 年度における理化
学研究所で研究に従事する研究
者の外国人比率は目標の 20％に

対して、19.2％となった。 
 

○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
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（モニタリング

指標） 
研究に従事す

る研究者の外国

人比率 

④ 若手研究者の登用や挑戦的な研究の機会の創出 評定 B 

研究者の流動性・多様性を確保す

るとともに、新たな研究領域を開拓
し、科学技術に飛躍的進歩をもたら
すため、優れた若手研究者を公正な

手段により選考し、積極的な登用を
行うとともに、適切な支援により、
その能力を最大限に発揮できる体制

を整備する。 
また、若手研究者に独立した研究

室の長としての指導的な地位を与

え、研究室を主宰させる制度（准主
任研究員制度）及び、国際的に優れ
た若手研究者に時限的に研究ユニッ

トを編成させ独立した研究を実施さ
せる制度（独立・国際主幹研究員制
度）の双方の長所を取り入れて両制

度を統合・再編し、卓越した若手研
究者等を育成するための制度を拡充
する。この統合された制度における

研究員の募集については、平成２５
年度より実施する。 

さらに、独創的研究提案制度にお

いて、若手研究者育成のための研究
課題の所内公募制度を平成２５年度
に新設する。 

研究者の流動性・多様性を確

保するとともに、新たな研究領
域を開拓し、科学技術に飛躍的
進歩をもたらすため、平成２７

年度は、研究管理職採用手続き
に関するガイドライン等に基
づき、優れた若手研究者を公正

な手段により選考し、積極的に
登用する。また、メンターの配
置等に関するガイドラインに

基づき、新任の研究室主宰者に
ついては、研究室マネジメント
等の経験が豊富な者２名をメ

ンターとして配置するなどの
支援を行う。 
准主任研究員制度のもとで、

卓越した若手研究者の育成を
図る。また、独創的研究提案制
度において、若手研究者育成の

ための奨励課題の所内公募を
実施する。 
 

 

（評価軸） 

・世界トップレベ
ルの研究者を集
めるための研究

環境の整備や優
秀な人材の育
成・輩出を行うこ

とが出来たか  
（評価指標） 
・戦略的研究展開

事業、独創的研究
提案制度の推進、
成果創出に向け

た研究インセン
ティブの向上、外
国人研究者及び

女性研究者への
支援、若手研究者
の育成制度等を

通じた活気ある
開かれた研究環
境の整備の状況 

○若手の新任研究室主宰者及び若 

手研究者等に対して、より適時的
確な支援・助言を与えられるよ
う、メンター方策を実施し、平成

27年度は、新任研究室主宰者 11
名に対して延べ 22名のメンター
を配置し、メンターを対象とする

第 2回目の実践セミナーを開催し
た。 

○若手研究者に独立して研究を推

進する機会を提供し、次世代の科
学技術分野を創成させるため、准
主任研究員制度を設け、長期的視

野を持ち、萌芽的かつ独創的研究
を推進し、次世代の科学技術分野
の国際的なリーダーシップを担

う若手研究者を広く国内外から
募った。その結果 115名の応募者
を得、理研科学者会議内の選考作

業部会において選考を行い、2名
の准主任研究員を理事会に推薦
した。（平成 28年度採用）【再掲】 

○着実に計画を推進して

いると評価できる。 
 
 

 
 
 

 
 
○研究室を主宰する優秀

な若手研究者のための準
主任研究員の公募・推薦
を行ったことは順調に計

画を遂行していると評価
する。 

⑤ 女性研究者等の更なる活躍を促す研究環境の整備 評定 B 

出産・育児や介護の際及びその前
後においても研究開発活動を継続で

きる環境整備を推進し、男女共同参
画の理念に基づいた仕事と家庭の両
立のための取組を実施する。また、

既に導入されている各種の取組につ
いても利便性を高めるための見直し
や改善を図る。これらにより、指導

的な地位にある女性研究者の比率を
少なくとも１０％程度とすることを
目指す。 

出産・育児や介護の際及びそ
の前後においても研究開発活

動を継続できる環境整備を推
進し、男女共同参画の理念に基
づいた仕事と家庭の両立のた

めの取組を実施する。また、既
に導入されている各種の取組
についても利便性を高めるた

めの見直しや改善を図る。 
平成２７年度は、妊娠、育児

又は介護中の研究系職員の支

援者雇用経費助成等、育児や介
護に関する支援制度の利用を
推進する。また、育児休業等か

ら復帰した職員及びその所属

（評価軸） 
・世界トップレベ

ルの研究者を集
めるための研究
環境の整備や優

秀な人材の育
成・輩出を行うこ
とが出来たか  

（評価指標） 
・戦略的研究展開
事業、独創的研究

提案制度の推進、
成果創出に向け
た研究インセン

ティブの向上、外

○出産・育児や介護の際及びその
前後においても研究活動を継続

できる環境整備を推進し、男女共
同参画の理念に基づいた仕事と
家庭の両立を目指すため、平成 27 

年度は、次の取組を実施した。 
○ 女性活躍推進法に基づき、第 1
期（平成 28年 4月 1日～平成 30

年 3月 31日）の一般事業主行動
計画を策定し、所内外への公表等
を行った。 

○ 平成 19年度に開始した「妊娠、
育児又は介護中の研究系職員を
支援する者の雇用経費助成」で

は、のべ 74人（平成 26年度はの

○着実に計画を推進して 
いると評価できる。 
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長や同僚を対象に、仕事と家庭

の両立や、勤務時間に制限のあ
る職員への対応に関する研修
を実施する。 

国人研究者及び

女性研究者への
支援、若手研究者
の育成制度等を

通じた活気ある
開かれた研究環
境の整備の状況 

（モニタリング
指標） 

指導的な地位

にある女性研究
者の比率 

べ 63人）に助成を行った。 

○ 出産・育児に関する支援制度の
うち、健康診査等の為の通院時間
を有給扱いとし、部分休業の対象

を小学校就学の始期に達するま
でに拡大した。 
○仕事と家庭の両立に資する研修

として、「介護に関する研修会」
を実施し、48人の参加があった。 
○ 個別の事情に対応し支援を検

討する相談窓口「個別支援コーデ
ィネート」には、43件（平成 26
年度は約 60件）の相談があった。 

○ 平成 27年度における女性研究
者の在籍割合は 14.1％、テクニカ
ルスタッフ等まで含めると

33.9％であった。また、指導的な
地位にある研究者（PI）の女性比
率は 8.8%であった。さらに、非常

勤を除いた場合の女性 PI の比率
は 10.1％であった。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－5－(2) 優秀な研究者等の育成・輩出 

関連する政策・施策 

政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

施策目標 8-2：科学技術振興のための基盤の強化 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第四項 科学技術に関する研究者及

び技術者を養成し、及びその資質の向

上を図ること。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準値

等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

ＪＲＡ受入
人数 

― 
256人 277人 270人 

― ― 

基礎科学特
別研究員及
び国際特別
研究員受入
人数 

― 

169人（外
国籍研究
者 62 人） 

173人（外
国籍研究
者 62 人） 

162人（外
国籍研究
者 58 人） ― ― 

 
      

 
 

  
   

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 世界トップレ
ベルの研究開発
機関として発展

し、世界的な期待
と尊敬を受ける
ためには、理化学

研究所へ世界中
から優秀な研究
者が集まり、か

つ、理化学研究所
から国内外の
様々な研究ステ

ージで主体的な
役割を果たし得
る優秀な研究者

が輩出されるこ
とが重要である。      

このため、研究

者の国際的な頭
脳循環のハブと
なるべきシステ

ム、研究環境の整
備等に一層の磨
きをかけるとと

もに、次代を担う
技術者、若手研究
者等に対する適

切な支援・育成を
行い、理化学研究
所で研究を行う

ことが、国内外の
優秀な研究者に
とって魅力的な

キャリアパスの
一環となるよう
に努める。 

① 次代を担う若手研究者等の育成 評定 B 評定 B 

将来の研究人材を育成するととも

に、理化学研究所の活性化を図るた
め、柔軟な発想に富み活力のある大
学院生・若手研究者を招聘する制度

等を活用する。 
具体的には、大学院生について、

連携大学院制度、ジュニア・リサー

チ・アソシエイト制度等を活用して、
それらの質を確保した上で積極的に
受け入れる。特に、ジュニア・リサ

ーチ・アソシエイト制度においては、
基礎医科学の知見・技能を有する研
究者の育成に重点を置きつつ、年間

２１０人程度に研究の機会を提供す
る。 

また、創造性、独創性に優れた若

手研究者の育成がますます重要とな
っていることに鑑み、博士号を取得
した若手研究者に、３年間創造的か

つ独創的な発想で研究をする環境を
提供する基礎科学特別研究員制度及
び国際特別研究員制度を推進し、研

究者の独立性や自律性を含め、その
資質の向上を図る。基礎科学特別研
究員及び国際特別研究員については

年間１７０人程度を受け入れる体制
を維持し、人材の国際化を図るため
そのうち３分の１以上を外国籍研究

者とする。 
さらに、企業等からの研究者、技

術者の受入等を積極的に進め、双方

の研究者、技術者の養成を図るとと
もに、理化学研究所からの円滑な技
術移転を促進する。 

将来の研究人材を育成する

とともに、理化学研究所の活性
化を図るため、柔軟な発想に富
み活力のある大学院生・若手研

究者を積極的に受け入れ、理化
学研究所の研究活動に参加さ
せる。 

具体的には、連携大学院制
度、ジュニア・リサーチ・アソ
シエイト制度等を活用して、国

内外の大学院生を積極的に受
け入れる。また、博士号を取得
した若手研究者に、３年間創造

的かつ独創的な発想で研究を
する環境を提供する基礎科学
特別研究員制度及び国際特別

研究員制度を推進し、研究者の
独立性や自律性を含め、その資
質の向上を図る。 

平成２７年度は、ジュニア・
リサーチ・アソシエイト制度に
おいて、医学免許・歯科医師免

許を取得した大学院生に特別
枠を設け、基礎医科学の知見・
技能を有する研究者の育成に

も重点を置きつつ、年間２１０
人程度に研究の機会を提供す
る。 

基礎科学特別研究員制度に
ついては、国際特別研究員制度
と統合し、国籍を問わず、世界

水準でより優秀な若手研究者
を獲得できる制度として推進
し、年間１７０人程度を受け入

れる。 
以上の取組のほか、海外の大

学等で、理化学研究所の紹介や

人材受入制度などの説明会を
開催する。また、研究人材ネッ

（評価軸） 

・世界トップレベ
ルの研究者を集
めるための研究

環境の整備や優
秀な人材の育
成・輩出を行うこ

とが出来たか 
（評価指標） 
・大学院生・若手

研究者の招聘制
度を通して若手
研究者等を育成

するとともに、研
究者等の流動性
を向上させたか 

（モニタリング
指標） 
・ジュニア・リサ

ーチ・アソシエイ
ト制度において、
年間 210人程度

に研究の機会を
提供したか 
・基礎科学特別研

究員及び国際特
別研究員につい
て年間 170人程

度を受入れ、その
うち 1/3以上が
外国籍研究者で

あったか 

○平成 27年度は、大学院生リサーチア

ソシエイト（JRA）として国内大学院
生を 154名（うち、医師免許・歯科医
師免許を取得した大学院生特別枠 26

名）、海外の大学院生を国際プログラ
ム・アソシエイト（IPA）として、116
名、合計 270名を受け入れた。 

○平成 27年度は、基礎科学特別研究員
及び国際特別研究員については、それ
ぞれ 109名、53名、合計 162名を受け

入れた。うち外国人は 58名を受け入
れ、全体の1/3以上が外国籍であった。 
○英国のロンドン大学(UCL)およびケ

ンブリッジ大学にて若手人材受入制
度の説明会を開催した。 
○委託研究員制度の下で16名を企業か

ら受け入れ、研究又は技術の習得を指
導した。また、イノベーション推進セ
ンターにおいて、産業界との融合的連

携研究制 度の下で 68名、特別研究室
制度の下で 29名を企業から客員研究
員として受け入れ、円滑な技術移転を

促進した。 

○着実に計画を推進し

ていると評価できる。 

○若手人材育成に関しては、順

調に計画を遂行していると認
められる。 
 

（評定） 
○以上を踏まえ、「研究開発成
果の最大化」に向けて成果の

創出や将来的な成果の創出の
期待等が認められ、着実な業
務運営がなされていることか

ら、評定を Bとする。 
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トワークの構築に向けた取組

を行う。さらに、企業等からの
研究者、技術者の受け入れ等を
積極的に進め、双方の研究者、

技術者の養成を図るとともに、
理化学研究所からの円滑な技
術移転を促進する。 

② 研究者等の流動性向上と人材の輩出 評定 B 

一定の期間を定めて実施するプロ
ジェクト型研究等は、優れた任期制
研究者を結集し短期間に集中的に研

究を推進することにより、研究開発
成果を効果的に創出している。これ
らの研究開発活動を通じて、研究者

等に必要な専門知識、技術を取得し、
高い専門性と広い見識を有する研究
者や技術者として育成することによ

り、国内外の優秀な研究者等のキャ
リアパスとして寄与する。 

また、研究者等の自発的な能力開

発の支援や将来の多様なキャリアパ
スの開拓にもつながる研修の充実を
図るとともに、産業界、大学等との

連携強化により人材の流動性の向上
を促進する。 

さらに、主任研究員、准主任研究

員に導入している年俸制の対象を非
管理職の定年制研究職員に拡大して
いくことにより一層の流動性の向上

を図る。 
このほか、自立的な研究者等とし

ての能力、資質の獲得が期待できる

若手研究者等に対して、任期５年を
定めて採用し、３年経過後に定年制
としての適格性の審査を経て定年制

職員への昇格を可能にする「特別任
期制職員制度」を引き続き活用する。 

平成２７年度は、研究者や技
術者が自らのキャリアを考え
て行動することができる資質

を養うために、実践的な就業能
力の向上や自律的活動促進の
ためのセミナー及びキャリア

相談でのアドバイスを実施す
る。また、キャリア意識の形成
を入所後早い段階から醸成で

きるような体系的な研修、理化
学研究所での研究活動終了後
の多様なキャリア設計、キャリ

アチェンジを可能とするため
の能力開発に資する研修を実
施する。 

さらに、人材の流動性を高め
るため、主として民間企業や人
材紹介会社等の外部機関と連

携したキャリア支援を行う。 
加えて、適正な流動性の確保

に向け、年俸制の対象を非管理

職の定年制職員に適用するた
めの検討を行う。 
自立的な研究者等としての

能力、資質の獲得が期待できる
若手研究者等の定年制職員へ
の昇格を可能とする特別任期

制職員制度を引き続き運用す
る。 

（評価軸） 
・世界トップレベ
ルの研究者を集

めるための研究
環境の整備や優
秀な人材の育

成・輩出を行うこ
とが出来たか 
（評価指標） 

・大学院生・若手
研究者の招聘制
度を通して若手

研究者等を育成
するとともに、研
究者等の流動性

を向上させたか 

○研究戦略会議などにおける理研科学
力展開プランの実現に向けた議論等
の中で、研究人事制度改革について

の検討を進めた。 
○入所初期向けのキャリア開発Iから、
転身期向けのキャリア開発 IIIまで、

体系化したワークショップを実施し
ている。 

○実践的就業能力向上や自律的就職活

動促進支援を目的として、新たに面
接マナーを実践的に修得するワーク
ショップを開発/実施した他、個別相

談の中で、個々人の課題解決に向け
た助言を行っている。 

○求人情報に関し、企業の採用担当者

と情報交換の上、理研職員から見て
ポイントとなる点を助言するなどし
て、注目対象となるよう努めた。 

○人材紹介会社の使い方、利点欠点を、
理研出身のコンサルタントが語るセ
ミナーを実施。人材紹介会社と面談

できるイベントと前後して複数回開
催するようアレンジしたほか、イン
トラネット上の Web動画として提供

し、利用促進に努めた。 
○上記コンサルタントの他、企業に転
身した、研究者からのキャリアチェ

ンジ経験者によるセミナーを実施す
ることで、大学教員以外の選択肢の
存在を意識付けた。 

○任期制研究職員の流動性に加え、定
年制研究職員の流動性の向上を図る
ため、引き続き、新規採用の定年制

研究職員を年俸制とした。その結果、
定年制研究職員 332 名のうち、135
名が年俸制である（平成 27年度末）。 

○着実に計画を推進し
ていると評価できる。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－5－(3) 研究開発成果のわかりやすい発信・研究開発活動の理解増進 

関連する政策・施策 

政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

施策目標 8-2：科学技術振興のための基盤の強化 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第二項 前号に掲げる業務に係る成

果を普及し、及びその活用を促進する

こと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準値

等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

学術論文誌
への論文掲
載数 

― 
2,629 報 2,461 報 2,591 報 

― ― 

被引用数の
上位順位の
割合 

― 
25％ 24.2％ 28.3％ 

― ― 

海外メディ
ア向けプレ
スリリース

件数 

― 

42 件 52 件 59 件 

― ― 

       
 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 

 

自己評価 

 理化学研究所
における研究開
発は、最先端の科

学技術に関する
ものが多いこと
から、ある程度科

学技術に通じて
いる者であって
もその内容・意義

等について十分
に理解するのが
難しい場合もあ

る。 
世界トップレ

ベルの研究開発

機関の研究者と
して、研究開発成
果の論文、研究集

会、シンポジウ
ム、広報誌等での
発表や施設公開

等について、これ
までと同様に積
極的に行ってい

くことが重要で
あるが、あわせ
て、当該研究によ

って期待される
成果や社会還元
の内容等につい

て、適切かつ具体
的なわかりやす
い情報発信によ

って、国民に当該
研究を行う意義
についての理解

を深めていただ
き、支持を得るこ
とも重要である。

また、海外への情
報発信について

①  論文、シンポジウム等による成果発表 評定 A 評定 A 

科学ジャーナルへの研究論文の投
稿、シンポジウムでの口頭発表など
を通じ、研究開発成果の普及を図る。 

具体的には、学術論文誌への論文
掲載数として、理化学研究所全体で
毎年２，３００報程度を目指す。ま

た、国内の総合研究所としては群を
抜いて高い論文の質を維持する観点
から、理化学研究所の論文の２７％

程度が、被引用数の順位で上位１
０％以内に入ることを目指す。 

科学ジャーナルへの研究論
文の投稿、シンポジウムでの口
頭発表などを通じ、研究開発成

果の普及を図る。 
平成２７年度は、学術論文誌

への論文掲載数として、理化学

研究所全体で２，３００報程度
を目指す。さらに、論文の質の
維持の観点から、理化学研究所

の論文の２７％程度が、被引用
数の順位で上位１０％以内に
入ることを目指す。 

 

（評価軸） 
・世界トップレベ
ルの研究者を集

めるための研究
環境の整備や優
秀な人材の育

成・輩出を行うこ
とが出来たか 
（評価指標） 

・研究論文への投
稿、口頭発表など
を通じ、研究成果

の普及を図ると
ともに、広報戦略
に基づき情報発

信を積極的に行
ったか 
（モニタリング

指標） 
学術論文誌へ

の論文掲載数と

して、毎年 2,300
報程度を達成で
きたか 

論文の 27％
程度が被引用数
の順位で上位

10％以内に入っ
たか 

○Thomson Reutersの論文データベ 
ースである「Web of science」に 
おける理化学研究所の平成 27年 

発表論文は 2,591報であった。 
○Thomson Reutersの論文データベ 
ースである「Web of science」に 

より、平成 26年発表の論文（2,484 
報）の引用状況を調査した結果、 
論文被引用順位上位 10%に入る論 

文の割合は 28.3%であった。（前年 
度 24.2％。平成 28年 6月調査）。 
また、引用順位上位１％に入る論 

文の割合は 5.6％となり、昨年度 
調査（4.3%）から急上昇した。 

○平成 27年も優れた論文
発表を数多く行っている
ものと評価する。 

 
○論文の引用度において、
中長期計画の目標である

27%を超え、さらに引用順
位上位１％の論文の割合
が急上昇したことは、世

界トップクラスの優れた
研究を輩出していること
を証明するものとして高

く評価する。 

○平成 27年度における学術論
文掲載数、被引用数の順位で
上位 10％に入った論文の割合

及び上位 1％に入った論文の
割合が昨年度よりも大きく増
加した点は評価できる。 

 
○特に被引用数の順位で上位
10％に入った論文の割合は、

中長期計画の目標の 27％を超
え、28.3％となったことは研
究成果が優れていたことのあ

らわれと認められる。 
 
(今後の発展に向けたコメン

ト) 
○センターによっては論文数
が減少しているので、その原

因分析を行うことが必要であ
る。 
 

（評定） 
○以上を踏まえ、適正、効果的
かつ効率的な業務運営の下で

「研究開発成果の最大化」に
向けて顕著な成果の創出や将
来的な成果の創出の期待等が

認められることから、評定を
Aとする。 

 

②  研究開発活動の理解増進 評定 B 評定 B 

我が国にとって存在意義のある研

究所として、国民の理解増進を図る
こと等を主眼として理化学研究所の
広報戦略を策定し、これに基づいて

理化学研究所の優れた研究開発成果
等についてプレス発表、広報誌（理

平成２７年度は、理化学研究

所における広報戦略に基づき、
理化学研究所の研究開発成果
等について情報の発信を積極

的に行う。具体的には、以下の
取組を推進する。 

・世界トップレベ

ルの研究者を集
めるための研究
環境の整備や優

秀な人材の育
成・輩出を行うこ

○専門企業と連携して実施してい

る「見える理研」プロジェクト
は、社会に対してどのように理
研ブランドを浸透させていくか

検討を進めた。理研の真の姿を
社会に対して正確に伝えるキー

○国民向けの分かりやす

いプレス発表・動画の配
信、科学講演会等の一般
向けイベントの開催、子

供向け小冊子制作、理研
グッズ販売等、種々アン

○研究領域の広報活動につい

ては、記者発表での正確かつ即
時の対応の実施等、順調に計画
を遂行していると認められる。 
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も進めることが

重要である。 
このため、平成

２５年度より外

部の識者の参画
も得て多様な視
点を取り入れ、戦

略的に広報・アウ
トリーチ活動を
推進する。 

研ニュース等）、ウェブサイト等での

情報の発信を積極的に行う。 
また、科学技術基本計画に基づき、

国民との双方向のコミュニケーショ

ンに積極的に対応する。具体的には、
これまで行ってきた一般公開、各種
講演会に加え、テーマを絞ったセミ

ナーや出張レクチャー、及びソーシ
ャルネットワーキングサービスを活
用することにより、国民との対話の

機会を積極的に設ける。これらの取
り組みにより、中期目標期間中にア
ウトリーチ活動の件数を２割程度増

やすことを目標とする。 
さらに、情報の受け手である国民

の意見を収集・調査・分析し、これ

を広報活動に反映させる。具体的に
は、国民の理解度・認知度について
の調査や各種イベント・展示会等の

来場者、施設見学者等へのアンケー
ト調査等を実施する。この結果に基
づいて、社会的な存在感が高く魅力

的な研究所として支持が集められる
よう専門家の意見を踏まえ広報戦略
等の改善を行う。 

プレス発表については、より国民
にわかりやすい形で発表することを
目指し、科学記者への説明とは別に、

より平易な用語による解説記事を充
実させるとともに、映像を効果的に
利用した発表を行う。 

また、適切な広報体制を構築する
ため、研究成果にかかる報道発表の
運用手順等に関する規程等を策定

し、確実な運用を行う。 
このほか、広く海外との連携強化

や国際人材の確保を目的として海外

への情報発信機能の拡充に努めると
ともに、国際社会において理化学研
究所の存在感を更に増すための情報

発信を行う。この一環として、海外
メディアを対象としたプレスリリー
スを年間３０件程度行う。 

理解増進活動の促進のため、

国民との双方向のコミュニケ
ーションとして実施している
一般公開や各種講演会に加え、

地域における活動や国際的な
イベントへの参画、理研グッズ
の販路拡大など、活動の幅を広

げる。また、信頼の回復に向け
た活動計画について、所内で共
有の上、具体的な活動内容の検

討を進め、実施する。 
プレス発表や広報誌（理研ニ

ュース等）、公式ウェブサイト、

動画配信サイト（ＹｏｕＴｕｂ
ｅ：ＲＩＫＥＮ Ｃｈａｎｎｅ
ｌ）、Ｔｗｉｔｔｅｒなどの媒

体を複合的に利用し、相乗効果
のある配信を行うとともに、平
成２９年の創立百周年に向け、

理化学研究所に関連する科学
的史料を収集し、効果的な公開
を進める。 

理化学研究所の国際社会に
おける存在感を高めるため、海
外での活動経験がある科学コ

ミュニケーターによる海外メ
ディアを対象とした記事作成
を行い、情報発信能力の向上を

図るとともに、年間３０件程度
の英文によるプレスリリース
を行う。 

さらに、研究成果の報道発表
に関する規程等に基づき、研究
者と広報担当者の連携による

科学的に正確な報道資料の作
成や効果的な発表方法の選択
等、適切な報道発表に向けた取

組を確実に実施する。 

とが出来たか 

 
・研究論文への投
稿、口頭発表など

を通じた研究成
果の普及や広報
戦略に基づいた

情報発信を積極
的の状況 
 

（モニタリング
指標） 

アウトリーチ

活動の件数 
海外メディア

を対象としたプ

レスリリース件
数 

コンセプト、キーワードの作成

を目的に、各事業所及び各セン
ターで事務職員、広報担当者お
よび研究者などの意識を聴く意

見交換会を行った。この意見交
換会で得られた意見を集約し、
複数のキーコンセプト・キーワ

ード案を作成し、広報委員会等
で審議し最終のキーワードを選
定した。 

○研究成果の報道発表に関する規
程等に基づき、発表者からの申
請を受け、所属長、センター

長、推進室長等の確認を必ず取
るなど、適切な報道発表に向け
た取組を実施した。 

○理事長定例記者懇談会を毎月１
回開催し、理事長自ら経営理念
等を積極的に情報発信するとと

もに、理事長と記者の交流を深
めた。また、同時に、定例記者
懇談会では、幅広い分野の記者

に理研の研究への理解を深めて
もらうため、研究者からの研究
紹介を毎月 2件行った。 

○国民に分かりやすく伝えるとい
う観点から、プレス発表、広報
誌（理研ニュース等）、研究施設

の一般公開、イベントの実施、
地域と連携した活動、研究紹介
ビデオの作成、ウェブサイト等

により情報発信に積極的に取り
組んだ。 
○113番新元素の命名権に関する

広報については、年間を通して
広報室と仁科加速器研究推進室
などの関係各部署と連携して行

った。命名権獲得時の報道に備
え、報道機関に正確な情報提供
を行い、施設見学なども実施し

た。平成 27年 12月 31日の命名
権獲得時には、タイムリーに記
者会見を行い、多くのメディア

に取り上げられ、一般国民に対
し広く正確に理解が広がった。 
○理研主導のプレスリリースは、

分りやすいリリース原稿の作成
に努め、年 183件(資料配布 90
件、レクチャー25件、参考資料

ケートの結果を踏まえた

これらの広報活動ついて
は、順調に計画を遂行し
ていると評価する。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

(今後の発展に向けたコメン

ト) 
○過去の研究不正の事案を踏
まえ、何らかのトラブルが起

きた際の対策を平時から検討
しておくことが必要である。 
 

(評定) 
○以上を踏まえ、「研究開発成
果の最大化」に向けて成果の

創出や将来的な成果の創出の
期待等が認められ、着実な業
務運営がなされていることか

ら、評定を Bとする。 
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配布 68件。他機関主導の発表を

含む数は 255件)を行い、発表し
たプレスリリースの約 7割が新聞
に掲載された。理研ニュースの

発行（毎月発行、約 1万部／月）、
一年間の代表的な研究成果を紹
介する広報誌 RIKEN、小中学生お

よび保護者をターゲットにした
子供向けミニ冊子の製作を行
い、Webページに公開するととも

に配布している。 
○理研における重要な双方向コミ
ュニケーションの場として各地

区で行った一般公開について
は、和光地区では 7,064名、筑波
地区 1,465名、播磨地区 5,634

名、仙台地区 347名、横浜地区
3,092名、神戸第 1地区 1,847
名、神戸第 2地区 2,590名、名古

屋地区 550名の来場者があった。
大阪地区では初めて一般公開を
開催し、245名が来場した。全体

の来場者は 22,834名であった。 
○電子媒体として、メールマガジ
ンの発行（24回、会員数：11,111

名/H28.3.1現在）、Twitterでの
情報発信を行った（フォロワー数
は約 7,400（2014年 3月）から順

調に増加し約 12,800人（2016年
3月））。YouTube「RIKEN 
Channel」・Twitter・公式ウェブ

サイトを紹介するチラシを各種
イベントで配布し、ウェブサイ
トへの集客に積極的に活用し

た。 
○海外メディアを対象に、科学コ
ミュニケーターが外注ではなく

インハウスで、正確・タイムリ
ー・分かりやすい内容の記事を
作成し、年間 59件の英文による

プレスリリースを行った。 
○一般向けイベントとして「科学
講演会」、「スパコンを知る集い」

等、研究成果の発信を積極的に
行い、多彩な国民の理解増進を
図るための取組を行った。ま

た、参加者との双方向のコミュ
ニケーションイベントとして「サ
イエンスカフェ」「理研 DAY：研

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○目標件数をかなり上回
るプレスリリースを行い

情報発信すべき研究成果
を幅広くカバーできたこ
とで、理化学研究所の国

際社会における存在感を
高めるとともに、情報発
信能力の向上を図ること

ができており、高く評価
する。 
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究者と話そう」を実施、SSH校の

集まる「サイエンスフェア in兵
庫」に出展などを行った。 
○高校生向け宿泊型体験プログラ

ム「RIKEN 和光サイエンス合宿
2015」を初めて理研が主催し実施
した。高校生 12名が参加し、2泊

3日で研究者から直接、実験・考
察の指導を受けた。 
○地域との連携を進めるため、和

光地区では、埼玉県立総合教育
センターや和光市民祭りへの出
展、和光市民大学への講師派

遣、小中学生向けの科学教室の
実施、埼玉県の教員研修の受入
れ、また、和光地区以外でもサ

イエンスカフェの実施や SSHの文
化祭への出展を行なうなど、地
域住民向けのイベントや地域に

おける活動に参画した。 
○平成 27年度の理研グッズの販売
は、10,752点を販売し、売上げ

は 4,041,879円（理研の収入は
3,253,535 円）であった。国民に
信頼され、親しまれる存在であ

り続けるため、国民とのつなが
りをより広く、深く、強くして
いくことに貢献した。 

○理研のことをどの程度一般の人
が認知しているのか、また、ど
のようなイメージを持っている

のかを把握するためにインター
ネットを通じた調査を平成 28年 2
月に実施した(10代～60代の男

女。約 7万人対象)。 
○創立百周年に向けて理研に関す
る科学的史料を収集し、アーカ

イブの作成を始めた。また、百
周年特設サイトでの公開も始め
た。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－5－(4) 国内外の研究機関との連携・協力 

関連する政策・施策 

政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

施策目標 8-2：科学技術振興のための基盤の強化 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第五項 前各号の業務に附帯する業

務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値 等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

海外機関と
の連携研究
拠点数 

― 
1 拠点 3 拠点 1 拠点 

― ― 

民間との共同

研究等の件数

(※) 

 

― 
 

― 
 

― 
（436件） 

  

 
 

  
   

 
      

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
 

 
※平成 28年度以降評価対象 （平成 27年度は参考値） 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 人類社会が直
面する環境、エネ
ルギー、食料、感

染症などの課題
は、我が国一国の
みで対応が可能

なものではなく、
世界各国が協調、
協力して取り組

まなければなら
ない。 

また、我が国が

科学技術イノベ
ーションの面か
ら国際協調及び

協力を推進し、外
交との相乗効果
を生み出すこと

も重要である。 
理化学研究所

における国内外

の研究機関との
連携や、海外の研
究拠点の形成は、

国際的な頭脳循
環が進む状況下
にあって、自身の

研究開発力を一
層強化する観点
のみならず、これ

らの課題達成や
科学技術外交の
推進に貢献する

観点からも重要
であることから、
戦略的に推進す

る。 
なお、海外の研

全世界でリーダーシップを執れる
人材の獲得・育成、国際的なハブと
しての研究拠点の運営・整備及び人

類存続に向けた地球規模課題への取
組等の観点に基づき、理化学研究所
の国際戦略を策定する。これに沿っ

て必要性を十分に精査した上で、海
外の研究機関・大学と研究協力協定
や共同研究により研究交流を進める

とともに、国際連携大学院協定を締
結し留学生を受け入れ、研究環境の
提供や研究課題指導を行う。 

また、連携研究拠点（支所や連携
センター）を設置し、連携研究を推
進する。特に、アジア地域での研究

開発状況の把握と研究交流推進を図
る。これらの取組により、海外機関
との連携による研究拠点を中期目標

期間中に５拠点程度新設する。なお、
海外拠点の運営には、適切な経費執
行等に必要な体制を構築するととも

に、共同研究が終了した連携研究拠
点については、速やかに廃止するも
のとする。 

さらに、国内の大学、研究機関、
企業等との研究交流を積極的に進め
るため、共同研究や受託研究等の多

様な連携研究を推進し、民間との共
同研究等の件数を年 450件以上とす
る。また、国内の大学・研究機関と

研究協力協定を結んで連携を推進す
るほか、連携大学院協定を締結し、
博士後期課程大学院生を受け入れて

研究環境の提供や研究課題指導を行
う。 

理化学研究所の国際戦略に
基づき、トップレベルの海外研
究機関・大学と、研究協力協定

や国際連携大学院協定の締結
等による機関間連携・協力体制
の構築を進める。平成２７年度

は、共同シンポジウムの開催等
を通じて理化学研究所が海外
研究機関等と協力して貢献す

べき新たな研究課題の洗い出
しを進めるとともに、これまで
に構築した海外研究機関等と

の連携を強化する。また、機関
間連携等を通じた国際的なネ
ットワークを活用し、多様な国

際的人材の獲得・育成を行う。
新たな連携研究拠点設置につ
いては、近年急激な科学技術・

イノベーションの発展、科学技
術投資の伸びがみられるアジ
ア地域を中心に検討を行う。 

また、海外拠点については、
適切な経費執行等が可能とな
る仕組みを運用する。 

国内の大学、研究機関、企業
等との研究交流を積極的に進
めるため、共同研究や受託研究

等の多様な連携研究を推進す
る。また、イノベーションの創
出を促進することを目指し、他

機関との連携ネットワークの
中核となる研究コアを構築す
る。さらに、関係が密接な機関

との研究協力協定や連携大学
院協定の締結を積極的に進め、
博士後期課程大学院生を受け

入れて研究環境の提供や研究
課題指導を行う。 

（評価軸） 
・世界トップレベ
ルの研究者を集

めるための研究
環境の整備や優
秀な人材の育

成・輩出を行うこ
とが出来たか 
(評価指標) 

・国内外の研究機
関、大学等との研
究交流を積極的

に推進したか 
 (モニタリング
指標) 

海外機関との
連携による研究
拠点を中期目標

期間中に 5拠点
程度新設したか 

○理研の新たな経営方針に基づ
き、グローバル戦略委員会におい
て平成 28年 2月 10日付で「理化

学研究所の国際化戦略」を策定す
るとともに、具体的な施策の検討
を進めた。 

○上記や「第 3期中期計画におけ
る国内外研究機関連携・協力に関
する基本方針」（平成 26年 3月 13

日理事会議決定）に基づき、国内
外の研究機関、大学との研究交流
を積極的に進め、国内 40大学、

海外 54大学と連携大学院プログ
ラムを推進した。 
○海外との協定については、平成

27年 10月 7日に、ルクセンブル
グ研究財団と研究者交流の支援
に関する協力覚書を締結すると

ともに、11月 25日には、韓国基
礎科学研究院と機関間協力を推
進するための包括協定を締結し

た。 
○海外連携研究拠点については、
平成 28年 1月 1日、ロシアのカ

ザン連邦大学に、医科学・ゲノム
科学分野において新たな連携研
究室を設置した。また、平成 26

年度以前に設置した拠点の活動
を着実に推進した。 
○協定等に基づき連携研究を推進

する一方、合同シンポジウム開催
等を通じて、研究者や情報の交流
を進め、新たな研究課題のマッチ

ングを模索した。 
○海外研究機関との新たな取り組
みや連携研究拠点の検討のため、

海外事務所を活用したアジア地
域の研究機関や大学との協議を

評定 B 評定 B 

○海外の研究機関との連 

携研究拠点を 1拠点設置
しており、計画を順調に
遂行していると評価す

る。 

○国内外の研究機関との連携

については順調に計画を遂行
していると認められる。 
 

(今後の発展に向けたコメン 
ト) 
○今後は、開設された連携大学 

院プログラム、設置された研
究拠点、締結された国内外の
研究機関や大学との協定等か

ら創出された具体の成果が、
理研による研究成果の最大化
にどのような貢献をしている

か検討をすることが望まれ
る。 

 

○北京事務所に関する訴訟案 
件について、引き続き適切に
対応するとともに将来的に経

緯をきちんとまとめていくこ
とが望まれる。 

 

(評定) 
○以上を踏まえ、「研究開発成
果の最大化」に向けて成果の

創出や将来的な成果の創出の
期待等が認められ、着実な業
務運営がなされていることか

ら、評定を Bとする。 
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究開発拠点は、共

同研究が終了し
た際には速やか
に廃止する。 

 進めた。 

○海外拠点においては、平成 26年
度に実施した資金請求事務の厳
格化を継続する等、引き続き適切

な資金管理を実施した。 
○北京事務所に関しては、運営の
正常化に向けた措置を進め、具体

的には事務所長の常駐を実現し
体制を強化した。 
○国内では、基本協定を締結して

いる九州大学と連携協議会や合
同ワークショップを行い、研究者
の交流を進めた。 

○イノベーションの創出の促進を
目的として、他機関との連携ネッ
トワークの中核となる研究コア

の構築については、創発物性科学
研究センター及び光量子工学研
究領域を中心に、独創的で競争力

の高い革新的量子技術の研究開
発を進め、持続可能社会構築に資
するためのワークショップ「理研

－産総研 量子技術イノベーシ
ョンコア ワークショップ」を開
催した。（参加者計 180名。平成

27年 6月 1日実施） 

  

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－5－(5) 研究開発活動を事務・技術で強力に支える機能の強化 

関連する政策・施策 

政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

施策目標 8-2：科学技術振興のための基盤の強化 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第五項 前各号の業務に附帯する業

務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準値

等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

事務管理職
に占める女
性比率 

― 
7.0% 7.4% 10.7% 

― ― 

 
 

  
   

 
 

  
   

 

 
  

   

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

世界トップレベル
の開かれた研究環境
の下で挑戦的な研究

開発活動に取り組
み、創造性に富んだ
成果を創出し、効果

的に産業・医療応用
等の社会還元につな
げるためには、法令、

人事及び経理に係る
諸制度、技術面など
について、外部の意

見を取り入れるなど
幅広い視点での専門
的な知見や実践能力

が重要である。この
ため、研究支援機能
の強化に向けた組織

体制の構築を計画的
に進める。 

また、国の政策課

題の達成に向けて効
果的かつ計画的に研
究開発活動を進めて

いくためには、研究
支援部門が研究者へ
の単なる支援にとど

まらず、理化学研究
所の適切な経営判断
を支える機能を担う

ことが期待される。 
このほか、研究支

援人材の力を多様な

研究開発の場面で生
かし、優れた成果創
出につなげるため、

大学を中心とした研
究環境の改善を図る
ためのネットワーク

①  事務部門における組織体制及び業務改善 評定 B 評定 B 

本部機能を明確化するとともに、

個別の研究事業を推進する体制の強
化を図る。また、業務フローの不断
の見直し等による業務の効率化を行

うことにより、業務の質の向上を図
る。さらに、知的財産の取得・管理、
研究倫理や安全管理、広報等の専門

的な人材育成のための事務専門職制
度を創設・運用し、専門職人材育成
のための研修の充実を図ることによ

り、事務部門の人材の質の向上を図
るとともに、これらの人材の適切な
配置を行うことで、研究支援機能の

強化を図るとともに、研究支援者が
高いアクティビティを発揮できるよ
う、雇用体系を整備する。 

このほか、女性職員の積極的な登
用・活用をすすめ、中期目標期間中
に事務管理職に占める女性比率１

０％程度の達成を目指す。 

平成２７年度は、事務部門の

業務改善のため、事務部門の懸
案事項を明確化し、対応策の検
討状況及び検討結果を所内で

共有する。 
さらに、任期制事務職員の新

たなキャリアパスとなる事務

基幹職制度の検討を進めると
ともに、専門的な業務を担う人
材の育成及び適切な人材配置

に向けた検討を行う。 
このほか、女性職員の積極的

な登用・活用を進め、事務管理

職に占める女性比率の向上を
目指す。 

(評価軸) 

・世界トップレベ
ルの研究者を集
めるための研究

環境の整備や優
秀な人材の育
成・輩出を行うこ

とが出来たか 
（評価指標） 
・事務部門におけ

る組織体制を機
動的かつ弾力的
に整備し、研究支

援機能及びガバ
ナンスを強化で
きたか 

（モニタリング
指標） 

中期目標期間

中に事務管理職
に占める女性比
率 10%程度を達

成できたか 

○「理研科学力展開プラン」を踏

まえ、事務部門における本部機能
強化等に向けた検討を行った。具
体的には、１）国際戦略企画立案

機能強化のための国際部の本部
への設置、２）研究系職員の人事
に係る戦略等の企画・立案機能を

もつ研究人事課の人事部への設
置、３）外部資金室の本部への位
置付け、４）計算科学研究機構独

自に存在した事務部門の廃止（企
画部門は計算科学研究推進室を
新設、管理部門は神戸研究支援部

に統合）を検討し、平成 28年度
から実施することとした。また、
イノベーションを生み出す「科学

技術ハブ」機能形成の実現に向け
「科学技術ハブ推進本部」を平成
28年 3月に設置したが、これを

支える事務組織として「科学技術
ハブ推進室」を設置した。 

○本部や各推進室、事業所等各部

署からの業務報告や意見交換を
行う場を定期的に設け、各部署の
業務の執行状況や懸案事項の把

握と情報共有を図るため、理事・
部長等打合せ会を 10回開催し
た。各センター、本部部署から年

に 2～3回、事業の進捗、懸案の
報告を受け、中期計画等の履行状
況を役員により確認を行った。 

○ 任期制事務職員については、
特別契約事務職員及び准事務基
幹職員を無期転換職として登用

する新たな職種として、「事務基
幹職員(仮称)」制度の制定に向け
て所内説明会および労働組合と

○本部機能強化のための

組織改編は適切に図られ
たものを評価。今後は、
効果的に運用するととも

に、適宜改善を図ってい
く。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○着実に計画を推進して

いると評価できる。 

○「理研科学力展開プラン」を

踏まえ、事務部門における本
部機能強化等のための組織改
正など順調に遂行していると

認められる。 
 
○また、理化学研究所の経営判 

断を支える機能の強化とし
て、外部有識者からなる経営
戦略会議の運用や、理事長及

び理事がリーダーシップを発
揮できる体制の強化等につい
て適切に取り組んだと認めら

れる。 
 
(今後の発展に向けたコメン 

ト) 
○例えば社会的に問題のある
事案が発生した際にも、研究

内容だけでなく、広い領域を
視野に入れた、的確な社会と
の情報交換や情報提供ができ

るよう、平時からの準備、人
材確保の方法を検討すること
が期待される。 

 
○取り組んできた組織の改正 
や体制の強化の結果、それら

が適切に運用され、機能する
ことを期待する。 

 

（評定） 
○以上を踏まえ、「研究開発成
果の最大化」に向けて成果の

創出や将来的な成果の創出の
期待等が認められ、着実な業
務運営がなされていることか
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作りにも積極的に協

力していくことが重
要である。 

の協議を重ねた。 

○ 事務管理職に占める女性比率
は、10.7％（昨年度 7.4％）であ
った。 

 

ら、評定を Bとする。 

 
 
 

 

 ②  理化学研究所の経営判断を支える機能の強化 評定 B 

理化学研究所の経営について、外

部から適切な助言を得る機能を拡充
させるため、研究戦略会議に加え、
理事会議メンバーと産業界、科学界

等の外部有識者により構成する経営
戦略会議を設置するなどの体制整備
を行う。研究戦略会議については、

研究に関する専門的事項に関し、研
究所に対する助言を効果的かつ迅速
に行うよう運営する。経営戦略会議

については、研究所経営の強化に係
る事項等、重要事項に関し、研究所
に対する助言を反映させるよう運営

する。 
組織体制を機動的かつ弾力的に整

備し、本部が経営方針等を的確に各

組織に伝え、各組織が最大の成果を
あげるよう理化学研究所全体のガバ
ナンスの強化を図る。 

理化学研究所の経営につい

て、外部から適切な助言を得る
機能を拡充させる。研究戦略会
議及び経営戦略会議について

は、専門的事項について理事会
議に対する助言を効果的かつ
迅速に行うよう運営する。 

平成２７年度は、理事長の経
営方針を的確に各組織に伝え、
理化学研究所全体のガバナン

スの強化を図るため、理事長の
リーダーシップの下でミッシ
ョン達成、法令遵守や倫理保持

の徹底等の取組を進めるとと
もに、本部と各組織間において
情報共有や懸案事項の洗い出

しを行う。また、今後、独立行
政法人制度の見直しを踏まえ
て、取り組むべき課題、分野、

研究開発成果最大化に向けた
方策等について、外部の有識者
から意見を伺い、それを経営に

反映出来るよう研究戦略会議
を運営する。さらに、経営戦略
会議については、研究所経営の

強化に係る事項等、重要事項に
関し、研究所に対する助言を運
営に反映させる。 

加えて、運営・改革モニタリ
ング委員会評価書の提言を確
実に運営へ反映させる。 

(評価軸) 

・世界トップレベ
ルの研究者を集
めるための研究

環境の整備や優
秀な人材の育
成・輩出を行うこ

とが出来たか 
 
（評価指標） 

・事務部門におけ
る組織体制の機
動的かつ弾力的

な整備、研究支援
機能及びガバナ
ンスの強化状況 

 
（参考：法人横断
的な評価の視点） 

【法人の長のマ
ネジメント】 
（リーダーシッ

プを発揮できる
環境整備） 
・ 法人の長がリ

ーダーシップを
発揮できる環境
は整備され、実質

的に機能してい
るか 
 

（法人のミッシ
ョンの役職員へ
の周知徹底） 

・ 法人の長は、
組織にとって重
要な情報等につ

いて適時的確に
把握するととも
に、法人のミッシ

ョン等を役職員
に周知徹底して

○国内外の研究動向を踏まえた研 

究活動を踏まえた研究活動及び 
研究運営に関する検討・提言を行 
う「研究戦略会議」を 9回開催し、 

理研科学力展開プランの実現に 
向け、横断的プロジェクトの取組 
みや産業連携強化策、研究人事制 

度改革等について議論を行った。 
○研究所経営の強化に係る事項
等、重要事項に関し、研究所に対

する助言を行う「経営戦略会議」
を 4回開催し、外部の目による理
研の経営課題について議論を行

い、運営に反映した。 
具体的には、研究不正への対応
状況、ハブ機能発揮のための国際

戦略、予算要求の進め方、各事業
経費の分析に基づく資源配分方
針の在り方等を確認、提言いただ

いた。 
○内部統制システムの充実や研究
倫理を周知徹底するための教

育・啓発の充実等、運営・改革モ
ニタリング委員会評価書の提言
を着実に実施した。実施状況は、

半期毎に運営・改革モニタリング
委員会により評価され、「研究不
正再発防止をはじめとする高い

規範の再生のためのアクション
プラン」及びその実効性を高める
仕組みづくりは確実に実行され

ている。また、理研自ら PDCAサ
イクルを回す内部統制機能が働
き始めていることが確認された。 

 
（評価の視点） 

【リーダーシップを発揮できる環

境の整備状況と機能状況】 
○理事長及び理事の業務を補佐す
る「理事長室」を設置した。 

○理事長の命を受けて、研究推進
等のため全所的立場から理事長

○本部や各推進室、事業所

等各部署からの業務報
告、意見交換を定期的に
行い、順調に計画を遂行

していると評価する。 
 
 

 
○経営戦略会議での議論
を運営に反映し、順調に

計画を遂行していると評
価する。 

 

 
 
 

 
 
 

 
○運営・改革モニタリング
委員会評価書の提言を着

実に実施し、順調に計画
を遂行していると評価す
る。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○補佐機能（組織及び人
材）の強化により、人材

育成や所内外連携等科学
力展開プランの次年度の
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いるか 

 
（組織全体で取
り組むべき重要

な課題（リスク）
の把握・対応等） 
・ 法人の長は、

法人の規模や業
種等の特性を考
慮した上で、法人

のミッション達
成を阻害する課
題（リスク）のう

ち、組織全体とし
て取り組むべき
重要なリスクの

把握・対応を行っ
ているか 
 

・ その際、中期
目標・計画の未達
成項目（業務）に

ついての未達成
要因の把握・分
析・対応等に着目

しているか 
 

を補佐する「理事長特別補佐」を

2名任命した。 
○理事長の命を受けて、特命事項
について調査分析及び連絡調整

を行う「理事長補佐」を設置し、
2名を任命した。 
○理事の職務遂行を補佐する「副

理事」を設置し、3名を任命した。 
○理事を補佐し、理事の分担する
事項について調査分析及び連絡

調整を行う「理事補佐」を設置し、
2名を任命した。 
○予算配分については、理研全体

の最適化に向けて、理研のとして
必要な基盤的・共通的運営経費を
確保するとともに、個々のセンタ

ー等の予算項目に固定化されな
い資源配分を実施するため、各セ
ンター長等から役員ヒアリング

を行い、全体最適化のための「平
成 28年度 研究運営に関する予
算、人材等の資源配分方針」を策

定した。 
 

【組織にとって重要な情報等につ

いての把握状況】 
○本部や各推進室、事業所等各部
署からの業務報告や意見交換を

行う場を定期的に設け、各部署の
業務の執行状況や懸案事項の把
握と情報共有を図るため、理事・

部長等打合せ会を 10回開催した。
各センター、本部部署から年に 2
～3回、事業の進捗、懸案の報告

を受け、中期計画等の履行状況を
役員により確認を行った。【再掲】 
 

【役職員に対するミッションの周
知状況及びミッションを役職員に
より深く浸透させる取組状況＊】 

○所全体を俯瞰した視点から中長
期的な議論を集中的に行う理事
長主催による理研研究政策リト

リートを平成 28年 2月 17日に開
催し、理事長より、理研の研究者
として目指すべきものについて

について講演を行うとともに、理
研が世界最高水準の研究開発成
果を創出するための産業連携や

本格実施に向けた取り組

みが進んでおり、順調に
計画を遂行していると評
価する。 
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横断プロジェクトの推進方策等

について議論を行った。また、理
事長の方針や議論を全職員に向
けて発信するように、インターネ

ットで中継を行った。 
○センター長会議を 9回開催し、
理研科学力展開プランの実現に

向け、研究人事制度改革や事務組
織の見直し、平成 28年度の予算、
人材等研究資源の配分方針等に

ついて、研究及び経営に係る事項
連絡、調整、議論を行った。 
 

 
【組織全体で取り組むべき重要
な課題（リスク）の把握＊状況】 

○平成 27年度リスク管理活動調査
を実施し、全事務系部署及びリス
ク管理に関する職務を含む委員

会等において、想定されるリスク
を洗い出し、発生可能性、影響度
の評価を行った。 

 
【組織全体で取り組むべき重要
な課題（リスク）に対する対応＊

状況】 
○理事長及び理事は、理事会議や
理事・部長等打合せ会での情報収

集、理事長はじめ理事による各事
業所の連絡会議への出席や現場
との対話を通じて、情報の獲得に

努めている。【再掲】 
 

○平成 27年度リスク管理活動調査

結果を基に、リスク管理委員会に
おいて重要度の高いリスクを選
定し、平成 27年度リスク対応計

画を策定、周知した。 
 

【内部統制のリスクの把握状況】 

【内部統制のリスクが有る場合、
その対応計画の作成・実行状況】 
○内部統制規程及びリスク管理規

程に基づき、内部統制委員会及び
リスク管理委員会を開催し、リス
ク管理基本方針を策定した。平成

27年度リスク管理活動調査を実
施し、その結果を基に、リスク管
理委員会において重要度の高い

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○各部署からの業務報告、
意見交換を定期的に行い、
順調に計画を遂行してい

ると評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○リスク管理活動調査を

実施し、研究所のミッシ
ョン達成を阻害する課題
（リスク）のうち、組織

全体として取り組むべき
重要なリスクを把握しリ
スク対応計画を策定して
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リスクを選定し、平成 27年度リ

スク対応計画を策定、周知した。
事務系組織の内部統制推進責任
者からは、平成２７年度リスク対

応計画に基づく取り組みの実施
状況について報告を求め、研究系
組織の内部統制推進責任者には、

研究部門にて運用され、かつ研究
部門へのモニタリングの重要性
が高いと考えられる事項につい

て平成 27年度の状況報告を求め
た。これらの報告を取りまとめて
分析した結果を、平成 28年度リ

スク対応計画に反映する。 

対応を行ったことは、着

実に業務運営がなされた
と評価できる。 
 

 
 
 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

Ⅰ－6 適切な事業運営に向けた取組の推進 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－6－(1) 国の政策・方針、社会的ニーズへの対応 

関連する政策・施策 

政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

施策目標 8-2：科学技術振興のための基盤の強化 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第五項 前各号の業務に附帯する業

務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準値

等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

       

 
 

  
   

 
 

  
   

 
 

  
   

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 理化学研究所
は、我が国の研究
開発機能の中核

的な担い手の一
つとして、科学技
術基本計画等の

科学技術イノベ
ーション政策に
基づき、政策課題

の達成に向け明
確な使命の下で
組織的に研究開

発に積極的・主体
的に取り組むと
ともに、社会から

の様々なニーズ
に対しても戦略
的・重点的に研究

開発を推進する。 
また、人文・社

会科学との接点

を常に持ちなが
ら、世界の科学技
術の動向、研究の

先見性、研究開発
成果の有効性、社
会情勢、社会的要

請等に関する情
報の収集・分析に
努め、適切に自ら

の研究開発活動
等に反映する。 

我が国の研究開発機能の中核的な
担い手として、科学技術基本計画等
の科学技術イノベーション政策に基

づき、政策課題の達成に向け明確な
使命の下で組織的に研究開発に取り
組むとともに、社会からの様々なニ

ーズに対しても戦略的・重点的に研
究開発を推進する。 

また、政策的・社会的なニーズを

的確に把握するため、政策や研究の
動向に関する情報収集・分析を行う
専任の組織を設置し、理事会や研究

戦略会議を支援することにより、理
化学研究所自らの研究開発活動等に
適切に反映するとともに、政策立案

への提言に努める。 
さらに、科学技術を文化の一環と

して捉え、理化学研究所の研究活動

を通じて得られた知見・知識を広く
普及し、科学技術と社会との関係に
ついて国民の理解を深める。 

我が国の研究開発機能の中
核的な担い手として、科学技術
基本計画等の科学技術イノベ

ーション政策に基づき、政策課
題の達成に向け明確な使命の
下で組織的に研究開発に取り

組むとともに、社会からの様々
なニーズに対しても戦略的・重
点的に研究開発を推進する。 

平成２７年度は、政策的・社
会的なニーズを的確に把握す
るため、政策や研究の動向に関

する情報収集・分析を行うとと
もに、研究開発成果の最大化に
向け、研究戦略会議における議

論や理事会議の方針決定を支
援する。また、科学技術と社会
との関係について国民の理解

を深めるため、研究開発活動の
理解増進（詳細は５．（３）.
②に記載）に積極的に取り組

む。 
 

(評価軸) 
・我が国の研究開
発の中核的な担

い手として、また
多額の公的な資
金が投入されて

いる組織として、
社会の中での存
在意義・価値を高

めることができ
たか 
（評価指標） 

・社会からのニー
ズに対して戦略
的・重点的に研究

開発を推進した
か 

○平成 27年度においても引き続 
き、我が国の科学技術イノベーシ
ョン政策の中核的な実施機関と

して、「第 4期科学技術基本計画
（平成 23年 8月閣議決定）」に沿
って事業を実施した。 

○現在の臓器移植治療の課題であ 
る、ドナー臓器の安定した長期保 
存や移植不適応となった心停止 

ドナーの肝臓の蘇生により、安全 
に臓器移植への利用を可能とす 
ることを目指した、灌流培養シス 

テムを開発し、ラットから摘出し 
た肝臓の生体外長期保存、機能蘇 
生に成功するなど、社会のニーズ 

に対応した研究開発を実施した。 
○国立研究開発法人として、イノ 
ベーションハブや革新知能統合 

研究プロジェクト等の国の政策
に対応するため、研究戦略会議に
おいても理研としての役割や実

施方策等について議論した。 

評定 B 評定 B 

○我が国の科学技術イノ 
ベーション政策の中核的

な実施機関として、創
薬・医療関連の研究開発
や環境・エネルギー分野

の研究開発に取り組んだ
ことは、順調に計画を遂
行していると評価する。 

○科学技術基本計画等に則り、 
着実に研究開発等の事業が遂 

行されたと認められる。 
 
（評定） 

○以上を踏まえ、「研究開発成
果の最大化」に向けて成果の
創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められ、着実な業
務運営がなされていることか
ら、評定を Bとする。 

 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－6－(2) 法令遵守、倫理の保持等 

関連する政策・施策 
政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第五項 前各号の業務に附帯する業

務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準値

等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

       

 
 

  
   

 
 

  
   

 
 

  
   

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 理化学研究所
が、社会からの期
待と尊敬を集め

ながら、科学技術
に関する世界的
な研究開発機関

として発展して
いくためには、
「社会の中の理

化学研究所」とし
て、様々なルール
を真摯に遵守す

る等適切に行動
をしていく必要
がある。研究開発

成果を医療や産
業への応用につ
なげるためには、

広くコンプライ
アンスに対する
意識を高め、確実

に取り組む一層
の努力が求めら
れる。 

研究不正、研究
費不正、倫理の保
持、法令遵守等に

ついては、個々の
研究者だけでは
なく、組織として

も対応すること
が肝要であるた
め、理化学研究所

として、研究不正
等に係る意識の
向上のための取

組の推進や研究
不正等に関する
責任の明確化な

ど他の研究機

法令違反、論文の捏造や改ざん、
盗用、ハラスメント、研究費の不適
切な執行といった行為はあってはな

らないものであり、不正や倫理に関
する問題認識を深め、職員一人一人
が規範遵守に対する高い意識を獲得

するため、研究不正防止等のための
講演会や法律セミナー等の必要な研
修・教育を、全事業所を対象に繰り

返し実施し啓発を図るとともに、研
究倫理等に関する意識を定期的に確
認し、その向上を図る。特に、研究

不正等の防止に関しては、適切な教
育プログラムを実施する。また、国
の指針等を踏まえ、研究コンプライ

アンス本部の設置、研究倫理教育に
係る責任者の設置、研究不正等に係
る責任者の権限、責任の明確化も含

めた関連規程の策定など必要な体制
を整備するとともに、論文の信頼性
を確保する仕組みを構築する。 

さらに、相談員等を対象としたカ
ウンセリング研修や事業所間の意見
交換を実施し、外部相談機関も活用

して相談対応の充実を図るととも
に、理化学研究所内の相談・通報体
制により把握した不正疑惑に対して

は迅速かつ適正な対応を行う。 
加えて、ヒト材料を使用する研究

やヒトを対象とする研究において

は、生命倫理の観点から、人の尊厳
を侵すことのないよう、自然科学の
専門家以外の意見も踏まえて配慮す

る必要がある。このほか、動物実験
においては、福祉の観点も踏まえ適
正に実施することが重要である。こ

れらの業務の遂行に当たっては、国
の指針等に基づき研究の科学的・倫
理的妥当性等について審査を行うと

ともに、審査内容の公開を通じて研

研究員の流動性が高い理化
学研究所において、個々が自律
的に法令、倫理に対する高い意

識を持つ雰囲気を醸成し維持
するため、国の指針等を踏まえ
た対応を図るとともに、セミナ

ー、ｅ－ラーニング、冊子等に
よる啓発活動を引き続き行う。 
また、研究不正は科学に対す

る社会の信頼を著しく揺るが
すものであることから、国の指
針等を踏まえて新たに策定し

た規程等に基づき、研究倫理に
関する意識の確認状況や研究
記録管理及び研究成果発表に

関する手続きの履行状況等の
研究倫理教育責任者による確
認や、研究倫理教育の受講の義

務化等、研究不正の防止に関わ
る取組を確実に実行する。 
職員等からの通報、相談に迅

速かつ的確に対応するために、
相談対応研修による窓口担当
者の知識、技術の維持向上に務

めるとともに、外部相談機関の
活用により窓口機能の充実を
図る。不正防止対策等を強化す

るため、業務が適切に行われて
いるか、内部監査を実施する。 
ヒト由来の試料や情報を取

り扱う研究、被験者を対象とす
る研究については自然科学の
専門家以外の委員を含む研究

倫理委員会、動物実験について
は動物実験審査委員会におい
て、課題毎に国の指針等に基づ

き科学的・倫理的等の観点から
審査を実施する。審査状況につ
いては、ウェブサイト上にて公

開する。 

(評価軸) 
・我が国の研究開
発の中核的な担

い手として、また
多額の公的な資
金が投入されて

いる組織として、
社会の中での存
在意義・価値を高

めることができ
たか 
（評価指標） 

・研究不正、研究
費不正、倫理の保
持、法令遵守等に

ついて、他の研究
機関・研究者の模
範となるべく徹

底した対応をと
ったか 

○研究室主宰者等による各研究室
等における研究上の不正防止に
向けた取組みの実施状況等の点

検を実施し、その結果を踏まえ、
研究倫理教育責任者が点検し、研
究倫理教育統括責任者へ報告し

た。 
 
○平成 27年 7月上旬から中旬にか

けて研究倫理教育統括責任者と
研究倫理教育責任者の面談、平成
27年 7月 30日に研究倫理教育責

任者連絡会議を開催し、他センタ
ー等での参考となるよう、センタ
ー等における具体的な取組み事

例を共有した。 
○平成 26年 8月 1日に導入した研
究倫理教育プログラム

（CITI-Japan）について、受講対
象者が確実に受講完了するよう
働きかけを継続しており、平成 27

年度中に受講期間満了を迎えた
必修受講対象者については、全員
の受講完了を確認した。また、平

成 27年 7月より、週 3日以上の
来所頻度の客員も受講対象とし
た。その他受講対象でない者につ

いては、雇用形態を問わず、必修
受講対象ではない研究系業務従
事者にも、所属長の承認のもとに

受講アカウントを配付すること
とし、平成 27年 8月より申請受
付を開始した。 

○CITI-Japanを受講完了済みの職
員等に対して、研究倫理の意識向
上のために配布した冊子や理研

の関連規程を参照しながら受講
できる簡易な eラーニング教材を
作成し、平成 27年 10月に導入し

た。 

評定 B 評定 B 

○研究不正、研究費不正、
倫理の保持、法令遵守等
について、他の研究機

関・研究者の模範となる
べく徹底した対応をとっ
たと評価できる。 

○平成 28年 3月 30日に行 
われた運営・改革モニタ
リング委員会において、

アクションプランと実行
性を高める仕組み作りは
着実に実行されている、

と確認された。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

○研究不正の事案を受けた改
革を含め、公正な研究活動実施
のための環境整備等順調に計

画を遂行していると認められ
る。 
 

(今後の発展に向けたコメン
ト) 
○研究不正、研究費不正、倫理

の保持、法令遵守等を広く包摂
した、理研業務全般に係るリス
クマネジメントの着実な推進

が求められる。 
 
○ハラスメント防止の啓発は、

手引き、eラーニング以外に各
現場での講習も必要である。 
 

(評定) 
○以上を踏まえ、「研究開発成
果の最大化」に向けて成果の

創出や将来的な成果の創出の
期待等が認められ、着実な業
務運営がなされていることか

ら、評定を Bとする。 



154 

 

関・研究者の模範

となるべく徹底
した対応をとる。 

究の透明性を確保する。 ○平成 27年 10月に研究倫理セミ

ナー「研究倫理教材「THE LAB」
の紹介及び活用方法」を開催する
とともに、平成 27年 9月から 12

月に、少人数のグループディスカ
ッションを主とした研究倫理ワ
ークショップを計 4回開催し、開

催後、配布資料や動画を所内ホー
ムページに掲載した。 
○平成 27年 10月より、新たに着

任した者に対して、研究倫理教育
等の研修リスト（URL情報を含む）
や、理研の研究倫理教育の取組み

に関する冊子をメール送信して
いる。 
○無断引用防止に向けた対策とし

て昨年度導入した論文類似度検
索ツールについては、利用アカウ
ントの配布対象者の拡大、利用説

明会の開催等により、理研から発
表する論文等について、引用表記
の誤りや見落としの防止の徹底

を図り、利用数の増加につながっ
た。 
○職員等の倫理に対する高い意識

の醸成を図るため、「研究リーダ
ーのためのコンプライアンスブ
ック」及び「理研で働く人のため

のコンプライアンスブック」を改
訂し、配付した。 
○職員等からの通報、相談に迅速

かつ的確に対応するために、理事
長により指名された相談員を対
象に、相談員研修（相談事例を基

にしたケーススタディ（グループ
ディスカッション）と弁護士によ
る法令解釈、対応方法の助言等）

を行った。 
○通報・告発・相談窓口および理
研の「行動規範」の更なる周知の

ため、名刺サイズのカード（日・
英、裏面にを印刷）を作成し、平
成 28年 1月に全職員に配付した。 

○セクシュアルハラスメント防止
規程を「ハラスメント防止規程」
に改正（改称）し、パワーハラス

メント及びさまざまな差別に基
づくハラスメントも含め、これら
のハラスメントの防止及びその
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対応について研究所の方針をよ

り明確にした。 
○内部監査において、平成２５年
度に策定した第三期中期計画５

年間の内部監査５年間計画の監
査対象部署について、平成２６年
度内部監査結果で判明したリス

クを反映し後年度監査対象部署
であった部署を前倒して監査す
るように、平成２６年度会計検査

院実地検査の指摘事項リスクを
反映し各事業所の経理・契約部門
を毎年度監査するように、平成２

６年度に新設した内部統制、研究
不正、研究費不正等を所掌する研
究コンプライアンス本部を毎年

度監査するように変更した。ま
た、監査項目についても、平成２
６年度の内部監査結果等により

リスクが想定される項目を追加
変更した。 
○当該内部監査５年間計画を基に

策定した平成２７年度内部監査
計画に基づき内部監査を実施し
た。内部監査では、監査規程に則

して業務運営が準拠性、計画性、
能率制、経済性を確保して行われ
ているかなどの観点で書面監査、

実地監査などの多様な方法で監
査を行った。平成２６年度内部監
査の結果、指摘した事項のフォロ

ーアップを例年より早め、綿密に
行い、対象部署に対し確実に改善
するように指導し、及び他部署に

対して指摘事項の横展開を図り
同様な事態の発生を防止し、並び
に平成２７年度の監査で露見し

た事項の他部署への監査拡大を
行った。 
○このように、監査部署及び監査

項目の見直し、単に指摘に留めず
改善されるまでフォローアップ
し、指摘事項及び監査過程で露見

した事項の他部署への横展開を
図るなど、内部監査がＰＤＣＡサ
イクルを踏まえた継続的な業務

改善に資するように実施した。 
○平成 27年度は、ヒト由来の試料 
や情報を取り扱う研究、被験者を

 

 
○内部監査は、年度計画ど
おりに行われ、指摘、指導、

助言などにより業務の適
正かつ能率的な運営の確
保に寄与していると評価

できる。 
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対象とする研究にかかる生命倫

理に関する委員会を理研全体で
39回（書面による研究計画の審査
を含む）開催し、また、動物実験

については動物実験審査委員会
等を 51回（書面による研究計画
の審査を含む）開催した。いずれ

の委員会も外部の委員を含む委
員により構成されており、課題毎
に国の指針等に基づき科学的・倫

理的等の観点から審査が実施さ
れた。 

○ 生命倫理に関する委員会につ 

いては、各員会の委員名簿及び運
営に関する規則、議事録等を外部
向けホームページ上で公開した。

動物実験に関しては、関連規程や
平成 26年度に実施された動物実
験計画の審査及び実施状況、実験

動物使用数等について外部向け
ホームページ上で公開した。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－6－(3) 適切な研究評価等の実施・反映 

関連する政策・施策 

政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

施策目標 8-2：科学技術振興のための基盤の強化 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第五項 前各号の業務に附帯する業

務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準値

等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

       

 
 

  
   

 
 

  
   

 
 

  
   

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 理化学研究所
で行われる個別
の研究開発課

題・プロジェクト
について、当初の
目標を達成し理

化学研究所が実
施すべき必要性
が低下したもの

や、科学的インパ
クト、社会的ニー
ズ等に照らして

優先順位が低下
したものについ
ては、随時、廃止

も含め厳格に見
直すとともに、諸
情勢に鑑み、理化

学研究所が実施
すべき必要性が
増大したもの等

については、機動
的に対応してい
く必要がある。 

また、研究開発
の特性上、その過
程で生じた予期

しない結果や成
果、世界的な研究
開発の動向等を

踏まえ、当初の目
標を修正して事
業を継続するこ

とが適切な場合
には、合理的に対
応する。 

そのため、外国
人研究者の意見
も取り入れた国

際的視点や水準

理化学研究所の運営や実施する研
究課題に関する評価を国際的水準で
行うため、世界的に評価の高い外部

専門家等による評価を積極的に実施
する。理化学研究所全体の運営の評
価を行うために「理化学研究所アド

バイザリー・カウンシル」（ＲＡＣ）
を定期的に開催するとともに、研究
センター等毎にアドバイザリー・カ

ウンシルを設置し、各々の研究運営
等の評価を行う。また、原則として、
研究所が実施する全ての研究課題に

ついて、事前評価及び事後評価を実
施するほか、５年以上の期間を有す
る研究課題については、例えば３年

程度を一つの目安として定期的に中
間評価を実施する。 

評価結果は、研究室等の改廃等の

見直しを含めた予算・人材等の資源
配分に反映させるとともに、研究開
発活動を活性化させ、さらに発展さ

せるべき研究分野を強化する方策の
検討等に積極的に活用する。なお、
原則として評価結果はウェブサイト

等に掲載し、広く公開する。 
一般向け講演会、サイエンスカフ

ェ、アンケート調査及びモニター調

査等を通して理化学研究所の事業に
関する期待やニーズ把握に努め、国
民目線での事業運営に取り入れてい

く。 

研究所の研究運営や実施す
る研究課題に関する評価を国
際的水準で行うため、世界的に

評価の高い外部専門家等を評
価者とした評価を積極的に実
施する。平成２７年度は、前年

度に開催した「理化学研究所ア
ドバイザリー・カウンシル」（Ｒ
ＡＣ）からの提言を、研究所運

営に有効に活用する。また、研
究所が実施する全ての研究課
題等について、原則として事前

評価及び事後評価を実施する
ほか、５年以上の期間を有する
研究課題等については、例えば

３年程度を一つの目安とした
中間評価を実施する。過重な負
担を回避して効率的な評価を

行うため、課題等の特性や規模
に応じて、メールレビューの活
用等を図る。 

評価結果は、研究室等の改廃
等を含めた予算・人材等の資源
配分や、研究活動を活性化さ

せ、さらに発展させるべき研究
分野を強化する方策の検討等
に活用するとともに、原則とし

て、ウェブサイト等に掲載し、
広く公開する。 
一般向け講演会、サイエンス

カフェなどのイベント時にお
けるアンケート調査及びイン
ターネットを利用したモニタ

ー調査等を通して理化学研究
所の事業に関する期待やニー
ズ把握に努め、国民目線での事

業運営に取り入れていく。 

(評価軸) 
・我が国の研究開
発の中核的な担

い手として、また
多額の公的な資
金が投入されて

いる組織として、
社会の中での存
在意義・価値を高

めることができ
たか 
（評価指標） 

・世界的に評価の
高い外部専門家
等による評価を

実施したか 

○平成 27年度は、前年度に開催し
た第 9回理化学研究所アドバイザ
リー・カウンシル（以下、RAC）

からの提言への対応についてと
りまとめ、これを念頭に各種の改
善を計画した。また、翌年度に予

定されている第 10回 RACに向け、
諮問事項の決定、委員の委嘱、会
場の選定などの準備を行った。 

○各研究センター等のアドバイザ
リー・カウンシル（以下、AC）に
ついては、RACに先立って平成 28

年 2月に生命システム研究センタ
ーの ACが実施された。 
○研究開発課題等の実施に関して

は、「国の研究開発評価に関する
大綱的指針」等に基づき、主任研
究員研究室等の中間、事後評価を

実施し、ACでも課題評価を行っ
た。 
○情報の受け手である国民の意見

を収集・調査・分析するため、科
学講演会、一般公開等イベントの
際には、来場者に対してアンケー

トを実施し、その結果を分析、次
回のイベントの際に順次反映し
た。また、イベント参加者との対

話内容を、できる限り広報スタッ
フで共有し、ノウハウの蓄積に努
めている。 

評定 B 評定 B 

 

○RACのフォローアップ及 

び次回の準備、一部研究
センターのAC実施、各研
究課題のレビュー等を行

っており、世界的に評価
の高い外部専門家等評価
者とした評価を積極的に

実施していることから、
順調に計画を遂行してい
ると評価する。 

○「理化学研究所アドバイザリ

ー・カウンシル(RAC)」の運
営・活用等順調に計画を遂行
していると認められる。 

 
(評定) 
○以上を踏まえ、「研究開発成

果の最大化」に向けて成果の
創出や将来的な成果の創出の
期待等が認められ、着実な業

務運営がなされていることか
ら、評定を Bとする。 
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の評価、国民の意

見を吸い上げた
国民目線での評
価、有識者等によ

る外部評価等を
採り入れながら、
適時適切に研究

開発課題・プロジ
ェクト・研究運営
等について評価

を行い、その結果
を公表するとと
もに、理化学研究

所における研究
開発の在り方に
適切に反映する。

研究評価に当た
っては、独創的で
有望な優れた研

究者や研究開発
を発掘し、又は更
に伸ばしてより

よいものとなる
よう配慮する。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－6－(4) 情報公開の促進 

関連する政策・施策 

政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

施策目標 8-2：科学技術振興のための基盤の強化 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第五項 前各号の業務に附帯する業

務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準値

等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

       

 
 

  
   

 
 

  
   

 
 

  
   

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 理化学研究所
の適切な運営を
確保し、かつ、そ

の活動を広く知
らしめることで、
国民からの理解、

信頼等を深める
ため、積極的に情
報公開を行う。 

特に、契約業務
については、独立
行政法人を取り

巻く諸般の事情
を踏まえ、透明性
が確保されるよ

う十分留意する。 

独立行政法人等の保有する情報の
公開に関する法律（平成１３年法律
第１４５号）に定める「独立行政法

人等の保有する情報の一層の公開を
図り、もって独立行政法人等の有す
るその諸活動を国民に説明する責務

が全うされるようにすること」を常
に意識し、積極的な情報提供を行う。
特に、契約業務及び関連法人につい

ては、透明性を確保した情報の公開
を行う。 

独立行政法人等の保有する
情報の公開に関する法律（平成
１３年法律第１４５号）に定め

る「独立行政法人等の保有する
情報の一層の公開を図り、もっ
て独立行政法人等の有するそ

の諸活動を国民に説明する責
務が全うされるようにするこ
と」を常に意識し、積極的な情

報提供を行う。特に、契約業務
及び関連法人については、透明
性を確保した情報の公開を行

う。 

(評価軸) 
・我が国の研究開
発の中核的な担

い手として、また
多額の公的な資
金が投入されて

いる組織として、
社会の中での存
在意義・価値を高

めることができ
たか 
（評価指標） 

・積極的な情報提
供を行ったか 

○「独立行政法人等の保有する情 
報の公開に関する法律」に基づ
き、平成 27年度は、45件（うち

11件は前年度からの継続案件）の
情報公開請求があり、うち 4件が
全部開示、21件が部分開示、10

件が不開示、1件が事案の移送、9
件が手続き中である。 

○所外向けホームページにおい 

て、｢随意契約によることができ
る基準｣、｢競争性のない随意契
約｣に係る契約情報｣等、契約に係

る情報を公開するとともに、関連
法人との間の補助・取引等の状況
を公開した。 

○研究所の活動を国民に分かりや 
すく伝えるという観点から、プレ
ス発表、広報誌（理研ニュース

等）、研究施設の一般公開、科学
講演会の開催、ウェブサイト等に
より情報発信に積極的に取り組

んだ。 
○STAP細胞の研究論文に関する 

取組み、情報等については、所

外ホームページのトップページ
に項目を設け、適宜情報提供を
行った。 

評定 B 評定 B 

○適切に情報の公開を行
い、順調に計画を遂行し
ていると評価する 

○適切な情報公開に向け、順調
に計画を遂行していると認め
られる。 

 
 
(今後の発展に向けたコメン

ト) 
○引き続き、透明性の高い対外
的な情報提供を行うという視

点からの努力の継続を期待す
る。 
 

(評定) 
○以上を踏まえ、「研究開発成
果の最大化」に向けて成果の

創出や将来的な成果の創出の
期待等が認められ、着実な業
務運営がなされていることか

ら、評定を Bとする。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－6－(5) 監事機能強化に資する取組 

関連する政策・施策 

政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

施策目標 8-2：科学技術振興のための基盤の強化 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第五項 前各号の業務に附帯する業

務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準値

等 

H25年度 H26年度 H27年度 H28 年度 H29 年度 

       

 
 

  
   

 
 

  
   

 
 

  
   

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
 

 

  



163 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 - 政府の方針を踏ま
えた監事機能の強化
に向けた補佐体制を

拡充するとともに、
機動的かつ専門性の
高い監事監査を実施

できる体制を構築す
ることにより、研究
所のガバナンスの強

化を行う。 

研究所のガバナン
スの強化に資するた
め、平成２７年度に

おいては、業務方法
書に新たに定められ
た内部統制システム

に関する監事監査を
適切に補助する。ま
た、監事と内部監査

部門、業績評価部門、
会計監査人等との連
携を強化するため、

必要な措置をとる。 

(評価軸) 
・我が国の研究開
発の中核的な担

い手として、また
多額の公的な資
金が投入されて

いる組織として、
社会の中での存
在意義・価値を高

めることができ
たか 
 （評価指標） 

・ガバナンスを強
化するため、監事
を補助する監

事・監査室が監事
機能の強化に資
する取組を行っ

たか 
 
（評価の視点） 

【監事監査】 
・ 監事監査にお

いて、法人の

長のマネジメ
ントについて
留意している

か。 
 
 

 
 
 

・ 監事監査にお
いて把握した
改善点等につ

いて、必要に
応じ、法人の
長、関係役員

に対し報告し
ているか。そ
の改善事項に

○平成 27年 10月の監事 1名の交代に伴い、「研究不正再発防止
をはじめとする高い規範の再生のためのアクションプラン」（Ⅳ
-1-(5))に基づき、分担すべき業務を整理し、監事が主として取

り組んでいく分担を、理事長に通知する原案を作成した。 
○組織的かつ効果的な監査の構築のためには連携が極めて重要
であるとの認識に基づき、監査上の重要課題等について意見交

換するため、監事は理事長等と定期的な会合を開催することと
した。理事長、監事、内部監査担当理事及び内部監査部門長、
並びに会計監査人から構成される、四者協議会の開催に向けて、

会議の運営、主たる討議事項等、必要な事項の検討、監事と理
事長との事前の意見交換の設定等、必要な調整を行った。また、
監事監査と内部監査、会計監査人の監査との緊密な連携のため、

監査計画の報告、期中監査の結果等について、複数回にわたる
監事との意見交換の実施に向けて、必要な調整等を行った。 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○監事機能の強化の要請を踏まえ、監事がリスクアプローチの手

法等を活用することを補助するため、昨年度の監査結果を踏ま
えた受検部署の抽出及び当該部署との事前の意見交換等、前年
度の監査対象の現状確認等、フォローアップを行った。また、

監事監査の対象部署選定に先だって、全理事、センター長、本
部部長等に対して階層別の期初ヒアリングを新規施策として実
施するため、実施計画の策定、聴取項目の検討等、必要な調整

等を行った。なお、期中監査の実施部署については、環境変化
を踏まえ、理事長に通知していた監事監査対象部署に加えて、
実施部署の追加に係る業務を遂行した。 

○今期において、新会計基準に関して、年度当初から、公認会計
士協会等からの情報収集、研修会等参加による調査研究、情報
の整理を行い、監事のモニタリングを適切にサポートした。ま

た、内部統制を充実する観点で、個別事象の法令チェック、監
事への情報提供等を的確に行い、監事のリスク認識を適切に補
助した。更に、平成２７年度、監事が独立行政法人、特殊法人

等監事連絡会（以下「連絡会」※）の全体世話人となり、監事・
監査室は、世話人事務局として、総務省との意見調整、研修会
の企画立案・実施に向けて、各法人の意見調整等を行い、研修

評定 B 評定 B 

○監事監査の企画立案

の補助については、内
部ガバナンス向上に
資する観点から、監

事・監査室は、監事が、
リスクマネージメン
トに基づき、準拠性に

加え、効率性にも着目
した監査を企画立案
できるよう、的確な補

助を行ったことは評
価できる。 
○今期において、四者 

協議会等、監事と理事
長等との連携強化の
補助、会計基準改訂に

係る調査研究、内部統
制の充実に資する法
令チェック等を通じ

て、的確な補助を行っ
たことは評価できる。 

○監事機能強化に向け

て順調に計画を遂
行していると認め
られる。 

 
 

○監事機能強化に向けて、順調

に計画を遂行していると認め
られる。 
 

(今後の発展に向けたコメン
ト) 
○機能強化された監事監査の

効果の検証を行うとともに、
必要な見直しを不断に行って
いくことを期待する。 

 
（評定） 
○以上を踏まえ、「研究開発成

果の最大化」に向けて成果の
創出や将来的な成果の創出の
期待等が認められ、着実な業

務運営がなされていることか
ら、評定を Bとする。 
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対するその後

の対応状況は
適切か。 

 

会、総会等の会議を適切に運営した。 

監事・監査室の行った会計基準改訂、内部統制に関する調査活
動は、上述の四者協議会における主論点となり、連絡会全体世
話人活動の研修会等で反映され、加盟法人業務に大きく貢献し

た。 
以上のとおり、準拠性、効率性に着目した監事監査の企画立案
等について的確な補助を行うとともに、会計基準改訂の調査研

究、内部統制に関する法令チェック、監事と理事長等との連携
強化等について、的確な補助を行った。 

（※）独立行政法人、特殊法人等監事連絡会は、総務省の下

に、独立行政法人、特殊法人等の監事及び監査役が所属
する任意団体（平成 28年 3月 16日現在 115法人）。所属
法人の監事機能を充実し、業務運営の適正化・効率化に

資することを目的に設立（昭和 57年 3月 16日）。 
 

【監事監査における法人の長のマネジメントに関する監査状況】 

○監事からの理事会議等を踏まえた個別指示に基づき、必要な調
査を行った。期中監査において実施した重点監査実施部署につ
いては、期末監査においても必要なフォローアップ監査項目の

検討等、平成 28年度監事監査計画の通知に関する業務を行うと
ともに、理事長との意見交換の実施に向け、必要な調整をした。 
 

【監事監査における改善点等の法人の長、関係役員に対する報告
状況】 

○監事は、期中監査の実施結果を平成 28年 3月 22日に理事長と

面談して報告を行った上で、全理事にも展開した。 
○実施した期中監査、平成 28年 4月から 5月にかけて実施する
期末監査の結果を踏まえ、同 6月に理事長に対し、監査報告を

行った。当該内容は、理事会議で、全理事等に対し、説明を行
うことで、問題意識の共有が図られた。 
 

【監事監査における改善事項への対応状況】 
○監事は、平成 28年 3月 22日、理事長に対して期中監査で認識
した課題等を伝えた上で、期末監査において、事業所等から課

題の検討状況等の報告を受け、担当理事と面談すること等によ
り、改善の進捗状況についての把握を行う。また、改善事項の
検討状況については、理事会議等、重要な会議に出席し、重要

文書の回付等を通じて状況を日常的に把握している。平成 28年
度においては、7月から 8月にかけて、役員等に対する期初ヒア
リングを実施し、課題認識、改善の方向性を聴取し、平成 28年

度の期中監査の重点監査項目に設定し、確実なフォローアップ
を行っていく。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 0182 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 理化学研究所
が行う各事業が

合理的かつ効率
的に行われるよ
う、必要な事業の

見直し、体制の整
備等を図るとと
もに、情報化を推

進する等業務の
合理化・効率化に
努め、一般管理費

（特殊経費及び
公租公課を除
く。）について、

中期目標期間中
にその１５％以
上の削減を図る

ほか、その他の事
業費（特殊経費を
除く。）について、

中期目標期間中、

理化学研究所の各事業が合理的・
効率的に行われるよう、必要な事業

の見直し、体制の整備等を図る。以
下の取組により、一般管理費（特殊
経費及び公租公課を除く。）につい

て、中期目標期間中にその１５％以
上の削減を図るほか、その他の事業
費（特殊経費を除く。）について、中

期目標期間中、毎事業年度につき
１％以上の業務の効率化を図る。ま
た、毎年の運営費交付金額の算定に

向けては、運営費交付金債務残高の
発生状況にも留意する。 

 

- （モニタリング
指標） 

・一般管理費（特
殊経費及び公租
公課を除く。）に

ついて、中期目標
期間中にその
15％以上を削減

したか 
・その他の事業費
（特殊経費を除

く。）について、
中期目標期間中、
毎事業年度につ

き 1％以上の業
務の効率化が図
られたか 

【一般管理費の削減状況】 
○一般管理費（特殊経費及び公租 

公課を除く。）は、以下の取組に
より、平成 27年度の予算額内と
なり、平成 27年度の削減目標を

達成した。 
・人件費の削減 
・借上住宅の削減 

・資材庫業務委託契約料の減 等 
 
【事業費の削減状況】 

○事業費の効率化に努めるため以 
下の取組を実施し、削減目標であ
る事業費の 1%、488,549千円の削

減を達成した。 
・特許の維持管理経費の見直し 
・研究所・センターにおける設備

備品の共用利用・共同購入の推進
による経費削減 

・リサイクル品の活用による経費

削減 

評定 B 評定 B 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 
 
 
 
 
 
○平成 27年度においても、
予算執行の効率化・合理化
に努め、削減目標である事

業費の 1%削減を達成した
ことは、順調に計画を遂行
していると評価する。 

○業務運営の効率化について、
順調に計画を遂行していると

認められる。 
 
（評定） 

○以上を踏まえ、「中期計画に
おける所期の目標を達成して
いると認められることから、

評定を Bとする。 



166 

 

毎事業年度につ

き１％以上の業
務の効率化を図
る。 

・調達方法の見直しによるコスト

削減 
・電子ジャーナルの契約見直しに
よる経費削減 等 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－1 研究資源配分の効率化 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 0182 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 理化学研究所
が行う各事業が

合理的かつ効率
的に行われるよ
う、必要な事業の

見直し、体制の整
備等を図るとと
もに、情報化を推

進する等業務の
合理化・効率化に
努め、一般管理費

（特殊経費及び
公租公課を除
く。）について、

中期目標期間中
にその１５％以
上の削減を図る

ほか、その他の事
業費（特殊経費を
除く。）について、

中期目標期間中、

理事長の機動的な意思決定メカニ
ズムに基づき、外部有識者の意見を

聴取した上で、理化学研究所全所的
な観点から研究費等の研究資源を効
率的に配分、活用する。特に、理事

長のリーダーシップの下で推進する
戦略的・競争的な研究事業において
は、専門家による透明かつ公正な選

定を実施し、外部有識者を含む評価
の結果を踏まえて、推進すべき事業
について重点的に理事長が予算、人

員等研究資源の配分を行う。 
また、理事長は、定期的に予算執

行の状況を確認し、状況に応じた配

分額の見直し等の必要な措置をと
る。これにより、理化学研究所のポ
テンシャルや特徴を活かした効果的

かつ効率的な事業展開を図る。 

理事長の機動的な意思決定
メカニズムに基づき、外部有識

者の意見を聴取した上で、理化
学研究所全所的な観点から研
究費等の研究資源を効率的に

配分、活用する。 
平成２７年度は、理化学研究

所のポテンシャルや特徴を活

かした効果的かつ効率的な事
業展開を図るため、特に、理事
長のリーダーシップの下で推

進する戦略的・競争的な研究事
業においては、専門家による透
明かつ公正な選定を実施し、外

部有識者を含む評価の結果を
踏まえて、推進すべき事業につ
いて重点的に理事長が予算、人

員等研究資源を配分する。 
また、理事長は、資源配分方

針を策定するとともに、定期的

に予算執行の状況を確認し、状

（評価軸） 
・研究資源の効

果的かつ効率
的な配分を行
ったか 

○平成 27年度の資源配分方針の策
定に当たっては、研究所として取

り組むことが不可欠であるもの
に機動的に対応する観点から、機
動的な運営のための経費を設け

るとともに、前年度に引き続き、
理事長裁量経費を設け、研究所と
して重点化・強化すべき研究運営

上の項目に投資した。 
○理事長裁量経費においては、セ
ンター管理職のコーチング研修

の加速やオンライン語学研修の
試行など、科学力展開プランで早
期に対応可能なもののの実施に

必要な経費に投資を行った。 
○28年度については、理研全体の
最適化に向けて、理研として必要

な基盤的・共通的運営経費を確保
するとともに、個々のセンター等
の予算項目に固定化されない資

源配分を実施するため、各センタ

評定 A 評定 A 

○平成 27年度において、
理事長のガバナンスの強

化を図り、経営と研究運
営の改革を推進するため
の取組に対して、重点的

な資源配分を行ったこと
は、順調に計画を遂行し
ていると評価する。 

 
 
 

 
○役員によるヒアリング
の実施により、経営陣の

リーダーシップを発揮
し、研究資源を最大限効
率的に配分・活用するた

めの新たな仕組みを導入
したことはており、従前

○理事長のガバナンスの強化
を図り、経営と研究運営の改

革を推進するための取組に対
して、重点的な資源配分を行
うなど、順調に計画を遂行し

ていると評価する。 
 
(今後の発展に向けたコメン

ト) 
○資源配分において、理研にと
っての全体最適の観点とセン

ター等にとっての部分最適の
観点とで、利害の不一致が想
定される。適切な資源配分に

ついて不断の検証がなされる
ことを期待する。 
 

○理事長のリーダーシップに
よる資源配分を実施するにあ
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毎事業年度につ

き１％以上の業
務の効率化を図
る。 

なお、事業の見
直し、体制の整備
等に伴い合理化

を図る際には、こ
れまでの研究開
発成果、設備及び

人材等が今後の
理化学研究所の
活動に効果的か

つ効率的に活用
されるよう十分
留意するととも

に、政府方針を踏
まえ、適切な情報
セキュリティ対

策を推進する。 

況に応じた配分額の見直し等

の必要な措置をとる。 

ー長等から役員ヒアリングを行

い、外部専門家を構成員に含む経
営戦略会議にも諮った上で、全体
最適化のための「平成 28年度 

研究運営に関する予算、人材等の
資源配分方針」を策定した。 

の考え方に縛られず、研

究所として全体最適とな
る資源配分を実現すると
いう経営陣の強いリーダ

ーシップが発揮された結
果であり、高く評価する。 
 

たって従来の制約を超えた取

組を開始したことは高く評価
する。 
 

（評定） 
○以上を踏まえ、法人の活動に
より、中期計画における所期

の目標を上回る成果が得られ
ていると認められることか
ら、評定を Aとする。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－2 研究資源活用の効率化 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 0182 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

理化学研究所
が行う各事業が

合理的かつ効率
的に行われるよ
う、必要な事業の

見直し、体制の整
備等を図るとと
もに、情報化を推

進する等業務の
合理化・効率化に
努め、一般管理費

（特殊経費及び
公租公課を除
く。）について、

中期目標期間中
にその１５％以
上の削減を図る

ほか、その他の事
業費（特殊経費を
除く。）について、

（１）情報化の推進 評定 B 評定 B 

政府の方針を踏まえた「安全・安

心」な情報セキュリティ対策を推進
するとともに、「快適・便利」な情報
活用を促進し、研究開発活動を支え

るＩＴ環境の更なる整備を図る。 
また、組織、人事、財務会計シス

テム及びそれらに共通する情報を一

元管理する事務情報基盤システムの
高度化を図り、システムを介した各
部署の連携強化及び業務の効率化を

図る。これらのシステムの導入によ
り、セキュリティの向上、ヒューマ
ンエラーの低減を図るとともに、省

力化により研究室における作業軽減
を図り研究活動の活性化に資すると
ともに、事務部門においては２，０

３０人日／年程度の業務量を削減
し、知的財産、研究倫理、安全管理、
人材開発・労務管理等の専門的な人

政府の方針を踏まえた「安

心・安全」な情報セキュリティ
対策を推進するため、平成２７
年度は、所内クラウドを用いた

ホームページサーバの統合管
理体制の整備等により、情報セ
キュリティ対策を強化すると

ともに、ｅ－ラーニングにおけ
るセキュリティコンテンツの
強化により、職員の情報セキュ

リティ意識・知識の向上を図
る。 
また、「快適・便利」な情報

活用を促進し、研究開発活動を
支えるＩＴ環境の更なる整備
を図るため、計算環境及びデー

タ保管環境の改善に向け、平成
２７年度は、前年度に更新した
大型共同利用計算機の運用を

（評価軸） 

・情報化を推進す
る等、資源活用の
効率化を図った

か 
（評価指標） 
・情報セキュリテ

ィ対策を推進し、
研究活動を支え
るＩＴ環境を整

備したか 
（モニタリング
指標） 

事務部門にお
いて 2,030人日
／年程度の業務

量を削減し、人材
の適切な配置等
により、合理化が

○理研同様に研究者を抱える他法人

の情報セキュリティ取組み状況の
ヒアリングを行ない、それらを参考
にした事務部門の情報セキュリテ

ィ対策強化の具体策を決定し、その
ひとつである危険性の高いメール
添付ファイルの自動削除を実施し

た。 
 
○中期計画で目指す省力化・業務量

削減に向けて、組織、人事、事務情
報基盤システムは安定運用の継続、
財務会計システムは Web調達、給与

計算アウトソーシング等とのデー
タ連携部の開発を完了し、翌年度伝
票の並行入力、全所運用に向けたデ

ータ整備、運用体制整備等を行っ
た。 
○平成 26年度末に更新したスーパー

○事務部門の情報セキュ 

リティ対策強化は喫緊
の課題だが、その指標
に研究開発法人の取組

みを参考にし具体策を
決定し、一部実行した
ことは効率的かつ迅速

な方法であると評価す
る。 

○事務部門の業務量削減

に向け、業務システム
が安定運用を継続して
いることは順調に計画

を遂行していると評価
する。 

 

 
 
○新スーパーコンピュー

○情報セキュリティ対策の推

進、IT環境の整備、事務情報
基盤システムの整備等につい
て、順調に計画を遂行してい

ると認められる。 
 
（評定） 

○以上を踏まえ、中期計画にお
ける所期の目標を達成してい
ると認められることから、評

定を Bとする。 
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中期目標期間中、

毎事業年度につ
き１％以上の業
務の効率化を図

る。 
なお、事業の見

直し、体制の整備

等に伴い合理化
を図る際には、こ
れまでの研究開

発成果、設備及び
人材等が今後の
理化学研究所の

活動に効果的か
つ効率的に活用
されるよう十分

留意するととも
に、政府方針を踏
まえ、適切な情報

セキュリティ対
策を推進する。 

情報システム

の整備・更新によ
る業務の合理
化・効率化につい

ては、その効果を
中期計画におい
て定量的・具体的

に明らかにした
上で効果的に推
進する。 

総人件費につ
いては、政府の方
針を踏まえ、厳し

く見直しをする
ものとする。 

なお、これらに

ついては、理化学
研究所は、我が国
の研究開発機能

の中核的な担い
手の一つとして、
科学技術基本計

画における政策
課題の達成に対
する積極的な貢

献や、社会からの
様々なニーズに

材へ置き換え、これらの人材の適切

な配置等により、合理化を促進する。 

開始するとともに、ネットワー

クシステムの更新を行う。 
さらに、中長期計画で目指す

省力化・業務量削減に向けて、

平成２７年度は各種基幹シス
テムの効率化と着実な運用を
通じ、作業軽減による研究活動

の活性化を図るとともに、事務
部門における合理化を促進し、
効果を評価する。 

 
 

（２）コスト管理に関する取組 

適切な研究事業の運営を担
保するために、支出性向及び予
算実施計画に基づくコスト管

理分析を行う。これにより、効
率的な業務運営、適切な執行計
画の策定に資する。 
 

促進できたか コンピュータは 3か月間の試用期間

の後 7月から通常運用を開始した。
さらに第 2期更新に向けた冷却設備
改修等の準備を行った。個別に契約

していた和光、筑波、横浜、神戸の
各拠点ネットワーク契約を一本化
し所内統合ＬＡＮとして構築し、ネ

ットワークサービス統一を計ると
共にコスト削減を図った。昨年度か
ら準備してきた所内クラウド基盤

のサービスを 4月から開始し、サー
バーの集約やバイオインフォマテ
ィクス解析基盤の強化を図った。 

○24時間 365日のネットワーク不正
アクセス監視、ＰＣウィルス対策、
サーバーの一斉セキュリティ監査

を実施し情報セキュリティ対策を
図った。情報セキュリティ啓蒙活動
として、情報セキュリティについて

の情報発信や注意喚起、ｅラーニン
グによる情報セキュリティ講座を
勤怠システムと連携した受講形態

とし受講管理強化を行った。全理研
メールアドレス保有者に対する標
的型メール攻撃訓練を 2度実施し情

報セキュリティに対する意識の向
上に努めた。またマルウェア対策強
化としてメールに添付された実行

形式ファイルの強制削除を開始し
た。 

タへの更新、ネットワー

クシステムの構築およ
びクラウド基盤サービ
スの運用について順調

に実施していることを
評価する。 

 

 
 
 

 
 
 

○24時間 365日体制のセ
キュリティ監視、PCウ
ィルス対策、サーバーの

セキュリティ検査やｅ
ラーニングによる情報
セキュリティ講座の受

講管理強化など情報セ
キュリティ対策や啓蒙
活動を実施したことや、

新たに標的型メール攻
撃訓練を実施し全役職
員等の情報セキュリテ

ィ意識改革を行い、研究
所における情報セキュ
リティリスクを明確に

出来たことなどの情報
セキュリティ対策につ
いて評価する。 

（２）コスト管理に関する取組 評定 B 評定 B 

適切な研究事業の運営を担保する
ために、支出性向及び予算実施計画

に基づくコスト管理分析を行う。こ
れにより、効率的な業務運営、適切
な執行計画の策定を行う。 

適切な研究事業の運営を担
保するために、支出性向及び予

算実施計画に基づくコスト管
理分析を行う。これにより、効
率的な業務運営、適切な執行計

画の策定に資する。 

（評価軸） 
・情報化を推進す

る等、資源活用の
効率化を図った
か  

 
（評価指標） 
・コスト管理分析

による、効率的な
業務運営、適切な
予算計画の策定

状況 

○前年度に引き続き、各種コストに
対応した費目を細分化して設定し、

研究室側でもプロジェクトのコス
ト分析・管理がしやすくなるように
努めた。 

○研究センター毎に執行状況を把握
し、センター長会議等において状況
報告を行うとともに、理研の収入・

支出等の詳細を分析し、センター長
会議で報告を行うだけでなく、経営
戦略会議、経営政策リトリート、資

源配分方針検討において、組織のマ
ネジメントのあり方等を議論する
際の各組織の運営状況を把握する

ための資料として活用した。 
○定常的経費の洗い出しと部署別の

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

○コスト管理に関しては、順調
に計画を遂行していると認め

られる。 
 
（評定） 

○以上を踏まえ、中期計画にお
ける所期の目標を達成してい
ると認められることから、評

定を Bとする。 
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対する研究開発

等での貢献が求
められているこ
とを踏まえ、これ

らの期待が損な
われないよう十
分斟酌して取り

組む。 

ヒアリングを継続的に実施し、管理

コストの透明化を推進するととも
に、予算管理部署間の調整を行い、
負担の増加している人件費等の確

保に努めた。 

（３）職員の資質の向上 評定 B 評定 B 

管理職をはじめとする職員を対象

としたスキルアップ等の各種研修を
充実させ、理化学研究所全体の職員
の資質向上を図る。また、事務部門

の人材の資質向上を図るため、様々
な職務経験、語学研修等により、国
際化等に対応した多様な人材を育

成・確保する。 

業務に関する知識や技能水

準の向上、業務の効率的な推進
や合理化を促進する観点から、
平成２７年度は、語学、情報処

理等の業務遂行上有益な知
識・能力の向上を図る研修や、
研究不正やハラスメントの防

止、服務等の法令遵守に関する
研修、メンタルヘルスを含めた
安全管理に関する研修などを

通じて、理化学研究所全体の職
員の資質向上を図る。特に管理
職に対しては、部下育成に有用

なコミュニケーションスキル
の向上を目的とした研修を充
実する。また、事務系職員に対

しては、海外語学研修を実施
し、国際化に対応する人材育成
を図るとともに、職員の修学を

支援する制度を通じて、専門性
の高い知識を備えた職員の育
成を図る。 

（評価軸） 

・情報化を推進す
る等、資源活用の
効率化を図った

か  
 
（評価指標） 

・職員の資質の向
上を図るための
研修等が実施状

況 

○優れた国内外の研究者・技術者を

サポートする事務部門の人材の資
質を向上させることにより、業務の
効率化に繋げていくための取り組

みを行った。業務に関する知識や技
能水準の向上、業務の効率的な推進
や合理化を促進する観点から、平成

27年度は、語学等の能力向上を図る
研修や、研究不正やハラスメントの
防止、服務等の法令遵守に関する研

修、メンタルヘルスに関する研修等
を通じて、理化学研究所全体の職員
の資質向上を図った。 

○管理職のマネジメントに必要な倫
理、不正防止、労務管理等の共通事
項を網羅した eラーニングプログラ

ムの受講徹底を継続的に実施した。
【再掲】 
○階層別研修として、平成 27年度は、

センター長をはじめ、各センターに
おいて管理職を対象に、順次コーチ
ング講座を進め、センターや研究室

における部下育成に有用なコミュ
ニケーションスキルの向上を図っ
た。（平成 28年度前半までに全セン

ター完了予定） 【再掲】 
○新任管理職に対しては、研究不正
を防止するために気を付けるべき

ポイントや、所属員に対して研究倫
理教育を含めた指導育成を効果的
に実施するために有益なコーチン

グスキル等に関する研修を実施し
た。【再掲】 
○能力開発研修の中で、語学研修強

化の試行的取組みとしてオンライ
ンによる英語学習プログラムを新
たに実施し、また、海外短期語学研

修を継続的に実施することで、国際
化に対応する人材育成を図るとと
もに、職員が夜間大学院修学制度を

通じて、専門性の高い知識が備わる

○順調に計画を遂行して

いると評価できる。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

○職員の資質の向上に資する

研修等の取組については順調
に計画を遂行していると認め
られる。 

 
○以上を踏まえ、中期計画にお
ける所期の目標を達成してい

ると認められることから、評
定を Bとする。 
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よう、職員の育成を図った。【再掲】 

○能力開発研修については、語学や
IT スキルに関する研修の e ラーニ
ング化により、より多くの職員に業

務に有益な内容を学べる機会を提
供し資質向上を図った。【再掲】 

（４）省エネルギー対策、施設活用方策 評定 B 評定 B 

恒常的な省エネルギー化に対応す
るための環境整備を進め、光熱水使
用量の節約及び二酸化炭素の排出抑

制に取り組むとともに、節電要請な
どの状況下にあっても継続可能な環
境を整備する。 

また、研究スペースの配分等につ
いて理化学研究所全体で調整する体
制を強化し、事業所をまたがる研究

を効率的に推進するとともに、限ら
れた研究スペースをより有効に活用
する。 

恒常的な省エネルギー化に
対応するための環境整備を進
め、光熱水使用量の節約及び二

酸化炭素の排出抑制に取り組
むとともに、省エネルギー化等
のための環境整備を進めるほ

か、節電要請などの状況下にあ
っても継続可能な環境を整備
する。平成２７年度は、省エネ

ルギー推進体制の下での多様
な啓発活動による職員等への
周知徹底、エネルギー使用合理

化推進委員会の定期的な開催、
施設毎の使用量把握及び分析
のための継続的な取組、エネル

ギー消費効率が最も優れた製
品の採用を行う。 
また、研究スペースの配分等

に関する方針に基づき、スペー
ス配分を決定する。具体的に
は、各事業所において所長が取

りまとめた要望を、施設委員会
において調整し、事業所ごとに
スペース配分を定めた建物利

用計画を策定する。 
 
これらの取組により、一般管

理費（特殊経費及び公租公課を
除く。）について、中長期目標
期間中にその１５％以上の削

減を図るほか、その他の事業費
（特殊経費を除く。）について、
中長期目標期間中、毎事業年度

につき１％以上の業務の効率
化を図る。 

（評価軸） 
・情報化を推進す
る等、資源活用の

効率化を図った
か  
 

（評価指標） 
・省エネルギー化
等に対応した環

境整備を進める
ことによる、節電
要請などの状況

下にあっても継
続可能な環境の
整備状況 

○構内放送、省エネパトロール、掲 
示、エネルギー情報のＨＰ掲載等に
よる全職員等への啓発活動を通じ

て省エネルギーに対する習慣化を
促した。 

○エネルギー使用合理化推進委員会 

の定期的な開催により、各事業所に
おける省エネルギー活動取組状況
を確認し、確実な目標の達成のため

に毎月のエネルギー使用状況把握
とその周知を実施した。 

○施設毎の使用量把握及び分析のた 

めのメーター等計測器の設置を推
進した。 

○老朽化した機器の更新時にトップ 

ランナー基準のものとし、LED照明
器具、エアコン、冷凍機、ボイラー
に高効率機器を採用するなど、ハー

ド面での基本的な省エネルギー化
を推進した。 

○太陽光発電設備の導入を推進し、

14.32kWを設置した（既設分
517.3kW、2.8％増加）。 

○問題のない範囲で廊下など共用部 

照明の間引き点灯を実施した。 
○防水改修工事において遮熱塗料を 
折板屋根及び外壁に塗布し、建築面

からも省エネ対策を実施した。 
これらによって内外からの節電要
請下においても研究に影響を及ぼ

さず、活動を継続できるよう環境を
整える取組みを行った結果、全理研
でのエネルギー使用量を原油換算

2,700kl（対前年度比 1.8％）削減
し、省エネ法の判断基準であるエネ
ルギー消費原単位は、過去 5年度間

の平均で目標の 1％に対して 1.4％
減少した。 
研究スペースの配分については、全

所的な体制の施設委員会において全
ての建物利用計画を審議し、組織改

○省エネルギー対策、施
設活用方策は、順調に計
画を遂行していると評

価する。 

○省エネルギー対策について
は順調に計画を遂行している
と認められる。 

 
(今後の発展に向けたコメン
ト) 

○SPring-8や「京」といった
大型研究施設の運用をはじ
め、省エネルギー対策により

最先端の課題の遂行に支障が
出ないように配慮願う。 
 

（評定） 
○以上を踏まえ、中期計画にお
ける所期の目標を達成してい

ると認められることから、評
定を Bとする。 
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廃に係るスペース（和光、横浜、神

戸）については理事長の留保スペー
スとするなど、研究所全体としての
調整機能をもって、スペースを公平、

柔軟かつ機動的に配分した。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－3 給与水準の適正化等 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 0182 

Ｃ         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 給与水準（事
務・技術職員）に
ついては、以下の

ような観点から
の検証を行い、こ
れを維持する合

理的な理由がな
い場合には必要
な措置を講ずる

ことにより、給与
水準の適正化に
速やかに取り組

むとともに、その
検証結果や取組
状況について公

表する。 
①職員の雇用

形態、在職地域及

び学歴構成等の
要因を考慮して
もなお国家公務

員の給与水準を
上回っていない
か。 

②職員に占め
る管理職割合が
高い等、給与水準

給与水準（事務・技術職員）につ
いては、理化学研究所の業務を遂行
する上で必要となる事務・技術職員

の資質、人員配置、年齢構成等を十
分に考慮した上で、国家公務員にお
ける組織区分、人員構成、役職区分、

在職地域、学歴等の検証及び類似の
業務を行っている民間企業との比較
等を行い、自らの給与水準が国民の

理解を得られるか検討を行った上
で、これを維持する合理的な理由が
ない場合には必要な措置を講ずると

ともに、その検証やこれらの取組状
況について公表していく。 

また、総人件費については、政府

の方針を踏まえ厳しく見直しを行う
こととする。 

給与水準（事務・技術職員）
については、理化学研究所の業
務を遂行する上で必要となる

事務・技術職員の資質、人員配
置、年齢構成等を十分に考慮し
た上で、国家公務員における組

織区分別、人員構成、役職区分、
在職地域、学歴等を検証すると
ともに、類似の業務を行ってい

る民間企業との比較等を行っ
たうえで、これら給与水準が国
民の理解を得られるか検討を

行い、これを維持する合理的な
理由が無い場合には必要な措
置を講ずる。 

平成２７年度は、平成２５年
度のラスパイレス指数に係る
検証結果を念頭に、政府方針を

踏まえた取組を労使協議して
進めるとともに、その検証や取
組状況について公表していく。

また、ラスパイレス指数が研究
所の実態をより適正に反映す
るよう、現在比較対象外とされ

ている職員について比較対象
とするよう関係省庁へ要望す
る。 

(評価軸) 
・給与水準を適切
に維持すること

ができたか 
 
（評価の視点） 

【給与水準】 
・ 給与水準の高

い理由及び講

ずる措置（法
人の設定する
目標水準を含

む）が、国民
に対して納得
の得られるも

のとなってい
るか。 

・ 法人の給与水

準自体が社会
的な理解の得
られる水準と

なっている
か。 

・ 国の財政支出

割合の大きい
法人及び累積
欠損金のある

【ラスパイレス指数（平成 27年度
実績）】 

○適正な給与水準に向け、給与改

定等を行った結果、ラスパイレス
指数は、115.4であった。 
○理研は戦略重点科学技術の推進

等社会からの期待の高まりに応
えるための高度人材の確保と、人
件費削減への対応のため、少数精

鋭化を進めており、その結果、学
歴構成は殆どが大卒以上であり、
大学院以上の学歴を有する者も

多く在籍している。また、給与水
準の比較対象者に占める管理職
の割合がやや高い水準となって

いるが、これは一部の任期制職員
や派遣職員等を給与水準比較対
象外としていることによる比較

対象の偏りであり、これらを含め
れば実際上、国家公務員と遜色な
い。なお、累積欠損金は無い。ま

た、少数精鋭主義による特殊な運
営体制によって給与水準比較対
象が偏った結果がラスパイレス

指数に大きな影響を与えている。 
○世界最高水準の研究機関として
多様な分野で顕著な研究成果を

 B 評定 B 

○順調に計画を遂行して 

いると評価する 

○給与水準の検証を行うなど

順調に計画を遂行していると
認められる。 
 

(今後の発展に向けたコメン
ト) 
○優秀な研究者等を確保する

ことが不可欠であり、給与面
での優遇措置の検討・適用は
避けてとおることはできな

い。その一方で、独立行政法
人である以上、給与水準が高
い理由及び理研がとる給与措

置が国民から納得の得られる
ものになっているかどうかの
観点は必要である。特定国立

研究開発法人へ移行するな
か、より一層両者のバランス
のとれた適切な給与のあり方

の検討がなされることを期待
する。 
 

 
（評定） 
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が高い原因につ

いて、是正の余地
はないか。 

③国からの財

政支出の大きさ、
累積欠損の存在、
類似の業務を行

っている民間事
業者の給与水準
等に照らし、現状

の給与水準が適
切かどうか十分
な説明ができる

か。 
④その他、給与

水準についての

説明が十分に国
民の理解を得ら
れるものとなっ

ているか。 

 法人につい

て、国の財政
支出規模や累
積欠損の状況

を踏まえた給
与水準の適切
性に関して検

証されている
か。 

 

【諸手当・法定外
福利費】 

・ 法人の福利厚

生費につい
て、法人の事
務・事業の公

共性、業務運
営の効率性及
び国民の信頼

確保の観点か
ら、必要な見
直しが行われ

ているか。 

あげ、横断研究等による研究成果

の社会還元のための取組も進め
ている。今後も優れた研究成果を
あげていくためには、優秀な研究

者を確保することが不可欠であ
る。また、研究開発の国際競争力
の強化等を定めた研究開発力強

化法においても国際社会で活躍
する卓越した研究者を確保する
ため、給与上の優遇措置を講ずる

ことが求められていることから、
給与水準は社会的な理解を得ら
れる範囲にある。 

【福利厚生費の見直し状況】 
○レクリエーション経費・食堂業
務委託については国に準じて公

費支出は行っていない。平成２７
年度は行政改革担当大臣名で公
表された「独立行政法人の職員宿

舎に関する実施計画」に基づき、
住宅制度の見直しとして、借上住
宅使用料の値上げを実施した。 

○以上を踏まえ、中期計画にお

ける所期の目標を達成してい
ると認められることから、評
定を Bとする。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－4 契約業務の適正化 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 0182 

 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長

期目

標 

中長期計

画 

年度計

画 

主な評価

軸（評価

の視点）、

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣

による評

価 

主な業務実績等 自己評価 

 契約に

ついて
は、原則
として一

般競争入
札等によ
るものと

し、以下
の取組に
より、随

意契約の
適正化を
推進す

る。 
①「独

立行政法

人におけ
る調達等
合理化の

取組の推
進につい
て」(平成

27年５月
25日総務
大臣決

契約について

は、原則として
一般競争入札等
の競争性のある

契約方式による
ものとし、「調達
等合理化計画」

に基づく取組の
着実な実施によ
り、公正性、透

明性を十分に確
保するととも
に、随意契約に

よらざるを得な
い場合は、その
理由等を公表す

る。また、調達
に当たっては要
求性能を確保し

た上で、研究開
発の特性に合わ
せた効率的・効

果的な契約手続
に取り組むとと
もに、コストを

契約につい

ては、原則
として一般
競争入札等

の競争性の
ある契約方
式によるも

のとし、「調
達等合理化
計画」に基

づく取組の
着実な実施
により、公

正性、透明
性を十分に
確保すると

ともに、一
般競争入札
等により契

約を行う場
合であって
も、真に競

争性、透明
性が確保さ
れているか

(評価軸) 

・法人の使命
である「研究
成果の最大

化」を推進す
るために、そ
れぞれの状況

に即した調達
の改善及び事
務処理の効率

化に努めたか 
 
(評価指標) 

随意契約に関
する取組 
 

（評価の視
点） 
入札基準額以

上の契約事案
に占める競争
性のない随意

契約となった
件数 
を平成 26年

○「調達等合理化計画」に基づく取組の着実な実施により、透明性、外部性を十分確保するよう努めた。 

 平成 27年度は、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」(平成 27年 5月 25日総務
大臣決定)に基づき、調達等合理化検討委員会設置規程を整備し、これまでの「随意契約見直し計画」にか
わり、調達等合理化計画により事業及び事務の特性を踏まえ、PDCAサイクルにより、透明性及び外部性を確

保しつつ、自律的かつ継続的に調達等の合理化に取り組んでいる。                     
 
 

 
 
 

 
 
 

 
【平成 27年度の理化学研究所の調達全体像】                    (単位：億円) 

 平成 26年度 平成 27年度 比較増△減 

 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札等 1,726 
(73.4%) 

325 
(67.2%) 

1,659 
(71.3%) 

204 
(50.8%) 

△67 
(△3.9%) 

△121 
(△37.2%) 

企画競争・公募 180 
(7.7%) 

15 
(3.2%) 

154 
(6.6%) 

13 
(3.2%) 

△26 
(△14.4%) 

△2 
(16.6%) 

競争性のある契約(小計) 1,906 

(81.1%) 

340 

(70.4%) 

1,813 

(77.9%) 

217 

(54.0%) 

△93 

(△4.9%) 

△123 

(△36.2%) 

競争性のない随意契約 445 143 515 185 70 42 

評定 B 評定 B 

○ 総務大臣決定
文書に基づき調

達等合理化検討
委員会を設置し
調達の透明性及

び外部性を確保
するとともに合
理化を行うため

の計画を立案し
遂行している。 
 

 
○競争性のない随
意契約が昨年度

に比べ７０件増
えているが、【原
因】にも記載して

いるがこれは、研
究所の特性とし
てやむを得ない

ものと考察する。  
使命の一つとし
て供用促進事業

○調達にあたっ
ては、一般競争

入札等の競争
性のある契約
方式を原則と

し、「調達等合
理化計画」に基
づく取組を着

実に実施して
いると認めら
れる。 

 
 
○競争性のない 

随意契約につ
いては、件
数・金額は増

加しているも
のの、その要
因については 

一定の分析・ 
考察が行われ 
ていると認め
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定)を踏

まえ、理
化学研究
所が策定

する「調
達等合理
化計画」

に基づく
取組を着
実に実施

するとと
もに、そ
の取組状

況を公表
する。 

②一般

競争入札
等により
契約を行

う場合で
あって
も、特に

企画競争
や公募を
行う場合

には、競
争性、透
明性が十

分確保さ
れる方法
により実

施する。 
また、

監事及び

会計監査
人による
監査にお

いて、入
札・契約
の適正な

実施につ
いて徹底
的なチェ

ックを行
う。 

意識し、質と価

格の適正なバラ
ンスに配慮した
調達を実施す

る。同時に、上
記の取組が適正
に行われるよう

周知徹底を図る
とともに、取組
状況の検証を行

い、必要な措置
をとる。 

点検・検証

を行う。ま
た、調達に
当たって

は、平成２
０年８月に
策定した

「研究機器
等調達にお
ける仕様書

作成に係る
留意事項に
ついて」に

留意しつ
つ、要求性
能を確保し

た上で、研
究開発の特
性に合わせ

た効率的・
効果的な調
達に取り組

むため、チ
ェックリス
トにより調

達における
留意点の確
認を行うと

ともに、単
価契約の促
進等を行

う。さらに、
コストを意
識し、質と

価格の適正
なバランス
に配慮した

調達を実施
する。同時
に、上記の

取組が適正
に行われる
よう、研修

等において
周知徹底を
図るととも

に、取組状
況の検証を
行い、改善

度実績より低

減させたか。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
(評価の視点) 

企画競争方式
の実施件数、
効果に関する

ヒアリング 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
随意契約事前
確認の公募を

実施した件
数、効果に関
するヒアリン

グ 
 
 

 
 
（評価の指

標） 
一者応札・一
者応募に関す

(18.9%) (29.6%) (22.1%) (46.0%) (15.7%) (29.3%) 

合計 2,351 
(100.0%) 

483 
(100.0%) 

2,328 
(100.0%) 

402 
(100.0%) 

△23 △81 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
【考察】 
○入札基準額以上の契約案件に占める競争性のない随意契約の件数及び金額は、平成 26年度では 445件、

143億円に対して平成 27年度では 515件、185億円となっており、それぞれ 70件、42億円増加している。
件数の増加に関しては、計算科学研究機構及び播磨事業所の最先端の研究施設・機器に関連するバージョン
アップ、改造、改修、工事管理業務等、特定の者でなくては実施できない案件が増えていることが原因の一

つである。これらは最先端研究の持つ特殊性により、競争性のない随意契約とせざるを得ない。また、金額
の増加に関しては、計算科学研究機構におけるポスト「京」の基本設計(2)11.5億円、詳細設計(1)13.9億
円、神戸事業所の複数年の建物賃貸借の更新 11.8億円が大きな要因となっている。なお、研究所の業務を

遂行するにあたり、競争性のない随意契約とせざるを得ない外部資金に係る委託研究契約や企業等との共同
研究契約は 18件増加しており、件数、金額に含まれている。  
 

○企画競争方式の実施件数は 11件であった。 
企画競争方式を採用することで、提案内容や業務遂行能力が最も優れた者を契約相手先として選定するこ

とが 

可能となり、実際の成果物等も好評価であった。 

があり、既に作り

上げた先端大型
研究施設の効率
化のための改修、

高度化のための
改造、改修が増え
ており、これらの

契約はそれを製
作した企業に依
頼せざるを得な

いことと考察し
ている。 
また、金額増加(42

億)についても、ポ
スト「京」の基本
設計(1)を H26年

度に一般競争入札
により実施しして
いるが、これに密

接に関連する設計
の契約であること
から随意契約とせ

ざるを得ないもの
である。  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○具体例として挙
げた案件について
は冊子を送った高

校より追加送付の
依頼があるなど高
い評価を得ており

企画競争方式によ
り質の高い契約が
行われていること

が確認されてい
る。 
 

 
 
 

られる。 

 
（評定） 
○以上を踏ま

え、中期計画に
おける所期の
目標を達成し

ていると認め
られることか
ら、評定を B

とする。 
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につなげ

る。 
 加えて、
適正な契約

の確保のた
めに、外部
有識者を含

む契約監視
委員会によ
る定期的な

契約の点
検・見直し
を受けると

ともに、契
約に係る情
報について

ウェブサイ
トに公表す
る。 

る取組 

（評価の視
点） 
競争入札に占

める一者応札
等の件数等を
平成 26年度

実績より低減
させる。 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
・調達情報公
開の継続 

【調達情報の
Ｗｅｂ公開に
おいて、掲載

しそびれた調
達情報はなか
ったか。配信

を実施した結
果、業者等か
らの反応や関

心はどうであ
ったか 
 

・公正性、競
争性の担保 
仕様書の作成

に関する注
意、啓発等の
回数。会議等

での発表回数 
 
 

 
・入札参加要
件の緩和 

具体例としては、計算科学研究機構における広報誌の制作業務が上げられる。本業務は、最先端の科学技

術研究を幅広い対象者層に広報するための冊子を制作するものである。分かりやすい記事は、知識と理解に
裏打ちされた綿密な取材と執筆にかかっており、単純な価格比較では質を担保することができない。本件で
は企画競争を行うことで、制作者の能力を事前に確認することができたため、円滑に業務を遂行することが

できた。また、完成した広報誌については、これを送った高校から内容に関する問い合わせがあるなど、好
評であった。 

また、和光事業所においても、「科学のフロンティアシリーズビデオ制作」を企画競争で行っているが、

研究に関する表現力、映像的センス、業務遂行能力が評価され、さらに企画のメッセージ性の高さも合わせ、
創意・工夫・創造力の観点から契約相手先を選定した。 
 

○随意契約事前確認公募の件数は、143件であった。 
平成 27年度は、随意契約の事前確認公募において、他社からの参加意思表示によって入札へ移行した案

件はなかった。ただし、随意契約の事前確認公募を行った 143件の内 45件において、他社が案件に興味を

示し、調達ホームページ上から資料をダウンロードしており、透明性、競争性の観点から事前確認公募を実
施した効果があった。 
 

 
【平成 27年度 一者応札・応募の状況】 

  平成 26年度 平成 27年度 比較増△減 

2者以上 件数 460 
(24.7%) 

477 
(26.8%) 

17 
(3.7%) 

金額 65 
(28.4%) 

83 
(39.4%) 

19 
(29.0%) 

1者以下 件数 1,401 
(75.3%) 

1,301 
(73.2%) 

△100 
(△7.1%) 

金額 163 

(71.6%) 

128 

(60.6%) 

△35 

(△21.4%) 

合計 件数 1,861 

(100.0%) 

1,778 

(100.0%) 

△83 

金額 227 
（100.0%） 

211 
(100.0%) 

△16 

【考察】 
理研は、独創的･先端的な研究機関であり、最新の技術を取り入れたものや、世界最高水準の研究機器等

の調達が多く、その場合、対応できる業者が限定的であることが多い。そのため、一般競争入札において一
者応札・応募が多い現状であったが、平成 21 年度に策定した「一者応札・応募に係る改善方策について」
を着実に実施するとともに、平成 22 年 2 月に策定した「研究機器等の調達における仕様書作成に係る留意

事項について」に基づき、仕様書は競争性を確保した記載とするとともに、納期は十分余裕を持って設定す
ることを研究者等に周知し、これらの改善策の実効性を高めるよう確認することを着実に実施してきた。 

平成 26年度は、競争入札 1,861件のうち 1者応札件数は 1,401件で、1者応札率は 75.3％であった。平

成 27年度は、競争入札 1,778件のうち 1者応札件数は 1,301件で、1者応札率は 73.2％であり、平成 26年
度より低減させることができた。 
 

○入札公告及び随契公募の Web公開について、掲示板への文書による公告に加えて、Web公開を 100％実施
した。理研との取引量が多く、かつ掲示版や HPで入札公告等を頻繁に確認している業者は、入札情報の自
動配信サービスをさほど必要としていない。しかし、取引量や訪問頻度の少ない業者においては、入札情報

の自動配信サービスにより、情報入手が容易となり、応札可能性のある案件の見落としは無くなっている。
これにより資料のダウンロードや参加機会も多くなり関心の高さが維持されている。 
 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○目標である平成
26年度実績件数

を低減することが
できていることは
評価できる。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○単なる入札情報

の Web公開だけで
なく自動配信サー
ビスを用いて訪問

頻度の少ない業者
への情報の展開を
していることは評
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入札参加の緩

和を行った件
数 
 

 
 
 

 
・公告期間の
確保 

業務日で 10
日以上とした
入札の回数、

通常の 10営
業日の件数、
及び、緊急性

等の理由で短
縮を行った件
数を比較、よ

り長く確保し
たか検証す
る。 

 
・単価契約及
び一括契約の

締結促進の取
り組み 
単価契約及び

一括契約の契
約実績を平成
26年度より増

やすととも
に、 
それが事務効

率の向上につ
ながったのか
ヒアリング等

により検証 
 
・Web調達の

活用 
Web調達契約
の試行を行な

い、通常の調
達方法との差
異を分析す

る。 
 
 

 

○各事業所で、新入職員向けに新人オリエンテーションを毎年開催しているが、平成 27年度は理研全体で 9 
回（和光事業所 2回、横浜事業所 2回、神戸事業所 2回、計算科学研究機構 2回、播磨事業所 1回）その
中で仕様書の作成に関する注意、啓発等も行っている。加えて各事業所における研究連絡会議等での啓発

として理研全体で 3回（播磨事業所 1回、横浜事業所 2回）を行っている。さらには、所内向けホームペ
ージにおいても仕様書の作成に関する注意を掲載し、注意、啓発等を行っている。また仕様書の内容につ
いては、要求元が作成した仕様書を事務部門でも確認しており、特定の一者に限定的にならないようにし

ている。 
 
○入札参加要件については、可能な範囲で必要最低限の経験及び技術力を要件とするよう緩和に努めてい

る。筑波事業所における保守契約の技術審査において、最低限の技術力を有していることが実証できる内容
であれば応札出来ることとするとともに、参加等級も拡大したため、製造メーカー以外のメンテナンス業者
が参入できた例もあり、効果があった。競争参加者の資格等級については、物品・役務の提供等の調達にお

いては、原則として等級の間口を広げているが、Dランクまで条件を緩和して行った入札件数は 24件であっ
た。そのうち 6件が複数者応札となり、うち 3件は緩和により参加した等級の者が落札した。 
 

 ○政府調達案件を除く入札の内、規定以上の公告期間を確保した入札件数は、業務日で 10日間を超えて
行った 762件、業務日で 10日間の 722件の計 1,484件であった。また、緊急性の理由で短縮を行った件数
は 1 件であり、多くの案件で公告期間をより長く確保できた。 

 
 
 

 
 
 

 
 
○平成 27年度に単価契約として増えた案件としては、冷却塔・冷却水系複合水処理剤（筑波事業所、播磨

事業所）、水素ガス（和光事業所）、トイレットペーパー（計算科学研究機構）等の実績がある。一括契約の
実績としては、神戸事業所、計算科学研究機構及び播磨事業所で取りまとめて調達した PCの例や、神戸事
業所において神戸地区及び大阪地区で取りまとめて単価契約したマウスの餌・床敷の例がある。いずれの場

合もその成果として、調達手続等における価格検証、伝票処理に費やす時間が軽減され、事務効率が向上し
た。 
○Web調達として①ソロエルアリーナ＜和光事業所（仙台含む）、筑波事業所、横浜事業所、計算科学研究機

構、神戸事業所（大阪）＞ ②e-laboservice（和光事業所） ③e-Nacalai（和光事業所） ④OCEAN（和
光事業所）を導入している。和光事業所における運用で、研究室サイドの手間が軽減される等確認できたの
で、全所展開を検討するべく説明会を各事業所契約担当向けに実施した。 

しかしながら、研究室サイドの手間が軽減される一方で、事務サイドは発注の小口化による件数の増加や
それに伴う頻繁な納品確認等で人手が必要となるような課題が明らかになった。今後は事務サイドの負担軽
減を含め研究所全体としての効率性を考えながら進めていく。 

○契約審査委員会により、3,000万円以上の随意契約希望案件については全件審査した。また、3,000万円
未満のものについても少額随意契約以上で競争性のない随意契約については全件メールでの審査を実施し
た。 

 
 
 

 
○「入札談合等関与行為防止法」（官製談合防止法）及び独占禁止法に対する理解を深めるべく、和光事業
所の経理部契約課より 1名が外部研修へ 1回参加し、事業所経理部契約課内で周知を行った。 

価できる。 

○会計検査院から
の指導を踏まえ、
研究コンプライ

アンスについて
所内への周知、研
修を実施し改善

を行っているこ
とは評価できる。 
○入札参加要件を

緩和することで
本来、参加できな
い業者が競争入

札に参加、落札し
た事例もあり着
実に効果は出て

いる。 
○政府調達案件を 
除くほとんどの

入札において、
規定以上の公告
期間を確保でき

ていることは評
価できる（規定
では暦日で 10日

以上の公告期
間）。 

○単価契約、一括

契約については
着実に推進して
いる。 

 
 
○Web調達につい

ては試行運用を
行い着実に推進
している。 

 
 
 

○入札基準額以上
の随意契約案件
について、全件を

契約審査委員会
にて審査を実施
していることは

評価できる。 
○不祥事を無くす
ための外部研修
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（評価指標） 
調達に関する
ガバナンスの

徹底 
 
（評価の視

点） 
・新たな随意
契約に関する

内部統制の確
立契約審査委
員会により、 

3000万円以上 
の随意契約希 
望事案につい 

ては全数を審 
査する。また、
3000万円未満

のものについ
ても少額随意
契約以上で競 

争性のない随 
意契約につい 
てはメールで 

の審査を実施 
する。 
 

・不祥事の発
生の未然防
止・再発防止

のための取組 
周知及び教育
の回数、公益

通報における
要措置事案の
回数 

 
 
【関連法人】 

・ 法人の特定
の業務を独
占的に受託

している関
連法人につ
いて、当該法

人と関連法
人との関係
が具体的に

平成 27年度において、談合等公益通報について要措置事案はなかった。 

 また、DNA合成製品の調達に当たり、会計実地検査での指摘を受け、会計規程等に沿った発注、納品確認
等の手続きを定め徹底することにより、調達の適正化を図った。（平成 26年度決算検査報告において、処置
済み事項として記載。） 

 
【関連法人の有無】 
○有（公益財団法人高輝度光科学研究センター） 

 
※以下、関連法人が有る場合のみ記載。 
【当該法人との関係】 

○関連公益法人（独法会計基準第 129 2（2）（事業収入に占める割合が三分の一以上の公益法人等）に該当） 
 
【当該法人に対する業務委託の必要性、契約金額の妥当性】 

○経費削減や効率的な実施を目的に事業の一部を外部に委託しており、「播磨地区大型放射光施設
(SPring-8)及び関連施設運転業務」について、公平性・透明性の観点から一般競争入札を行ったところ、
公益財団法人高輝度光科学研究センターが落札したもの。その際、積算資料など公的な刊行物等による積

算をもとに予定価格を設定し、契約金額の妥当性を確保した。 
 
【委託先の収支に占める再委託費の割合】 

○平成２７年度契約金額（3,780百万円）に対し、再委託費（209百万円）の割合は 5.5％（前年度は 17.3％） 
 
【当該法人への出資等の必要性】 

○該当なし。 

への参加や検査

院からの指摘事
項に対する改善
を行ったことは

評価できる。 
○契約の競争性・ 
透明性の確保の

観点から再委託
の必要性等につ
いて十分に検証

し着実に遂行し
ている。 

 

 



181 

 

明らかにさ

れているか。 
 
・当該関連法

人との業務
委託の妥当
性について

の評価が行
われている
か。 

 
・関連法人に
対する出資、

出えん、負担
金等（以下
「出資等」と

いう。）につ
いて、法人の
政策目的を

踏まえた出
資等の必要
性の評価が

行われてい
るか。 

 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－5 外部資金の確保 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 0182 

 

２．主要な経年データ 
評価対象となる
指標 達成目標 基準値等 H25 年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 （参考情報） 

外部資金獲得実
績 

－  21,157,909 千円 
（1,396 件） 

20,704,019 千円 
（1,447 件） 

17,772,319 千円 
（1,545 件） 

― ― ― 

 うち競争的
資金 

－  10,890,742 千円 
（969 件） 

13,125,934 千円 
（992 件） 

9,315,791 千円 
（1,021 件） 

― ― ― 

寄附金獲得額実
績 

－  179,115 千円 
（256 件） 

101,064 千円 
（233 件） 

1,048,173 千円 
（217 件） 

― ― ― 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 競争的研究資

金、寄附金、特許
権収入等の外部
資金の確保に努

める。 

競争的資金の積極的な獲得を目指

し、公募情報、応募状況、採択率に
係る情報を理化学研究所内に周知
し、研究者の意識向上を図る。また、

自己収入の増加を目指した、産業界
からの受託研究や共同研究、寄附金
等の受入を促すことで、外部資金の

一層の獲得を図る。特に、個人申請
による外部資金の獲得に向け、日本
国の外部資金獲得に習熟していない

外国人研究者に対する重点的な指
導・支援を強化する。 

 

競争的資金等の積極的な獲

得を目指し、所内研究者に公募
情報、応募状況、採択率に係る
情報を周知し、意識向上を図る

とともに、産業界からの受託研
究や共同研究、寄附金の受入を
促すことで、より一層の外部資

金の獲得に努める。 
平成２７年度は、公募情報シ

ステムを活用し、効果的に所内

周知を図るとともに、英語によ
る応募説明会を実施し、外国人
研究者に対する重点的な指

導・支援を行う。また、寄附金
受入拡大のため、ウェブサイト

(評価軸) 

・外部資金の一層
の獲得を推進し
たか 

○競争的資金等外部資金の積極的

な獲得を目指し、引き続き公募情
報システムを活用した所内ホー
ムページでの周知、応募に有益な

情報提供のための日本語・英語に
よる説明会を開催した。 
 

 
 
 

 
 
○英語での説明会では、日本語に

よる説明会と同様、制度変更に関
する説明、種目別採択率等応募・

評定 B 評定 B 

○公募情報の積極的な提
供、説明会、相談会等、

これまで実施してきた支
援策について、着実に実
施するのみならず、相談

会における研究室アシス
タントや事務部門担当者
を対象とした手続き・執

行に関する説明を新たな
センターに展開した。 

○外部資金の獲得につい

ては、平成 25年度及び 26
年度の獲得額押上げ要因

○外部資金の獲得状況につい
ては順調に計画を遂行してい

ると認められる。 
 
(今後の発展に向けたコメン

ト) 
○より一層の競争的資金や寄
付金の獲得に向けた工夫・努

力を期待する。 
 
（評定） 

○以上を踏まえ、中期計画にお
ける所期の目標を達成してい
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などで募集情報の提供を行い、

寄附しやすい環境を整備する。 

採択に関するデータ紹介、科研費

の獲得経験を豊富に有する研究
者による獲得のポイント等につ
いての講義及び Q&Aセッション

を設け、外国人研究者による外部
資金への応募のための支援を行
った。 

 
 
 

○各地区で開催している外部資金
に関する相談会について、個別の
相談に加え、採択後の手続きや執

行上の留意事項に関する説明も
実施し、内容を充実させた。 

○寄附金の受入れ拡大のため、募

集情報提供の強化の一環とし
て、社会的に注目度が高い課題
や人材育成に関する募集特定寄

附金として新たに 1テーマの募
集を行ったほか、創立百周年記
念事業実施に係る寄附金の募集

を対外的にも開始した。 
○我が国における寄附文化の醸成
への取り組みに寄与するため、

NPO法人日本ファンドレイジン
グ協会が実施している「Giving 
December」に賛同パートナーとし

て参加した。 

である個別課題に対する

設備整備等のための追加
配分（平成 25年度：4,400
百万円他、平成 26年度：

3,120百万円他）を除く
と、前年度を上回る実績
を獲得した。また、件数

についても、前年度を大
きく上回る実績を獲得し
た。 

○企業及び個人からの寄
附金の獲得額は、平成 25
年度以降、100百万円以

上の水準を確保してい
る。 

○以上から、外部資金の獲 

得及び寄附金の受入れ拡
大に向けた取組みは、順
調に計画を遂行している

と評価する。 

ると認められることから、評

定を Bとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－6 業務の安全の確保 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 0182 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 業務の遂行に

当たっては、安全
の確保に十分留
意して行う。 

業務の遂行に当た

っては、法令を遵守
し、安全の確保に十
分に留意する。 

法令や指針の制定・改正に

適切に対応するため、関係官
庁等からの速やかな情報入
手に努めるとともに、職員等

の安全に係る資質向上を図
る。入手した情報について
は、それらが研究遂行に与え

る事項について検討を行い、
研究者への的確な情報提供
や必要に応じた規程等の整

備等を行う。また、これらの
情報を教育に取り入れるこ
とにより安全の確保を図る。 

(評価軸) 

・業務の安全確保に務めた
か 

○ 安全や生命倫理に係る法令や指針の制定・改正 

については、関係省庁や地方自治体等が開催する
関連会議及び委員会等を傍聴することで、最新の
情報の入手に努めるとともに、関連団体の実施す

る学会、講習会等への参加により、担当職員の資
質向上に努めた。入手した情報で広く職員等に情
報提供すべき内容（毒劇物の新規物質指定など）

については、ホームページへの掲示や文書の配布
により的確かつ迅速に情報提供を行うとともに、
教育訓練の内容に反映させて、周知した。また、

平成 26年度に引き続き、業務上必要となる資格
の取得と法定講習等の受講を広報・受講料補助等
により推進し、排水除害施設の管理、産業廃棄物

の管理や特定化学物質等の取扱などに係る資格
の獲得と資質の向上を図った。 

評定 B 評定 B 

○行政機関等が開
催する会議等の

傍聴により、安全
や生命倫理に係
る最新情報の入

手に努めるとと
もに、学会等の参
加により担当職

員の資質向上を
行っていること。
また入手した情

報の教育訓練へ
の取り入れやホ
ームページへの

掲示等を通じて
職員等へその情
報を提供し、周知

していること。必
要な資格の取得
と法定講習等の

受講を推進し、排

○業務の安全の確保について
は順調に計画を遂行している

と認められる。 
 
 

（評定） 
○以上を踏まえ、中期計画にお
ける所期の目標を達成してい

ると認められることから、評
定を Bとする。 
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水除害施設の管

理、産業廃棄物管
理や特定化学物
質等の取扱など

に係る資格の獲
得と資質の向上
を図っているこ

とを評価する。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 予算（人件費の見積を含む。）、収支計画及び資金計画 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 0182 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長

期目

標 

中長期計画 年度計画 主な評価

軸（評価

の視点）、

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣によ

る評価 主な業務実績等 自己評価 

 予算
を適正

かつ効
率的に
執行す

る仕組
みの構
築を図

る。 
ま

た、毎

年の運
営費交
付金の

算定に
向けて
は、運

営費交
付金債
務残高

１．予算（中期計画の予算） 
平成２５年～平成２９年度 

（単位：百万円） 

区  分 金  額(※

1)  

収入 
運営費交付金 

施設整備費補助金 
設備整備費補助金 
特定先端大型研究施

設整備費補助金 
特定先端大型研究施
設運営費等補助金 

次世代人工知能技術
等研究開発拠点形成
事業費補助金(※2) 

雑収入 
特定先端大型研究施
設利用収入 

 
274,702 

3,348 
3,224 

 

2,839 
 

114,516 

1,450 
 
 

1,833 
2,041 

 

１．予算 
(表 3-1-1)参照 

 
 
２．収支計画 

(表 3-1-2)参照 
 
３．資金計画 

(表 3-1-3)参照 
 
 

【収入】 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

【平成 27年度収入状況】 

 

収入 

研究事業 

予算額 決算額 
差引 

増減額 
備考 

運営費交付金 39,224 39,224 -   

施設整備費補助金 124 823 △699 *1 

設備整備費補助金 605 - 605 *1 

特定先端大型研究施

設整備費補助金 
- - -   

評定 B 評定 B 

○収入計画は概 
ね計画通りであ

る。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○順調に計画を遂行し
ていると認められる。 

 
（評定） 
○以上を踏まえ、中期

計画における所期の
目標を達成している
と認められることか

ら、評定を Bとする。 
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の発生

状況に
も留意
する。 

受託事業収入等 

計 

24,502 

428,453 

支出 
一般管理費 
（公租公課を除いた

一般管理費） 
うち、人件費（管理系） 
物件費 

公租公課 
 
業務経費 

うち、人件費（事業系） 
物件費（任期制職員給
与を含む） 

 
施設整備費 
設備整備費 

特定先端大型研究施
設整備費 
特定先端大型研究施

設運営等事業費 
次世代人工知能技術
等研究開発拠点形成

事業費(※2) 
受託事業等 
計 

 
20,544 
10,065 

 
6,648 
3,417 

10,479 
 

255,990 

25,779 
 

230,211 

 
3,348 
3,224 

2,839 
 

116,557 

 
1,450 

 

 
24,502 
428,453 

※1 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の
関係で一致しないことがある。 
 

※2 平成２８年度の予定している事業相
当額を計上。 
 

【人件費の見積】 
期間中総額 102,201百万円を支出する。 
 

【注釈 1】運営費交付金の算定ルール 
毎事業年度に交付する運営費交付金（Ａ）
については、以下の数式により決定する。 

Ａ(y)= ｛(Ｃ(y)－Ｔ(y))×α1(係数)＋Ｔ
(y)｝＋｛(Ｒ(y)＋Ｐr(y))×α2(係数)｝＋
ε(y)－Ｂ(y)×λ(係数) 

Ｒ(y)=Ｒ(y-1)×β(係数)×γ(係数) 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

特定先端大型研究施

設運営費等補助金 
- - -   

雑収入 32 18 13 *2 

特定先端大型研究施

設利用収入 
- - -   

受託事業収入等 4,909 14,078 △9,168 *3 

計 44,894 54,144 △9,250   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収入 

法人共通 

予算額 決算額 
差引 

増減額 
備考 

運営費交付金 8,852 8,852 -   

施設整備費補助金 5 37 △32 *1 

設備整備費補助金 9 - 9 *1 
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Ｃ(y)=Ｐc(y-1)×σ(係数)＋Ｅ(y-1)×β

(係数)＋Ｔ(y) 
Ｂ(y)=Ｂ(y-1)×δ(係数) 
Ｐ(y)= Pr(y)＋Pc(y)=｛Pr(y-1)＋Pc(y-1)｝

×σ(係数) 
 
各経費及び各係数値については、以下の通

り。 
Ｂ(y)：当該事業年度における自己収入の見
積。Ｂ(y-1)は直前の事業年度における 

Ｂ(y)。 
Ｃ(y)：当該事業年度における一般管理費。 
Ｅ(y)：当該事業年度における一般管理費中

の物件費。Ｅ(y-1)は直前の事業年度におけ
るＥ(y)。 
Ｐ(y)：当該事業年度における人件費(退職

手当を含む)。Ｐ(y-1)は直前の事業年度に
おけるＰ(y)。 
Ｐr(y)：当該事業年度における事業経費中

の人件費。Ｐr(y-1)は直前の事業年度にお
けるＰr(y)。 
Ｐc(y)：当該事業年度における一般管理費

中の人件費。Ｐc(y-1)は直前の事業年度に
おけるＰc(y)。 
Ｒ(y)：当該事業年度における事業経費中の

物件費。Ｒ(y-1)は直前の事業年度における
Ｒ(y)。 
Ｔ(y)：当該事業年度における公租公課。 

ε(y)：当該事業年度における特殊経費。重
点施策の実施、事故の発生、退職者の人数
の増減等の事由により当該年度に限り時限

的に発生する経費であって、運営費交付金
算定ルールに影響を与えうる規模の経費。
これらについては、各事業年度の予算編成

過程において、人件費の効率化等一般管理
費の削減方策も反映し具体的に決定。 
α1：一般管理効率化係数。中期目標に記載

されている一般管理費に関する削減目標を
踏まえ、各事業年度の予算編成過程におい
て、当該事業年度における具体的な係数値

を決定。 
α2：事業効率化係数。中期目標に記載され
ている削減目標を踏まえ、各事業年度の予

算編成過程において、当該事業年度におけ
る具体的な係数値を決定。 
β：消費者物価指数。各事業年度の予算編

成過程において、当該事業年度における具
体的な係数値を決定。 
γ：業務政策係数。各事業年度の予算編成

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

特定先端大型研究施

設整備費補助金 
- - -   

特定先端大型研究施

設運営費等補助金 
- - -   

雑収入 103 160 △57 *6 

特定先端大型研究施
設利用収入 

- - -   

受託事業収入等 - 765 △765 *3 

計 8,969 9,814 △845   

 
 

収入 

合計 

予算額 決算額 
差引 
増減額 

備
考 

運営費交付金 51,481 51,481 -   

施設整備費補助金 129 863 △734   

設備整備費補助金 949 1 948   

特定先端大型研究施設整

備費補助金 
410 999 △589   

特定先端大型研究施設運

営費等補助金 
27,014 26,906 109   

雑収入 383 931 △548   

特定先端大型研究施設利
用収入 

272 374 △102   

受託事業収入等 4,955 15,089 △10,134   

計 85,594 96,643 △11,050   

【主な増減理由】 

*1 差額の主因は、補助事業の繰越によるものです。 
*2 差額の主因は、一般寄付金収入の減少です。 
*3 差額の主因は、受託研究等の増加です。 

*4 差額の主因は、特許権収入の増加です。 
*5 差額の主因は、利用料収入の増加です。 
*6 差額の主因は、その他雑収入の増加です。 
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過程において、当該事業年度における具体

的な係数値を決定。 
δ：自己収入政策係数。過去の実績を勘案
し、各事業年度の予算編成過程において、

当該事業年度における具体的な係数値を決
定。 
λ：収入調整係数。過去の実績における自

己収入に対する収益の割合を勘案し、各事
業年度の予算編成過程において、当該事業
年度における具体的な係数値を決定。 

σ：人件費調整係数。各事業年度予算編成
過程において、給与昇給率等を勘案し、当
該事業年度における具体的な係数値を決

定。 
 
【中期計画予算の見積に際し使用した具体

的係数及びその設定根拠等】 
上記算定ルール等に基づき、以下の仮定の
もとに試算している。 

・運営費交付金の見積については、ε(特殊
経費)は勘案せず、α1(一般管理費効率化係
数)を各事業年度平均 3.2%(平成 24年度予

算額を基準額として中期目標期間中に 15%
縮減)の縮減、α2(事業効率化係数)を各事
業年度 1.0%の縮減とし、λ(収入調整係数)

を一律１として試算。 
・事業経費中の物件費については、β(消費
者物価指数)は変動がないもの(±0%)とし、

γ(業務政策係数)は一律１として試算。 
・人件費の見積については、σ(人件費調整
係数)は変動がないもの(±0%)とし、退職者

の人数の増減等がないものとして試算。 
・自己収入の見積については、δ(自己収入
政策係数)は据置(±0%)として試算。 

・受託事業収入等の見積については、過去
の実績を勘案し、一律据置として試算。 
 

２．収支計画 
平成２５年～平成２９年度 

（単位：百万円） 

区  分 金  額
(※1) 

費用の部 
経常経費(※2) 
一般管理費 

うち、人件費（管理系） 
物件費 
公租公課 

業務経費(※2) 

 
491,024  
20,313  

6,648  
3,186  
10,480  

283,511  

【支出】 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

【平成 27年度支出状況】 

支出 

研究事業 

予算額 決算額 
差引 

増減額 

備

考 

一般管理費 336 367 △30   

うち、人件費 - - -   

うち、物件費 336 367 △30   

うち、公租公課 - - -   

事業経費 38,920 37,890 1,030   

うち、人件費 4,130 4,155 △25   

うち、物件費 34,790 33,735 1,055   

施設整備費 124 822 △698 *1 

設備整備費 605 - 605 *1 

特定先端大型研究施設整

備費 
- - -   

特定先端大型研究施設運

営等事業費 
- - -   

受託事業等 4,909 14,078 △9,168 *2 

計 44,894 53,156 △8,262   

 

 

 

 

 

 

 

 

○支出計画は概 

ね計画通りであ
る。 
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うち、人件費（事業系） 

物件費(※2) 
受託事業等 
減価償却費(※2) 

財務費用 
臨時損失 
 

収益の部 
運営費交付金収益 
研究補助金収益(※2) 

受託事業収入等 
自己収入（その他の収
入） 

資産見返負債戻入(※
2) 
臨時収益 

 
純損失 
前中期目標期間繰越積

立金取崩額 
目的積立金取崩額 
総利益 

25,779  

257,732  
17,654  

169,404  

141  
0  
 

 
231,664  
72,863  

21,903  
3,755  

 

159,320  
 

0  

 
△1,518  

3,756  

 
0  

2,238 

※1  各欄積算と合計欄の数字は四捨五入
の関係で一致しないことがある。 

※2  次世代人工知能技術等研究開発拠点
形成事業費補助金に係るものについては平
成２８年度に予定している事業相当額を計

上。 
 
 

 
 
 

 
 
３．資金計画 

平成２５年～平成２９年度 
（単位：百万円） 

区  分 金  額

(※1) 

資金支出(※2) 

業務活動による支出 
(※2) 
投資活動による支出

(※2) 
財務活動による支出 
次期中期目標期間への

繰越金 
 

558,981  

348,420  
 

196,974  

 
4,332  

 

9,256  
 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

支出 

バイオリソース関連事業 

予算額 決算額 
差引 

増減額 

備

考 

一般管理費 37 37 0   

うち、人件費 - - -   

うち、物件費 37 37 0   

うち、公租公課 - - -   

事業経費 2,582 2,591 △9   

うち、人件費 424 437 △14   

うち、物件費 2,159 2,154 5   

施設整備費 - - -   

設備整備費 332 1 331 *1 

特定先端大型研究施設

整備費 
- - -   

特定先端大型研究施設

運営等事業費 
- - -   

受託事業等 46 240 △194 *2 

計 2,997 2,869 128   
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資金収入(※2) 

業務活動による収入 
運営費交付金による収
入 

国庫補助金収入(※2) 
受託事業収入等 
自己収入(その他の収

入) 
投資活動による収入 
施設整備費による収入 

定期預金解約等による
収入 
財務活動による収入 

前期中期目標の期間よ
りの繰越金 

558,981  

448,642  
274,702  

 

119,190  
27,115  
27,636  

 
98,706  
6,186  

92,520  
 

0  

11,633   

※1各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の
関係で一致しないことがある。 
 

※2  次世代人工知能技術等研究開発拠点
形成事業費補助金に係るものについては平
成２８年度に予定している事業相当額を計

上。 
 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

支出 

成果普及事業 

予算額 決算額 
差引 

増減額 
備考 

一般管理費 1 1 0   

うち、人件費 - - -   

うち、物件費 

1 1 0  *3 

うち、公租公課 - - -   

事業経費 928 925 3   

うち、人件費 99 99 1   

うち、物件費 828 826 2   

施設整備費 0 3 △3 *1 

設備整備費 3 - 3 *1 

特定先端大型研究施設整

備費 
- - -   

特定先端大型研究施設運

営等事業費 
- - -   

受託事業等 - 6 △6 *2 

計 932 936 △4   
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支出 

特定先端大型研究施設共用促進事業 

予算額 決算額 
差引 

増減額 
備考 

一般管理費 - - -   

うち、人件費 - - -   

うち、物件費 - - -   

うち、公租公課 - - -   

事業経費 105 108 △3   

うち、人件費 87 89 △2   

うち、物件費 18 18 -0   

施設整備費 - - -   

設備整備費 - - -   

特定先端大型研究施設

整備費 
410 999 △589 *1 

特定先端大型研究施設

運営等事業費 27,286 26,820 467   

受託事業等 - - -   

計 27,801 27,926 △125   
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支出 

法人共通 

予算額 決算額 
差引 

増減額 
備考 

一般管理費 3,666 3,552 114   

うち、人件費 1,346 1,346 -   

うち、物件費 312 282 31   

うち、公租公課 2,007 1,924 83   

事業経費 5,289 4,124 1,166   

うち、人件費 393 403 △10   

うち、物件費 4,896 3,721 1,175 *4 

施設整備費 5 37 △32 *1 

設備整備費 9 - - *1 

特定先端大型研究施

設整備費 
- - -   

特定先端大型研究施

設運営等事業費 
- - -   

受託事業等 - 750 △750 *2 

計 8,969 8,462 507   
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支出 

合計 

予算額 決算額 
差引 

増減額 
備考 

一般管理費 4,040 3,957 83   

うち、人件費 1,346 1,346 -   

うち、物件費 687 687 - *5 

うち、公租公課 2,007 1,924 83   

事業経費 47,824 45,638 2,186   

うち、人件費 5,133 5,184 △50   

うち、物件費 42,691 40,454 2,237 *5 

施設整備費 129 861 △732   

設備整備費 949 1 948   

特定先端大型研究施

設整備費 
410 999 △589   

特定先端大型研究施

設運営等事業費 27,286 26,820 467 *5 

受託事業等 4,955 15,074 △10,119 *5,6 

計 85,594 93,350 △7,756   

 

【主な増減理由】 

*1 差額の主因は、補助事業の繰越によるものです。 

*2 差額の主因は、受託研究等の増加です。 

*3 差額の主因は、按分費用の増加です。 

*4 差額の主因は、次年度への繰越によるものです。 

【備考】 

*5 任期制職員に係る人件費が含まれ、損益計算書上、給与(含む法定福

利費)として 21,124百万円が計上されています。 

*6 定年制職員に係る人件費が含まれ、損益計算書上、給与(含む法定福

利費)として 563百万円（研究費 141百万円、一般管理費 422百万円）
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【収支計画】 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

が計上されています。 

 

 

【平成 27年度収支計画】 

区分 計画額 実績額 差引増減額 

費用の部    

 経常経費 108,760 114,678 △5,918 

  一般管理費 4,020 4,356 △336 

  うち、人件費（管理系） 1,346 1,769 △423 

     物件費 658 662 △4 

     公租公課 2,016 1,925 91 

  業務経費 66,963 65,055 1,908 

  うち、人件費（事業系） 5,133 5,325 △192 

     物件費 61,830 59,730 2,100 

  受託事業等 4,531 12,716 △8,185 

  減価償却費 33,236 32,527 709 

 財務費用 10 23 △13 

 臨時損失 - 218 △218 

収益の部       

 運営費交付金収益 47,664 45,614 2,050 

 研究補助金収益 22,982 22,281 701 

 受託事業収入等 4,954 14,642 △9,688 

 自己収入（その他の収入） 643 1,290 △647 

 資産見返負債戻入 31,838 31,810 28 

 臨時収益 - 203 △203 

        

純利益又は純損失（△） △678 945 △1,623 

前中期目標期間繰越 

積立金取崩額 
620 633 △13 

目的積立金取崩額 - - - 

総利益 △58 1,578 △1,636 

※各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

 
 
 

○収支計画は概 
ね計画通りであ
る。 
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【資金計画】 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

【主な増減理由】 

・受託事業等（費用の部）及び受託事業収入等（収益の部）：受託研究の

増 

・業務経費のうち物件費（費用の部）及び、運営費交付金収益（収益の

部）：運営費交付金の執行の減 

 

 

【平成 27年度資金計画】             （単位：百万円） 

区分 計画額 実績額 差引増減額 

資金支出 129,888 160,208 △30,320 

 業務活動による支出 70,863 87,431 △16,568 

 投資活動による支出 47,732 45,417 2,315 

 財務活動による支出 307 1,617 △1,310 

 翌年度への繰越金 10,986 25,743 △14,757 

        

資金収入 129,888 160,206 △30,320 

 業務活動による収入 85,237 99,845 △14,608 

  運営費交付金による収入 51,481 51,481 - 

  国庫補助金収入 27,963 26,906 1,057 

  受託事業収入等 4,958 16,730 △11,772 

  自己収入（その他の収入） 834 4,728 △3,894 

 投資活動による収入 29,244 32,867 △3,623 

  施設整備費による収入 539 1,862 △1,323 

  定期預金の解約等による

収入 
28,705 31,005 △2,300 

 財務活動による収入 - - - 

 前年度よりの繰越金 15,407 27,496 △12,089 

※各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。 

【主な増減理由】 

・業務活動による支出：受託事業収入等及び自己収入（その他の収入）

など、収入の増に伴う増 

・翌年度への繰越金：未払金及び運営費交付金債務の増に伴う増 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○資金計画は概 
ね計画通りであ

る。 
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【財務状況】 
（当期総利益

（又は当期

総損失）） 
 ・当期総利益
（又は当期総

損失）の発生
要因が明らか
にされている

か。 
 
 

・また、当期総
利益（又は当
期総損失）の

発生要因は法
人の業務運営
に問題等があ

ることによる
ものか。 
 

 
（利益剰余金

（又は繰越

欠損金）） 
・利益剰余金が
計上されてい

る場合、国民
生活及び社会
経済の安定等

・業務活動による収入：受託事業収入等及び自己収入（その他の収入）

の増 

・投資活動による収入：施設整備費による収入及び定期預金の解約等に

よる収入の増 

 
 

【当期総利益（当期総損失）】 
【当期総利益（又は当期総損失）の発生要因】 
○財務諸表の作成にあたり当期総利益の発生要因（構成）について検証

を行った結果、当期総利益の発生要因（構成）は、その大部分が自己
収入により取得した固定資産の期間利益（残存簿価）及び前中期目標
期間繰越積立金取崩額であった。 

 
【利益剰余金】 
○利益剰余金の構成要素は、当期総利益及び前中期目標期間繰越積立金

の残額であり、当期総利益の発生要因からも、過大な利益となってい
ない。 

 

【繰越欠損金】 
○繰越決損金はない 
 

 
 
【運営費交付金債務の未執行率（％）と未執行の理由】 

○平成 27年度に交付された運営費交付金は、51,481百万円（1）である。
このうち、平成 27年度執行額は、44,338百万円（2）であるため、平
成 27年度交付分の未執行額（（3）＝（1）－（2））は、7,143百万円、

未執行率（3）/（1）は 13.9％である。 
未執行の理由は、新たな経営陣により平成 27年度に策定された、理研
の新たな経営方針である「理研科学力展開プラン」の実施方策の策定

を受け、平成 28年度に本格実施させるために確保し、繰り越した戦略
的研究展開事業費等の予算（2,096百万円（4））が未執行額に含まれて
いる。未執行額から（4）を除いた金額（(5)=(3)－(4)）は、5,047百

万円であり、未執行率（5）/（1）は、9.8％である。 
○その他の未執行の理由は、最新の研究動向に合わせた研究を行うため

の計画変更によるものや、研究者の着任時期の変更等によるものが要

因である。 
 
【業務運営に与える影響の分析】 

○研究開発成果の最大化、効果的・効率的な業務の実施に向けた法人の
管理機能強化や理事長の指導力により重点的かつ早急に進めることが
必要な取組みについては、都度対応を行ってきていることから、業務

運営に与える影響は特段ない。 
○その他の未執行額については、平成 28年度に全額執行予定であり、引

き続き執行状況の確認及び柔軟な予算配賦等による早期執行に努め

る。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
○適切に処理さ 

れている。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○国立研究開発
法人として、研

究開発成果の最
大化、効果的・
効率的な業務の

実施に向けた法
人の管理機能強
化や理事長の指

導力により重点
的に進めること
が必要な取組み

を推進するとと
もに、執行状況
の確認及び柔軟

な予算配賦等に
よる早期執行に
努める。 
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の公共上の見

地から実施さ
れることが必
要な業務を遂

行するという
法人の性格に
照らし過大な

利益となって
いないか。 
 

 
・繰越欠損金が
計上されてい

る場合、その
解消計画は妥
当か。 

 
 
 

※解消計画が
ない場合 

・ 当該計画が

策定されてい
ない場合、未
策定の理由の

妥当性につい
て検証が行わ
れているか。

さらに、当該
計画に従い解
消が進んでい

るか。 
 
（運営費交付

金債務） 
・ 当該年度に
交付された運

営費交付金の
当該年度にお
ける未執行率

が高い場合、
運営費交付金
が未執行とな

っている理由
が明らかにさ
れているか。 

 
・ 運営費交付

金債務（運

 

【溜まり金の精査の状況】 
○運営費交付金債務と欠損金等の相殺により発生した溜まり金はなかっ

た。 

 

 

 
○適切に計画を 
遂行していると

評価する。 
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営費交付金

の未執行）
と業務運営
との関係に

ついての分
析が行われ
ているか。 

 
 
（溜まり金） 

・ いわゆる溜
まり金の精査
において、運

営費交付金債
務と欠損金等
との相殺状況

に着目した洗
い出しが行わ
れているか。 

 
 
(表 3-1-1)  
平成２７年度 
（単位：百万円） 

区  分 研究事業 ﾊﾞｲｵﾘｿｰｽ関連事業 成果普及事業 特定先端大型研究施設共用促進事業 法人共通 合 計 

収入 

運営費交付金 
施設整備費補助金 
設備整備費補助金 

特定先端大型研究施設運営費等補助金 
特定先端大型研究施設整備費補助金 
雑収入 

特定先端大型研究施設利用収入 
受託事業収入等 
計 

 

39,224 
124 
605 

0 
0 
32 

0 
4,909 
44,894 

 

2,453 
0 
332 

0 
0 
167 

0 
46 
2,997 

 

847 
0 
3 

0 
0 
82 

0 
0 
932 

 

105 
0 
0 

27,014 
410 
0 

272 
0 
27,801 

 

8,852 
5 
9 

0 
0 
103 

0 
0 
8,969 

 

51,481 
129 
949 

27,014 
410 
383 

272 
4,955 
85,594 

支出 
一般管理費 

（公租公課を除いた一般管理費） 
うち、人件費（管理系） 
   物件費 

   公租公課 
 業務経費 
 うち、人件費（事業系）  

物件費（任期制職員給与を含む） 
 施設整備費 

 
336 

336 
0 
336 

0 
38,920 
4,130 

34,790 
124 

 
37 

37 
0 
37 

0 
2,582 
424 

2,159 
0 

 
1 

1 
0 
1 

0 
928 
99 

828 
0 

 
0 

0 
0 
0 

0 
105 
87 

18 
0 

 
3,666 

1,659 
1,346 
312 

2,007 
5,289 
393 

4,896 
5 

 
4,040 

2,033 
1,346 
687 

2,007 
47,824 
5,133 

42,691 
129 
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 設備費整備費 

特定先端大型研究施設運営等事業費 
特定先端大型研究施設整備費 
受託事業等 

 計 

605 

0 
0 
4,909 

44,894 

332 

0 
0 
46 

2,997 

3 

0 
0 
0 

932 

0 

27,286 
410 
0 

27,801 

9 

0 
0 
0 

8,969 

949 

27,286 
410 
4,955 

85,594 

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

 

(表 3-1-2)  
 

平成２７年度 
（単位：百万円） 

区  分 金  額 

費用の部 
 経常経費 

  一般管理費 
  うち、人件費（管理系） 
     物件費 

     公租公課 
  業務経費 
  うち、人件費（事業系） 

     物件費 
  受託事業等 
  減価償却費 

  財務費用 
 臨時損失 
 

収益の部 
 運営費交付金収益 
 研究補助金収益 

 受託事業収入等 
 自己収入（その他の収入） 
 資産見返負債戻入 

 臨時収益 
 
純損失 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 
目的積立金取崩額 
総損失 

 
108,760 

4,020 
1,346 
658 

2,016 
66,963 
5,133 

61,830 
4,531 
33,236 

10 
0 
 

 
47,664 
22,982 

4,954 
643 
31,838 

0 
 
△ 678 

620 
0 
△ 58 

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
 

 
 
 

 
(表 3-1-3) 
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平成２７年度 
（単位：百万円） 

区  分 金  額 

資金支出 
業務活動による支出 

投資活動による支出 
財務活動による支出 
翌年度への繰越金 

 
資金収入 
業務活動による収入 

運営費交付金による収入 
国庫補助金収入 
受託事業収入等 

自己収入(その他の収入) 
投資活動による収入 
施設整備費による収入 

定期預金解約等による収入 
財務活動による収入 
前年度よりの繰越金 

129,888  
70,863  

47,732  
307  
10,986  

 
129,888  
85,237  

51,481  
27,963   
4,958  

834  
29,244 
539  

28,705  
0  
15,407    

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 0182 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ― 短期借入金は２１０億円を限度と
する。 

想定される理由： 
・運営費交付金の受入の遅延 
・受託業務に係る経費の暫時立替等 

短期借入金は２１０億円を
限度とする。 

想定される理由： 
・運営費交付金の受入の遅延 
・受託業務に係る経費の暫時

立替等 
 

・ 短期借入金は
有るか。有る場

合は、その額及
び必要性は適切
か。 

【短期借入金の有無及び金額】 
○短期借入金はない 

 

評定 - 評定 - 

  

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅴ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 0182 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ― 既に廃止を決定した板橋分所につ
いて、独立行政法人通則法第４６条

の２の規定に基づき、中期目標期間
中に当該不要財産を譲渡し、これに
より生じた収入の額の範囲内で主務

大臣が算定した金額を国庫に納付す
る。 

板橋分所において実施して
いる研究機能を和光地区に移

転するために、平成２７年度
は、引き続き板橋分所の土地等
の処分に向け、必要な調査や資

産の整理、売却手続きを進め
る。 

 ○土壌汚染物質の表層調査を実施
し、売却に向けた準備および板橋

区との交渉を行った。また、板橋
区内の企業との連携協力につい
て板橋区と協議を行い、区の施設

を借用し、研究機能の一部を移転
して研究を継続した。 

評定 B 評定 B 

○順調に計画を遂行して
いると評価できる 

○順調に計画を遂行している
と認められる。 

 
（評定） 
○以上を踏まえ、中期計画にお

ける所期の目標を達成してい
ると認められることから、評
定を Bとする。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅵ 重要な財産の処分・担保の計画 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 0182 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ― 不要財産又は不要財産となること
が見込まれる財産以外の重要な財産

の処分・担保の計画はない。 

不要財産又は不要財産とな
ることが見込まれる財産以外

の重要な財産の処分・担保の計
画はない。 
 

・ 重要な財産の
処分に関する

計画は有る
か。ある場合
は、計画に沿

って順調に処
分に向けた手
続きが進めら

れているか。 
 
【実物資産】 

（保有資産全般
の見直し） 

・ 実物資産につ

いて、保有の
必要性、資産
規模の適切

性、有効活用
の可能性等の
観点からの法

人における見

【重要な財産の処分に関する計画
の有無及びその進捗状況】 

○不要財産又は不要財産となるこ 
とが見込まれる財産以外の重要
な財産の処分・担保の計画はな

い。 
 
【実物資産の保有状況】 

○リサイクルの推進により資産の 
有効活用を促進するとともに、減
損会計に係る調査及び現物確認

調査を定期的に実施して資産の
利用状況の把握等に努めた。 

 

① 実物資産の名称と内容、規模 
○理研の実物資産には、「建物及び 
附属設備、構築物、土地」、及び

「建物及び附属設備、構築物、土     
地以外の資産」がある。「建物及
び附属設備、構築物、土地」は、

各事業所等の土地、建物、宿舎等

評定 B 評定 B 

○順調に計画を遂行して
いると評価できる。 

 

○順調に計画を遂行している
と認められる。 

 
（評定） 
○以上を踏まえ、中期計画にお

ける所期の目標を達成してい
ると認められることから、評
定を Bとする。 
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直し状況及び

結果は適切
か。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
・ 見直しの結果、

処分等又は有

効活用を行う
ものとなった
場合は、その

法人の取組状
況や進捗状況
等は適切か。 

 
 
 

 
・ 「勧告の方向

性」や「独立

行政法人の事
務・事業の見
直しの基本方

針」等の政府
方針を踏まえ
て処分等する

が計上されており、「建物及び附

属設備、構築物、土地以外の資産」
は「機械及び装置並びにその他の
附属設備」及び「工具、器具及び

備品」が計上されている。 
 
② 保有の必要性（法人の任務・設

置目的との整合性、任務を遂行
する手段としての有用性・有効
性等） 

○実物資産の見直しについては、 
固定資産の減損に係る会計基準
に基づいて処理を行っており、減

損またはその兆候の状況等を調
査し、その結果を適切に財務諸表
に反映させている。このため、実

物資産についてその保有の必要
性が無くなっているものは存在
しない。 

 
③ 有効活用の可能性等の多寡 
○保有の必要性、資産規模の適切 

性、有効活用の可能性等の観点か
らの法人における見直しの結果、
既に各資産について有効活用が

行われており、問題点はない。（見
直しの内容等は⑥を参照のこと） 

 

④ 見直し状況及びその結果 （⑥
参照） 

⑤ 処分又は有効活用等の取組状

況／進捗状況（⑥参照） 
 
⑥ 政府方針等により、処分等する

こととされた実物資産について
の処分等の取組状況／進捗状況 

 

○「独立行政法人の事務・事業の
見直しの基本方針（平成 22年 12
月）」に基づき、板橋分所につい

ては、理研内に設置した支分所等
整理合理化検討委員会において
検討を重ね、理事会（平成 24年

8月）にて第 3期中期目標期間中
に処分することを決定。 
平成 27年度に、同分所の土壌汚

染物質の表層調査を行い、売却
に向けた準備を行った。 
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こととされた

実物資産につ
いて、法人の
見直しが適時

適切に実施さ
れているか
（取組状況や

進捗状況等は
適切か）。 

 

 
 
（資産の運用・管

理） 
・ 実物資産につ

いて、利用状

況が把握さ
れ、必要性等
が検証されて

いるか。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
・ 実物資産の管

理の効率化及
び自己収入の
向上に係る法

人の取組は適
切か。 

 

 
 
 

⑦ 基本方針において既に個別に

講ずべきとされた施設等以外の
建物、土地等の資産の利用実態
の把握状況 

○不動産等管理事務取扱細則の規
定に基づき、毎年度、財産管理部
暑（本部においては総務部、各事

業所においては研究支援部）が不
動産等管理簿を作成し、資産の現
況及び増減の状況を明らかにし

ている。利用実態の把握等につい
ては、各研究支援部にて利用実
態、入居要望等を適宜確認し、建

物利用委員会等で必要に応じた
スペースの利用計画案の策定を
行っており、この計画の承認並び

に全所における重要な土地・建物
利用に係る案件については、施設
委員会が、利用計画の把握・調整

に加えて老朽化対策等も勘案し、
総合的な視点から審議している。 

 

⑧ 利用実態を踏まえた保有の必
要性等の検証状況 

○借上住宅については、対象を赴

任用、緊急参集用住宅に限定して
いる。 
 

⑨ 実物資産の管理の効率化及び
自己収入の向上に係る法人の取
組 

○資産については、会計システム
を用いて効率的に管理を行って
いる。また、理研は研究活動を目

的として実物資産を取得。研究活
動を通じて自己収入を得ている
ところであり、自己収入を主目的

とした実物資産を有していない。 
 
【金融資産の保有状況】 

① 金融資産の名称と内容、規模 
○金融資産の主なものは、現金及

び預金であり、平成 27年度末に

おいて 25,743百万円となって
いる。 

 

② 保有の必要性（事業目的を遂行
する手段としての有用性・有効
性） 
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【金融資産】 
（保有資産全般

の見直し） 

・ 金融資産につ
いて、保有の
必要性、事

務・事業の目
的及び内容に
照らした資産

規模は適切
か。 

 

 
 
 

 
・ 資産の売却や

国庫納付等を

行うものとな
った場合は、
その法人の取

組状況や進捗
状況等は適切
か。 

 
 
 

 
 
 

 
（資産の運用・管

理） 

・ 資金の運用状
況は適切か。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○未払い金等のために保有してい

るものである。 
 
③ 資産の売却や国庫納付等を行

うものとなった金融資産の有無 
○該当なし 
 

※資産の売却や国庫納付等を行う
ものとなった金融資産が有る場
合 

④ 金融資産の売却や国庫納付等
の取組状況／進捗状況 

○該当なし 

 
【資金運用の実績】 
○資金運用は 1 年未満の定期預金

を実施した。これによる利息収
入 

は約 4百万円程度であった 

 
【資金運用の基本的方針（具体的

な投資行動の意志決定主体、運

用に係る主務大臣・法人・運用
委託先間の責任分担の考え方
等）の有無とその内容】 

○特に定めていない 
 
【資産構成及び運用実績を評価す

るための基準の有無とその内
容】 

○特に定めていない 

 
【資金の運用体制の整備状況】 
○該当なし 

 
【資金の運用に関する法人の責任

の分析状況】 

○該当なし 
 
【貸付金・未収金等の債券と回収

の実績】 
○該当なし 
 

【回収計画の有無とその内容（無
い場合は、その理由）】 

○該当なし 

 
【回収計画の実施状況】 
※計画と実績に差がある場合、そ
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・資金の運用体制
の整備状況は
適切か。 

 
 
 

・ 資金の性格、
運用方針等の
設定主体及び

規定内容を踏
まえて、法人
の責任が十分

に分析されて
いるか。 

 

（債権の管理等） 
・ 貸付金、未収

金等の債権に

ついて、回収
計画が策定さ
れているか。

回収計画が策
定されていな
い場合、その

理由は妥当
か。 

 

 
 
・ 回収計画の実

施状況は適切
か。ⅰ）貸倒
懸念債権・破

産更生債権等
の金額やその
貸付金等残高

に占める割合
が増加してい
る場合、ⅱ）

計画と実績に
差がある場合
の要因分析が

行われている
か。 

 

・ 回収状況等を
踏まえ回収計
画の見直しの

の要因分析結果も記載。 

○該当なし 
 
【貸付の審査及び回収率の向上に

向けた取組】 
○該当なし 
 

【貸倒懸念債権・破産更生債権等
の金額／貸付金等残高に占める
割合】 

※割合が増加している場合にはそ
の要因分析 

○該当なし 

 
【回収計画の見直しの必要性等の

検討の有無とその内容】 

○平成 25年度に北京事務所におい
て生じた資金亡失（12百万円相
当）に関して、中国、日本双方

で訴訟を提起。 
・中国では資金回収の見込みが
ないこと等から、27年 7月訴訟

及び保全を取下げ。 
・日本においては、27年 3月の
地裁判決をもとに被告個人口座

の一部を差押え、回収し、預り
金として入金（9月）。 
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必要性等の検

討が行われて
いるか。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ 剰余金の使途 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 0182 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ― 決算において剰余金が生じた場合
の使途は、以下の通りとする。 

・重点的に実施すべき研究開発に
係る経費 

・エネルギー対策に係る経費 

・知的財産管理、技術移転に係る
経費 

・職員の資質の向上に係る経費 

・研究環境の整備に係る経費 
・広報に係る経費 

決算において剰余金
が生じた場合の使途

は、以下の通りとする。 
・重点的に実施すべ

き研究開発に係る経費 

・エネルギー対策に
係る経費 
・知的財産管理、技

術移転に係る経費 
・職員の資質の向上

に係る経費 

・研究環境の整備に
係る経費 
・広報に係る経費 

 
 

・ 利益剰余金は有るか。
有る場合はその要因

は適切か。 
 
・ 目的積立金は有るか。

有る場合は、活用計画
等の活用方策を定め
る等、適切に活用され

ているか。 

 

【利益剰余金の有無及びその内訳】 
【利益剰余金が生じた理由】 

○平成 27年度決算において、目的積立 
金 279,487千円を申請している。特許
権収入に基づくものであり、適切なも

のである。 
 
【目的積立金の有無及び活用状況】 

○平成 26年度決算までに、目的積立金 
として承認を受けた 136,800千円の
うち、42,660千円を平成 27年度の知

的財産システムの更新費用に充てた。 
○今後の活動計画については、平成 28 
年度に創薬・医療技術基盤プログラム

で実施する研究開発（重点的に実施す
べき研究開発に係る経費）に目的積立
金を充てることとしている。 

評定 B 評定 B 

○順調に計画を遂行し
ている。 

○順調に計画を遂行している
と認められる。 

 
（評定） 
○以上を踏まえ、中期計画にお

ける所期の目標を達成してい
ると認められることから、評
定を Bとする。 
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４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

【Ⅷ】 その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ－1 施設・設備に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 

0182,0183 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価

軸（評価の

視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 既存の研究ス

ペースを有効活
用するとともに、
将来の研究の発

展と需要の長期
的展望に基づき、
良好な研究環境

を維持するため、
老朽化対策を含
めた、施設・設備

等の改修・更新・
整備を計画的に
実施する。 

また、施設・設

理化学研究所における研究開発業

務の水準の向上と世界トップレベル
の研究開発拠点としての発展を図る
ため、常に良好な研究環境を整備、

維持していくことが必要である。そ
のため、既存の研究施設及び中期目
標期間中に整備される施設・設備の

有効活用を進めるとともに、老朽化
対策を含め、施設・設備の改修・更
新・整備を重点的・計画的に実施す

る。また、廃止を決定した職員宿舎
については、入居者の円滑な退去等
に十分に配慮して、手続を進めるこ

ととする。なお、中期目標を達成す

理化学研究所の研究開発業務

の水準の向上と世界トップレベ
ルの研究開発拠点としての発展
を図るため、常に良好な研究環境

を整備、維持していくことが重要
である。そのために、分野を越え
た研究者の交流を促進する構内

環境の整備、バリアフリー化や老
朽化対策等による安全・安心な環
境整備等の施設・設備の改修・更

新・整備を計画的に実施する。 
 
（１）新たな研究の実施のため

に行う施設の新設等 

(評価軸) 

・施設・設備の
有効活用を図
るとともに、適

切な改修・老朽
化対策を実施
したか 

（評価の視点） 
【施設及び設

備に関する

計画】 
・ 施設及び設
備に関する計

画は有るか。有

【施設及び設備に関する計画の有

無及びその進捗状況】 
○既存の施設・設備の改修・更新・
整備については、老朽化対策等計

画リストに基づいて予算措置し、
各地区において実施した。 
・和光地区自動制御中央監視施設

等の更新を実施 
・脳科学東研究棟並びに情報基盤
棟のパッケージエアコンを更新 

・横浜地区低温室、恒温室、温室
等の点検・整備を実施 
・上記以外にも既存施設の有効活

用のため、各地区において熱源機

評定 B 評定 B 

○施設・設備に関する計 

画は、順調に計画を遂行
していると評価する。 

○順調に計画を遂行している

と認められる。 
 
（評定） 

○以上を踏まえ、中期計画にお
ける所期の目標を達成してい
ると認められることから、評

定を Bとする。 
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備等の所内共有

化を図ること等
により、可能な限
り施設・設備等を

有効に活用する。 
廃止を決定し

た板橋分所につ

いては、本中期目
標期間に適切に
処分を行い、国庫

納付を行う。 
また、廃止を決

定した職員宿舎

については、入居
者の円滑な退去
等に十分に配慮

して、手続を進め
ることとする。 

るために必要な研究開発もしくは老

朽化により必要になる安全対策等に
対応した整備・改修・更新が追加さ
れることがあり得る。 

 

施設・設

備の名称 

予

定額 
（

百万

円） 

財 

源 

－ － － 

 

（２）既存の施設・設備の改
修・更新・整備 

 

施設・

設備の名
称 

予定
額 
（百

万円） 

財 
源 

和光地

区自動制
御中央監
視施設等

の更新 

104 
施設

整備費
補助金 

和光地
区ヘリウ

ム液化・
回収装置
老朽化対

策 

25 

施設

整備費
補助金
（※） 

理研の

基盤設備
の老朽化
対策 

949 

設備

整備費
補助金
（※） 

SPring

-8経年
劣化対策 

410 

特定
先端大
型研究

施設整
備費 

補助

金（※） 

 

（※）平成 27年度補正予算に
よる措置 
また、「独立行政法人の職員宿

舎の見直しに関する実施計画」
に基づき、廃止を決定した職員
宿舎について、平成２７年度

は、入居者の円滑な退去等に十
分に配慮して廃止の手続きを
引き続き進める。 

る場合は、当該

計画の進捗は
順調か 

器、エアコン等空調機器、制御機

器の整備並びに更新工事、研究
室・実験室等の改修工事を実施 
・構内環境整備、バリアフリー対

策、老朽化対策として、エントラ
ンス自動ドアの改修工事設計、外
部スロープ滑り止め対策、その他

施設・設備機器の改修・更新を実
施 
○職員宿舎については、行政改革担

当大臣名で公表された「独立行政法
人の職員宿舎の見直しに関する実
施計画」（平成 24 年 12月 14 日）

に基づき、借上げ住宅制度の見直し
を行い、平成 26年度に引き続き平
成 27年度も入居者の円滑な退去等

に十分に配慮して廃止の手続きを
進めた。これにより、実施計画で廃
止することとされた宿舎をすべて

廃止した。 
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４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ－2 人事に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 0182 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 優秀な人材の
確保、職員の能力

向上、適切な評
価・処遇による職
員の職務に対す

るインセンティ
ブ向上等に努め
る。 

また、活気ある
開かれた研究環
境を整備するた

め、任期付研究者
等の積極的な活
用や、クロスアポ

イントメント制
度の導入等を推
進する。 

（１）方針 
業務運営の効率的・効果的推進を

図るため、優秀な人材の確保、適切
な職員の配置、職員の資質の向上を
図る。研究者の流動性の向上を図り、

研究の活性化と効率的な推進に努め
るため、引き続き、任期制職員等を
活用する。 

 
（２）人員に係る指標 
業務の効率化等を進め、業務規模

を踏まえた適正な人員配置に努め
る。 

（１）方針 
業務運営の効率的・効果的推

進を図るため、優秀な人材の確
保、適切な職員の配置、職員の
資質の向上を図る。研究者の流

動性の向上を図り、研究の活性
化と効率的な推進に努めるた
め、引き続き、任期制職員等を

活用する。また、定年制研究職
員に導入した年俸制の拡大に
取り組む。 

 
（２）人員に係る指標 
業務の効率化等を進め、業務

規模を踏まえた適正な人員配
置に努める。 
 

 

(評価軸) 
・優秀な人材の確

保、職員の能力向
上、インセンティ
ブ向上、任期付研

究者等の積極的
活用が図れてい
るか 

（評価の視点） 
【人事に関する

計画】 

・ 人事に関する
計画は有るか。
有る場合は、当

該計画の進捗は
順調か。 

・人事管理は適切

に行われている
か。 

○優れた国内外の研究者・技術者
をサポートする事務部門の人材

の資質を向上させることにより、
業務の効率化に繋げていくため
の取り組みを行った。業務に関す

る知識や技能水準の向上、業務の
効率的な推進や合理化を促進す
る観点から、平成 27年度は、語

学等の能力向上を図る研修や、研
究不正やハラスメントの防止、服
務等の法令遵守に関する研修、メ

ンタルヘルスに関する研修等を
通じて、理化学研究所全体の職員
の資質向上を図った。 

○管理職のマネジメントに必要な
倫理、不正防止、労務管理等の共
通事項を網羅した eラーニングプ

ログラムの受講徹底を継続的に
実施した。【再掲】 
○階層別研修として、平成 27年度

は、センター長をはじめ、各セン

評定 B 評定 B 

○順調に計画を遂行して
いると評価できる。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

○順調に計画を遂行している
と認められる。 

 
(今後の発展に向けたコメン
ト) 

○任期制研究職スタッフから
無期雇用職の拡大へ制度を変
更したことは評価できる。 

 
○無期雇用職について、今後具
体的な制度設計が行われるこ

とになるが、その際、研究現
場の実情を反映したかたちで
制度設計が行われることを期

待する。 
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ターにおいて管理職を対象に、順

次コーチング講座を進め、センタ
ーや研究室における部下育成に
有用なコミュニケーションスキ

ルの向上を図った。（平成 28年度
前半までに全センター完了予定） 
【再掲】 

○新任管理職に対しては、研究不
正を防止するために気を付ける
べきポイントや、所属員に対して

研究倫理教育を含めた指導育成
を効果的に実施するために有益
なコーチングスキル等に関する

研修を実施した。【再掲】 
○能力開発研修の中で、語学研修
強化の試行的取組みとしてオン

ラインによる英語学習プログラ
ムを新たに実施し、また、海外短
期語学研修を継続的に実施する

ことで、国際化に対応する人材育
成を図るとともに、職員が夜間大
学院修学制度を通じて、専門性の

高い知識が備わるよう、職員の育
成を図った。【再掲】 
○能力開発研修については、語学

や ITスキルに関する研修の eラ
ーニング化により、より多くの職
員に業務に有益な内容を学べる

機会を提供し資質向上を図った。
【再掲】 
○平成 27年度は、5名のクロスア

ポイントメントを行った。 
 
【人事に関する計画の有無及びそ

の進捗状況】 
○業務運営の効率的・効果的推進
を図るため、優秀な人材の確保、 

適切な職員の配置の取り組みを
行った。また、研究者の流動性の
向上を図り、研究の活性化と効率

的な推進に努めるため、引き続
き、任期制職員等を活用すること
とした。 

○任期制研究職員の流動性に加 
え、定年制研究職員の流動性の向
上を図るため、引き続き、新規採

用の定年制研究職員を年俸制と
した。その結果、定年制研究職員
332 名のうち、135名が年俸制で

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 

（評定） 
○以上を踏まえ、中期計画にお
ける所期の目標を達成してい

ると認められることから、評
定を Bとする。 
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ある（平成27年度末）。 

○常勤職員の採用については、公 
募を原則とし、特に研究者の公募 
に関しては、海外の優秀な研究者 

の採用を目指し、新聞、理研ホー 
ムページ、Nature 等主要な雑誌 
等に広く国内外に向けて人材採 

用広告を掲載して、国際的に優れ 
た当該分野の研究者を募集する 
等、研究開発環境の活性化を図っ 

た。 
○ 業務量の変化に対して都度、必 
要な人材を確認の上、適正配置に 

努めた。また、平成 27 年度にお 
ける事務職の平均残業時間は、 
22.4 時間／月で平成 26 年度の 

平均残業時間 23.3 時間／月に対 
し、0.9時間削減された。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ－3 中期目標期間を越える債務負担 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 0182 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ― 中期目標期間を超える債務負担に
ついては、研究基盤の整備等が中期

目標期間を越える場合で、当該債務
負担行為の必要性及び資金計画への
影響を勘案し合理的と判断されるも

のについて行う。 

中長期目標期間を超える債
務負担については、研究基盤の

整備等が中長期目標期間を越
える場合で、当該債務負担行為
の必要性及び資金計画への影

響を勘案し合理的と判断され
るものについて行う。 

【中期目標期間
を超える債務

負担】 
・中期目標期間を
超える債務負担

は有るか。有る
場合は、その理
由は適切か。 

【中期目標期間を超える債務負担
とその理由】 

○該当なし 

評定 - 評定 ― 

 
 

 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ－4 積立金の使途 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 28年度行政事業レビューシート 0182 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長

期目

標 

中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評

価 主な業務実績等 自己評価 

 ― 前期中期目標期間の最終年度において、独立行政法
人通則法第４４条の処理を行ってなお積立金がある

ときは、その額に相当する金額のうち文部科学大臣の
承認を受けた金額について、以下のものに充てる。 
・中期計画の剰余金の使途に規定されている重点的

に実施すべき研究開発に係る経費、エネルギー対策に
係る経費、知的財産管理・技術移転に係る経費、職員
の資質の向上に係る経費、研究環境の整備に係る経

費、広報に係る経費・自己収入により取得した固定資
産の未償却残高相当額等に係る会計処理・前中期目標
期間に還付を受けた消費税のうち、中期目標期間中に

発生する消費税の支払 

前中期目標期間の最終年度において、独立行
政法人通則法第４４条の処理を行ってなお積立

金があるときは、その額に相当する金額のうち
文部科学大臣の承認を受けた金額について、以
下のものに充てる。 

・中長期計画の剰余金の使途に規定されてい
る重点的に実施すべき研究開発に係る経費、エ
ネルギー対策に係る経費、知的財産管理・技術

移転に係る経費、職員の資質の向上に係る経費、
研究環境の整備に係る経費、広報に係る経費 

・自己収入により取得した固定資産の未償却

残高相当額等に係る会計処理 
・前中期目標期間に還付を受けた消費税のう

ち、中長期目標期間中に発生する消費税の支払 

 

(評価軸) 
・積立金を適正に

充当したか 
（評価の視点） 
【積立金の使途】 

・積立金の支出は 
有るか。有る場
合は、その使途

は中期計画と整
合しているか。 

【積立金の支出の有無
及びその使途】 

○該当なし 

評定 - 評定 - 

 
 

 

 

４．その他参考情報 

― 
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